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巻頭言

核家族の個人化と社会保障

国勢調査によると1960年には4人に達していた日本の平均世帯人数は，調査の回を重ねるごとに

減り，1990年には3人を切り，2015年には2.38人と最低記録を更新した，日本社会における世帯規模

の縮小は着実に進行している。この傾向が続くことは国立社会保障・人口問題研究所の推計結果に

も示されている。特に単身世帯の増加には目を見張るところがあり，総世帯数に占める単身世帯の

割合は1970年代に20％前後だったのが現在は3割を超え，2030年には4割に近づくと推計されてい

る。

世帯規模の縮小は，従来，核家族化の進展として理解されることが多かった。時代が新しくなる

につれて拡大家族から核家族への変化が進むというわけである（ちなみに核家族は人類学者や社会

学者が学術用語として使い始め，これが流布して日常言語のなかでも用いられるようになった言葉

である）。しかしこれは誤解を生みやすい捉え方でもある。

というのは，核家族は家制度が廃止された戦後社会になって生まれ，またその後の工業化や都市

化のなかで増え続けたとは必ずしも言えないからである。伝統的な日本の家族の典型が三世代同居

の直系家族であったことはよいとしても，核家族が数のうえで例外的存在だったということはな

かった。明治以降の近代化のなかで子どもの死亡率が低下し人口爆発が起こってからは，同じ家族

のなかのきょうだい数が増え始めたため，生家にとどまって家長となる子ども（多くのばあい長男）

は別として，それ以外のきょうだいたちは，みずからが家長（あるいはその配偶者）となって核家

族を形成したからである。もともと核家族は多かったのである。したがって世帯規模の縮小は核家

族化の結果としてだけでとらえることはできない。

近年では，歴史人類学者エマニュエル・トッドのように，人類の家族の原初形態は核家族であり，

それ以外の直系家族や複合家族は核家族が歴史的に進化した結果だとする学説も登場した。そうな

ると直系家族から核家族への変化が歴史の進歩であるとか近代化の産物であるとかは言えなくな

る。

世帯規模の縮小は出生率の低下と，既婚子ども世帯と老親との同居率の低下によるところが大き
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い。前者に関しては長らく社会問題として認知されているので，いまさらいうことはないかもしれ

ない。後者に関しても，別居の理由はともかく，高齢者世帯のうち既婚の子ども世帯との同居率は，

国民生活基礎調査によれば，1980年には5割を超えていたのが，2000年代半ばには4分の1を下回るま

でになっている。

以上に加えて，社会学者が，家族の個人化と呼ぶ変化が世帯規模の縮小に拍車をかけている。集

団としての家族の一体性が弱まっているという意味においても，また家族が離婚の増加によって不

安定となり解体しやすくなっているという意味においても，さらに，そもそも家族を形成しない個

人が増えてきているという意味においても，家族の個人化（単身世帯を家族と呼ぶか否かは定義の

問題だが）が進んでいることは間違いない。

その結果，かつて一人暮らしといえば，結婚前の若者か，独身を貫くか配偶者と離死別した高齢

者と想定されていたが（後者がいちばん多いことはいまでも変わらないが），現在では，中高年世代

のあいだでも非婚による単身世帯が増えている。

総じて言えば，再生産の単位であったはずの家族が変化して「小さな世帯」が増え，またその多

様化が進んでいるのである。

これまで社会保障は各種環境の変化に適応するために制度変更を繰り返してきたが，「小さな世

帯」の増加に対しても同様であるべきであろう。本特集に寄稿された論文は，そのために踏まえる

べき事実を提供している。

例えば，「小さな世帯」のもとでは家族だけでなく親族によるリスクプール機能も喪失しているこ

と，同じくひとり親世帯といっても相対貧困率の程度や社会保障による貧困削減率が異なること，

単身高齢者のメンタルヘルスは男女で異なること，子どもの虐待や抑鬱へのサポートが「小さな世

帯」では弱まること，男性介護者には固有の問題があること，小さな世帯と社会保障をめぐる論争

は過去にもあり，現在もそれを踏まえるべきであること，子どもの貧困は母子家庭の場合に抜け出

すのがむずかしく，学齢期以前にひとり親となるとさらに困難であること，等々。

本特集によって「小さな世帯」が抱える社会保障の問題に関する理解が深まっていくことを望む。

武 川 正 吾
（たけがわ・しょうご 東京大学大学院人文社会系研究科教授）
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Ⅰ はじめに

社会保障を議論するにあたって，社会の近代

化・産業化を切り離すことはできない。日本も戦

後，奇跡的と称された高度経済成長に入って，潤

沢な財源をもとに日本社会は福祉国家化へと大き

く舵をきっていく。しかし1973年，福祉元年と銘

打って積極的に福祉政策が展開されようとした矢

先，第一次オイルショックが勃発した。低成長期

に突入した日本は限りある財源を横目に社会保障

制度の組み直しが求められるようになる。ここで

忘れてはならないのは，その背景で着実に進行し

ていた人口変動である。1970年，全人口に占める

65歳以上人口比が7％を超えて，1970年代半ば，合

計特殊出生率が人口置換水準を下回った。つま

り，この時期，いまでいう少子高齢化の流れが本

格始動した時期でもある。このような人口変動は

また，人々が生活する場である家族/世帯の構造

そして機能をも変えていった。近代化・産業化に

代表される社会変動は，人口や家族・世帯の姿に

も少なからぬ影響を及ぼした。

＊東京大学大学院人文社会系研究科 教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 14

特集：小さな世帯の増加と社会保障

小さな世帯の増加と社会保障

白波瀬 佐和子＊

抄 録

本稿は，戦後日本の世帯規模の縮小について，生活保障の観点から広く検討することを目的とする。

特に，急激に進行した産業構造の変化は人口構造の変化も促して，いま，日本は最も高齢化した国と

なった。その急激な人口変動は，人々が実際に生活する世帯／家族のあり方と連動し，そこでの変化は

格差を伴って進行していた。

本稿は大きく2部から構成されている。前半は，世帯規模の縮小を，国勢調査データを用いて年齢構

成や世帯構造に着目し明らかにしていく。後半では，世帯規模の縮小について，特に同居に着目して，

その貧困回避機能の程度を探る。実証データを用いた分析結果から，高齢者や母子世帯といった高い貧

困リスクを抱える者にとって，同居は現時点では最も有効な貧困回避の手段であった。一方，一人親と

なった娘を引き取る親もまた経済的に楽でない状況があり，親を引き取る余裕のない現役世代の状況も

明らかになってきた。その結果，世帯のリスクプール機能に大きく依存しない，公助，共助のあり方を

今一度検討すべきことを本稿の結論とした。

キーワード：世帯規模，世帯構造，三世代世帯，母子世帯，同居効果

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 4-18.
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図1は，1960年以降の世帯数と1世帯当たり平均

世帯員人数の変化である。両者の変化は逆向きで

あって，全体世帯数は1960年2,254万世帯から

2010年には5,333万世帯へと5割以上の増加率と

なっている。一方，1世帯当たりの平均世帯員数

は1960年に4.14人から2015年には2.33人と5割の

減である。少子高齢化の中，2015年国勢調査結果

から，2015年10月1日現在の総人口は1億2,709万

4,745人と，2000年調査に比べて0.8％（96万2,607

人）減となった1)。これは1920年に国勢調査が実

施されて以来はじめての人口減少となる。一方，

その間，世帯数は伸びていった。つまりは，1世帯

当たりの世帯人数が減少したことになり，2035年

には2.20人にまでになると予想されている2)。

また，ここでの世帯規模の縮小は特に，人口高

齢化と密接に関連して進行している。1960年にお

ける65歳以上人口割合は5.7％であったものが，

2015年には26.6％と，4倍近くにも膨れ上がった。

その高齢者たちの暮らし方の変化が世帯規模の縮

小とも関連して進行したことは容易に想像でき

る。本稿では，国勢調査データを中心に世帯に関

連する変化を確認すると共に，その変化の意味に

ついて，社会保障との関連から多世代同居に注目

した家族の機能の中身を社会調査ミクロデータ分

析結果から検討する。

Ⅱ 変動する世帯構造/変わる家族

日本の社会保障は家族機能と密接に議論されて

おり，特に，扶養という概念が鍵になる。副田

（1971）は生活問題という枠組みから扶養に早い

段階から着目した一人であり，この概念こそが社

会保障と家族をつなぐ点で重要である。

高齢化の進行は就労，特定企業からの離脱が進

むので，不就労状況をより積極的に取り組んだ生

活保障の枠組みの重要性が高まる。社会保障と

いった場合でも，リスクの対象事象を，失業，職

場での事故といった労働者の立場を前提として設

定される傾向にあるが，労働者であることを必ず

しも想定できない高齢者をどう組み込むか。さら

には，家計を支える稼得者がほかの家族員を扶養

するという前提をどれくらい柔軟にするかが，こ

1)「平成27年国勢調査 人口等基本集計結果 要約」（総務省）http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka/kihon1/

pdf/youyaku.pdf（2017年3月20日アクセス）。
2)「日本の世帯数の将来推計（全国推計）-2010（平成22）年〜2035（平成47）年-（2013（平成25）年1月推計）」（国

立社会保障・人口問題研究所）http://www.ipss.go.jp/pp-ajsetai/j/HPRJ2013/hhprj2013_honbun.pdf（2017年3月20日ア

クセス）。
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出所：総務省統計局「国勢調査」時系列データ表2より筆者作成。

図1 全世帯数と1世帯あたり平均人数，および65歳以上割合の趨勢
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のたびの世帯規模の縮小にあたってわれわれに突

きつけられた課題である。また，生活保障といっ

た場合，その対象や問題とする事象はより多様

で，また複雑でもある。不就労を一つとっても，

働かないという状況は積極的に求職しているにも

係らず仕事が見つからないのか，働きたいけれど

疾病や障がいのために働くことができないのか，

その意味は大きく異なる。前者については，職業

訓練や学び直しの機会や経済的支援の提供，さら

には地元企業に雇用の機会を依頼する，というよ

うな工夫が考えられる。さらには，職業訓練以前

に，心身への専門的ケアの提供も必要になってく

るだろうし，障害者雇用を促進するにあたって一

企業の厚意に依存することなくより広く地域，国

レベルでのサポートが求められる。また，80歳以

上の超高齢層になってくると健康上に問題が出て

きて働くことができない状況が増えてくるので，

不就労状況を前提とする家族内外からの支えあい

のしくみが一層重要になる。

そこで，本稿では家族・世帯に着目して社会保

障を検討することで，広い生活保障のあり方を模

索する。日本の社会保障を位置づける際に，家

族・世帯は社会的な支えあいを受ける手前の福利

サービスの提供の主体であり，かつて「含み資産」

というかたちで生活保障機能を担う強い前提でも

あった。戦後の厚生行政において，家族による含

み資産の位置づけを明示的に記したのが1978年

『厚生白書』である。戦後の『厚生白書』の流れを

みるにつけても，貧困，退役軍人保障は中心的な

テーマであるが，人口は1956年白書においても

テーマになっている。その中で，1962年『厚生白

書』のテーマは「人口革命」と銘打たれ，そこで

初めて中高年齢層を中核とする世帯の福利につい

て言及されている。中高年齢層は親世代と子世代

の生活保障を提供する中核的な人口層としての位

置づけである。しかしその後，世帯の概念は明示

的に扱われないが，1977年『厚生白書』において

「空の巣（empty nest）」が言及された。いわゆる

老人のみによって形成される世帯の増加であり，

そこには夫婦のみ世帯に比べて一人暮らし高齢者

についても言及がある。そして，1978年『厚生白

書』においては，「これまで社会保障の含み資産と

されていた家族」という文言が登場し，そこでい

う含み資産とは三世代同居として明確に位置づけ

られている3)。

産業構造が変化し，都市化の進行に伴って，家

族規模が縮小していった。そこでの同居人数の変

化は，世帯内の関係をも変えていった。世帯の構

成員は親族に限定されるようになり，世帯類型も

単純化していった。2015年国勢調査結果による

と，総世帯数に占める親族のみによって構成され

る世帯割合は82.1％，一人暮らし世帯14.5％を加

えると9割以上となる。一方，非親族を含む世帯

は0.9％のごく少数派に過ぎない4)。2014年に国立

社会保障・人口問題研究所によって実施された

「世帯動態調査」結果から，一人暮らし，二人暮ら

しの増加は，世帯内の関係性や中身も単純化させ

ることに繋がる，との指摘がある5)。

Ⅲ データからみる世帯変動：どこで世帯の縮

小が起こっているのか

どこで世帯の縮小が認められるのか。図1から，

世帯規模の縮小が全体的に起こってきたことは確

認できたが，もう少し詳しく世帯の変化を探って

みよう。その前に，そもそも世帯とはどう定義さ

れてきたのか。現在の国勢調査で適用されている

世帯とは，1985年以降の「一般世帯」「施設等の世

帯」に大きく区分したものであり，それまでは

「普通世帯」と「準世帯」とされてきた。ここでい

う一般世帯とは，大きく複数人数で構成される場

合と単身で構成される場合がある。後者について

3)「過去の白書」から，http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/kousei/（2017年3月27日アクセス）。
4)「平成27年国勢調査 人口等基本集計 全国結果」第6表よりhttp://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020103.do?_

toGL08020103_&tclassID=000001077438&cycleCode=0&requestSender=search（2017年3月26日アクセス）。
5)「第7回世帯動態調査 結果の概要（要旨）」http://www.ipss.go.jp/ps-dotai/ j/DOTAI7/kohyo/NSHC07_gaiyo.pdf

（2017年3月20日アクセス）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 16
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は，住居や世帯を共にしていても生計を別にして

いる間借り，寄宿舎・単身寮に住む場合は単身者

として世帯を構える場合を含む。

一般世帯における家族類型分布の変化を，本格

的な少子高齢化に突入した1970年代半ばからみて

みたのが図2である。ここでまず気がつくのは，

いわゆる核家族世帯割合は1970年代半ば以降，そ

れほど大きく減少しているわけではないことであ

る。家族類型として大きく変化したところは，夫

婦のみ世帯割合が11.6％から19.8％へと上昇し，

単独世帯もまた19.5％から32.4％へと大きく上昇

した。一方，夫婦と子ども世帯の割合は1970年代

半ば，核家族の7割を占めていたが，2010年には核

家族世帯の半数のみを占めるに至った。さらに，

まだ数としては少ないものの，女親と子ども世帯

は1975年4.6％に過ぎなかったものが2010年には

7.4％と上昇している。つまり，平均世帯人数減

少の一つの原因は，子ども数の減少と一人親世帯

の増加にあることが想像できる。国立社会保障・

人口問題研究所が実施した「出生動向基本調査

（夫婦票）」によると，完結出生児数は1952年3.2人

であったものが2015年には1.94人と2010年調査の

1.96人よりもさらに低下した6)。2015年調査結果

において，子どもがいない夫婦（15年〜19年の結

婚年数を経過した夫婦を対象）は6.2％と上昇傾

向にあり，子ども1人と回答した夫婦は18.6％と

前回調査の15.9％よりも上昇した。このように，

子ども数の低下は世帯規模の低下に寄与した。

もう一つの核家族世帯を構成するのは一人親世

帯である。すでにみたように，母子世帯数は上昇

している。二人の親と一人の親は単に数の違い以

上の意味を持ちうる。事実，昨今の子どもの貧困

は一人親世帯，特に母子世帯との関連で議論され

ることが多い（阿部2008；湯澤2004）。2010年国勢

調査から母子世帯の子ども数の分布をみてみる

と7)，半数は1人，38％が2人と，二人親世帯に比べ

て子ども1人割合が高い8)。

以上，子どものいる世帯の世帯員数の減少は，

6)「第15回出生動向基本調査 第II部夫婦調査の結果概要」（国立社会保障・人口問題研究所）図表II-2-1よりhttp://

www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou15/NFS15_gaiyou3.pdf（2017年3月20日アクセス）。
7) ここでいう「母子家庭」とは，「母親と子どもからなる世帯」のうち，未婚，死別，離別の女親と20歳未満の子

どものみからなる世帯とする。http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/final/pdf/01-13.pdf（2017年3月20日アクセ

ス）。
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図2 家族類型分布の変化（％）
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子ども数の減少と結論づけてもよい。既婚カップ

ルの子ども数の減少に加え，一人親世帯の増加も

また平均子ども数を下げる効果を持ちうる。

図3は世帯主年齢階層別の夫婦のみ世帯割合の

変化を1960年代半ばと2010年代半ばで比較してみ

た。ここでは明らかなのは，若年層の晩婚化・未

婚化を反映しているように1965年時点で，20代で

は2割以上が夫婦のみ世帯であったのに対し，20

代前半では2％程度しか夫婦のみ世帯はおらず，

20代後半でも12.0％と，50年間で大きく減少して

いる。その後，晩婚化を反映させるように，30代

に入って夫婦のみ世帯は50年前よりも高い値とな

るが，これは1960年代には多くの夫婦が子ども誕

生によって夫婦のみ世帯カテゴリーから離脱する

ことで同割合が減少するが，2015年では晩婚化で

夫婦のみ世帯の形成時期が遅くなると同時に子ど

もがいないカップルもまた増えることからそれほ

ど夫婦のみ世帯の割合が変化しない状況と解釈で

きる。また，特に65歳以上高齢世帯主において，

これまで子世代との同居というパターンから夫婦

のみ世帯を維持するパターンへと，高齢期の世帯

構造が変化していった。もちろん，ここでのデー

タは横断的な国勢調査であるので，厳密な世帯構

造の変容を時間軸に沿って検討することはできな

いが，それでも，世帯動向の大まかな傾向を図3か

ら想像できる。

世帯規模の縮小でまず頭に浮かぶのは単独世

帯，いわゆる一人暮らし世帯の増加である。図4

は，世帯主年齢別にみた一人暮らし割合を2時点

間比較したものである。どの世帯主年齢層におい

ても一人暮らし世帯の割合は上昇しており，特に

40代以前の比較的若い年齢層において一人暮らし

世帯が上昇している。高齢化と共に強調されてき

た高齢一人暮らしの割合の上昇はそれほど大きく

ない。ただ，図4はあくまで世帯主からみた単独

世帯割合であって，世帯主になる確率が年齢階層

によって異なることを注意しなければならない。

例えば，20代前半，若年層の晩婚化・未婚化も手

伝って，全体世帯主のうち20代世帯主割合は

8.0％という少数派である。しかし，20代前半世

帯主のうち，9割近くが一人暮らし（学生等）であ

る，というのが図4の結果の読み方である。

図5は未婚者の年齢階層別，親族のみ世帯割合

をみたものである。ここで興味深いのは，男女で

大きく状況が異なることである。まず，男性につ

いてみると，30代まで未婚男性の3分2以上は親族

と同居しているが，60代まで同割合は一貫して減

少する。一方，未婚女性については，60代前半ま

で親族と生活しており，自らが世帯主になる場面

は一人暮らし，あるいは未婚で子どもを持つと

8) ここでの統計は調査時点のことであり，離死別した者がその後再婚した場合には既婚者として分類される点は

留意されたい。
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出所）2015年国勢調査 第12表より。

図3 世帯主年齢別全世帯に占める夫婦のみ世帯割合（％)
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いった状況に限定される。女性の貧困はじめ，さ

まざまな問題が世帯というフィルターに覆われ見

えにくい。それは，家族と同居することで経済的

な困難を回避する可能性が高まる一方で，家族と

いう殻の中で問題が隠蔽されるリスクもまた負う

ことにも通じる。

すでに言及したように，世帯構造を見る場合，

世帯主年齢分布の変化はつねに考慮すべき重要な

ポイントである。誰が居を構え，その長となる者

の年齢分布を1965年と2015年で比較したのが，図

6である。高度経済成長期，日本は労働人口が多

い人口ボーナスの状況にあったが，世帯分布から

みてもその事実を伺うことができる。30代をピー

クとする山型を描き，65歳以上の世帯主割合は1

割にも満たない。それがいま，世帯主年齢分布は

高齢層に引っ張られる形になり，かつてのピーク

にあった30代層は6から7％程度と50年前の値の半

分以下となった。その代わり，65歳以上世帯主は

36.7％と全体の3分の1以上を占め，50年前の対応

する値が9.7％であったことを考えると，世帯主

小さな世帯の増加と社会保障 9
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出所：総務省統計局「平成27年国勢調査（全国結果）」表16-2。

図5 未婚者の年齢階層別、親族のみ世帯割合（％）
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出所）2015年国勢調査 第12表より。

図4 世帯主年齢別全世帯に占める単独世帯割合（％）
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年齢は大きく高齢化したことが明かである。

ただ，世帯主を誰にするかは，各世代の裁量に

任されており，収入の多少や住民基本台帳の届出

と常に整合的ではない。厚生労働省が実施する

「国民生活基礎調査」によると，「年齢や所得にか

かわらず，世帯の中心となって物事をとりはかる

者として世帯側から申告された者」9)とされてい

る。もっとも現実には，世帯の生計を主として支

える者と世帯主であることとは高い相関があ

る10)。この50年間，大きく変化した世帯主年齢分

布の背景には大きく二つのことが考えられる。一

つは，若年層の高学歴化，晩婚化・未婚化に伴い

自らの世帯を構える時期が遅れがちになったこ

と，もう一つは，高齢層の一人暮らし，夫婦のみ

世帯の増加というように，高齢期に多世代世帯か

らの世帯分離が進行したことである。

以上のように，世帯規模の変化をデータから概

観してきたが，この世帯規模の縮小は，（1）晩婚

化，未婚化という結婚行動，（2）子どもを持たな

い，あるいは少ない子どもを出産するという出産

行動，そして（3）高齢期を子どもとの同居によっ

て過ごしてきた時代から，高齢夫婦のみ，あるい

は高齢一人暮らしが増えた，という3つによるこ

とが大きい。このような世帯規模の縮小は社会保

障の観点から何を意味するのか。

すでに「はじめに」でも述べたように，日本は

家族を含み資産として，社会保障制度に積極的に

位置づけてきた。それはまた，家庭基盤の充実

（自由民主党1979）という用語によっても言い換

えられ，家族機能の重要さが強調され，確認され

続けてきた。しかし，具体的に家族の機能とは何

であり，その機能は実際どの程度劣化したのか。

その具体的な中身が見えてこない。そこで本稿の

後半において，同居に着目して，家族の機能を世

帯員の経済的ウェルビーイングの程度から実証

データを分析・検討してみたい。

Ⅳ 高齢期における世帯分離と所得格差

日本は他国に類をみない速さで高齢化が進行し

た国であり，総務省統計局が公表した65歳以上人

口率の最新データは27.3％である11)。急激な高齢

化は，高齢者たち自身が生活する場の形をも変え

ていった。事実，1970年代半ば，65歳以上高齢者

9) http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa10/yougo.htmlより（2017年3月27日アクセス）。
10)例えば，平成25年国民生活基礎調査によると，世帯主でありかつ最多所得者である場合は88.9％であり，そのう

ち仕事ありと回答したものは68.7％であった。ここでの分母には，親から仕送りで生活する学生や，一人暮らし

の高齢者も含まれている。
11)「統計からみた我が国の高齢者（65歳以上）」（統計トピックスno.97，http://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics97.

pdf）から，平成28年9月15日現在の人口推計による。
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のいる世帯の半数以上は三世代世帯であったが，

2010年代半ばには，一人暮らし世帯と夫婦のみ世

帯の合計が過半数になった。若い世代と同居する

ことで生活の場を共有し，同じ世帯内で高齢者た

ちは生活保障を享受していた。これがいわゆる

「含み資産」と想定される場面である。しかし，

1960年代，人口に占める高齢者割合は6％弱と1割

にも満たない。それがいま，4人に1人以上が65歳

以上となった。高齢期になると子世代と同居して

老後を過ごすことは，人口高齢化がそれほど進行

していない時代においては規模としてはそれほど

大きくなく，その限定的な対象規模の少なさが社

会保障給付費を抑えていたのであって，長寿にな

り健康に問題を抱える介護リスクも1960年時点と

今とでは大きく異なる。事実，1960年当時の平均

寿命は男性65.3歳，女性70.2歳であり，65歳時点

の平均余命は男性11.6歳，女性14.1歳であった。

それが2014年時点では，平均寿命は男性80.5歳，

女性86.8歳になり，65歳時の平均余命は男性19.3

歳，女性28.2歳となった。65歳の高齢期に突入し

た後も，平均して20年ほどの余命が残されている

ことになる12)。最近の人口高齢化は，65歳以上に

突入する年齢層が大きいというよりも，高齢期に

突入してからそのステージに留まる確率の上昇

（長寿化）によるところが大きく，特に，健康にも

問題を抱える確率が高くなる75歳以上年齢層の伸

びが大きい。言い換えれば，長寿化リスクを抱え

る人口の拡大に伴い，家族だけでそのリスクを抱

えることができなくなったという状況が生まれた

といえる。それは，家族機能の低下，家族規範の

後退というよりも，長寿リスクの高さが総体とし

て上がることに伴ってリスク分散の場所を世帯よ

りも広い場所に拡大することが必要になってきた

という構図である。藤崎（1988）は「開く家族」

として，家族内で長寿リスク，介護リスクを抱え

ることの限界に警告を発した。中川（2004）も，

介護の社会問題を家族機能の縮小というだけでは

説明しきれないとし，家族への負荷が高まってい

るとする。その負荷は，そもそも特定の家族モデ

ルを想定したこれまでの日本における社会保障制

度の限界に通ずるとする，警告と受け止めること

ができる。

家族機能の具体的な例として多世代の同居があ

る。高齢期における所得格差の大きさはすでに指

摘されている通りであるが，その背景には世帯構

造が大きく関係している。結論からいうと，三世

代同居か否かが高齢者の経済的福利度の程度を大

きく左右してきた。事実，三世代同居にある高齢

者とそうでない高齢者，特に一人暮らし高齢者の

間での経済格差が大きいことが，高齢期における

大きな経済格差となって健在化していた（白波瀬

2002）。世帯主年齢階層別のジニ係数をみてみる

と，1980年代には高齢層に向けて格差が拡大する

右上がりのカーブを示す（Shirahase 2013）。それ

が近年になるほど高齢層の高まりが抑えられてき

た。この変化には，高齢者が生活する世帯構造の

変化が関係している。かつて高齢者の多くは子世

代と同居することで，家計の収入構造に主たる稼

得者である子の収入が入っていた。そのことは，

現役世代の収入を共有する形で高齢者の経済的福

利度が提供されていたことを示唆する。一方，高

齢者の一人暮らし，夫婦二人世帯が増加すること

は，所得構造に三世代でみられるような現役世代

の所得が混入せずに公的年金のみで生計をたてる

場合が増え，世帯規模を考慮しても経済的福利度

が低下することは想像に難くない。さらには，若

年・壮年層の相対的な所得低下に伴い，三世代世

帯の経済状況が相対的に低下したことも見落とせ

ない（白波瀬2010）。

高齢期の所得格差については大きく二つの見方

がある。ひとつは，高齢期における所得格差は現

役層に比べて低下する，という見方である

（Fuchs 1984; Hurd and Shoven 1985; Pampel）であ

る。ここでは，高齢期になると引退することで就

労収入による効果がなくなり，年金をはじめとす

る社会保障給付費によって生活が支えられること

になり，就労収入に比べて社会保障給付に伴う格

差が低いとされる。もう一つの見方は，現役時代

12)「人口統計資料集 2016年版」（国立社会保障・人口問題研究所）表5-12より（http://www.ipss.go.jp/syoushika/

tohkei/Popular/Popular2016.asp?chap=0）（2017年3月21日アクセス）。

小さな世帯の増加と社会保障 11
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の収入とも関連して高齢期は不平等が蓄積されて

拡大するというものである（Crystal and Shea

1990; Ferraro and Shippee 2009）。単に貯蓄に代表

される経済的資産のみならず，余暇の過ごし方や

人的ネットワークなど文化的資本としても蓄積さ

れた不平等が健在化する。そこで，高齢層の所得

格差の変化をみてみると（Shirahase 2015），格差

の程度は縮小し特に高齢層の底上げが起こったこ

とが判明した。そこには，高齢層の就労率の変化

と所得構造の変化が関係しており，かつては自営

業を中心に高齢層においても自身の稼得収入に

よって格差が説明される傾向にあった。日本の高

齢者の就労率は高く，高齢期に入ると引退してい

くヨーロッパとは状況が異なっていた。言い換え

れば，高齢層内で仕事をするかしないかの間でも

差があって，それが高齢層の大きな格差となって

顕在化していた。1985年まで自身の年金権を持た

なかった高齢女性たちは，特に一人暮らしの場

合，高い経済的困難を抱える傾向にあった。事

実，1980年代半ばには高齢女性の一人暮らしにお

ける貧困率は7割近くもあった。それが，社会保

障制度の充実に伴い底上げされて格差が縮小され

た。また，同時に，高齢層においても非正規雇用

が増え，働くか働かないかに伴う経済格差がそれ

ほど大きくなくなった。このように，三世代で生

活するか，就労の有無による経済状況の違いが縮

小したことが，高齢層内の格差低下につながっ

た。

さらに，三世代世帯内でも変化が起こってい

る。高齢者の経済的福利度を考える意味でも重要

な変化は，だれが世帯主になるかである。かつて

高齢者のいる世帯は現役の子ども（息子）が世帯

主となっていたケースが多数派であったが，高齢

者自身が世帯主となる（世帯主を継続する）場合

が増えてきた（白波瀬2010）。例えば，1980年半

ば，三世代世帯のうち世帯主が高齢者である場合

は37.7％だったのに対して，2010年には53.1％と

三世代世帯の過半数が高齢世帯主となった。世帯

主が高齢者か否かで，それほど大きな貧困率の差

はないが，世帯主が高齢者か否かによって高齢者

と同居する者の収入が貧困回避に及ぼす効果は異

なる。図7は，三世代世帯において，同居者がいな

いと想定した場合の貧困率と公的年金を中心とす

る社会保障給付費がゼロと想定した場合の仮想的

貧困率，そして実際に観測された貧困率を，世帯

主が高齢者の場合と高齢者以外の場合について示

したものである。

世帯主が高齢者でない場合の三世代世帯の貧困

率は12.0％であるが，もし同居者がいないと想定

すると67.5％に貧困率は上昇する。一方，世帯主
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白波瀬「高齢層の経済格差に関する実証研究−世帯構造と所得構造の変化に着

目して−」日本社会学会報告（2015年9月）。

図7 高齢者のいる三世代世帯の同居と社会的移転による貧困回避程度（％）
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が高齢者の場合の貧困率は11.1％であるが，同居

者がいないと想定した場合の貧困率は31.6％とな

り，公的年金をはじめとする社会保障給付がまっ

たくないと想定した場合は25.3％へと上昇する。

ここから特に，若年世代と同居することで，高齢

者は貧困リスクが大きく下げられたとみなすこと

ができる。たとえ，高齢者自身が世帯主役割を継

続しなければならないとしても，若年世代との同

居は貧困リスクを下げる。一方，社会的移転によ

る貧困リスクの低下は同居に比べると限定的であ

る。

高齢期になって一人で暮らす，夫婦だけで暮ら

すことにあたって，2つの側面がある。一つは，子

世代と同居せずとも生活していける，という高齢

者自身の経済力の向上である。それは，高齢期の

主な収入源となる年金水準が上がった結果ともみ

ることができる。もう一つは，同居相手の息子世

代が親の面倒をみる余裕がなく，同居できないと

いう側面がある。いずれも，同居メカニズムの詳

細な検討をもってしか明らかにすることができな

いが，単に親世代と子世代の同居に対する意識の

変化以上の要因が，同居行動には介在していると

考えられる。例えば，同じ三世代世帯において

も，経済状況は異なる。苦しい若年労働市場があ

り，年老いても家計を支える稼得者としての役割

を継続し，世帯主であり続けなければならない現

状がある。高齢者にとって，同居による貧困回避

程度は子世代が世帯主であるほうが高く，ここか

ら，高齢者側の要因もさることながら子世代にも

親との同居を受け入れることができるとみる。高

齢者自身が世帯主となる場合は，子世代を扶養す

る役割を継続し，社会保障給付費が重要な生活費

となって世帯内のリスクプーリング機能をかろう

じて遂行している現実も垣間見える。

Ⅴ 母子家庭の貧困回避

近年，母子家庭の増加は子どもの貧困という観

点からも多くの注目を浴びている（阿部2008）。

母子家庭の高い貧困率は国際的にみても共通して

おり（Blank 2011），日本での母子家庭の貧困率は

国際的に高い（阿部・大石2005）。その一方，日本

における母子家庭の母親の就労率が高いことは特

徴的である（藤原・湯澤2010；Shirahase 2013）。

事実，母子家庭の母親は日本における典型的な

ワーキングプアであり，就労が母子家庭の貧困回

避に与える限定的な効果もまた確認されていると

こ ろ で あ る（Shirahase 2013）。Magnuson・

Smeeding（2005）も，世代間同居は経済的に不利

なものたちにとっての重要な救済方法であるとす

る。母子家庭の場合も例外ではない。

日本の母子世帯は，2011年「母子世帯等調査」

（厚生労働省）によると13)，同居者ありとした割合

が32.5％と，ほぼ3分の1が誰かと同居しており，

そのうち86.7％の多数派が親と同居していると回

答している。ちなみに父子家庭にいたっては，

61.3％が誰かと同居しており，親と同居している

のはそのうちの92.6％であった。母子家庭の母親

の80.6％は就労しており，そのうちの58.8％は

パートアルバイトである。母子世帯の就労収入は

6割以上が200万円未満である。

国際的にみても，母子世帯の貧困率は高い（白

波瀬2010）。しかし，OECD統計にて対象とされ

る母子家庭とは，ほかに同居人がいない，母親自

身が世帯主である場合である。しかし，ほかに同

居人がいないとするのは3分の2であって，あとの

3分の1は親をはじめとするほかの家族員と同居し

ていて，彼女たちは国際比較統計の対象外にな

る。ほかに同居者がいる母子世帯は，同世帯の世

帯主が母親以外の親である場合がほとんどであ

る。同じ母子家庭でも，母親自身が世帯主となっ

て子ども以外に同居人がいない場合と，親と同居

する場合とは，貧困率が大きく異なる（Shirahase

and Raymo 2014）。同居人がいない場合の母子家

庭貧困率は6割とOECD等で提示されている数値

に近い。しかし，親と同居する場合の貧困率は3

割程度となり，1990年代半ば以降，これら二つの

値の違いに大きな変化はない（Shirahase and

13) 平成23年「全国母子世帯等調査結果報告」http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/

boshi-katei/boshi-setai_h23/dl/h23_05.pdf（2017年3月24日アクセス）。

小さな世帯の増加と社会保障 13
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Raymo 2014）。そこで，同居による貧困回避の効

果をみるため，高齢者においてもみたように，母

子のみ世帯と親と同居する世帯の貧困率につい

て，母親自身の収入がない場合，社会保障給付費

がない場合，そして同居人がいない場合について

の仮想的な貧困率をみてみた（図8）14)。

その結果，母子のみ世帯の観測された貧困率は

6割と高いが，母親収入がないと仮定すると9割以

上の貧困率となる。一方，社会保障給付費がない

と仮定した場合の貧困率は実際の観察値とそれほ

ど異ならず，社会的移転に伴う貧困回避機能は極

めて限定的であることが確認された。同様に親と

同居する世帯についてみると，母親による収入が

ないとすると貧困率は31.2％から56.5％へと上昇

するが，社会保障給付費による効果は母子のみ世

帯と同様にほとんどみられない。一方，同居人が

いないと想定した場合の貧困率は79.2％と観測さ

れた値より倍以上になる。つまり，同居すること

で母子家庭の貧困リスクが大きく改善されている

ことが確認された。さらに，同居人がいないと想

定した場合の貧困率79.2％は，母子のみ世帯の貧

困率60.7％より高く，母子のみで生活できないほ

ど苦しい者が親元に戻っている状況もまた垣間見

ることができた。しかし，一人親となった娘を引

き取る親もまた決して経済的に楽ではなく，親自

身もまた苦しい状況にある中娘を引き取っている

状況もみえてきた（Shirahase and Raymo 2014）。

豊かな親が子どもを助けるという構図よりも，苦

しいながらも共に暮らすことで経済的困難を乗り

切っているという状況である。

以上，高い貧困率を呈する代表例の一つである

母子家庭においても，同居による貧困回避の事実

が認められた。児童扶養手当をはじめとする社会

保障給付費は彼女らにとっての貧困回避の効果は

極めて限定的であって，社会的支援の不足を補う

かのように親との同居を通して貧困を回避する現

状が見えてきた。しかし，ここでの同居は，受け

手としての親の側も決して余裕があるわけではな

く，親との同居を母子世帯の経済的困難を克服す

る手立ての一つと積極的に位置づけることへの限

界もまた示唆された。同居を，貧困をはじめとす

る社会的リスクへの対処策として位置づけるの

は，そもそも頼ることのできる親がいない場合，

親自身が経済的困難を抱える場合を無視すること

に通じる。母子家庭の経済状況を改善するには，

働けど働けど楽にならない状況の打破を目指した

職業訓練の提供と子どもの福祉の提供という二つ

の政策を同時進行で進めるほかない。母子家庭の

貧困率の高さは，母の低い学歴に起因し，低賃金

の仕事にしか就くことができない状況をまず打破

14)詳しい算出方法は，Shirahase and Raymo（2014）を参照のこと。
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図8 世帯構造による母子家庭の貧困率（％）：観測された値と反実仮想的な値
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しなければならない（湯澤・藤原・石田2012）。そ

のためには，母親の労働者としての立場を正面か

ら受け止め，彼女たちが自立した家庭を営むこと

ができるような仕事の確保に向けた雇用政策の展

開と子育て支援の提供が鍵となる。その一方で，

子どもの貧困で代表されるような，子どもの進学

等の機会の不平等を克服すべく教育，医療へのア

クセスの確保も緊急に検討されなければならな

い。給付つき税額控除や消費税還付といったこと

が取り出さされているが，母子世帯のみならず子

どものいる世帯への経済支援という枠組みから，

手当と税優遇措置の連携が求められる。日本の課

税単位は個人であるが，含み資産で代表される世

帯/家族が提供する基礎的生活保障が重要な意味

をもつ日本において，課税を世帯単位とすること

も，今一度検討してもよいのではないだろうか。

Ⅵ 考察

戦後の急激な産業構造の変化は被雇用者を増大

させて，都市化を促した。その結果，使用人や雇

い人，徒弟といった非家族生活者は減少し，世帯

規模の減少を後押しすることになった。世帯規模

を縮小させた原因として大きく二つ考えられる。

一つが子ども数の減少（少子化）であり，もう一

つが高齢者による一人暮らし，夫婦のみ世帯の増

加である。特に後者については，1980年代以降提

唱された「日本型福祉社会」の基盤としての多世

代同居の減少という，日本社会の諸政策に一定の

家族像を想定することの限界を露呈させることに

もなった。まだ少数派といえども母子世帯の増加

に伴う小さな世帯の増加も見落とせない。

家計を支える夫（父）の安定的な雇用を前提と

した家族があり，日本的雇用を支える企業福利が

相まって，家庭における子どもや高齢者は被扶養

者として生活保障が提供されていた。しかし，マ

クロな経済環境は変わり，家族の構成，家族の構

成員一人一人の生き方（ライフコース）もまた変

化していった。その一つの現実を示すのが，世帯

規模の縮小ともいえる。

本稿では，同居に注目して含み資産としての家

族機能を検討してきた。近年増加が認められる母

子家庭や高齢世帯という経済的困難を抱える世帯

にあっての多世代同居は，社会的移転やみずから

の収入による貧困回避機能を補うかのように，重

要な生活保障機能を果たしていた。言い換えれ

ば，同居を頼りに貧困を回避し，さらには就業継

続のための子育て支援を同居をもってしか期待で

きないという現実がある。もちろん，個々人の選

択，家族の戦略としての同居を真っ向から否定す

るものではない。事実，同居による貧困回避機能

は，少なくとも本稿のデータで見る限り社会保障

機能よりも高いことが確認された。親一人で生計

を立て，子どもを育て，経済的困難を克服するこ

とができなければ，親と住むことで貧困リスクを

分散するという，同居はある意味合理的な選択と

いえる。しかし，親との同居選択がどの程度積極

的なものだったかは疑問の余地がある。実際の

データから，社会支援の不足を補うかのように，

限定的な社会的支援メニューゆえの同居選択の側

面も垣間見え，将来に向けた政策という観点から

含み資産としての同居を積極的に奨励するのは

少々慎重になるべきだ。

かつての高齢者は世帯主の地位を次なる世代の

息子に譲り，子世代との同居を通して自身が所得

保障も含む生活保障を享受し，このような同居の

形を，「含み資産」として形容してきた。大きな世

帯はリスクプールという観点から小さい世帯より

も優れていることは容易に想像できる。しかし，

社会保障制度の前提としていた標準的な家族/世

帯は減少して，世帯の中だけでさまざまな社会的

リスクを負うことはますます難しくなった。何よ

りも，これまで以上に長寿化が進み，高齢者が抱

えるリスクの中身自体も複雑になった。その結

果，世帯を超えたリスク分散の場を広げていく必

要は高まっている。言い換えれば，長寿リスクの

拡大に伴い，家族だけでは同リスクに対応するこ

とへの限界がきている。それは，家族機能の低

下，家族規範の後退というよりも，長寿リスクの

規模的拡大の受け皿を，既存の世帯/家族を超え

たところで準備しなくてはならなくなったと解釈

するのが妥当である。

小さな世帯の増加と社会保障 15
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社会保障制度は助け合いの制度である。ただ，

その助け合いには，自助，公助，共助と大きく3つ

のアクターがおり，これだけ全体人口が高齢化

し，世帯規模が縮小して全体の世帯構造が変化す

る中，3者の役割分担や比重の違いについても早

急な見直しが必要になっている。自助を公助の対

極に置くことなく，共助を公助の逃げ場にするこ

となく，新たな助け合いのメカニズムを再構築し

なければならない。少なくとも，社会保障制度

を，より広く生活保障の観点から検討する意味は

重要になっていることは確かである。ひとびとが

みな結婚して新たな世帯を形成するわけではな

く，高齢期を子世代と同居して過ごす者が少なく

なっていることを鑑み，世帯内のリスクプール機

能に大きく依存しない，公助，共助のあり方を検

討すべきときである。
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Increase in the Number of Small-size Households

and Social Security System in Japan

Sawako SHIRAHASE＊

Abstract

This study aims to discuss the decline in household size in Japan after World War II, from the

perspective of livelihood security. Japan became the most aged society as a result of the rapid industrialization

and the consequent demographic transformation. Such a change in the demographic structure occurred in

association with the change in the household/ family structure, and it differentiated the society.

The study consists of two parts. First, it presents how the decline in household size occurred in

association with the change in the age and household structure, from the Census data. Second, it discusses the

benefits of co-residence to keep away from poverty. According to the analyses, co-residence is one of the most

useful methods of avoiding poverty for socially fragile people such as single mothers and the elderly. The

study also confirmed that parents who take care of their children with financial problem have their own

economic difficulties too. Therefore, the study concludes saying that society has to urgently devise ways to

implement the new system of public and mutual help without being heavily dependent on pooling social risks

exclusively within the household/ family.

Keywords：The household size, the household structure, three-generation household, single mothers, the

impact of co-residence
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Ⅰ はじめに

日本において，子どものいる世帯のうち，特に

ひとり親世帯の相対的貧困率が高く，その経済的

貧困は深刻な水準にある。ただし，同じひとり親

世帯であっても，離別か死別か未婚かという親の

配偶関係の違いや，母子世帯か父子世帯かという

親の性別の違いによって，経済的状況は異なって

いる。親の配偶関係や性別によって所得水準が異

なるのは，一般的には，就労によって得られる収

入の差によるが，特にひとり親世帯に関しては，

社会保障制度の違いによる影響が無視できない。

ひとり親の配偶関係や性別によって，社会保障の

受給可能性は異なっており，死別の場合には年金

が，離別・未婚の場合には児童扶養手当が主とし

て支給の対象となる。父子世帯に関しては，児童

扶養手当や遺族基礎年金といったひとり親を対象

とした社会保障の対象に含まれるようになったの

は近年のことである。

現在，ひとり親のなかでは社会保障の水準が相

対的に高い死別母子世帯が減少する一方で，離別

や未婚の母子世帯が増加傾向にある。こうした人

口学的な特徴は，ひとり親の子どもの貧困率全体

＊神戸学院大学経済学部 准教授

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率――世帯構成の変化と社会保障の効果―― 19

特集：小さな世帯の増加と社会保障

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率
――世帯構成の変化と社会保障の効果――

田宮 遊子＊

抄 録

本研究は，ひとり親世帯に属する子どもの相対的貧困率を推計し，貧困率の変化要因について，親の

配偶関係や性別による違い，社会保障の制度改正の影響に焦点をあてて検討した。分析には，「国民生

活基礎調査」個票データを用いた。ひとり親世帯の子どもの貧困率は，離別母子で最も高く，次いで死

別母子と未婚母子・父子の貧困率が高い傾向にある。父子世帯の子どもの貧困率は，母子世帯よりも低

位に推移していた。次に，税・社会保障制度による貧困削減効果は，母子世帯において死別の場合によ

り大幅な効果がみられた。離別母子では，2006年以降一定の貧困削減効果がみられるようになった。さ

らに，ひとり親の子どもの貧困率の変化の要因分析の結果，当初所得での貧困率を上昇させる主要因は

当初所得の変化であるが，2000年代後半以降はそれを税・社会保障の貧困削減効果で相殺することで貧

困率の上昇を抑制していた。離別母子の増加といったひとり親の構成割合の変化は，当初所得の影響よ

りは小さいものの，貧困率の引き上げに一定程度寄与していた。

キーワード：子どもの貧困，貧困率の動向，貧困率の変化要因，離別・死別・未婚のひとり親

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 19-31.
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を悪化させる要因になっている可能性がある。ま

た，児童扶養手当，遺族基礎年金，児童手当や生

活保護といった社会保障の制度改正も，ひとり親

の子どもの貧困率の変化に影響を及ぼしていると

考えられる。

そこで本研究では，ひとり親の配偶関係や性

別，社会保障制度と子どもの貧困率との関係につ

いて検討する。具体的には，①ひとり親の配偶関

係と性別が子どもの貧困率にどの程度の違いをも

たらすのか，②ひとり親の配偶関係，性別によっ

て税・社会保障制度の貧困削減効果には違いがあ

るのか，③ひとり親の配偶関係の変化や社会保障

の制度改正は子どもの貧困率の変化にどの程度の

影響を及ぼしているのか，という3点について分

析を行う。

Ⅱ 先行研究

ひとり親の子どもの相対的貧困率については，

ふたり親世帯の子どもとの比較から，その特徴が

示されている。厚生労働省による相対的貧困率の

公表統計によれば，1985年から2012年の間，大人

が二人以上と子どもからなる世帯の貧困率が

9.6％から12.7％の間を推移しているのに対し，大

人が一人と子どもからなる世帯では，50.1％から

63.1％の間を推移しており，ひとり親世帯の貧困

率の高さが目立つ〔厚生労働省（2014）〕。また，

阿部（2010）は，1995年，2004年，2007年の「国

民生活基礎調査」を用いて子どもの貧困率を推計

している。子どもが属している世帯類型ごとにみ

ると，母子世帯の貧困率の高さが突出しているこ

とが示されている〔阿部（2010），pp.45-48〕。

ただし，母子世帯が貧困世帯に占める割合は小

さく，全世帯の貧困率に与える影響は限定的であ

ることが指摘されている。「所得再分配調査」の

個票データを用いて貧困率を推計した橘木・浦川

（2006）によれば，相対的貧困率でみた貧困世帯に

占める母子世帯のシェアは1995年で4.6％，2001

年で4.7％と大きくはない。また，相対的貧困率

全体への寄与率（貧困者に占める各世帯類型の割

合）は，単身世帯が12.4％（1995年），20.2％（2001

年），高齢単身世帯が21.1％，20.9％であるのに対

し，母子世帯では4.6％，4.7％と比較的小さい〔橘

木・浦川（2006），pp.80-89〕。

このようなふたり親世帯との比較や，各世帯類

型との比較からとひとり親世帯の貧困の程度を考

量するだけでなく，ひとり親世帯内の貧困率の違

いについても検討されている。就労状況の違いと

貧困率の関係に着目した分析として，Förster and

Mira d’Ercole（2005），および，OECD（2008）で

は，親が就労しているか否かによる各国の貧困率

の差を示している。2000年〔Förster and Mira d’

Ercole（2005），pp.34-35〕，および，2000年代半ば

〔OECD（2008），pp.137-138〕のいずれの時点にお

いても，親が就労しているひとり親世帯の貧困率

は無業の場合と比べて低下する傾向にあり，

OECD平均値でみると，就労することはひとり親

の貧困リスクを約6割低下させていた。ところが，

日本ではこの傾向に反して両者の差が小さく，

2000年時点ではむしろ就労している場合に貧困率

が高くなっている。親が就労しているひとり親世

帯の貧困率は，2000年時点でトルコに次いで，

2000年代半ばでは比較している国の中で最も高い

数値となっている。日本のひとり親は就労してい

ても貧困から脱することのできないワーキング・

プアの特徴が顕著であることがわかる。

西文彦・菅まりの一連の研究では，近年のひと

り親世帯の人口動態の特徴について，2000年の

「国勢調査」の公表統計，および，2005年の同調査

の全数の約1％を抽出した「国勢調査抽出速報集

計用データ」から分析されている1)。1990年以降，

母子世帯は増加傾向にあり，配偶関係別にみる

と，離別と未婚で増加傾向にあり，死別は減少傾

向にある〔西・菅（2006a；2006b；2006c）〕。また，

家族類型にも特徴が認められており，母子世帯で

は，母と子以外の親などの世帯員を含む世帯が3

割を占め，また，その数が増加している。核家族

以外の母子世帯の増加率は，2000年から2005年に

1) 西・菅の研究では，「子と同居で配偶者のいない15〜49歳の女性」をシングル・マザー，「子と同居で配偶者のい

ない15〜49歳の男性」をシングル・ファーザーと定義し，子どもの年齢の制限はおいていない。
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かけて26.4％増と，母と子のみの母子世帯の同期

間の増加率8.8％を大幅に上回っていた〔西・菅

（2007b）〕。父子世帯については，配偶関係（離

別・死別・未婚）別の割合に母子と大きな違いは

ないが，親等を含む核家族以外の世帯の割合が高

く，父と子のみの核家族世帯の割合を上回るとい

う特徴が示されている〔西・菅（2007a；2007b）〕。

核家族以外のひとり親世帯が増加傾向にあるな

かで，親と子のみの独立母子世帯か，それ以外の

大人（主として祖父母）と同居している同居母子

世帯なのかという世帯構造の違いについて，子ど

もの貧困率との関係に着目した最初の研究が阿部

（2005）である。阿部（2005）では，「国民生活基

礎調査」の1998年，1999年，2001年の個票データ

を用いてひとり親の子どもの貧困率を推計してい

る。同居母子世帯の子どもの貧困率は，独立母子

世帯の半分程度であることから，親などとの同居

が母子世帯の経済状況の改善に寄与している。同

じく「国民生活基礎調査」の1986年から2007年ま

での大調査年の個票データを用いたShirahase and

Raymo（2014）でも，母と子以外の同居者の有無

別に母子世帯の貧困率を推計している。母と子の

みの母子世帯の貧困率は52〜65％の間を推移して

いるが，親などと同居している同居母子世帯につ

いては貧困率が半減しており，同居母子世帯を含

めた母子世帯全体で貧困率を推計すると51〜61％

の間を推移し，同居母子世帯を含めない場合の貧

困率を12〜20％低下させていた。また，同居母子

世帯において，同居している者の所得が無かった

場合，その貧困率（1995年から2007年までの平均

値）は31％から79％に上昇すると推計されてい

る。これは，母親本人の収入が無かった場合の貧

困率，社会保障給付が無かった場合の貧困率のい

ずれの場合の推計値よりも高位であった。このこ

とから，同居母子世帯では同居している親の所得

をシェアすることで母と子のみの母子世帯よりも

貧困リスクを低下させることが示されている

〔Shirahase and Raymo（2014）〕。

核家族以外のひとり親世帯の増加だけでなく，

離別・未婚が増加し，死別が減少傾向にあるとい

うひとり親の人口学的変化もまた，貧困率の変動

に影響を及ぼす可能性がある。例えば，「平成23

年度全国母子世帯等調査」では，ひとり親世帯は，

親の配偶関係，性別によって異なる経済的状況下

にあることが示されている。母子世帯の母の年間

就労収入の平均は，死別で256万円，離別で176万

円，未婚で160万円であり，世帯の年間収入の平均

はそれぞれ，451万円，276万円，306万円と，死別

で高く生別（離別，未婚）で低い傾向がある。ま

た，母子世帯全体でみた母の年間就労収入の平均

は223万円，世帯の年間収入の平均は291万円で

あったのに対し，父子世帯では，それぞれ，380万

円，455万円であり，母子世帯の収入は父子世帯の

6割程度にとどまっている。このように，ひとり

親の配偶関係や性別によって所得水準が異なる傾

向がみられるが，親の配偶関係別の子どもの貧困

率については，先行研究では推計されていない。

次に，ひとり親の子どもの貧困率の増減要因に

ついて検討した研究として，まず，家族構成の変

化と子どもの貧困率の変化要因を推計している

Eggebeen and Lichter（1991）が 挙 げ ら れ る。

Eggebeenらは，1960年から1988年までの米国の子

どもの貧困率の変化について，子どものいる家族

の5類型（夫婦世帯，夫婦とほかの成人の世帯員の

いる世帯，母子世帯，母子世帯とほかの成人の世

帯員のいる世帯，父子世帯）の構成割合，親の就

労状態，親の人種による変化がどの程度寄与して

いるのか，センサスの個票データを用いて推計し

ている。それによれば，1960年から1988年までの

母子世帯や未婚の親の増加といった家族構成の変

化は，子どもの貧困率の上昇に顕著な影響を及ぼ

しており，家族構成が1960年水準であったなら

ば，1988年の米国政府の子どもの貧困率の公式値

は3分の1に低下する。また，1980年代の子どもの

貧困率上昇分の46％（絶対貧困基準でみた貧困

率），同59％（相対貧困基準でみた貧困率）が家族

構成の変化によるものと推計されている

〔Eggebeen and Lichter（1991）〕。

日本のひとり親に関する研究では，阿部（2006）

が「所得再分配調査」の個票データを用いて1987

年から2002年の子どもの貧困率の変化要因を分析

している。阿部（2006）では，Förster and Mira d’
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Ercole（2005）が1990年代半ばから2000年までの

OECD加盟国の相対的貧困率の変化要因につい

て，世帯の有業者数の変化による効果，税・社会

保障の再分配効果，市場所得の貧困率の効果の3

要因に分解して分析した方法（Shift-share分析）

を応用し，子どものいる世帯における母子世帯割

合の変化による効果，税・社会保障の再分配効果，

市場所得の効果の3要因に分解して子どもの貧困

率上昇の要因を推計している。それによれば，

1987年から2002年までの子どもの貧困率の上昇

は，母子世帯以外の有子世帯の市場所得での貧困

率の上昇の影響が大きく，母子世帯割合の増加の

影響は小さいという結果が示されている（阿部

2006）。

Ⅲ 使用データと分析方法

本研究では，ひとり親世帯の貧困率がどのよう

に推移しているのか，貧困率の増減要因は何かを

明らかにするために，ひとり親の配偶関係と社会

保障の再分配効果に焦点をあて，貧困率の推計と

要因分解をおこなう。

本稿の分析には，厚生労働省「国民生活基礎調

査」を使用する。同調査は，3年ごとの大規模調査

とその間の簡易調査とがあるが，ひとり親世帯の

子どもについて十分な標本数を確保するため，本

研究では前者を使用する。具体的には，1995年，

2001年，2007年，2013年に実施された大規模調査

の個票データを用いる。本研究は経済的貧困に着

目することから，国民生活基礎調査の調査票のう

ち，主として所得票の個票データを用い，補足的

に世帯票を所得票とマッチングさせたうえで用い

る。

ここでひとり親世帯の子どもとは，配偶者のい

ない女親・男親と同居する未婚の20歳未満の子と

定義する。ひとり親世帯には，ひとり親と子ども

のみからなる世帯だけでなく，ほかの世帯員のい

るひとり親世帯も含める。ほかの世帯員のなかに

は，子どもからみた続柄で，祖父母，おじやおば

といった者が含まれるが，最も多いのが祖父母で

あるので，三世代同居世帯がほかの世帯員のいる

ひとり親世帯の大勢を占めると考えられる2)。

本分析はひとり親世帯の構成による貧困率の違

いに着目することから，ひとり親世帯を親の配偶

関係と性別とで分類する。すなわち，離別母子世

帯，離別父子世帯，死別母子世帯，死別父子世帯，

未婚母子・父子世帯の5つのカテゴリーに分ける。

未婚ひとり親世帯はその標本数が少数であったた

め，未婚母子と未婚父子をひとつのグループにま

とめる。そのうえで，まず，ひとり親世帯の5類型

別に子どもの相対的貧困率を算出する。ここでの

相対的貧困率は，等価可処分所得の中央値の50％

に満たない者の割合とする。

次に，税・社会保障制度による再分配効果をみ

るために，当初所得，可処分所得それぞれの貧困

率を推計する。ここで当初所得とは，雇用者所

得，事業所得，農耕・畜産所得，家内労働所得，

財産所得，仕送り，企業年金・個人年金等，その

ほかの所得（社会保障給付金を除く）を合計した

もの，可処分所得は，当初所得から税金，社会保

険料をマイナスし，社会保障給付金（公的年金・

恩給，雇用保険，児童手当等，そのほか社会保障

給付金）を足したものと定義する。

本稿では，阿部（2006）で推計された子どもの

貧困の変化要因についての分析手法をひとり親世

帯の子どもに適用し，貧困率の増減の要因を3つ

の要素，すなわち，ひとり親の構成割合の変化，

当初所得の変化，税・社会保障による貧困削減効

果に分解した貧困率のShift-share分析を行う。貧

困率の変化の要因をみるために，まず，ひとり親

世帯の子どもの貧困率をひとり親世帯の構成比

（α），可処分所得の貧困率｛PR（DI）｝，当初所得

の貧困率｛PR（MI）｝，税・社会保障による貧困削

減効果（1-β）に分解する（1式）。次に，調査時点

（t）からその後の調査時点（t）で，3要素のうち

2要素は一定とし1要素のみ変化したと仮定して貧

困率を推計する。すなわち，t，t間で当初所得の

変化が貧困率に及ぼした影響をみるためには，当

2)「平成23年度全国母子世帯等調査」では，子ども以外に同居している者がいる世帯のうち，約7割が親との同居で

あった。
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初所得で算定した貧困率はt時点の値を用い，ひ

とり親の構成比，税・社会保障による貧困削減効

果はt時点の値で固定し，貧困率を推計する。ま

た，税・社会保障による貧困削減効果の影響をみ

る場合には，ひとり親の構成比，当初所得で算定

した貧困率はt時点の値で固定し，ひとり親の構

成比の変化による影響をみる場合には，当初所得

で算定した貧困率と税・社会保障による貧困削減

効果の値はt1時点で固定して貧困率を推計する。

PR(DI) =Σ PR(DI) 

=Σ [PR(MI) ×(1−β)

]×α


 ……（1）

PR(DI) ：ひとり親の各タイプ(i)のt時点での可

処分所得で算定した貧困率

PR(MI) ：ひとり親の各タイプ(i)のt時点での当

初所得で算定した貧困率

(1−β) ：ひとり親の各タイプ(i)のt時点での税・

社会保障による貧困削減効果

α 
：ひとり親の各タイプ(i)のt時点での構成比

Ⅳ 分析結果

1 ひとり親世帯の子どもの構成割合

まず，ひとり親世帯に属する子どもについて，

ひとり親世帯の5分類（離別母子世帯，離別父子世

帯，死別母子世帯，死別父子世帯，未婚ひとり親

世帯）に分け，その構成割合の変化をみていく

（図1）。2013年時点でひとり親世帯の子どもの大

半が離別母子世帯に属しており，死別，未婚はと

もに1割を切り，離別・死別父子世帯はあわせて1

割強となっている。1995年からの変化をみると，

離別母子が約6割から約8割を占めるまでに増加す

る一方で，死別母子は16％から7％へと半減して

いる。未婚ひとり親世帯の割合には大きな変化は

なく，4〜6％の間を推移している。離別・死別父

子世帯は，1995年の約2割から約1割程度の割合に

低下している。

ここで，本分析で用いるデータの標本の特性を

国勢調査から確認しよう。2010年の国勢調査から

母子世帯と父子世帯の定義が拡張された。従来の

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率――世帯構成の変化と社会保障の効果―― 23
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注：ひとり親世帯とは，ひとり親と20歳未満で未婚の子どもから成る世帯，および，ひとり親と20歳未満で未婚

の子どもとそのほかの世帯員から成る世帯を含めたものである。

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」より筆者推計。

図1 ひとり親世帯の子どもが属する世帯の構成割合の推移（国民生活基礎調査）
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「未婚，死別又は離別の女（男）親と，その未婚の

20歳未満の子供のみから成る一般世帯」に加え，

母子（父子）および「他の世帯員」を含めた一般

世帯も集計されることとなった。ひとり親世帯で

は，三世代同居を含めた核家族以外の世帯が増加

している傾向にあることから〔西・菅（2007a；

2007b）〕，この定義の拡張で，母子・父子世帯に属

する子どもをより正確に捕捉できるようになって

いる。図2は，国勢調査のひとり親世帯の新定義

に基づく遡及データを本研究の5類型にあわせて，

その割合を示している。ただし，本研究では子ど

もの数をベースにしているのに対し，国勢調査で

は世帯数を示しているため，単純な比較はできな

い。国民生活基礎調査でのひとり親の子どもが属

する世帯の構成割合（図1）と国勢調査での母子・

父子世帯の構成割合（図2）とを比較すると，構成

比の増減についてはおおむね同様の傾向を示して

いる。すなわち，離別母子が多数を占め，かつ，

増加傾向にある一方で，死別母子が減少傾向にあ

り，また，父子世帯の割合は低下傾向にある。た

だし，未婚母子・父子については，国勢調査に比

べて国民生活基礎調査でその割合が小さくなって

いる。また，国勢調査では未婚母子・父子が増加

傾向にあり，2005年時点で死別母子世帯の割合を

超えるに至っている。本研究のデータでは，未婚

母子・父子が過少に，離別母子が過大に捕捉され

ている可能性があることに留意が必要となる。

2 ひとり親世帯の子どもの貧困率の推移

ひとり親世帯の子どもの属する世帯を5分類

（離別母子，死別母子，離別父子，死別父子，未婚

母子・父子）に分け，それぞれの相対的貧困率を

算出した。図3は各世帯類型の貧困率の1994年か

ら2012年までの推移を示している。

まず，ひとり親の子ども全体の可処分所得の貧

困率に着目すると，1994年の45％から2000年にか

けて上昇し，同年をピーク（53％）に2006年にか

けて低下し，以後46％でほぼ横ばいとなってい

る。可処分所得の貧困率を配偶関係別にみると，

離別母子世帯の子どもの貧困率が顕著に高い。離

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 124
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注：ここでの母子（父子）世帯とは，「国勢調査」の「女親（男親）と子供から成る世帯」のうち，「未婚，死別

又は離別の女親（男親）と未婚の20歳未満の子供のみから成る世帯」，および，「未婚，死別又は離別の女親

（男親）とその未婚の20歳未満の子供およびほかの世帯員（20歳以上の子供を除く。）から成る世帯」を合わ

せたものである。これらの合計値から構成割合を算出している。

出所：総務省統計局（2014），「表13−7」，「表13−10」より筆者作成。

図2 母子・父子世帯の構成割合の推移（国勢調査）
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別では1994年から2000年にかけて56％から61％に

上昇した後，2012年にかけて51％に低下した。死

別母子世帯の子どもの貧困率は，1994年の41％か

ら2012年には34％に低下している。これはひとり

親全体の貧困率よりも低い値で推移しており，そ

の差は13％ポイントまで拡大している。未婚母

子・父子世帯の子どもの貧困率は，1994年の42％

から2006年は72％にまで上昇し，2012年には48％

に低下している。ただし，未婚母子・父子世帯の

子どもについては，標本数が少ないことに留意す

る必要がある。父子世帯の子どもの貧困率は，母

子世帯よりも低位に推移している。離別父子世帯

の子どもの貧困率は約16％から約25％の間で増減

しており，死別父子世帯では約4％から約20％の

間で推移している。母子世帯の子どもと同様に，

死別よりも離別で貧困率が高い。

3 再分配前後の所得でみたひとり親世帯の子

どもの貧困率

次に，税・社会保障による貧困削減効果をみる

ために，可処分所得でみた貧困率と，当初所得で

みた貧困率とを比較する（図3）。ひとり親世帯全

体では，当初所得でみた貧困率よりも可処分所得

でみた貧困率が低位となる傾向があり，税・社会

保障制度による貧困削減効果がみられる。ただ

し，1994年と2000年はその効果が弱く，5％ポイン

ト以下の削減にすぎない。2006年と2012年は一定

の再分配効果がみられ，それぞれ，約10％ポイン

ト，約16％ポイント貧困率を引き下げていた。

ひとり親世帯の類型別にみると，死別母子世帯

の子どもでは，当初所得での貧困率が5類型中最

も高いが，税・社会保障での再分配効果が大きく，

可処分所得でみた貧困率は離別母子よりも低位に

推移している。しかも，死別母子への貧困削減効

果は年々上昇しており，1994年では21％ポイン

ト，2012年では約44％ポイント貧困率を引き下げ

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率――世帯構成の変化と社会保障の効果―― 25
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注：当初所得でみた貧困率が50.0％で，可処分所得でみた貧困率が45.0％の場合，5.0（＝50.0―45.0）ポイント分が税・社会保障による貧

困削減効果となる。

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」より筆者推計。

図3 ひとり親世帯の子どもの再分配前後の相対的貧困率の推移（配偶関係別，性別，％）
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ていた。他方で，そのほかの世帯類型では，貧困

削減効果は小さく，当初所得でみた貧困率と可処

分所得でみた貧困率との差が小さい。2012年に

なってようやく，離別父子を除く離別母子，死別

父子，未婚母子・父子で貧困率の削減効果が10％

ポイントを超えた。ひとり親世帯の子どもの最大

多数を占める離別母子では，2006年と2012年で貧

困削減効果が強くなっており，それぞれ，約9％ポ

イント，15％ポイント貧困を抑制していた。父子

世帯の子どもは母子世帯に比べて貧困率が低位に

とどまっているが，税・社会保障による貧困削減

効果は弱く，1994年の死別父子，2000年の離別父

子では，可処分所得でみた貧困率がむしろ高くな

る，いわゆる逆転現象がみられた。

4 ひとり親世帯の子どもの貧困率の変化要因

以上のように，親が死別か離別かで子どもの貧

困率に大きな差があるなかで，離別母子と比べて

相対的に所得が高く，可処分所得でみた貧困率も

低い死別母子が減少する一方で，離別母子世帯に

属する子どもの割合が増加していることは，ひと

り親の子どもの貧困率全体を高くする要因となっ

ている可能性がある。また，税・社会保障による

貧困削減効果は死別母子で高く，離別では2006年

以降プラスの効果がみられるようになっているこ

とから，ひとり親の子どもの貧困率と社会保障制

度との間に何らかの関係があると推測される。そ

こで，ひとり親世帯の子どもの貧困率の変化要因

を分析するために，貧困率の変化を3要素（ひとり

親の配偶関係の構成割合の変化，当初所得の変

化，可処分所得の変化）に分解し，3要素がどの程

度貧困率の変化に寄与しているか分析した（図

4）。

1994年から2012年にかけて，ひとり親の子ども

の貧困率は，45.0％から53.2％の間で増減したが

（図3），この間，税・社会保障が貧困率を低下さ

せ，当初所得とひとり親の構成比の変化が貧困率

を引き上げる要因となっていたことが確認できる

（図4）。次に，貧困率の増減要因を6年ごとにみて

いくと，まず，ひとり親の構成比の変化は，各期

間2％ポイント未満の範囲で貧困率を引き上げて

いた。他方で，当初所得の変化や税・社会保障制

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 126
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注：各要素の変化分が0以上の場合，貧困率を引き上げる要因となったことを示し，マイナスの値の場合，貧困率

を引き下げる要因となったことを示す。

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」より筆者推計。

図4 ひとり親世帯の子どもの貧困率の変化要因
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度による影響は，各期間で変動幅が大きく，また，

貧困率を引き上げた期間，引き下げた期間とがあ

り，正負の方向が一貫していない。1994年から

2000年の間，貧困率は8.2％ポイントと大幅に上

昇している。この期間は当初所得の変化分が貧困

率を大きく引き上げているが，税・社会保障も貧

困率を上昇させる要因となっている。2000年から

2006年の期間には貧困率が6.8％ポイントと大幅

に低下したが，その要因としては税・社会保障に

よる貧困削減効果が大きい（−7.0％ポイント）。

くわえて，この間，当初所得の変化分も貧困率を

引き下げていることが特徴的だ。つづく2006年と

2012年の間の貧困率の変化はほぼ横ばい（0.1％

ポイント低下）であった。これは，当初所得の変

化，および，人口構成の変化による貧困率の引き

上げを相殺できるほどに税・社会保障による貧困

削減効果（−5.3％ポイント）があったことによ

る。

各変化要因に着目すると，ひとり親の構成比の

変化は，各期間ほぼ一定に貧困率の引き上げに寄

与していた。母子世帯のなかでも相対的に所得の

高い死別母子世帯が減少する一方で，所得の低い

離別母子世帯が増加することで貧困率を一定程度

高めていると考えられる。当初所得の変化分につ

いては，就労収入の低下や，無業者の増加が貧困

率を引き上げる要因となるが，2000年から2006年

の期間のみ，貧困率を低下させている。この間，

同データでひとり親世帯の当初所得の中位値は

215万円から220万円に増加していることから，就

労等による収入の上昇が貧困率を引き下げる要因

となっていたことが確認できる3)。税・社会保障

制度については，1994年から2000年の期間に貧困

率を高める方向に機能していた。これは，ひとり

親世帯が負担する税・社会保険料負担に比べ，社

会保障制度からの給付水準が高くなかったことを

示している。つづく2000年から2006年，2006年か

ら2012年の2期間では，いずれも社会保障による

貧困削減効果が観察され，貧困率の上昇を抑制し

ている。

Ⅴ 考察

ここで，以上の分析をまとめよう。まず，ひと

り親世帯に属する子どもの貧困率は，ひとり親の

配偶関係と性別による違いがみられ，死別の場合

に離別よりも低位にとどまり，また，母子よりも

父子で低い水準であった。また，税・社会保障制

度による貧困削減効果は，母子世帯に関して親の

配偶関係が死別か生別（離別・未婚）かで異なり，

前者でその効果が大きい。再分配前後の貧困率を

みる限り，ひとり親世帯の子どもの約6割から8割

を占める離別母子世帯の子どもでは，税・社会保

障による貧困削減効果が2000年まではきわめて限

定的であったが，2006年以降その効果が一定程度

みられるようになった。さらに，貧困率の増減要

因についての分析では，当初所得の変化が貧困率

上昇の主因であるが，ひとり親の構成割合の変化

も，各期間一定程度貧困率を引き上げる方向に寄

与していたことがわかった。また，税・社会保障

による再分配効果については，1994年から2000年

の期間で貧困率を引き上げていたが，それ以降の

期間では貧困削減効果が大きくなり，貧困率の上

昇を抑制していたことが明らかになった。

これらの分析結果について，ひとり親を対象と

した社会保障，ひとり親の就労状況や世帯の特徴

をふまえて解釈してみよう。まず，母子世帯の場

合，おおむね，死別，離別，未婚の順で当初所得

の貧困率が高い傾向があるが，可処分所得でみた

貧困率は，離別，未婚，死別の順で高くなる。当

初所得での貧困率が死別母子で高いのは，寡婦の

3)また，「全国母子世帯等実態調査」では，この間シングルマザーの無業者が若干低下している（2003年16.7％，

2006年14.6％）。同調査の就労収入の平均額も増加しており（162万円，171万円），この期間のシングルマザーの就

労状況の改善が確認できる。2011年の同調査でも前回調査より就労収入が増加しているが，この年の調査より収

入に関する設問が変更されており，それ以前の調査との単純な比較ができなくなっている。すなわち，2007年調

査までは収入金額を選択する方法であったが，2011年調査から収入金額を記入する方法に変更されており〔厚生

労働省（2012），表16−（1）−1，注5〕，本調査をもって時系列変化をみる際には留意が必要であろう。

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率――世帯構成の変化と社会保障の効果―― 27
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就業率が離別の母より低いことがその要因と考え

られる。他方で，死別母子の可処分所得でみた貧

困率が離別母子の貧困率よりも低くなるのは，死

別母子世帯に対する社会保障（遺族基礎年金，遺

族厚生年金）の給付水準が高いことによると考え

られる。逆にみれば，年金による所得保障の水準

が高いことが，死別の母の就労率を低くする要因

となっている可能性がある。

さらに，貧困率の時系列の変化を社会保障との

関係から解釈してみよう。1996年と2000年の可処

分所得でみた離別母子の貧困率は，当初所得でみ

た貧困率と大差がない。特に2000年の貧困率の削

減幅はわずか0.4％ポイントにとどまっていた。

1994年から2000年の期間に貧困率が大幅に上昇し

ており，これは当初所得による影響だけでなく，

税・社会保障も貧困率の上昇に寄与していたこと

が貧困率の変化要因の分析から示されている。

2000年までの貧困率の上昇をもたらした社会保障

の要因として，1998年の児童扶養手当の制度改正

が考えられる。この年，児童扶養手当の一部支給

を受けられる所得の上限が，272万円（収入ベース

で408万円）から，192万円（収入ベースで300万

円）に大幅に引き下げられた。その結果，手当の

支給が停止される者の割合が急増した〔田宮

（2010）〕。児童扶養手当の対象者を厳しくするこ

とが，貧困率を悪化させた可能性がある。

一方，2000年から2006年の期間の貧困率の低下

は税・社会保障の効果によるところが大きく，ま

た，2006年から2012年の期間も当初所得と構成比

の変化による貧困率の上昇を再分配効果で相殺し

ていた。また，2006年，2012年の両年において，

離別母子，未婚母子・父子だけでなく，死別母子

でも再分配後に貧困率の大幅な改善がみられるこ

とから，2000年以降の貧困削減効果は，配偶関係

にかかわりなく，すべてのひとり親世帯が対象と

なる社会保障制度によるものと推測される。つま

り，2000年以降の貧困率の低下は，生活保護受給

者の増加や，児童手当ならびに子ども手当の拡充

の影響が大きく，児童扶養手当の影響は限定的で

あったと考えられる。

この間の児童扶養手当の制度改正は，2002年に

実施されている。それまでの二段階支給（全部支

給4.2万円，一部支給2.8万円，2011年度月額）か

ら，所得に応じて42,370円から1万円まで（2012年

度月額）10円刻みで手当の支給額を逓減させる方

式にかわった。あわせて，一部支給を受給できる

所得の上限を年収ベースで300万円から365万円

（所得ベースで230万円）へ引き上げる一方で，全

部支給額を受給できる所得が204.8万円（所得

ベースで90.4万円）から130万円（同57万円）へと

大幅に引き下げられた。この制度改正は給付の抑

制と拡充の両面をもつ。貧困線付近の低所得のひ

とり親で，従来全部支給を受けていた者が一部支

給になる場合に給付削減となるが，新制度の手当

の減額幅は逓減的であり，しかも所得が低い層で

は減額幅が小さい。このことから，制度改正によ

る給付削減が貧困率を高める効果は限定的であっ

たと考えられる。他方，新制度で手当が増額にな

るのは，従前に一部支給の児童扶養手当を受けて

いたが新制度で2.8万円以上の一部支給を受ける

ことになった者，および，旧制度で支給が停止さ

れていた年収300万円から365万円までの者で，改

正後は支給停止が解かれる者である。貧困率に影

響を及ぼすのは前者であるが，その数は少数にと

どまろう。

生活保護に関しては，この間母子世帯の世帯保

護率が上昇傾向にあり4)，貧困率を引き下げる一

定の影響があったと推測される。さらに，児童手

当に関しては，2000年以降制度拡充が図られた。

旧児童手当，子ども手当，新児童手当と短期間で

制度名が変わるなかで，その支給対象児童の拡大

（2000年，2004年，2006年，2010年），ならびに，

支給額の引き上げ（2007年，2010年）という二方

向からの制度拡充が進んだ（表1）。児童扶養手当

とは対照的にほぼ一貫して拡充されてきた児童手

当は，貧困率削減に一定程度寄与したと考えられ

る5)。

また，社会保障ではなく，就労収入を含む当初

4)母子世帯の世帯保護率は，2000年10.61％，2006年11.75％，2012年16.23％と上昇傾向にある〔国立社会保障・人

口問題研究所，「『生活保護』に関する公的統計データ」〕。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 128
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所得の改善による貧困率の抑制については，2000

年から2006年の期間の変化分の分解においてのみ

観察された。この時期，ひとり親世帯の当初所得

の中位値が上昇しており，また，無業割合も低下

していることから，就労収入が増加し，貧困率の

削減効果をもったと考えられる。しかしながら，

2006年から2012年の期間には再び貧困率を引き上

げる要因に転じている。就労状況の改善は貧困率

の改善に寄与するが，それが景気の動向に付随し

た一時的なものであるのか，中長期的に安定して

改善が進んでいるものなのか，慎重に判断する必

要性を示唆している。

最後に，未婚ひとり親と父子世帯に属する子ど

もの貧困率について若干の考察をおこなう。ただ

し，いずれも国民生活基礎調査では標本数が小さ

い点に留意が必要である。まず，未婚ひとり親の

貧困率は，当初所得，可処分所得でみた貧困率と

もに離別よりも低くなっていた。これについて

は，未婚ひとり親については，ほかの世帯員と同

居しているひとり親世帯の割合が離別世帯よりも

高い〔西・菅（2007b）〕ことと関係しているかもし

れない。収入のある世帯員が増えることで，未婚

ひとり親世帯では世帯所得が相対的に高くなって

いる可能性がある。

次に，父子世帯については，市場所得でみても

可処分所得でみても，その相対的貧困率は母子世

帯よりも低位にとどまっている。ただし，税・社

会保障による貧困削減効果は小さい傾向が続いて

いたが，離別父子では2006年以降貧困削減効果の

若干の改善がみられる。これは，児童手当の改善

に加え，2010年から父子世帯も児童扶養手当の支

給対象になったことが影響している可能性があ

る。死別父子世帯については，2012年に税・社会

保障による貧困削減効果が大幅に高まったが，離

別父子と同様に，児童扶養手当の支給対象が拡大

されたことによる効果であるかもしれない。2014

5)田中・四方（2010）では，2008年の家計データを用いて，子ども手当が増額された場合の貧困削減効果について

マイクロ・シミュレーションをしており，子ども手当が1.3万円で導入された場合はひとり親世帯の子どもの貧困

率の削減効果はみられないが，2.6万円にした場合7.3％ポイントの貧困削減効果が見込まれるとしている。また，

田中（2017）は，「全国消費実態調査」の2014年調査で子どもの貧困率が低下している要因として，子ども手当の

導入を経た児童手当の給付水準の引き上げの影響がある可能性を指摘している。

親の配偶関係別にみたひとり親世帯の子どもの貧困率――世帯構成の変化と社会保障の効果―― 29

表1 児童手当の制度改正の概要（2000年以降）

制度名 年 支給対象児童 支給額（月額）

旧児童手当

2000年
3歳未満から

小学校就学前まで引き上げ

第1・2子

第3子以降

5千円

1万円

2004年 小学校3学年修了まで

2006年

小学校修了まで

3歳未満 1万円

2007年
第1・2子

第3子以降

5千円

1万円

子ども手当 2010年4月〜2011年9月

中学校修了まで

一律 1.3万円

子ども手当特別措置法 2011年10月〜2012年3月

3歳未満 1.5万円

3歳以上小学校修了まで

第1・2子

第3子以降

1万円

1.5万円

中学生 1万円

新児童手当 2012年4月

〈所得制限内〉

3歳未満

3歳以上小学校修了まで

1.5万円

1・2子

第3子以降

1万円

1.5万円

中学生 1万円

〈所得制限超〉 5千円

出所：筆者作成。
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年から死別父子に対しても遺族基礎年金が支給さ

れることになっており，今後のデータではさらに

貧困率の削減効果が高くなる可能性がある。

謝辞

本稿の分析は，厚生労働科学研究費補助金（政

策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））

「子どもの貧困の実態と指標の構築に関する研究」

の一環として，厚生労働省「国民生活基礎調査」

の昭和61年から平成25年の個票を，統計法第32条

に基づく二次利用申請による使用の承認（厚生労

働省発統0909第4号，平成22年9月9日付）を得て集

計したものである。本研究はJSPS科研費JP26360057

の助成を受けている。

参考文献

阿部彩（2005）「子どもの貧困」，国立社会保障・人口問

題研究所編『子育て世帯の社会保障』，東京大学出版

会。

───（2006）「貧困の現状とその要因 1980〜2000年

代の貧困率上昇の要因分析」，小塩隆士，田近栄治，

府川哲夫編『日本の所得分配：格差拡大と政策の役

割』，東京大学出版会。

───（2010）「日本の貧困の動向と社会経済階層によ

る健康格差の状況」，内閣府男女共同参画会議監視・

影響評価専門委員会『生活困難を抱える男女に関す

る検討会報告書−就業構造基本調査・国民生活基礎

調査 特別集計−最終報告書』，pp.37-55。http://www.

gender.go.jp/research/kenkyu/konnan/pdf/seikatsukonnan.

pdf（2017年3月1日最終確認）。

厚生労働省（2012）「平成23年度 全国母子世帯等調査結

果報告」http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/

kodomo/kodomo_kosodate/boshi-katei/boshi-setai_h23/

dl/h23_29.pdf（2017年3月1日最終確認）。

─────（2014）「平成25年 国民生活基礎調査の概

況」，http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/

k-tyosa13/dl/16.pdf（2017年3月1日最終確認）。

総務省統計局編（2014）『日本の人口・世帯：平成22年

国勢調査最終報告書（上巻−解説・資料編）』，日本

統計協会。

橘木俊詔，浦川邦夫（2006）『日本の貧困研究』，東京大

学出版会。

田中聡一郎，四方理人（2010）「給付つき税額控除と子

ども手当の貧困削減効果―マイクロ・シミュレー

ションによる分析」『貧困研究』，第5巻，pp.99-109。

田中聡一郎（2017）「子どもの貧困率2％ポイント減を

考える―平成26年全国消費実態調査の検討から」

『週刊社会保障』，第71巻第2913号，pp.54-59。

田宮遊子（2010）「母子世帯の最低所得保障」，駒村康

平編『最低所得保障』，岩波書店。

西文彦，菅まり（2006a）「シングル・マザーの最近の状

況（その1）」『統計』，第57巻第1号，pp.73-77。

────（2006b）「シングル・マザーの最近の状況（そ

の2）」『統計』，第57巻第2号，pp.83-86。

────（2006c）「シングル・マザーの最近の状況（そ

の3）」『統計』，第57巻第11号，pp.81-86。

────（2007a）「シングル・ファーザーの最近の状

況」『エトトレ・ラ』，第156号，pp.30-33。

────（2007b）「シングル・マザーとシングル・

ファーザーの比較分析」『統計』，第58巻第9号，

pp.63-65。

Eggebeen, David J. and Daniel T. Lichter (1991) “Race,

family structure, and changing poverty among

American children.” American Sociological Review:,

Vol.51, No.4, pp.801-817.

Förster, Michael and Marco Mira d’ Ercole (2005)

“Income Distribution and Poverty in OECD Countries

in the Second Half of the 1990s” OECD Social,

Employment and Migration Working Paper, No.22,

OECD, Paris.

OECD (2008) Growing unequal? : Income Distribution

and Poverty in OECD Countries, OECD, Paris.

Shirahase, Sawako and James M. Raymo (2014) “Single

Mothers and Poverty in Japan: The Role of

Intergenerational Coresidence.” Social Forces, Vol.93,

No.2, pp.545-569.

（たみや・ゆうこ）

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 130



01-02_社会保障研究_【田宮】_5K.smd  Page 13 17/06/20 09:31  v3.40

＊ Associate Professor, Kobe Gakuin University

31

Change in the Poverty Rate of Children in Lone Parent Households

by the Difference in the Marital History of the Parents:

the Influence of Family Structures and the Social Security System

Yuko TAMIYA＊

Abstract

In this study, the relative poverty rate of children belonging to lone-parent households was

estimated, and the change factors of poverty rate are examined with a particular focus on the differences found

by the parent’s marital history, by gender, as well as the influence of the transfers. For the analysis, the

microdata from the “Comprehensive Survey of Living Conditions” was used. Differences were found in the

poverty rate of children belonging to lone-parent households based on the marital history of lone-parents as

well as the gender of the lone-parent. The trend showed that the divorced lone-mother households had the

highest poverty rate followed by widowed and unmarried. The poverty rate of children in lone-father

households was trending lower than in lone-mother households. Next, the effectiveness of taxation and social

security system on poverty reduction substantially differed depending on whether or not the lone-mother

households were due to being widowed or divorced, and a major reduction in poverty level was seen in cases

where the mothers were widowed. In the case of divorced lone-mother households, since 2006, a certain

amount of poverty reduction due to the effect of the taxation and cash transfers could be observed.

Additionally, upon analyzing the change factors in children’s poverty rate in lone-parent households since the

year 2000, it was found that while the increase in the poverty rate had much to do with the changes of market

income, since the latter half of the 2000’s, that rise of poverty rate had been canceled out and controlled by the

redistributive impact of transfers. While the impact of the changes in the composition ratio of lone-parents,

such as the increase in divorced lone-mother households, are less than that of market income, it has to a

certain extent contributed to the rise in the poverty rate.

Keywords：Child Poverty, Trends in Poverty Rate, Change Factors in Poverty Rate, Marital History of Lone

Parents
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Ⅰ はじめに

本稿の目的は2つある。1つめは，世帯人数と高

齢者の精神的健康との関連を明らかにすることで

ある。2つめは，単身高齢者の精神的健康の規定

要因を明らかにすることである。2つの目的を主

にジェンダーの視点から検討する。以下，問題の

背景を記す。

戦後の家族の変化の大きな特徴の1つは，世帯

規模の縮小である（石原2008）。近年の世帯構造

の変化でいえば，単独世帯が増加している（山内

2012）。特に単身の高齢者が増加しており，この

流れは今後も続くと予測されている（国立社会保

障・人口問題研究所2013）。

単身高齢者に関しては，社会保障，社会老年学，

社会学，ジェンダーなどの幅広い分野で検討が進

められている（藤森2010：斉藤2013：山田2016：

上野2007）。本論文では，単身高齢者の精神的健

康に着目する。その理由は大きく2点ある。

1点目は，近年のうつの問題への注目がある1)。

厚生労働省が示した医療計画では，がん，脳卒中，

＊日本福祉大学社会福祉学部 准教授
1)うつに関しては，国別で罹患割合は無視できない差が生じている。国による精神疾患の頻度の差は疫学研究最

大の謎の1つと指摘されている（川上2012）。ちなみに日本は，世界的にみると精神疾患の発症率では低位グルー

プに入っており，米国やフランスなど個人主義が強い国でうつ病の発症率が高くなっている（川上2012）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 132

特集：小さな世帯の増加と社会保障

単身高齢者の精神的健康
――ジェンダーの視点による検討――

末盛 慶＊

抄 録

近年，世帯構造の中で単独世帯が増えている。高齢年代においても単独世帯が増えている。かつ，先

行研究では単身高齢者の精神的健康上の課題が指摘されている。そこで本研究では，世帯人数と高齢者

の精神的健康との関連，および単身高齢者の精神的健康の規定要因を明らかにすることを目的とする。

用いるデータは日本版General Social Survey2012の60歳以上の男性886名，女性1043名である。分析の

結果，①男性は配偶状態や家族関係の状況が精神的健康と関連を示すが，女性ではこうした関連が全く

見られないこと，②男性の配偶状態と精神的健康の関連性の約半分は社会経済的地位の低さによること

が示された。女性において，家族関連変数が精神的健康と関連を示さない理由として，日本の伝統的な

性別役割分業の存在が指摘された。米国と日本を含めた東アジア諸国とでは結婚がもつ健康上の恩恵

に差異がある可能性も指摘された。

キーワード：高齢者，単独世帯，配偶状態，ジェンダー，精神的健康

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 32-44.
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急性心筋梗塞，糖尿病に続き，精神疾患が加わり，

5大疾病の1つに精神的健康が取り上げられてい

る。それだけ精神的健康が注目されているという

ことである2)。

2つめは，単身高齢者の中でも男性のうつ問題

が指摘されている点である。単身の高齢者男性に

おいて，うつ状態にある割合が特に高いことが報

告されている（末盛2007a）。うつと自殺の関連が

指摘され，自殺予防という観点からも高齢者の精

神的健康は重要なテーマとなっている（木村

2011）。以上の背景から，単身高齢者の精神的健

康を明らかにする社会的な意義は小さくない。

高齢者の精神的健康に関しては，これまでも国

内外で多くの研究が行われてきた。しかし介入可

能性が低いことから，世帯の状況と精神的健康の

関連を中心的に検討するものは少なく，その関連

をジェンダーの視点で計量的アプローチで読み解

く研究はさらに少ない。日本の場合，他国に比べ

伝統的な性別役割構造が強く維持されているた

め，高齢者の精神的健康のあり方がジェンダーに

よって影響されている可能性は否定できない。

そこで本研究では，ジェンダーの視点を軸とし

ながら，世帯人数と高齢者の精神的健康の間にど

のような関連がみられるのか，そして単身高齢者

の精神的健康はどのような要因によって規定され

ているのかを全国代表サンプルのデータを用いて

明らかにすることを目的とする。

Ⅱ ジェンダーと健康

本論文では，単身高齢者の精神的健康に問題意

識を置いている。これを検討する際にジェンダー

の視点を重視している。本題に入る前に，ジェン

ダーと健康の関係について素描しておこう。

人々の健康を扱う研究分野は多岐に渡る。その

1つに社会疫学という分野がある（近藤2013）。そ

の分野の中でジェンダーと健康という研究群が存

在している（本庄・神林2015）。

ジェンダーと健康の関連に関する研究では，

ジェンダーと健康は関連をもち，時に強い関連を

示すと考える。ただ，ジェンダーと健康に関する

研究動向を概観した本庄・神林（2015）によれば，

社会疫学全体の中でジェンダーの視点で健康を読

み解く研究は必ずしも多くないという。

本稿でジェンダーと健康に関する先行研究の全

容を紹介する紙面上の余裕はない。そこでジェン

ダーと健康の関連を考える上で象徴的な3つの

テーマを以下で扱う。具体的には，出生性比，自

殺，平均寿命の3つである。

出生性比とは，子どもが生まれるときの性別に

よる比のことである。男子の出生児数を女子の出

生児数で割ることで算出される。一般的に男子の

方が出生児数が多いため，出生性比は男子が女子

を上回ることが多い。

生物学的に考えれば，国によって出生性比に大

きな差が生じることは考えにくい。しかし，実際

には国により出生性比が異なる（林2001）。具体

的に言えば，アジア諸国において男子の出生比が

高くなる傾向がある。佐野（2012）によれば東ア

ジア地域における出生性比は「女性100に対して

男性119」となっている。出生性比の世界の平均

は「女性100に対して男性107」であり，東アジア

では男子の出生児の割合が高い。率直に言えば，

東アジアでは男子に比べ女子が生まれにくいので

ある。この背景として東アジアにある男児優先の

文化―つまりジェンダーの存在―が考えられる。

これは生まれる前の時点で，性による命の差異が

生じていることを意味している。

こうした状況は「失われた女性たち（missing

women）と呼ばれている（佐野2012）。健康に関

する現在の研究の主流は現在生きている人々を研

究対象とすることが多い。しかし，そもそも生を

受けることができない命が存在し，そのことに

ジェンダーが深く関わっていることはもっと注視

されるべきである。

ひとの人生が始まるか否かという瞬間だけでな

く，人生の過程においても，ジェンダーと健康の

間に関係がみられる。ここでは，本稿のテーマと

2)精神疾患の1つにうつがある。うつが自殺のみならず，身体機能や認知機能の低下とも関連していることも精神

疾患が注目される背景にある（西・藤瀬・池田2014）。

単身高齢者の精神的健康――ジェンダーの視点による検討―― 33
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近い自殺をとりあげる。

自殺に関しては性差があることが知られてい

る。自殺は男性が多い。平成27年の自殺者数は

24,025人で，その69.4％は男性である（内閣府自

殺対策推進室2016）。自殺は，重要な健康指標の1

つと言えるが，その自殺にジェンダーが影響して

いる。

人生の後半においても健康上の性差は生じる。

日本は世界有数の長寿国であり，女性の方が平均

寿命は長い。厚生労働省の2015年の簡易生命表に

よれば，日本の平均寿命は女性で87歳，男性で

80.8歳となっている。健康寿命においても，女性

の方が長い。女性は男性に比べ寿命という意味で

は優位な状況にある。他国においても，女性の方

が男性より寿命が長い国が多い。

こうした知見を聞くと，女性の方が男性より長

生きであることが普遍的な現象であるかのように

思えてくる。しかし，事実はそうとも言えない。

1990年代後半においてネパールやモルディブでは

女性より男性の方が平均寿命が長かった（高濱

2001）。歴史的な視点でみていくと，日本も必ず

しも遠くない過去に女性より男性の方が平均寿命

は長い時期が存在している3)。

以上を参照すると，人間の健康は生物学的に決

定されているように見えるが，社会や時代の影響

を受けていることが理解できる。私たちの健康が

社会的に構成される部分の中で，ジェンダーが広

く，かつ深く作用していることを理解しておきた

い。

Ⅲ 高齢者の精神的健康に関する先行研究―世

帯の状況と性差に注目して

上記で，ジェンダーと健康の関連について素描

した。次は，より本稿の研究目的に近い高齢者の

精神的健康に関する先行研究を概観する。ここで

は，世帯の状況および配偶状態と精神的健康の関

連を扱った研究を中心に検討する。まず海外の先

行研究からみていこう。

同居人の有無と精神的健康の関連をみたものと

して，Chou et al.（2006）の研究がある。著者ら

は，香港の人口センサスの60歳以上の2,003名の

データを分析対象にして，世帯の状況と抑うつと

の関連をみた。社会経済的地位やソーシャルサ

ポートの個々の変数を統制した場合は，独居の方

が抑うつを多く抱えていたが，統制変数をすべて

投入した時点で，独居か否かと抑うつの関連の有

意性は消失した。

配偶状態と精神的健康に関しては，米国の研究

を中心に有配偶の方が精神的健康が良好である知

見が多い（Simon 2002）。こうした中，Inaba et al.

（2005）は，日米の全国規模の代表サンプル（日本

6,985名，米国8,111名）を用いて配偶状態と抑う

つとの関連をみた。分析の結果，日米両国ともに

有配偶の方が抑うつが低いという結果を報告して

いる。

韓国の研究では，違った結果も報告されてい

る。韓国の大規模調査「加齢に関する縦断調査」

の45〜85歳の男性4,016名，女性5,003名のデータ

を用いて，配偶状態とうつ傾向の関連をみた

（Janga et al. 2009）。分析の結果，男性においては

有配偶の方が抑うつ傾向が低かったが，女性にお

いては有配偶とそれ以外の群とでうつ傾向に有意

差が生じていなかった。

次に，国内の研究状況を確認しよう。まず世帯

の状況と精神的健康の関連についてみてみよう。

日本でも独居において抑うつ傾向が高いことが先

行研究において指摘されている（木村2011）。世

帯の状況と精神的健康の関連を検討している研究

としては，斉藤・藤原・小林他（2012）がある。

この研究では，埼玉県和光市の住民基本台帳を用

いて1人世帯および一般世帯を対象とした調査

データの中で，2,644人を対象として分析を行っ

た。実質独居と名目独居（台帳上は1人世帯に

なっているが実際には同居者がいる世帯），一般

同居の3つの群にわけ分析を実施した。分析の結

果，実質独居および名目独居は実質同居に比べ，

抑うつ傾向が高いことが示された。

3)1921〜25年で女性より男性の方が平均寿命が長い県が山形，岐阜，福井，徳島，1歳時平均余命でみると，東京，

神奈川，愛知，大阪などでもこうした現象が起きていた（高濱2001）。
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上の研究は，世帯の状況と高齢者の精神的健康

の関連を検討しているが，配偶状態を統制してい

ない。同居人の有無および配偶状態が精神的健康

にどのような関連をもっているのかを検討した研

究としては，藤原・小林・深谷他（2012）がある。

埼玉県和光市に住む1,435名を分析対象に，経済

階層および暮らし向きと心理的健康指標との関連

をみるものである。その分析の中で，世帯の状況

と配偶状態を統制変数として投入している。分析

の結果，独居の方が，かつ，無配偶の方が抑うつ

傾向が高いことが示されている（藤原・小林・深

谷他2012）。

藤原らの研究は，同居人の有無および配偶状態

と高齢者の精神的健康の関連を検討しているが，

その関連性の性差を検討していない。同居人の有

無と高齢者の精神的健康の関連の性差を検討した

ものとしては，小林・藤原・深谷他（2011）があ

る。データは埼玉県和光市在住の独居者948人，

同居者1,426人である。本研究の目的は，孤立高

齢者におけるソーシャルサポートの利用可能性と

心理的健康の関連をみるものだが，分析の中で，

独居や別居かによって抑うつに差が生まれるか，

かつ両者の関連に性差がみられるかを確認してい

る。分析の結果，同居に比べ独居の方が抑うつ傾

向が有意に高かった。しかし，同居人の有無と性

差の交互作用は抑うつに関して有意な影響を示し

ていない。つまり，男性あるいは女性にとって独

居が精神的健康に対して特別にネガティブな効果

をもつという関連性は示されなかった。

ここまでは世帯構成と高齢者の精神的健康の関

連に関する先行研究をみてきた。以下は，単身高

齢者の精神的健康を直接扱った研究を検討する。

1人暮らしの高齢者の精神的健康の規定要因を

検討したものとして，安藤・小池・高橋（2016）

がある。この研究では，横浜市に居住する671名

の1人暮らし高齢者のデータをもとに分析が行わ

れた。従属変数は孤独感となっている。分析の結

果，女性より男性の方が，低学歴の方が，近所づ

きあいがなしの者の方が，別居子および友人と会

う頻度が少ないほど，孤独感が強いことが示され

た。男女で共通して孤独感と関連を示したのは友

人と会う頻度であったため，著者らは単身高齢者

に関しては選択的で互恵的な友人関係が重要にな

るという見解を示している（安藤・小池・高橋

2016）。

以上を総合すると，世帯状況と精神的健康の関

連に関しては，独居であること，無配偶であるこ

とと精神的健康の低さは関連しているように思わ

れる。しかし，国や性別によって結果に違いもみ

られ，明確な結論は下しにくい。

以上の研究結果を総合的に勘案し，以下のよう

な仮説を設定する。仮説3に関しては，韓国の先

行研究の結果やGove（1972）の見解も参考にして

いる。

仮説1：世帯人数が多い方が，高齢者の精神的健

康が良好である

仮説2：無配偶より有配偶の方が，精神的健康が

良好である

仮説3：世帯人数や有配偶の健康上の恩恵は男

性では見られ，女性では見られない

Ⅳ 方法

1 データ

本論文では，日本版General Social Survey JGSS

2012のデータを用いる。調査対象の母集団は，満

20〜89歳の男女であり，層化2段抽出法により対

象者を抽出している。抽出数は9,000人である。

有効回答は4,667人であった。このうち，本分析

で用いるのは性別の記入が確認された60歳以上の

男性は886名，女性1,043名である。なお単身高齢

者の分析対象者数は男性105名，女性180名であ

る。

2 変数

従属変数は精神的健康である。精神的健康は，

「おちついておだやかな気分でしたか」「活力（エ

ネルギー）にあふれていましたか」「落ち込んでゆ

ううつな気分でしたか」（逆転項目）の3つの質問

項目の合計得点である。数値が高いほど，精神的

な健康状態が良好であることを意味する。尺度の

信頼性を示すアルファ係数は，0.643である。

単身高齢者の精神的健康――ジェンダーの視点による検討―― 35
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主たる独立変数は，世帯人数，配偶状態である。

世帯人数は，1人世帯，2人世帯，3人世帯，4人以

上の世帯の4つのカテゴリーである。配偶状態は，

有配偶，離婚，死別，未婚の4つのカテゴリーであ

る。

統制変数は，性別，年齢，学歴，世帯年収，就

業の有無，運動習慣，友人との会食，家族との夕

食である。性別，年齢，就業の有無は基本的属性

として，学歴と世帯年収は社会経済的地位を示す

指標として，運動習慣は日常生活の状況を統制す

る意味合いで投入した。以下，統制変数の説明で

ある。

性別は，男性，女性の2値である4)。年齢は実年

齢である。学歴は，中学卒，高校卒，短大・高専

卒，大学卒の4つのカテゴリーで構成した。世帯

年収は4つのカテゴリーである。具体的には，70

万円〜250万円未満，250〜450万円未満，450万円

〜750万円未満，750万円以上である。就業の有無

は，就業している者（一時休業中を含む）とそう

でない者の2値である。運動習慣は，「あなたは現

在定期的に運動やスポーツを行っていますか」と

いう質問を用いた。選択肢は，ほとんどしない，

月に1回から年に数回程度，週に1回程度，週に数

回以上である。数値が高いほど，運動習慣がある

ことを意味する。

友人関係および家族関係の状況を測定する項目

として，友人との会食の頻度と家族との夕食の頻

度の変数を用いた。質問文は「あなたは以下のこ

とをどのくらいの頻度で行っていますか」という

ものである。友人との会食の頻度は，年に1回程

度からほとんどなし，月に1回程度，週に1回程度，

ほとんどなしである。どちらの項目も数値が多い

ほど，頻度が多いことを意味する。家族との夕食

の頻度の選択肢は，ほぼ毎日，週に1回から数回程

度，月から年に数回程度，ほとんどなしである。

3 分析

分析は大きく2つにわける。1つめは世帯人数と

高齢者の精神的健康の関連に関する分析である。

2つめは，単身高齢者に分析対象を絞った分析で

ある。具体的には，単身高齢者の精神的健康の規

定要因に関する分析を行う。

1つめの分析に関しては，世帯人数，配偶状態，

世帯年収など相互に関連が予想される変数を独立

変数として用いているので，モデルを複数たてて

分析を行う。統制変数の入れ方により世帯人数や

配偶状態と精神的健康の関連性がどう変化するか

を見ていくためである。用いる分析手法は一般線

型モデルである。

Ⅴ 分析

1 分析その1−世帯人数と精神的健康の関連

について

世帯人数と精神的健康の関連を見る場合，世帯

人数だけでなく，本人の配偶状態との関連も同時

に見ていく必要がある。なぜなら，世帯人数の影

響と考えたものが実は配偶状態によることや，そ

の逆もありえるからである。例えば，単身世帯の

場合，無配偶である可能性が高いことを考えれ

ば，この点が理解できるだろう。本節では，まず

こうした諸変数と精神的健康との関連に関する分

析を行う。

まず世帯人数と精神的健康の関連を分析した。

分析手法は一元配置分散分析である。男女込みの

全体の分析では有意な関連は示されなかった

（F=1.424 df=3 ns）。しかし性別でわけると，男性

においては世帯人数と精神的健康の間に有意な関

連がみられた（F=2.945 df=3 p<. 05）。1人世帯の男

性の精神的健康の数値がほかの世帯類型に比べ有

意に低い結果が得られた5)。一方，女性では，両者

の間に関連がみられなかった（F=.578 df=3 ns）。

4)性別は2値であるため，セクシュアルマイノリティに関する分析は行えない。近年の質問紙調査の性別を聞くと

ころでは，男性，女性，答えたくないといった聞き方もなされている（愛知県2016）。
5)1人世帯の平均値10.06であり，95％信頼区間は9.57-10.54。2人世帯の平均値10.74であり，95％信頼区間10.53-

10.96。3人世帯の平均値は10.80信頼区間は10.47-11.13，4人以上の世帯の平均値は10.58，95％信頼区間は10.27-

10.89であった。
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次に配偶状態と精神的健康との関連を分析す

る。分析の結果，配偶状態と高齢者の精神的健康

の間に男女込みの全体では有意な関連はみられな

かた（F=2.409 df=3 ns）。しかし，性別でわける

と，異なった結果が得られた。分析結果，男性に

おいて配偶状態と精神的健康の間に有意な関連が

みられた（F=5.433 df=3 p<.01）。結果をみると，

未婚男性の精神的健康が最も低く（以下カッコ内

は平均値9.32），有配偶男性の精神的健康（10.75）

が高い傾向がみられた。離別（10.19）と死別

（10.18）の男性は両者の中間に位置している6)。

一方，女性においては，配偶状態と精神的健康

との間に有意な関連がみられなかった（F=.777

ns）。女性の場合，有配偶女性（10.55）より未婚女

性の精神的健康（10.97）の方が精神的健康の数値

が高い傾向さえみられた。

最後に，性別と精神的健康の関連をみてみよ

う。分析結果，性別による有意差はみられなかっ

た（F=1.078 df=1 ns）。男性の方が数値上若干高め

ではあったが，誤差の範囲を超える差ではなかっ

た。先行研究では，男性より女性の方が精神的健

康が低い傾向があるが，今回の分析では明確な性

差はみられなかった。

以上の分析結果を3点にまとめられる。①単身

世帯の男性の精神的健康が低い，②未婚男性の精

神的健康が低い，③女性は世帯人数とも配偶状態

ともに精神的健康と有意な関連を見せない，であ

る。

ここでいくつかの問いが浮上してくる。1つめ

の問いは，単身世帯の精神的健康の低さは，世帯

人数によるものなのか，配偶状態によるものなの

かである。例えば，単身であることより，無配偶

であることが男性の精神的健康を低める可能性を

考えることができる。

2つめの問いは，世帯人数にせよ配偶状態にせ

よ，精神的健康とみられる関連は真と言えるのか

ということである。ここまでの分析では，世帯人

数や配偶状態と精神的健康とが男性において有意

な関連を持っている。しかし，その関連の背景に

は第3の要因が存在する可能性がある。世帯人数

や配偶状態と精神的健康との間に見える関係は疑

似的なものかもしれない。

背景要因の1つとして考えられるのは，本人の

社会経済的地位である。つまり，単身男性の高齢

者の精神的健康が低く見えるのは，単身であると

いうことより，社会経済的地位の低さが背景にあ

る可能性がある。単身男性はほかの世帯に比べ，

経済状況が厳しいことが考えられ，そのために精

神的健康が低下することも考えられる。

3つめの問いは，家族外の社会関係が高齢者の

精神的健康に与える影響をどう考えるかという論

点である。ここまで世帯人数や配偶状態と精神的

健康の関連をみてきた。しかし，高齢者は家族だ

けと社会的な関係を取り持つわけではない。先行

研究でも，高齢者の精神的健康に関しては，友人

などの家族外の社会関係が重要な影響を与えるこ

とが報告されている（安藤・小池・高橋2016）。そ

こで，友人など家族外の社会関係と家族に関わる

要因のどちらが高齢者の精神的健康を支えていく

のかという問いも重要になる。

以上に示した問いを踏まえて，以下分析を進め

る。

2 分析その2―単身高齢者の精神的健康がな

ぜ低いのか？

まず1つめの問いから分析を始める。男性の精

神的健康に影響を与えるのは，世帯人数か配偶状

態かを明らかにする。

モデル1では，独立変数として世帯人数，配偶状

態を入れ，精神的健康の関連を分析した。統制変

6)以下が各カテゴリーの平均値の95％の信頼区間である。有配偶10.59-10.90，離別9.18-11.20，死別9.61-10.75，未

婚8.23-10.41。
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表1 精神的健康を従属変数とした一元配置分散分析

F値

df 全体 男性 女性

性別 1 1.078 ― ―

世帯人数 3 1.424 2.945* .578

配偶状態 3 2.409 5.433** .777

**p<.01 *p<.05.

出所：著者作成。



01-03_社会保障研究_【末盛】_4K.smd  Page 7 17/06/19 19:03  v3.40

数は年齢のみである。

分析の結果，世帯人数の影響は消失し，配偶状

態の有意性が確認された7)。つまり，単身である

ことより，無配偶−特に未婚であること−が男性

高齢者の精神的健康を下げていると考えられる。

世帯人数と配偶状態は関連性が高いため，以降の

分析モデルでは，世帯人数をはずし，配偶状態を

独立変数とする。

モデル2では，配偶状態と精神的健康の関連を

確認した。統制変数は年齢のみである。結果は，

配偶状態と精神的健康の間に有意な関連が示され

た（F=5.398 df=3 p<.01）。

モデル3では，本人の社会経済的地位に関する

変数を投入した。具体的には，本人の学歴と世帯

年収である。配偶状態と精神的健康の関連が本人

の社会経済的地位によってどれほど説明されるの

かを検証する。分析の結果，配偶状態の検定統計

量（F値）が約半分に減少している。つまり，配偶

状態と精神的健康の間にみられた関係性の約半分

は本人の社会経済的地位によって説明されるとい

うことである。一方，配偶状態と精神的健康の関

連性は10％の有意水準で残っている。

モデル4では，統制変数の追加を行う。就業の

有無と運動習慣である。分析の結果，就業の有無

は有意な関連は見られなかったが，運動習慣と精

神的健康の間には有意な関連がみられた。具体的

には，運動習慣の高まりと精神的健康の高まりが

正に有意な関連を示した。一方，配偶状態と精神

的健康の関連性を示すF値にはほとんど変化せ

ず，有意な傾向を保っている。

モデル5では，配偶状態の重要性は，家族外の友

人と比較してどの程度重要と言えるのかを検証す

る。具体的には，友人との会食の頻度を投入し

た。

分析の結果，友人との会食は有意な関連性を精

神的健康と示した（F=6.881 df=3 p<.01）。友人と

の会食の頻度の高まりと精神的健康の高まりが正

に有意に関連していた。この一方，配偶状態は

10％水準で有意な関連を保持している。友人との

会食を投入したことにより，配偶状態の影響力が

やや減少したが，その関連性の度合いに大きな変

化はない。この結果からすると，男性の場合に配

偶状態と精神的健康との間にみられる関係は，友

人関係によって代替されうるものではないと言え

る。

以上の統制変数を入れた結果得られた配偶状態

と精神的健康の関連に関するグラフを図1に示し

た。この結果をみると，死別，未婚で精神的健康

7)世帯人数の変数を2群にして，独居かそれ以外のダミー変数にして投入することも試みた。しかし，このダミー

変数も精神的健康と全く関連を示さなかった（F=.094 df=1 ns）。
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表2 精神的健康を従属変数とした一般線型モデル（男性）

モデル

1 2 3 4 5 6

df F値

年齢 1 .165 .178 .031 .004 .049 .031

世帯人数 3 .327

配偶状態 3 2.678* 5.398** 2.565+ 2.484+ 2.388+ 2.039

学歴 3 4.604** 3.480* 2.759* 2.846*

世帯年収 3 3.234* 2.659* 2.136+ 2.249+

就業の有無 1 .711 .337 .717

運動習慣 3 5.497** 3.805* 4.144**

友人との会食 3 6.881** 6.264**

家族との夕食 3 3.105*

R2 .020 .019 .065 .086 113 .127

調整済R2 .012 .014 .051 .067 091 .101

**p<.01 *p<.05 +p<.10.

出所：著者作成。
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が低い傾向がある。有配偶と離別は比較的精神的

健康が高い。

最後のモデル6では，家族との夕食の頻度を投

入した。この変数の投入は，配偶状態と高齢者の

精神的健康の関連に関する解釈をより精緻にする

ために投入した。分析の結果は家族との夕食が有

意な関連を示し，配偶状態が精神的健康との間に

もっていたF値も減少し，関連性の有意性も消失

した。この結果により，配偶状態が男性高齢者に

もっていた関連性は家族との夕食を含めた家族と

の日常的なコミュニケーションの存在であること

が推測できる。

以上の結果をまとめると，①男性の配偶状態と

精神的健康の関連性の約半分は社会経済的地位に

よって説明でき，配偶状態と精神的健康の関連性

そのものはそれほど強いものではない，②配偶状

態と精神的健康の関連性は友人関係によって代替

されうるものではない，③配偶状態と精神的健康

の関連の内実は家族とのコミュニケーションであ

ることが示唆された。

次に，女性の分析を行う。男性の結果と比較す

ることにより，高齢者の精神的健康をジェンダー

の視点から理解することが目的になる。男性の場

合と同じ変数を用いた分析を女性に対して行っ

た。女性の場合，ここまでの分析で配偶状態およ

び世帯人数が精神的健康と関連を示していないの

で，モデルの構成はよりシンプルなものとした。

モデル1では，年齢，世帯人数および配偶状態を

同時に投入したが，どの変数も精神的健康と有意

な関連はみられなかった。一元配置分散分析で

も，世帯人数と配偶状態を同時に投入しても，精

神的健康との関連がみられないため，以降のモデ

ルでは両変数を投入しないことにする。

モデル2では，年齢，学歴，世帯年収，就業の有

無，運動習慣を投入した。この中で，精神的健康

と有意な関連を示したのは世帯年収（F=2.696

df=3 p<.05），就業の有無（F=7.069 df=1 p<.01），運

動習慣（F=10.043 df=3 p<.01）である。世帯年収

の高まり，就業していること，運動習慣があるこ

とと精神的健康の高まりの間に正の関連がみられ

た。

モデル3では，友人との会食，家族との夕食を投

入した。分析の結果，友人との会食は精神的健康

と有意な関連を示した（F=5.089 df=3 p<.01）。友

人との会食の頻度の高まりと精神的健康の高まり

が有意な関連を示した。一方，家族との夕食は精

神的健康と有意な関連を示さなかった（F=.748

df=3 ns）。

以上，男性と女性の結果が示された。両者の結

果の差異としては3点ある。

1点目は，男性では配偶状態や家族との夕食が

精神的健康と関連性を示した一方，女性において

は，こうした関連は見られなかったことである。

女性においては，有配偶か無配偶であるか，家族

との夕食の頻度によって精神的健康に差異は生じ

ていなかった。

2点目は，女性の場合，家族関係よりも，友人関

単身高齢者の精神的健康――ジェンダーの視点による検討―― 39
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出所：著者作成。

図1 配偶状態と精神的健康の関連（男性）

表3 精神的健康を従属変数とした一般線型モデル

（女性）

モデル

1 2 3

df F値

年齢 1 1.008 1.481 3.001+

世帯人数 3 .751

配偶状態 3 .597

学歴 3 .609 .332

世帯年収 4 2.696* 1.293

就業の有無 1 7.069** 6.871**

運動習慣 10.043** 8.179**

友人との会食 4 5.089**

家族との夕食 4 .748

R2 .020 .067 .093

調整済R2 .012 .052 .070

**p<.01 *p<.05 +p<.10.

出所：著者作成。
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係，就業の有無，運動習慣の状況が精神的健康と

関連していたことである。女性の場合，家族の状

況より，家族外の生活をいかに活発に取り組んで

いるかということが精神的健康と関連していた。

3点目は，社会経済的地位と精神的健康の関連

性である。男性においては，学歴が低いほど，世

帯年収が低いほど，精神的健康が低くなる傾向が

みられた。しかし，女性の場合，本人の学歴と精

神的健康の関連はみられず，世帯年収と精神的健

康の関連性も男性より弱いものだった。

3 分析3―単身高齢者の精神的健康の規定要

因に関する分析

ここまで単身高齢者とそれ以外の世帯構成の者

も含めて分析を行ってきた。以下では，単身高齢

者に絞って分析を進める。具体的には，単身高齢

者の精神的健康を男女別に分析を行う。投入する

変数は，これまで用いてきたものと同様である。

まず男性の結果からみていこう。単身男性の精

神的健康を従属変数とした一般線型モデルによる

分析を行った。結果をみると，全体に有意な関連

を示す変数が少ない。こうした中，友人との会食

の頻度のみが精神的健康と有意な関連を示した

（F=3.596 df=3 p<.05）。友人との会食の頻度が高

まるほど，単身高齢者男性の精神的健康は高まっ

ていた（図2）。世帯年収，学歴，運動習慣，家族

との夕食の頻度に有意な関連性はみられなかっ

た。

女性に関しては，就業の有無と運動習慣が精神

的健康と有意な関連を示した。就業しているこ

と，運動習慣があることと精神的健康の高まりが

正に関連した。一方，学歴，世帯年収，友人との

会食，家族との夕食に有意な関連はみられなかっ

た。あと年齢も10％水準だが，有意な傾向を示し

た8)。

以上の結果をまとめると，単身世帯において

は，男性は友人との会食が，女性に関しては就業

の有無と運動習慣が精神的健康と有意な関連を示

した。

Ⅵ 考察とまとめ

本稿には大きく2つの目的があった。1つめの目

的は，世帯人数と高齢者の精神的健康との関連を

明らかにすることである。2つめは，単身高齢者

の精神的健康の規定要因を明らかにすることであ

る。以上の結果を整理し，考察を深めたい。

まず世帯人数と高齢者の精神的健康との関連性

に関する結果を整理する。男性に関しては，以下

の3つの知見が得られた。1つめは，世帯人数およ

び配偶状態と精神的健康の関連に関する知見であ

る。一元配置分散分析の時点では，世帯人数と高

8)関連性の方向は，年齢が上がるほど精神的健康が上昇するというものだった。結果の解釈としては精神的に健

康な女性が生存，かつ本調査に回答していると考えられる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 140

表4 単身高齢者の精神的健康を従属変数とした一般

線型モデル

F値

df 男性 女性

年齢 1 2.363 3.356+

学歴 2 .687 .160

世帯年収 1 1.694 .176

就業の有無 1 .082 9.923**

運動習慣 2 1.251 7.904**

友人との会食 2 3.596* .284

家族との夕食 2 .271 .953

R2 .169 .127

調整済R2 .074 .066

**p<.01 *p<.05 +p<.10.

出所：著者作成。
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図2 友人との会食の頻度と精神的健康の関連

（単身男性）
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齢者の精神的健康の間に有意な関連がみられた。

しかし，配偶状態も投入した分析では世帯人数の

有意性は失われた。つまり，この結果から言える

ことは，世帯人数が精神的健康ともっていた関連

性は配偶状態によるものということである。つま

り，単身世帯ほど，精神的健康が低く見えるのは，

配偶状態−特に未婚であること−によって生じて

いたということである。以上の結果から，仮説1

は支持されず，世帯の人数のみで高齢者男性の精

神的健康を推し量るのは困難であることが示され

た。

2つめは，配偶状態と精神的健康の関連につい

てである。分析の結果，未婚者の精神的健康が低

いことが示された。しかし，この配偶状態と精神

的健康との関連は男性のみに限られ，かつその関

連もそれほど強いものではなかった。学歴や世帯

年収を統制変数として投入すると，配偶状態と精

神的健康との関連の強さはほぼ半減し，有意水準

も低下した。つまり，配偶状態と精神的健康の間

にみられた関係性の約半分は本人の社会経済的地

位の低さによってもたらされたものだった。以上

から，仮説2に関しては部分的な支持にとどまっ

た。

加えて，両者の関連は家族との夕食を投入する

ことにより有意性が消失した。この結果から，配

偶状態と精神的健康の関連の実質は家族内での日

常的なコミュニケーションであることが示唆され

た。家族関係の状況が高齢者の精神的健康に影響

するという指摘は先行研究で示されており，本結

果はこうした先行研究の知見と整合的と言える

（島田・山崎・中野他2012）。逆に言えば，有配偶

であることは，男性高齢者の精神的健康を支える

家族内コミュニケーションの機会を供給しうる構

造となっている可能性が示唆された。

知見の3つめは，高齢者男性の精神的健康と友

人との会食の重要性である。今回，投入した変数

の中で最も強い関連を見せたのは友人との会食で

あった。高齢男性において，友人とのふれあいが

本人の精神的健康を支える可能性が示唆された。

高齢者の友人関係と精神的健康のつながりを指摘

する研究は多く，この結果も先行研究の知見に

沿ったものと言える（小林・藤原・深谷他2011）。

次に，単身高齢者の精神的健康の結果を整理す

る。大きく2つの知見があった。

1つめは，男性において精神的健康と関連した

のは友人との会食のみだったことである。この結

果も国内の先行研究の結果を引き継ぐものである

（安藤・小池・高橋2016）。ほかの変数とは有意な

関連がみられなかった。探索的にソーシャルキャ

ピタルも投入してみたが，有意な関連はみられな

かった。有意な変数があまり見い出せなかったこ

とから，単身高齢男性の精神的健康の向上に向け

ての具体的な示唆は多くは示せない。言えること

は，本人の意向を重視しながら，外部の世界との

つながりを持たせることである。

2つめは，女性に関する結果である。女性にお

いては，就業の有無，運動習慣が有意な関連を示

し，就業しているほど，運動習慣があるほど，精

神的健康が高いという関連性がみられた。一方，

社会経済的地位は有意な関連を示さず，家族や友

人との関係性も有意な関連を示すことはなかっ

た。この結果からすれば，単身の高齢者女性の精

神的健康の下支えには，家族外での就業と適度な

運動が良いということになった。

最後に，ジェンダーの視点をもとにした仮説3

に関する考察を行う。分析結果は仮説3を支持す

るものだった。なぜ男性では配偶状態などの家族

関係に関する指標と精神的健康が有意な関連を示

す傾向があるのに対して，女性においてはこうし

た関連は全く見られなかったのかという点を以下

で考えていきたい。

解釈としてありうるのは，日本に残る伝統的な

性別役割構造である。現在60歳以上の方たちは，

男性は仕事，女性は家庭といった性別役割分業の

中で生きてきた方たちが多い。女性たちは育児，

家事，介護を担うことが多く，こうした役割は精

神的健康にとって負担になる可能性もある。特

に，高齢期の介護役割は高齢者のメンタルヘルス

を低下させている（小塩2014）。有配偶女性の場

合，介護などのケア役割に従事することが多いた

め，有配偶であることのベネフィットが女性で生

じにくい可能性がある9)。女性が結婚しているこ

単身高齢者の精神的健康――ジェンダーの視点による検討―― 41



01-03_社会保障研究_【末盛】_4K.smd  Page 11 17/06/19 19:03  v3.40

とによって健康上の恩恵を得るためには，現行の

性別役割構造を根本的に変えていく必要があるだ

ろう。

こうした考察は国際的な視点をもつことで，よ

り大きな仮説を立てることもできる。先述した通

り，韓国の女性でも有配偶とそれ以外で精神的健

康に差異が生じていない（Janga et al 2009）。日本

の全国代表サンプルのデータを用いて分析した

Inaba et al（2005）の研究でも，男性に比べ，女性

の有配偶であることの肯定的な効果は小さいもの

だった。

米国では，どの年齢段階においても結婚するこ

とでの精神的なベネフィットがあるという報告が

あることを踏まえると，米国と日本や韓国など伝

統的な性別役割分業が残る東アジアでは結婚して

いることの健康上の恩恵のあり方に差異がある可

能性もある。結婚がもつ健康上の恩恵の文化差を

明らかにすることは，家族をどう位置付けるかと

いう各国の社会保障の基本的なあり方にも影響を

与えうる。今後さらなる研究に期待したい。

最後に本研究の限界を3点ふれておこう。1点目

は，今回は横断的な分析であり，因果関係を明ら

かにできない。精神的に健康なものが，友人関係

を活性化させたり，運動の習慣を持つことができ

ることも考えられる。高齢者の精神的健康を解き

明かすためには縦断的分析や質的な研究が必要と

なる。

2点目は，地域差に関する分析を行っていない

点である。高齢者の精神的健康には地域差もある

ことが考えられる。実際，先行研究では，都市度

が高まるほど，うつ傾向の高齢者が高まるといっ

た指摘もなされている（和久井・田高・真田

2007）。今後は，マルチレベル分析をとりいれ，地

域差も考慮した分析を行っていく必要がある。

3点目は，理論的な問題である。本研究も含め，

単身高齢者の精神的健康を計量的なアプローチで

検討すると，各変数の関連構造は把握できるが，

やや平面的な検討になる。

相互作用論や家族戦略などの概念と多様な調査

方法を駆使しながら，単身の方を含め，高齢者を

行為主体として位置づけ，各高齢者がどのような

工夫をしながら自分の生活を成り立たせているか

を明らかにするよりダイナミックな研究が今後は

求められる（安達1999：田渕1999）。
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Mental Health of Elderly Adults in Japan:

Marital Status, Gender, Household Conditions
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Abstract

One of the most prominent changes in the type of family structure in Japan is the increase in one-

person households. Previous studies indicated elderly people who live alone have low mental health than other

groups. This article examines the relationship between household conditions, marital status and mental

illness. We used General Social Survey in Japan 2012 (JGSS2012). Bivariate and multivariate analyses

suggested that mental health are higher in married persons, more contacts with friends, more contacts with

family members for men, but there is no association between family variables and mental health for women. In

the analysis for men who living alone, the contact with friends only associated their mental health. We argue

that traditional gender role structure in Japan might make women psychologically stressed more than men. It

is possible that the relation between marital status and mental health is different among US society and East

Asia society including Korea and Japan.

Keywords：Elderly Adults, Living Alone, Marital Status, Gender, Mental Health
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Ⅰ 問題の所在

子ども虐待が日本において社会問題化してすで

に久しいが，子ども虐待に関する統計調査におい

て，ほかの世帯，特に父母がそろっている世帯と

比較し，ひとり親世帯は虐待の発生率が高いこと

が繰り返し指摘されている。

例えば，5県27児童相談所において1992年1月か

ら1994年末までに扱われ「社会福祉業務報告」に

報告された419事例を分析した萩原・岩井（1998）

によると，父のみの世帯は12.1％（実父のみと継

父のみの合計），母のみの世帯は23.7％（実母のみ

と継母のみの合計）となり，合わせると35.8％に

及んでいる（ともに祖父母の同居は不明）〔p.30〕。

また，全国規模の調査としても，2008年に実施さ

れた全国児童相談所長会による「全国児童相談所

における虐待の実態調査」のデータによれば，実

父のみの世帯は5.0％（祖父母同居を含めると

6.3％）であり，実母のみの世帯は 27.0％（同

31.3％）と把握されている。あわせて32.0％（祖

父母同居を含めると，37.6％）となる〔丸山

＊名寄市立大学保健福祉学部 教授

母子世帯と子どもへの虐待――抑うつの分析も含め―― 45

特集：小さな世帯の増加と社会保障

母子世帯と子どもへの虐待
――抑うつの分析も含め――

山野 良一＊

抄 録

子ども虐待に関する統計調査において，父母がそろっている世帯と比較し，母子世帯などひとり親世

帯は虐待の発生率が高いことが指摘されている。しかし，そうした子ども虐待の発生率の高さに関し

て，母子世帯等における虐待発生につながる世帯状況や要因等がほかの世帯とどのように相違するか

は，理論的にも統計的にも日本においては整理がついているとは言い難い状況にある。本稿では，まず

虐待の発生につながる世帯状況等の相違を母子世帯と二親世帯の母親についてのクロス分析において

明らかにし，さらに虐待発生の主要な発生要因とされ，また虐待と同様ふたつの家族類型において疾患

率が異なるとされる抑うつの問題について，「生活と支え合いに関する調査」のデータを用い多変量解

析を行っている。結果からは，所得などのSESと母親が家族・親族などから受けるサポート量がふたつ

の世帯類型における違いを説明する主な要因であることが伺えた。加えて，子どもの虐待の発生要因の

理論的な整理とともに，母子世帯と二親世帯で子ども虐待や母親の抑うつの発生率になぜ差が出るのか

についての理論的な検討も行っている。

キーワード：子ども虐待，抑うつ，SES，サポート，ロジスティック回帰分析

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 45-59.
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（2009），p.142〕。一方，一般人口では子どものい

る世帯（約1,215万）のうち，ひとり親と未婚の子

のみ世帯（核家族世帯）は，約82万（7.4％）でし

かなく（平成20年国民生活基礎調査），祖父母同居

を含めても約146万世帯（平成23年全国母子世帯

等実態調査。異なる調査，年度なので注意が必要

であるが），約11.2％でしかない。子ども虐待の

問題を抱える世帯におけるひとり親世帯の多さが

目立つ。

しかし，そうした子ども虐待の発生率の高さに

関連して，ひとり親世帯における虐待発生につな

がる世帯状況や要因等がほかの世帯とどのように

相違するかは，理論的にも統計的にも日本におい

ては整理がついているとは言い難い状況にある。

虐待の発生要因としては，いくつかのものがこれ

まで海外や日本の研究で検討されているが，そう

した複数の中のどの要因によって，ひとり親世帯

とほかの世帯における子ども虐待の発生率の違い

が説明されるのかを実証的に分析する必要があ

る。これまで虐待問題における家族支援について

は，「標準的」とされる父母がそろった核家族を前

提として支援方法が検討されることが多かったと

思われるが，虐待ケースにおいて多くの割合を占

めるひとり親世帯を援助する上でそうした違いを

把握しておくことは実務的見地からも意義がある

と考える。また，子どもの権利の観点から虐待を

予防することが社会の重要なアジェンダとなって

いる以上，ひとり親家庭においてなぜ虐待が発生

しやすくなっているのかを科学的に検討すること

は，子どもをめぐる社会政策を推し進めていく上

でも必要な研究のひとつとなるだろう。さらに言

えば，ひとり親世帯における子どものアウトカム

や生活状況のあり方は，海外では時に政治的にも

科学的にも論争的な様相を帯びることがある〔例

えば，McLanahan＆Sandefur（1994），pp.7-11〕。子

ども虐待がひとり親世帯で多いという点もそうし

た論争に巻きこまれる可能性を考えれば科学的な

分析をしておく必要性はあるだろう。

本稿では，この点を虐待の発生につながる世帯

状況等の相違の分析（分析1）だけでなく，虐待発

生の主要な発生要因とされ，また虐待と同様ふた

つの家族類型において発生率が異なる，抑うつの

点からも分析を行う（分析2）。全体的な流れとし

ては以下のようになる。①まず既に発表されてい

る山野（2013）において分析された「全国児童相

談所における虐待の実態調査」の結果を基に分析

1について検討する。その中では，山野（2013）の

限界も指摘し分析2の必要性を論じる。②その上

で，通常の論文とは順番はやや前後するが，①の

結果も受け，虐待の発生要因の理論的整理を行い

ながら，なぜひとり親世帯で発生しやくなるかを

考察する。さらには分析2で行う抑うつについて，

虐待との関連性，世帯類型によって発生率がなぜ

異なるのかを米国の議論などを抑えながら理論的

に若干検討する。③厚生労働省「生活と支え合い

に関する調査」のデータを基に抑うつについての

分析（分析2）を行う。④分析2および全体の研究

を考察しまとめとする。

Ⅱ 倫理的配慮

分析1については，使用した「全国児童相談所に

おける虐待の実態調査」の活用にあたっては，全

国児童相談所長会事務局に申請し承認を得た上で

実施している。分析2については，使用した「生活

と支え合いに関する調査」の個票データは，平成

28年度科学研究費助成事業（基盤研究A）「子ども

の貧困に関する総合的研究：貧困の世代的再生産

の過程・構造の分析を通して」（研究代表者・松本

伊智朗）のもとで，統計法第33条に基づき提供

（承諾通知文書番号 厚生労働省発科0926第1号）

を受けたものである。分析1，2ともに個人や地域

が推察されないように十分配慮して行った。

Ⅲ 虐待が発生しているひとり親世帯（母子世

帯）と二親世帯の世帯状況等の違い（分析1）

1 データおよび分析方法

山野（2013）は，2008年に行われた「全国児童

相談所における虐待の実態調査」（以下「全児相調

査」）の個票データを基に分析を行っている。「全

児相調査」の目的は，「児童相談所において関わっ

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 146
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た児童虐待の実態を明らかにする」ことである

が，その中の「被虐待児童調査」は2008年4月から

6月末までの間に全国の児童相談所で新規に受理

された，虐待またはその疑いのあった全ケースに

ついて，2008年9月1日現在で各児童相談所におい

て質問票に基づいて記入されたものであり，回収

率は99％とされている〔丸山（2009），p.1〕。山野

（2013）では，上記調査の個票データ（9,895ケー

ス）のうち，虐待に該当したケースに絞り（8,108

ケース），さらにきょうだいケースを一世帯とし

てまとめた6,764ケースが分析対象となっている。

山野（2013）の分析では，全児相調査において

虐待があると児童相談所において判断された，ひ

とり親世帯と二親世帯（実父母世帯およびステッ

プファミリー世帯）の世帯特徴や虐待につながる

要因等の比較をクロス分析した。その場合，祖父

母等親族などが同居しない，親と子どものみで構

成されている世帯での比較を行った。ひとり親世

帯と二親世帯において，養育者の数が異なる点が

虐待とどのように関連しているかを，クロス分析

の次元でも比較的簡単に把握するためには，祖父

母等が同居していないケースの比較にしぼり分析

した方が適切であると判断したためである。ま

た，ジェンダーの違いに注目するために，母親が

主な虐待者であるふたり親世帯と母が主な虐待者

である母子世帯での比較，父親が主な虐待者であ

るふたり親世帯と父が主な虐待者である父子世帯

の比較を行った。なお，本稿では紙幅の関係で父

親間の分析結果は省略している。また，分析に利

用したデータや質問票の項目について詳細な説明

は山野（2013）を参照していただきたい〔pp.119-

121〕。

2 分析1の結果

以下，母親についての分析結果であるが，一部

省略し統計的に有意さを示した要因を中心にここ

では示している。しかし，経済的な指標，就労に

関する指標，虐待者の心身の状況，被虐待歴，育

児疲れ，孤立については，ひとり親世帯の虐待を

考える上で重要な要因であると考え有意でなくて

も数値を示した。なお，無回答・不明なケース数

は省略している。

表1が母子世帯と二親世帯（母親が虐待者）にお

ける母親についての分析結果である。データ数が

多いため，効果量についても有意確率が0.05未満

の場合は記載している。まず，虐待の種別につい

てはネグレクトの割合が母子世帯で高く，ふたり

親世帯では身体的虐待，心理的虐待の割合が高

かった。なお，性的虐待は母子世帯で少なく秘匿

のため省いて計算している。

家庭の状況のうち，経済的困難，不安定な就労

の割合は有意に母子世帯の方が高かった。特に，

世帯の経済状況について詳しく見ると，生活保護

世帯（約50％）や非課税世帯の割合（約28％）が

母子世帯では高く，二親世帯では8割以上が課税

世帯であった。その関連性を示す程度（効果量）

は0.62と大きい。ただし，無回答・不明なケース

も多い。虐待者（母親）の就労状況については，

二親世帯で家事専念の割合が高く，母子世帯で正

規，非正規，無職が高かった。効果量も大きかっ

た。ほかの家庭の状況では，育児疲れの割合が二

親世帯で有意に高く効果量も小さいながら見られ

た。孤立に関しては，有意な差は見られなかっ

た。ほかの家族間の葛藤については有意差が見ら

れ，二親世帯でその割合が高かったが効果量はほ

とんどなかった。

家庭の状況の項目の虐待者の心身の状況は有意

な差が見られなかったが，より細かく尋ねている

虐待者の心身状況（詳細）においては，精神病

（疑），知的障害（疑），アルコール依存症（疑），

薬物依存症（疑）の項目が母子世帯において有意

に割合が高かった。ただし前者3つは効果量がほ

とんどなかった。薬物依存は効果量が小さいなが

ら認められたが度数そのものが少ない。

虐待者の生育歴については，ひとり親家庭の経

験，継親子関係，施設体験において有意に母子世

帯の母親において割合が高かった。しかし，継親

関係，施設体験の効果量はほとんどなかった。被

虐待体験については差が見られなかったが，約4

分の1で該当する。ただし，虐待者の生育歴は，ほ

かの項目（家庭の状況，虐待者の心身状況（詳

細），虐待児の状況）に比べ，不明・無回答のケー
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表1 二親世帯（母親が虐待者）と母子世帯の世帯状況や虐待につながる要因

二親世帯

（母虐待）
母子世帯

ｐ値 効果量

n ％ n ％

虐待の種別（注2） <0.001 0.24

身体的 510 41.6* 367 27.7

ネグレクト 423 34.5 776 58.5*

心理的 294 24.0* 183 13.8

家庭の状況（注３）

経済的困難 326 28.5 700 53.5* <0.001 0.25

不安定な就労 145 12.7 313 23.9* <0.001 0.14

虐待者の心身状況 502 43.9 561 42.9 0.596

孤立 224 19.6 244 18.6 0.547

ほかの家族間葛藤 102 8.9* 84 6.4 0.019 -0.05

育児疲れ 331 29.0* 251 19.2 <0.001 -0.12

世帯の経済状況 <0.001 0.62

生活保護 49 6.1 465 50.3*

非課税 88 10.9 258 27.9*

課税 667 83.0* 202 21.8

虐待者の就労状況 <0.001 0.47

正規 127 10.7 238 18.8*

非正規 268 22.7 415 32.8*

無職 211 17.8 494 39.1*

家事専念 536 45.3* 67 5.3

その他 41 3.5 51 4.0

虐待者の心身状況（詳細）（注３）

精神病（疑） 255 24.6 327 28.5* 0.037 0.05

知的障害（疑） 71 6.8 108 9.4* 0.028 0.05

アルコール依存症（疑） 30 2.9 62 5.4* 0.003 0.06

薬物依存症（疑） 4 0.4 39 3.4* <0.001 0.11

虐待者の生育歴（注３）

ひとり親家庭 81 14.4 256 34.9* <0.001 0.23

継親子関係 19 3.4 49 6.7* 0.008 0.07

施設体験 28 5.0 70 9.5* 0.002 0.09

被虐待体験 143 25.4 190 25.9 0.846

被虐待児の状況（注３）

未熟児・低体重児 40 3.3* 21 1.6 0.006 -0.06

双胎児・多胎児 27 2.2* 9 0.7 0.001 -0.07

分離体験 28 2.3 69 5.3* <0.001 0.08

身体発達障害 42 3.5* 28 2.2 0.046 -0.04

病弱 27 2.2* 9 0.7 0.001 -0.07

問題行動あり 159 13.2 208 16.0* 0.040 0.04

*調整済み残差が２を越えており，有意に頻度が多いと判断できるもの。

（注1）全体で二親世帯（母虐待）は，1,262ケース，母子世帯は1,360ケースでの分析。不明，無回答は除いている。

（注2）虐待の種別については，性虐待は除いている。

（注3）家庭の状況，虐待者の心身状況（詳細），虐待者の生育齢，被虐待児の状況は，それぞれの項目が該当する（ある）ケース数および

割合のみを提示している。該当しない（ない）ケースは省略している。家庭の状況はどの項目も合計で，ふたり親は1,143ケース，

ひとり親は1,309ケースである。同様に，虐待者の心身状況（詳細）は，ふたり親は1,038，ひとり親は1,147。虐待者の生育史は，ふ

たり親は562，ひとり親は733。被虐待児の状況は，ふたり親は1,209，ひとり親は1,296。

出所：山野（2013）。
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スが多く，結果についても慎重に扱うべきであ

る。

被虐待児の状況は，未熟児・低体重児，双胎児・

多胎児，身体発達障害，病弱の項目において二親

世帯で割合が高かった。分離体験や問題行動あり

は，母子世帯で割合が高かった。しかし，すべて

効果量は0.1未満であった。

3 分析1のまとめと限界

分析1では，虐待につながる家族状況等を，二親

世帯（母が虐待者）と母子世帯で比較したもので

ある。まず，特に虐待問題を抱える母子世帯の経

済的状況の深刻さが目立つ結果となった。特に，

生活保護世帯が半数を超えており，これは一般人

口において母子世帯で生活保護を受給しているの

は約9万世帯（平成20年被保護者調査），母子世帯

全体の約1割という数値と比較すると顕著な違い

であるといえるだろう。非課税世帯も約3割近く

あり，生活保護世帯と非課税世帯を合わせた約8

割が低所得世帯と判断でき非常に高い割合といえ

るだろう。一方，母親が虐待者である二親世帯で

は，課税世帯が8割を超えている。同様に就労状

況にも，特に母子世帯と二親世帯（母虐待者）で

違いが見られたが，これは日本の二親世帯におい

て母親は家事育児に専念し就労することが少な

く，一方で母子世帯では母親は働いている場合が

多いという性別役割の点から生じる部分が大きい

と考えられる。しかし，虐待問題を抱えるシング

ルマザーたちが，二親世帯の母親と比べても非正

規就労が有意に多いという事実は，彼女たちの不

安定な就労状況を浮かび上らせている。また，無

職である割合も有意に高い。無職であることが虐

待にどのようにつながっているかは，これまで日

本ではあまり議論されてこなかったと思われる

が，無職であることは職場という人間関係のつな

がりからも排除されることを意味しており，特に

母子世帯を含むひとり親世帯では私たちが考慮す

べき点なのかもしれない。親族，近隣，友人から

孤立している割合は，母子世帯では比較して高い

とは言えなかったが，本稿では省略した父子世帯

では程度は小さいながら孤立の割合が二親世帯

（父虐待）と比較し高かった（約23％の父子世帯，

二親世帯の場合は12％程度）。

虐待者の心身の状況を分析したところでは，二

親世帯と母子世帯で大きな違いが見られたわけで

はなかったが，母子世帯の母親に精神疾患（知的

障がいを含む）がやや多かった点は，母子世帯を

支援する上では配慮が必要な点である。

また，母子世帯の母親たちの生育歴の分析で

は，不明・無回答の場合が多く参考値として扱う

べきながら，子ども期のひとり親家庭や継親子関

係，施設入所経験がやや多いことが判明した。母

子世帯などひとり親支援を考える時，私たちは現

在の家族構造などに注目しがちだが，実は彼らの

生育史，特に原家族とどういった関係であったか

を検討することがケース理解につながるのではな

いかと推察される。また，虐待ケースを理解する

上では被虐待歴の有無は非常に重要なポイントと

されるが，原家族の不安定さが，どのように現在

の虐待につながっているかを考察するべきなのか

もしれない。

子どもの状況では，二親世帯（母親が虐待者）

の場合に子どもの障がい等がやや多く，母子世帯

では分離体験や問題行動が多かった。特に問題行

動が母子世帯で有意に多いことは重要な視点であ

る。

分析1は限界も多い。ここでは，次の分析につ

ながる点を主に上げるが，限界のひとつは分析1

が2要因のクロス分析に留まっていることであろ

う。世帯状況の違いなどいくつかの要因の関連性

が見られるとしても，母子世帯と二親世帯間の発

生率の違いはそれらの要因で説明が十分に可能な

のだろうか。また，擬似相関が隠されている可能

性もあるだろう。例えば，経済状況との関連性は

高いかもしれないが，それは学歴など虐待者の文

化的な資本によって規定されているものかもしれ

ない。さらに，Ⅲで触れるように子ども虐待の問

題は単独の要因で生起するものではなく，いくつ

かの要因がからみあっていると理論的には考えら

れており，そうした観点からも2要因間のクロス

分析には限界がある。

分析1が，クロス分析に留まっている理由のひ
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とつとして，活用したデータが児童相談所で虐待

と判断されたケースのみの分析となっていること

もあるだろう。なぜ母親世帯で虐待が多いかを分

析するためには，一般人口などにおいて虐待通報

などに至るケースとそうでないケースを比較する

必要があるだろう。残念ながら日本においてはこ

うした分析はまだ存在しない1)。

分析2では，こうした限界を補うひとつの方法

として，次の理論的考察においても触れる虐待の

主要なリスク要因として取り上げられる抑うつを

取り上げる。「生活と支え合いに関する調査」で

は，K6指標を用いて対象者の抑うつ状況を測定し

ている。K6指標は，実際のうつ病や不安障害の患

者を含む一般人口での妥当性を検証しほかの指標

との間の信頼性も高いとされる〔川上他（2004），

川上・高野（2015）〕。いくつかの研究で用いられ，

さらに実際のスクリーニングにも活用されてい

る。子ども虐待を引き起こす要因としての抑うつ

が，母子世帯と二親世帯でどのように異なるか，

ほかの要因とどのように関連しているかを分析す

ることで分析1を補足する。

Ⅳ 理論的背景

1 子ども虐待の原因についての理論的背景

U.S. Department of Health and Human Services

（US DHHS：アメリカ保健福祉省）が発行してい

る，子ども虐待ケースに携わるソーシャルワー

カーのための手引きでは子ども虐待の要因を整理

している〔US DHHS 2003 p.27-34〕。この手引き

がまず述べるのは，子ども虐待はひとつの要因か

ら起きるものではないということだ。虐待が起き

たすべての家庭に通じるような単独の原因は考え

られない。もちろん，いくつかの要因はしばしば

虐待が起きた家族に見られ虐待を起こすリスク要

因とされるが，そうした要因の出現が必
・

然
・

的
・

に
・

虐

待に結びつくわけではない。

こうした前提を基に，US DHHS（2003）は要因

を4つに整理している。親の要因，家族の要因，子

どもの要因，環境的な要因の4つである。まず，虐

待を起こしてしまう親たちの個人的な問題であ

る。低い自己肯定感など性格的な問題と抑うつや

アルコール依存など精神的な問題が上げられる

（一方で，深刻な精神疾患はあまり多くないとも

される）。いわゆる世代間連鎖の問題も指摘され

る点である。虐待問題を考えるとき，少なくとも

虐待者がどういう家庭で育ってきたかは考慮に入

れなければならないだろう。また，親の年齢も関

連性が指摘されることはあるが研究では一致しな

い点だとされる。さらに，家族の要因としては本

研究で中心的に取り上げるひとり親など家族構成

の問題がある。DV，失業，貧困なども家族の要因

として指摘されている。次に子どもの要因であ

る。ひとつは，子どもの年齢である。年齢の幼い

子どもが被害者になってしまう割合が高いとされ

る（虐待の種別によって異なるが）。また，さまざ

まな障がいがあることが虐待のリスクを高める。

最後に，環境の要因である。貧困，失業，孤立や

地域の問題などが上げられる。貧困については，

まず指摘しなければならないのは多くの貧困な家

庭では虐待は起きていないという事実である。し

かし，貧困が抑うつや社会的な孤立，依存の問題

と結びつくとき虐待の可能性を高めてしまう。ま

た，いくつかの研究は虐待をしてしまう親はそう

でない親と比べ孤立を経験していることを示して

おり，サポートが少ないため虐待に至りやすい環

境にあると言えるだろう。

上記のような要因の大半は，分析1で用いた「全

児相調査」でも調査項目となっていた点である。

一方，Chaffin et al.（1996）はこうした要因への注

目はやや時代の変遷があるとする。虐待問題が社

会化されはじめた初期の頃は，親の精神的な問題

1) 米国では，ひとり親世帯に限定したものではないが，一般人口のデータと児童保護機関への通告に至るケース

を突合させ分析をしている研究がいくつか存在する〔例えば，Ben-David et al.（2015），Yang（2015）〕。また，日

本でも自記式の虐待行為に関する指標を用いた調査はあるが，自記式の指標によるスクリーニングの精度は不明

である。また，米国では自記式の指標によって虐待行為と判断されるケースと児童保護機関の通告に至るケース

との違いを指摘する研究が存在する〔例えば，Coulton et al.（2007）〕。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 150
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が注目されたが，後に家族や環境要因など社会状

況的な要因が注目されるようになり，さらに親の

問題も含めたこれら複数の要因相互の近接性や要

因が互いに仲介しあうような複雑な絡み合いの問

題として子ども虐待は考えられるようになってき

たとする〔Chaffin et al.（1996），pp.191-192）。こ

こには，生態学的理論の発展が大きく寄与してい

るだろう。虐待問題への生態学的アプローチは，

虐待に至る親個人の問題や親と子どもの直接的な

関係だけでなく，親や子ども個人と環境間の相互

影響を重視する。親子間のマイクロシステム，家

族が組み込まれている社会システムに作用するエ

クソシステムなど多層的なシステムで虐待問題を

検討しようとする〔Belsky 1980〕。一方，Chaffin

et al.（1996）は生態学的理論におけるマイクロシ

ステムで最終的に残る（よってリスクアセスメン

トなど実務で重要になる）のは，貧困や孤立など

の社会的要因と抑うつなどの精神医学的要因だろ

うとする〔p.192〕。そして，後者の虐待問題を抱

える親のメンタルヘルスの研究群はふたつの主要

な疾患の多さを指摘するとしている。抑うつと物

質依存である。こうした指摘はほかの研究でも見

られる〔US DHHS（2005）, pp.399-402, Kohl et al.

（2011）〕。物質依存の多さは米国の文化的な問題

と考えられるが，抑うつに関しては日本でもその

関連性を示す研究が存在し〔武内他（2003），佐藤

他（2013）など〕，虐待を引き起こす要因として主

要なものと考えられるだろう。抑うつは，親たち

が子どもに十分なケアをする能力を阻害する。子

どもの状態に敏感に反応することを妨げネグレク

ト的な養育に導く。さらには，攻撃的な養育傾向

になってしまうこともある。いくつかの研究に

よって，抑うつ状況にある親は怒鳴ったり子ども

を叩いたりする傾向が高いことが示されている

〔Kohl et al.（2011）, pp.215-216〕。

2 ひとり親世帯の虐待・抑うつに関する理論

的背景

子ども虐待とひとり親世帯の関連性を考察した

ものとしてGells（1989）がある。そこでは，ひと

り親世帯で子ども虐待の発生率が高いことに関し

て，ふたつの仮説が立てられている。ひとつは，

「parent-absent」仮説であり，ひとり親世帯では1

人のみで養育しているので虐待のリスクが高まる

というものである。パートナーがいないことに

よって子どもを養育する上で，時間に追われスト

レスを負いやすいとする。もうひとつは，

「economic deprivation」仮説と呼ぶもので，ひとり

親の大変さはふたり親世帯に比べ経済的な資源不

足を背負っているからとする。

経済的に困窮した生活は，いくつかの経路を経

て子ども虐待に影響を及ぼす〔山野（2010），

pp.212-228〕。特に，抑うつにもつながる経済的制

約がもたらす心理的ストレスの問題が一般的には

指摘されるだろう。一方で，豊かな人も失業や所

得の減少を経験するとストレスを感じる。ところ

が，同じようなネガティブな経験であっても，低

所得な人はより強くストレスを感じてしまう可能

性がある。例えば，分析2で使用するK6指標を提

案したケスラーも研究者の一人であるKessler et

al.（1987）は，失業者たちの抑うつなどメンタル

ヘルスの研究において，同じように失業の経験を

しても経済的制約の少ない人に比べ多い人は，抑

うつ問題などをより多く（約2倍）抱えてしまうと

する〔pp.952-958〕。換言すれば，失業と抑うつな

どメンタルヘルスの問題を仲介するのは貧困問題

だということになる。

ひとり親世帯（主に母子世帯）の親たちの抑う

つの割合の高さは，実証的にも指摘されることも

あって米国では研究が数多く見られるが，理論的

には子ども虐待問題と共通するように見える。

Hope et al.（1999）の整理によれば，貧困の問題，

雇用状況（失業），サポートの少なさ，ケアを一人

で行うことの責任から来るストレスの4つがそう

した高さをもたらしているとする〔pp.1637-1639〕

（なお，最後の点は，子どもの人数，年齢によって

異なるとする）。一方，これらの要因は相互に背

反しているのではなく関連性を持つことも指摘さ

れており，特に2つの前者間と2つの後者間の関連

性は高いとされる。
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3 理論的背景のまとめ

分析1の結果と理論的考察から言える点として，

ひとり親世帯と二親世帯の虐待発生率の違いを説

明する可能性がある要因（それらは，虐待発生の

主要な要因でもあるが）としては，ひとり親世帯

が抱える社会経済状況（Socioeconomic status以

下，SES）に関するもの（低所得などの貧困，失業

問題など）と，ひとり親の孤立問題（サポートの

少なさ，ケア責任の重さ），さらに抑うつなどの精

神的な不安定さなどをあげることができる。そし

て，分析2で目的変数として分析を行う，抑うつは

虐待ケースでも母子世帯でも親たちが高い割合で

抱える可能性がある問題であり，虐待発生率の世

帯構成による相違を解明するには重要なテーマだ

と言える。抑うつ（特に，世帯構成による相違）

を分析するにあたっても，虐待同様，SESと孤立

（サポートの少なさ）の2要因が重要になるが，世

帯構成の違い，抑うつ，SES，孤立はそれぞれに

複雑に入り組んでいる問題群であり，それらを解

きほぐすためには多変量解析を要する。換言すれ

ば，母子世帯など世帯構成の相違，SES，孤立の

問題などは独立して抑うつに関連するのかそれぞ

れが相互に仲介して関連しているかは不明であ

り，それぞれの要因をコントロールすることに

よって，はじめてそれらの関連性を明確にでき

る。そうした分析によって，支援や対策のあり方

が検討される可能性もあるだろう。

Ⅴ 母親の抑うつと家族構造

1 データおよび分析方法について

分析2において利用する「生活と支え合いに関

する調査」は，5年おきに国立社会保障・人口問題

研究所によって実施されているものであり，調査

対象は国民生活基礎調査で設定された調査地区内

より無作為に抽出した300調査地区内のすべての

世帯の世帯主および20歳以上の世帯員であり，調

査票への記入は世帯主と世帯員の自計方式である

〔厚生労働省HP〕。また，調査票は，世帯票と個人

票（20歳以上の家族全員が記入する）からなる。

今回分析対象とした調査は，2012年7月実施のも

ので「結果の概要」が公表されており，それによ

ると世帯票の有効回収率は68.3％，個人票の有効

回収率は80.6％となっている〔国立社会保障・人

口問題研究所（2013），p.1〕。

分析2では，このうち世帯票と個人票を突合さ

せ両方のデータがそろっているものから，20歳未

満の子どもを育てている二親世帯，母子世帯の母

親を抽出し分析対象とした。子どもの年齢を20歳

未満としたのは，先述した「結果の概要」におい

て子どもの定義を定めておりそれにそろえたため

である。また，今回母子世帯のみを対象とし父子

世帯を分析対象としなかったのはデータ数が少な

いためであり，父子世帯は36ケースしか存在しな

かった。また父母ともに同居していないデータも

欠損扱いしている。

分析2では分析1と異なり，子どもの祖父母，お

じおばなども同居している世帯も含み分析してい

る。一方で，母子世帯の孤立の問題に焦点をあて

るために（またGells（1989）の「parent-absent」仮

説を基に），家族・親族からのサポート量について

も考慮に入れた分析を行っている。

分析2では，二親世帯と母子世帯の母親の抑う

つ状況，さらにSES，母親が受けているサポート

（以下，「受領サポート」）がどの程度異なっている

かを分析し，さらにロジスティック回帰分析を用

い，世帯構成による違いと抑うつの関連性に，

SESおよび受領サポート状況を調整した上でも有

意な差があるのかを分析する。ロジスティック分

析で重要な要因とした抑うつ，等価所得，受領サ

ポートの不明・無回答なケースは落としたため，

計2,164ケースを対象とした。なお，分析2の予備

的な研究として，山野（2017）がある。以下で利

用する変数等の詳細や変数間のクロス集計なども

発表しており参考にしていただきたい。本稿で

は，次項の分析結果の中で主要な変数の尺度など

についても若干触れている。

2 分析2の結果

（1） 母親たちの抑うつ状況

先述したように，「生活と支え合いに関する調

査」ではK6という指標を用いて回答者の抑うつが

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 152
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測定されている。K6は，4件法の6つの質問の点数

の合計点を算出する（ひとつの質問ごとに0点か

ら4点。合計は0点から24点になる。高くなるほど

抑うつ状態が強いことを示す）。また，K6にはい

くつかのカットオフポイント（その点以上であれ

ば，抑うつ状態であると判断される点）が提案さ

れているが，その中で川上・高野（2015）におい

て「気分・不安障害相当」のカットオフポイント

として提示されている9点以上を本研究では用い

る。国民生活基礎調査のデータを基にした先行研

究（Kachi et al. 2016）でも同様のカットオフポイ

ントを用いている。

表2からは，世帯構成ごとの抑うつ状況が分か

る（この後記述するSES，受領サポートに関する

統計量も記載されている）。母子世帯の方がK6が

9点以上である割合が高く，二親世帯に比べ，約

1.8倍違うことが分かる。なお，粗オッズ比は2.07

である。

（2） 母親たちの社会経済状況（SES）

（現在の）就業状況，学歴，15歳時の生活状況に

ついての状況も表2から分かる。就業状況は，二

親世帯と母子世帯で異なっているが，これは分析

1でも述べたように，ジェンダー的な格差からく

るものであろう。（なお，「生活と支え合いに関す

る調査」では正規労働か非正規労働かなど現在の

就業の種類を尋ねる質問項目は見当たらなかっ

た）。また，学歴も世帯構成で異なる。例えば，母

子世帯では「小中学校」，「高校」，「その他」（専門

学校等が考えられるだろう）の割合が高く，「短

大，高専，大学，大学院」は二親世帯の方が高い。

15歳時の生活状況も「ゆとりがある」，「普通」で

二親世帯が高く，「苦しい」で母子世帯の方がやや

高い。なお，これらの変数は無回答ケースを加え

て分析している。しかし，無回答のサンプル数が

少ないため無回答ケースをほかの項目と括ってい

る場合がある。分析結果には影響はほとんどな

い。可処分所得（100万円単位）に注目すると，二

親世帯の方が高い。また，標準偏差に注目する

と，母子世帯は所得も低いがばらつきも少ないこ

とが見える。

（3） 母親たちの受領サポート

「生活と支え合いに関する調査」では，回答者に

10種類の事柄（サポート種類）ごとに，頼れる人

の有無を複数回答で尋ねている。頼れる人（サ

ポート提供者）のカテゴリーは，家族・親族，友

人・知人，近所の人，職場の人など8つになってい

るが，このうち家族・親族，友人・知人，近所の

人の3つのサポート提供者について，それぞれサ

ポート種類についてサポート提供者がいる場合に

は1点，いない場合には0点とし合計点を3つのサ

ポート提供者ごとに算出し受領サポート量とし

た。換言すれば，例えば家族・親族に何種類ぐら

いのサポートを受けることができるかについて数

量化したといえる2)。表2には，世帯類型ごとに比

較したものを示している。まず，家族・親族から

の受領サポートについては，母子世帯の方が平均

では少ない。Gells（1989）が言う「parent-absent」

仮説に通じるものであり，パートナーがいないこ

とで育児等を一人で負いやすくなっていることが
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表2 世帯構成別の抑うつ，社会経済状況，

受領サポート

二親世帯

n=1,929

母子世帯

n=235

抑うつの割合（％） 14.5 26.0

就業状況（％）

就業 59.2 80.0

無職（求職） 10.8 10.6

無職（非求職・不明）・無回答 30.0 9.4

学歴（％）

小・中学校 1.3 6.4

高校 35.1 42.6

短大・高専・大学・大学院 43.7 26.8

その他 14.8 18.3

無回答 5.0 6.0

15歳時の生活状況（％）

苦しい 16.5 17.6

普通 53.2 49.8

ゆとりがある 18.5 14.9

無回答 11.9 14.9

等価所得（百万円）（平均・標準偏差） 3.19（1.923） 1.77（1.626）

受領サポート（平均・標準偏差）

家族・親族 8.5（1.99） 6.9（2.85）

友人・知人 4.2（2.56） 4.1（2.70）

近所の人 1.0（1.69） 0.7（1.24）

出所：筆者作成。
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見て取れる。一方で，標準偏差に注目すると，母

子世帯は二親世帯にくらべばらつきがあることが

分かる。また，友人・知人については差が見られ

ない。さらに，近所の人については，差が見られ

るが，二親世帯も母子世帯もどちらも全体的に少

なく，子育て世帯が全般的に近所から援助を得る

ことはできていないことの方が気になる点であろ

う。

（4） 抑うつを目的変数としたロジスティック

分析

分析2の最後は，母親の抑うつ状況を目的変数

としてロジスティック分析を行うが，分析に用い

る説明変数は，世帯構成変数（二親世帯または母

子世帯），SESに関する4つの変数，受領サポート

に関する3つの変数である。合わせて基本属性と

して，同居末子の年齢，同居する20歳未満の子ど

も数，同居する子どものうち男児の割合を投入し

た。ともに，子どもを養育するにあたっては影響

が及ぶ要因と考えられる。なお，長子の年齢，母

親の年齢でなく，かつ末子の年齢のみを用いたの

は，多重共線性を考慮したのとほかの変数の選択

の場合と比べモデルの当て嵌まり具合が良かった

ためである。

まず，モデル1では世帯構成変数と基本属性の

変数のみで分析する。次に，モデル2では等価所

得変数以外の3つのSESの変数を投入する。モデ

ル3で所得変数のみを投入する。モデル2で，先に

所得変数以外の3つのSES変数を先に加えておく

ことで所得がほかのSES変数による擬似的な関係

なのかを伺うことができる。モデル4では，4つの

SES変数をすべて抜いて3つの受領サポート変数

を加える。最後にすべての変数を投入しモデル5

とした。変数の出し入れによって，つまりモデル

ごとで，世帯構成変数などが示す，B値（非標準回

帰係数），オッズ比および統計的な有意さの変動

を見ることによって，世帯構成と抑うつの割合の

関連性にどのような違いが生じるかを確認した

い。また，合わせてモデル5で，母子世帯，二親世

帯を含む母親全体の抑うつ状況に対する各変数の

調整済みの関連性を確認する。

モデル1では，世帯構成変数（二親世帯基準）を

見ると，母子世帯において0.1％水準未満で正の

効果を示しており，基本属性をコントロールして

も母子世帯の母は二親世帯に対して抑うつ状況の

割合が高いことが分かる。オッズ比でも1.9倍の

高さになっている。また，末子年齢と男児の割合

の変数が5％水準で正の効果を示す。末子の年齢

や子どもの中で男児の割合が高いほど，抑うつの

割合が高い。

モデル2では，就業状況，学歴，15歳時の生活状

況の3つのSES変数を投入した。就業状況（就業

中が基準）のうち無職（求職）の場合，15歳時の

生活状況変数（普通が基準）のうち，苦しい，ゆ

とりがある場合，1％水準で有意に正の効果が認

められた。また，学歴変数には効果が認められな

い。世帯構成変数を確認すると，モデル1と比較

して，B値（0.65→0.60），オッズ比（1.92→1.83）

とも大きな変化はなく，またモデル1と同様0.1％

水準で統計的に違いがあり，これらのSES変数の

みでは世帯構成による違いを十分には説明できな

いといえる。

モデル3では，等価所得変数の投入によって，母

子世帯の効果はモデル2に比べオッズ比で1.83か

ら1.52，B値で0.60から0.42に減っている。また，

世帯構成変数は依然として有意なままではある

が，所得変数の投入によって5％水準での有意確

率となり，ほかのSESをコントロールしても所得

は母親全体の抑うつと独自の関連性があると言え

るだろう。なお，SES全体では，オッズ比はモデ

ル1から1.92→1.52，B値は0.65→0.42と減少してい

る。さらに末子年齢と男児の割合はやはり5％水

準で有意なままである。

モデル4ではSES変数をすべて抜き3つの受領サ

2)本質問（尺度）については，採点方法等が発表されていないが，例えば堀・松井（2001）によれば，野口裕二が

提案した「高齢者用ソーシャル・サポート尺度」では本質問と似たような質問と方法を用い，本分析と同様サポー

ト提供者がいる場合には1点，いない場合には0点とし合計点を算出しサポートが得られる程度としている〔pp.57

−62〕。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 154
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ポート変数を投入した。受領サポート（家族・親

族）変数の負の効果が認められた。家族・親族か

らのサポート量が多いほど母親の抑うつの割合が

減ることが認められた。ほかのふたつの受領サ

ポート変数は関連を示さなかった。3つの受領サ

ポート変数を投入すると，モデル1との比較で母

子世帯のオッズ比は1.92→1.42，B値は0.65→0.35，

と下がり，5％水準での有意確率となっている。

SES変数より大きく減少しており世帯構成による

違いを説明する力は大きいことが推察できる。一

方，受領サポートをコントロールしても母子世帯

と二親世帯の違いは依然として有意なままであ

り，受領サポートのみでは母子世帯の抑うつ状況

の高さは説明できないといえる。

最後に，すべての変数を投入してモデル5とし

た。世帯構成変数については統計的に有意ではな

くなる。ほかの変数によって関連性が吸収された

ことを示す。家族・親族からの受領サポートは

1％未満水準で，等価所得，就業状況のうち無職

（求職），15歳時の生活状況のゆとりがある場合は

1％水準で，男児の割合，15歳時の生活状況で苦し

い場合，友人・知人からの受領サポートが，5％水

準で母親全体の抑うつの割合に有意に関連してい

た。ただし，モデル全体の寄与率は11％であり

（重回帰分析における調整済みR2値に比べ低く出

るとされるが），母親全体の抑うつ状況に関連す

るほかの要因が考えられる。また，どのモデルも

モデル係数（χ2値）は統計的に有意であり，

HosmerとLemeshowの検定は有意確率0.05以上で

あった。多重共線性も確認したが問題なかった。

Ⅵ 分析2についての考察と全体のまとめ

1 分析2の考察

分析2からは，虐待の主な発生因とも考えられ，

母子世帯において発生率の高さが見られる抑うつ

状況について分析した。まず，クロス集計の結果

からは，抑うつ状況にあると判断される割合は母

子世帯ではかなり高かった。これは，米国の研究

の結果とも一致する。約4分の1の母子世帯の母親

（26％）が該当することは厳しい現実を示してい

るといえるだろう。

SESに関しては，世帯構成によって最も顕著な

違いが見えたのは（等価）所得であろう。100万円

以上の差が見られる。さらに，標準偏差も低くち

らばりも少ないことが分かった。平均値が低いだ

けでなく，経済的に余裕のある母子世帯がかなり

少ないことも推察される結果であった。母親の学

歴，15歳時の生活状況にも違いが見えた。このよ

うに，母子世帯は原家族においても二親世帯に比

べSESの点でハンディを背負い，これまで生活し

ていたことが推察できる。一般的には，離婚する

から母子世帯は経済的に大変になると指摘される

ことも多いと思われるが，こうしたデータから

は，母子世帯の困難とはけっして離婚のみが導い

たとは言えない部分も存在することが指摘でき

る。二世代にわたって貧困状況が受け継がれてい

る可能性を示す結果でもある。就業状況は，失業

中（無職（求職））である割合は，二親世帯と母子

世帯では同じ程度であった。

母親たちの孤立問題については，家族・親族か

らの受領サポートの少なさが顕著に母子世帯では

見られた。これは，家族構造からくる部分が大き

いと考えられるが（この分析では，親族と家族を

分離していないため，同居でない親族からのサ

ポートがどのように相違するかは不明である），

一方で母子世帯では散らばりがあることが分かっ

た。つまり，母子世帯の中には二親世帯と同じ程

度，親族などからサポートを受けている場合もあ

り，逆にかなり少ない程度のサポートしか受けて

いない場合もありえるということである。友人・

知人については差が見られなかったが，山野

（2017）では二親世帯と母子世帯では友人・知人か

らの受領サポートと抑うつの関連性に違いがある

（母子世帯の方が関連性が高い）ことが分かって

おり，母子世帯を支援する上で，親族や友人から

の孤立の問題は看過できない要素である。

ロジスティック分析では，母子世帯の抑うつの

高さは，孤立（サポートの少なさ）の問題とSES

のふたつの要因によって説明されることが分かっ

た（どちらかのみでは十分には説明できなかっ

た）。母子世帯が抱える2つの要因が絡んで抑うつ

母子世帯と子どもへの虐待――抑うつの分析も含め―― 55
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の高さと世帯構成の関係を仲介していたことを示

したといえるだろう。特に，孤立の問題は母子世

帯と二親世帯における抑うつの発生率の違いだけ

でなく母親全体の抑うつの高さに最も強く関連し

ており，母子世帯を含めた母親たちの孤立問題に

対するケアを充実させることの必要性が伺える結

果であった。また，SESの中では，失業の割合に

ついてはクロス集計からは世帯構成によって差は

見られなかったが，ロジスティック分析では失業

中であることは，母親全体ではほかの変数をコン

トロールしても有意に抑うつと関連していた。さ

らに，友人・知人の受領サポートと同様に，山野

（2017）の分析からは失業と抑うつの関連性は二

親世帯と母子世帯では異なる（母子世帯の方が関

連性が高い）ことが示されており，分析1で見た虐

待との関連性も含め母子世帯の失業問題は，母子

世帯の支援では見落としてはならない点である。

また，所得に関しては世帯構成における抑うつの

状況の違いを説明する場合にも，母親全体の状況

を説明する上でも関連する重要な要因であること

が分かった。特に，母子世帯の貧困状況が日本で

は深刻なことが指摘されているが，安定した雇用

政策を含め経済的な支援を増やすことが母子世帯

に対する社会政策としては重要であることが改め

て伺われる結果であった。また，やや細かな点で

あるが，母親全体の抑うつを考える場合，男児の

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 156

表3 母親の抑うつ状況についてのロジスティック分析（社会経済状況・受領サポート）

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

Ｂ値 （標準誤差） オッズ比 Ｂ値 （標準誤差） オッズ比 Ｂ値 （標準誤差） オッズ比 Ｂ値 （標準誤差） オッズ比 Ｂ値 （標準誤差） オッズ比

家族構成

（基準：二親世帯）

母子世帯 0.65 (0.17) 1.92*** 0.60 (0.17) 1.83*** 0.42 (0.18) 1.52* 0.35 (0.18) 1.42* 0.18 (0.19) 1.20

末子年齢 0.03 (0.01) 1.03* 0.02 (0.01) 1.02 0.02 (0.01) 1.02* 0.02 (0.01) 1.02 0.01 (0.01) 1.01

子ども数 0.00 (0.08) 1.00 -0.03 (0.08) 0.97 -0.06 (0.08) 0.94 0.00 (0.08) 1.00 -0.06 (0.08) 0.94

男児の割合 0.33 (0.15) 1.40* 0.35 (0.15) 1.42* 0.34 (0.15) 1.40* 0.30 (0.15) 1.35* 0.32 (0.15) 1.37*

就業状況

（基準：就業中）

無職（求職中） 0.54 (0.18) 1.72** 0.47 (0.18) 1.60** 0.48 (0.18) 1.61**

無職（非求職・

無回答）

-0.26 (0.16) 0.78 -0.29 (0.16) 0.75 -0.33 (0.16) 0.72

学歴（基準：高校）

小中学校 -0.06 (0.42) 0.94 -0.13 (0.42) 0.88 -0.43 (0.45) 0.65

短大・高専・

大学・大学院

-0.12 (0.15) 0.88 -0.04 (0.15) 0.96 -0.04 (0.15) 0.97

その他 0.22 (0.18) 1.25 0.24 (0.18) 1.27 0.25 (0.18) 1.28

無回答 0.24 (0.27) 1.27 0.27 (0.27) 1.31 0.29 (0.27) 1.33

15歳時の生活状況

（基準：普通）

苦しい 0.45 (0.16) 1.56** 0.44 (0.16) 1.56** 0.37 (0.17) 1.45*

ゆとりがある 0.42 (0.16) 1.52** 0.42 (0.16) 1.53** 0.47 (0.17) 1.60**

無回答 0.12 (0.19) 1.12 0.11 (0.19) 1.12 0.04 (0.20) 1.04

等価所得 -0.12 (0.04) 0.89** -0.10 (0.04) 0.91**

受領サポート

（家族・親族）

-0.19 (0.03) 0.82*** -0.19 (0.03) 0.83***

受領サポート

（友人・知人）

-0.04 (0.03) 0.96 -0.06 (0.03) 0.95*

受領サポート

（近所の人）

-0.02 (0.04) 0.98 -0.02 (0.05) 0.982

NagelkerkeR2値 0.02 0.05 0.06 0.08 0.11

*p＜.05**p＜.01***p＜.001.

出所：筆者作成。
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割合が多いこと，15歳時の生活状況などが関連あ

ることが分かった。特に，後者で15歳時の生活状

況において「ゆとりがある」場合，抑うつの割合

が高くなっていることは，子ども期には余裕が

あったが，現在は余裕がないことが抑うつをまね

いているのかもしれない。実際，子どもを育てて

いる世帯の大半（46％）が，現在の生活状況を「苦

しい」と答えている〔山野（2017）〕。子育て世帯

全体が経済的に余裕を持てるような政策の必要性

を示しているのかもしれない。

2 限界と全体のまとめ

本分析には，いくつかの限界もある。重要な課

題のひとつとして，相関関係の分析に留まってお

り，因果関係を分析できていない点があるだろ

う。特に，ひとり親世帯における虐待の問題（特

に貧困との絡み），抑うつの問題に関しては，セレ

クション・バイアスが指摘される場合がある。も

ともと，抑うつ状況になりやすい人，暴力的で虐

待を起こしやすい人が離婚しているのではないか

〔Hope et al.（1999），p.1638など〕。虐待と貧困と

の関連性についても，第3の要因（例えば，個人の

性格）が仲介しているだけなのではないかといっ

た説明も理論的には可能であろう〔US DHHS

（2003），p.33〕。こうした反論に対しては社会実

験的な分析やパネルデータ分析が必要だが，日本

ではまだそうしたデータや分析の存在は寡聞にし

て聞かない。

一方，米国では母子世帯と抑うつ，虐待と貧困

に関するいくつかの実験的な研究が実施されてお

り，貧困問題などは重要な要因とされている

〔Hope et al.（1999），OECD（2011），pp.253-255，

Berger＆Waldfogel（2011）など〕。もちろん，今後

日本でもそうした研究がなされることを期待する

が，一方で仮に原因が明確でないとしても，本稿

の分析からは，抑うつ状況や，貧困の中で，さら

に家族・親族からのサポートを受けていない孤立

状況の中で子育てをしている母子世帯が現状でか

なりの割合で存在することが見えた。こうした状

況は，（どのような性格や個性を持つ個人であろ

うと）子ども虐待の発生の可能性を高める環境で

あることは否めないだろう。また，実際，虐待問

題を抱える母子世帯は，厳しい経済状況や雇用状

況，母親の精神的疾患を背負いながら生活してい

ることが分かった。さらに，母子世帯の抑うつ問

題は相関の次元でありながら，ほかの要因をコン

トロールしても所得の低さや孤立との関連性があ

ることが伺えた。抑うつ，貧困，孤立，こうした

複数の要因が重なるとき，母親だけではなく，母

子関係，さらには子どもの発達にさえ深い影響が

及ぶ可能性が考えられるのであり，そうした条件

を少しでも緩和する社会政策は必要であり支援の

現場でも留意を要する点であろう。
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Single Mother Households and Child Maltreatment:

Including Thoughts on Depression

Ryoichi YAMANO＊

Abstract

It has been stated that the incidence of child maltreatment in single mother households is higher

than in two parent households according to some surveys in Japan. However, the reasons of this difference

have not yet been studied theoretically and statistically. First, this paper tries to make it clear how different

household conditions linked with child maltreatment occurrences through a cross section analysis.

Additionally, using data from “The National Survey on Social Security and People’s Life”，this paper presents

a multivariable analysis of depression, which is oftentimes thought to be the main factor of child maltreatment

occurrence and the prevalence of which is different between the two type households. The results show that

SES such as income and the amount of support from family and relatives can explain the differences

significantly. Also, this paper theoretically considers the factors of child abuse occurrence and the reasons why

there is disparity in the incidence of child abuse and mother’s depression between two type households.

Keywords：Child Maltreatment, Depression, SES, Social Support, Logistic Regression
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Ⅰ 背景

わが国の人口構造は，これまでに他国で経験が

ないような速さで高齢化している。医療技術の向

上や生活環境の改善などによって，平均寿命は男

性が80.75歳，女性が86.99歳（2015年）となり，長

寿化している〔厚生労働省（2017）〕。その一方で，

少子化も進展しているため，すでにわが国は2007

年には超高齢社会に突入し，高齢化率は26.6％

（2015年）となっている〔総務省（2016）〕。

このようななか，高齢者の生活保障の一環とし

て，2000年に介護保険制度が導入された。これに

より，高齢者，特に心身の障害により，日常生活

を営むうえで介護を必要とする高齢者は，日常生

活に必要となる支援をサービスとして自分で選択

し，利用できるようになった。そのため，介護保

険制度導入前と比べて，介護サービスは，種類，

量ともに増加している。このように，国は介護

サービスの充実を図る一方で，保健施策や介護保

＊1明治学院大学社会学部社会福祉学科 教授
＊2明治学院大学社会学部付属研究所 研究員
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単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察
――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして――

和気 康太＊1，望月 孝裕＊2

抄 録

2000年に介護保険制度が施行されて以降，要介護高齢者の日常生活を支える介護サービスは，質・量

ともに充実してきた。しかし，いまなお家族の介護負担は小さくはない。また，家族介護の問題は，こ

れまで女性の問題と考えられてきたが，世帯の縮小とともに，いまや年齢や性別にかかわらず生起する

問題である。そのため，介護者に対して支援を行うことは喫緊の課題となっている。

本論は，介護者のなかの単身男性介護者に注目して，彼らの抱える生活問題をとらえ，家族を介護し

ながら自らの生活も維持・継続できるような支援を明らかにすることを目的としている。

既存の調査研究の結果から，①男性であることがあまり意識されておらず，介護者支援が十分な支援

となっていない，②単身男性介護者は孤立しやすく，介護が終わったあとの生活を見据えた支援が必要

である，③男性としてのアイデンティティを維持することができる就労の継続において，男性が介護休

業制度などを活用しにくい制度となっていることがわかった。

単身男性介護者への支援では，介護をしながらも地域と職場との関係を維持できるよう総合的・包括

的に支援することが重要になる。そのためには，就労と介護を同時に保障できる仕組みが必要である。

キーワード：高齢者介護，介護保険制度，単身男性介護者，介護者支援，地域包括ケアシステム
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険の介護予防事業等を実施し，高齢者の健康寿命

を延ばしたり，高齢者の多様なニーズに対応する

ために，地域のインフォーマルな支援の担い手な

どの，多様な資源を活用したりするなど，地域に

おける介護基盤の整備を進めている。

しかし，実際にはそうしたサービスのみでは，

特に在宅で生活している重度の要介護高齢者の生

活を24時間365日にわたって支えることはできな

いなど，介護保険制度がもつ課題は少なくない。

そして，要介護高齢者の日常生活支援の場面で

は，いまだに「家族」が大きな役割を担っている

のが現実である。

このような要介護高齢者の介護では，従来，わ

が国では伝統的な社会規範から介護を担うのは，

家族のなかの女性の役割であると考えられてき

た。しかし，戦後，高度経済成長期から安定成長

期を経て現在に至るまで，産業構造などの変化に

ともない，世帯の構成も変化している。一般世帯

の平均世帯人員は2015年には2.49人となり，減少

し続けている。また，65歳以上の高齢者がいる世

帯は全世帯の47.1％を占め，その世帯数は増加す

る傾向にある。そのなかでも，世帯構造別では三

世代世帯が占める割合は減少し，単独世帯，夫婦

のみ世帯，親と未婚の子のみの世帯といった，構

成人員が少ない世帯の割合は増加する傾向にある

〔厚生労働省（2016）〕。

このように，世帯規模が小さくなるにしたがっ

て，家族の福祉機能も縮小している。そのため，

従来の社会規範のもとに形成されていた，家族の

介護は女性がするものという性別役割分業を維持

することは難しくなってきていて，性別や年齢に

かかわらず，介護を担わなければならないという

状況が起きている。このことは，主として女性が

担っていた介護を，男性も担うようになっている

ことを意味している。つまり，夫が妻の介護をす

る，息子が老親の介護をすることは現実に起きて

おり，実際に15歳以上で介護をしている者の

36.0％は男性である〔総務省統計局（2013）〕。そ

して，このような男性介護者は，今後も増加する

と考えられている。

このように，世帯規模が小さくなるなかで，家

族のなかの誰かに介護が必要になった場合，介護

を担う家族にかかる負担は大きなものになる。す

なわち，家族を介護することは，いまや女性だけ

の問題ではなく，まさに男性自身の問題としても

生起するようになっているのである。このような

状況から，家族介護者に対して，何らかの社会的

支援を行うことは，喫緊の課題になっていると考

えられる。

Ⅱ 目的

要介護高齢者の日常生活を支えるためには，要

介護者が自分に必要な介護サービスを利用するだ

けでなく，家族による介護を必要とする場合があ

る。その場合，現在のわが国の状況において，介

護のリスクとは加齢により要介護状態になるとい

うリスクだけではなく，家族が介護を担う，ある

いは担わなければならないリスクでもあるといえ

る。つまり，高齢者の介護を担わなければならな

いという状況は，性別や年齢にかかわりなく，誰

にでも起こりうることであり，さらにいえば世帯

当たりの人員が減少するなか，男性がひとりで介

護に携わらなければならない状況も生じているの

である。また，家族が介護をするということは，

実際に要介護者の介護を担わなければならないだ

けではなく，介護者にとっては，介護が終わった

あとの将来の生活をどうするかという問題も考え

ておかなければならないことを意味している。し

たがって，要介護者の日常生活の支援だけではな

く，家族介護者の生活を支援するためのシステム

を構築することは重要である。

家族介護者に対する支援に関する調査研究は，

これまで主に2つの視座からアプローチされてい

る。ひとつは寝たきりや認知症の高齢者の介護状

況，あるいは介護における虐待や介護殺人などの

状況を中心とする実態調査をもとにした研究があ

る。もうひとつは，精神医学，看護学，心理学の

分野で実施されている介護負担（感）の研究があ

る〔笹谷（2012）〕。

笹谷によれば，これらの先行調査研究を通して

介護者支援に必要な視点として次の点が挙げられ

単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして―― 61
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ている。①およそ半数以上の介護者が身体的・精

神的状態に問題がある。②虐待・殺人等の背景に

は介護疲れがある。そして，高齢，男性，未婚子

の介護者にそのリスクが大きく，未婚の息子によ

る介護がリスクになっている。③介護困難は多角

的な視点から捉えなければならない。特に男性介

護者においては，期待されてきたジェンダーと介

護を担う現実との乖離や，男性という「性」に起

因する困難を解決する必要がある。④特に未婚の

息子においては，介護をするにあたって，就労・

経済問題，介護技術や情報の低さ，異性介護をす

ることの困難，希薄な社会関係による社会的孤立

に対応する必要がある。⑤在宅介護を継続するポ

イントとしてケアする人の身体的・精神的健康が

ある〔笹谷（2012），pp.63-64〕。

この先行研究が示すように，家族介護者への支

援をジェンダーの観点から，特に男性の家族介護

者に対する支援を明らかにすることは重要であ

る。しかし，これまでそのような視点をもった調

査研究はほとんど存在しない。そうした状況のな

かで，男性介護者の実態に関する調査研究が行わ

れており，次のような知見が明らかになってい

る。

斎藤は，当事者組織活動に参加している男性介

護者の実態を明らかにするため，当事者組織の会

員を対象に質問紙調査を実施し，男性介護者に必

要な支援を明らかにしている。質問紙調査の結果

から，要介護者への介護サービスの利用（介護の

外部化）に加えて，家族介護者への支援とレスパ

イトケアが必要であり，介護実態を踏まえた支

援，とりわけ精神的サポートが重要であることを

明らかにしている。そして，男性にとって仕事を

するということは，安定的な収入を確保するとい

う意味だけでなく，自分のアイデンティティを保

つことや，精神安定になると考えている人は多い

ので，仕事と介護の両立は重要であるとしてい

る。そして，その実現のためには介護をしながら

仕事をすることに対する職場の理解・協力と，働

く介護者に合った介護サービスの提供など，男性

介護者に対する経済的・精神的な支援が必要であ

るとしている〔斎藤（2011）〕。

また，松井は，これまでリスクが大きいとされ

ている「老老介護」や「処遇困難」な事例として

あげられる息子介護者と比較して，相対的に「問

題がない」家族介護者に注目して，調査研究を

行っている。そして，男性介護者のセルフヘルプ

活動への参与観察と聞き取り調査から，男性介護

者が直面する介護困難について，①仕事と介護の

両立困難，②女性用の衣類の買い物が容易にでき

ないなどの家族役割遂行の困難，③母親に対する

排泄ケアなどの際に起こる身体接触をともなう介

護困難，④仕事を辞めて介護に専念する際に起き

る介護の「仕事化」とそれに伴う困難の4つの視点

があることを明らかにしている〔松井（2014）〕。

そこで本論では，上述の先行研究の成果を踏ま

えて，男性介護者に対して行われている支援の現

状を明らかにし，その上で特に問題が潜在化して

いると考えられる単身の男性に注目して，彼らが

介護者として，また社会の一員として活躍し，自

身の生活を継続させるために必要な社会的支援を

明らかにすることを目的とする。

そのために，まず一般社団法人全国介護者支援

協議会が，男性介護者への支援がどのように行わ

れているのかについて把握するために実施した調

査研究の結果をもとにして，男性介護者の実態と

必要な支援策について検討する。さらに，単身で

介護を行っている男性介護者の経験から，彼らに

特有の問題を分析し，その結果を踏まえて，単身

男性介護者に必要な支援を検討することにする。

なお，本論では，公刊されている『報告書』〔全国

介護者支援協議会（2011）〕に記載されているデー

タを使用していることをお断りしておきたい。

Ⅲ 「男性介護者に対する支援のあり方に関する

調査研究」の概要

1 調査研究の目的

本調査研究は，一般社団法人全国介護者支援協

議会による「男性介護者に対する支援のあり方に

関する調査研究事業（平成22年度・老人保健事業

推進費等補助金・老人保健健康増進等事業）」にお

いて，全国の市区町村（以下，自治体と表記す

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 162
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る），社会福祉協議会（以下，社協と表記する）が

実施している家族介護者支援体制の実態を把握す

るとともに，現状で行われている男性介護者を対

象とした支援サービス体制，および支援内容など

を調査することで，男性介護者支援に何が不足し

ているのかを明らかにすることを目的として実施

されたものである〔全国介護者支援協議会

（2011），pp.2-3〕。

2 調査研究の設計

本調査研究は，自記式による質問紙調査と，訪

問面接調査（半構造化面接法で実施）で構成され

ている。

質問紙調査の対象は，自治体の高齢者・家族介

護支援担当部署，社協の高齢者・家族介護支援担

当部署，そして企業の人事労務担当部署の担当者

である。また，訪問面接調査では，質問紙調査へ

の回答結果にもとづき選択した自治体，社協，企

業の担当者と，男性介護者（当事者）を調査対象

としている〔全国介護者支援協議会（2011），pp.3-

6，pp.123-125〕（表1）（表2）。

3 質問項目の設計

（1） 質問紙調査

自治体に対しては，自治体が行っている高齢

者・家族介護者支援施策について明らかにするた

めに，①在宅の要介護者に対する家族介護者およ

び男性介護者の状況，②家族介護者および男性介

護者に対する支援サービスの実施状況，③介護者

と地域社会の関係，④自治体における高齢者虐待

の状況および虐待対策の実施状況などを質問項目

としている。

社協に対しては，社協が行っている高齢者・家

族介護者支援施策について明らかにするために，

①社協が行っている介護保険以外の在宅介護支援

サービスの実施状況，②社協の家族介護支援者に

対する相談窓口の状況，在宅の家族介護者・男性

介護者の状況，③家族介護者と地域社会の関係，

④社協の活動地域内における高齢者虐待の状況と

虐待対策の実施状況などを質問項目としている。

企業に対しては，民間企業が行っている介護休

業制度および復職支援制度について明らかにする

ために，①介護休業制度の取得状況，②介護休業
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表1 質問紙調査の概要

自治体調査 社会福祉協議会調査 企業人事労務調査

調査対象

市区町村1753箇所（2010年10月末）の

高齢者・家族介護支援担当部署

全国の社会福祉協議会1756箇所（2010

年10月末日）の高齢者・家族介護支援

担当部署

「証券コード協議会」における業種（34

種類）で分類し，無作為抽出した上場

企業（2010年10月時点）1223社の人事

労務担当部署

調査方法
郵送（配布・回収）による自記式質問紙

調査

郵送（配布・回収）による自記式質問紙

調査

郵送（配布・回収）による自記式質問紙

調査

調査期間

2010年11月1日〜12月18日

一次締切：2010年11月22日

未返送者への調査協力依頼の電話後

二次締切：2010年12月18日

2010年11月1日〜12月18日

一次締切：2010年11月25日

未返送者への調査協力依頼の電話後

二次締切：2010年12月18日

2010年11月1日〜11月15日

調査内容

自治体が行っている高齢者・家族介護

支援施策について

・自治体の基本属性

・在宅の要介護者に対する家族介護

者・男性介護者の実態

・家族介護者・男性介護者に対する支

援サービスの実態

・家族介護者と地域社会の関係

・自治体における高齢者虐待の状況，

虐待対策の実態

社会福祉協議会が行っている高齢者・

家族介護支援施策について

・社会福祉協議会の基本属性

・社会福祉協議会が行っている介護保

険以外のサービスの実態

・社会福祉協議会の家族介護支援担当

相談窓口の実態

・在宅の要介護高齢者に対する家族介

護者・男性介護者の実態

・家族介護者と地域社会の関係

・社会福祉協議会活動地域内における

高齢者虐待の状況，虐待対策の実態

民間企業が行っている介護休業制度お

よび復職支援制度について

・企業の基本属性

・介護休業制度の取得状況

・介護休業制度に関する企業の独自運

営規定

・介護復職支援制度の利用状況

・企業独自の介護支援制度の有無

回収状況 有効回収数789件（有効回収率45.0％） 有効回収数381件（有効回収率21.6％） 有効回収数70件（有効回収率5.7％）

〔全国介護者支援協議会（2011）〕
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制度に関する企業の独自運営規定，③介護復職支

援制度の利用状況，④企業独自の介護支援制度な

どを質問項目としている〔全国介護者支援協議会

（2011），pp.3-6〕。

（2） 面接調査

自治体と社協に対しては，①具体的な虐待事案

の内容，②高齢者の状況，③高齢者介護に対する

認識，④介護に関して地域コミュニティが果たす

役割などについて質問し，企業に対しては，①介

護休業制度の取得状況，②介護休業制度の運営に

関する企業の独自規定，③復職支援制度の有無お

よび利用状況，④介護休業制度以外の独自の介護

支援制度などについて質問している〔全国介護者

支援協議会（2011），pp.123-125〕。

4 調査結果の概要

（1） 質問紙調査

① 男性介護者に対する自治体・社協の担当者の

認識

男性介護者は客観的事実として増加している

が，自治体と社協の担当者は，調査時点において

過去10年間で男性介護者数が「増加している」（自

治体：36.6％，社協：53.0％），あるいは「将来的

に増加していく」（同：55.5％，71.2％）と考えて

いる。一方，今後の在宅介護における家族介護者

の主流に関しては，自治体担当者の65.9％，社協

担当者の73.7％が「女性」と回答している〔全国

介護者支援協議会（2011），pp.26-29，pp.89-90〕。

② 男性介護者が増加したときに起こりうる問題

男性介護者が増加した場合に起こりうる問題に

ついて，自治体と社協の担当者がどのように考え

ているのかについて尋ねている。どちらも，「食

事・洗濯・掃除など，生活技能の不足が問題にな

る」，「介護による不安や問題を1人で抱え込みや

すくなる」と回答した担当者の割合が高い一方

で，「介護を優先するために離職者が増える」と回

答した割合はほかの選択肢に比べて低くなってい

る〔全国介護者支援協議会（2011），pp.30-31，

pp.90-91〕（図1）。

③ 男性介護者を対象とした相談援助

自治体の担当者に家族介護者に対する相談援助

の実態について尋ねている。

まず，家族介護者に対する相談窓口であるが，

「役所・役場の高齢者の介護を担当する窓口」が

83.0％，「地域包括支援センター」が73.9％で，ほ

かの窓口に比べて高くなっている（図2）。

次に，相談窓口に来る男性介護者の割合につい

ては，自治体担当者の53.0％が「よく分からない」

と回答している。しかし，それ以外の回答をみる

と男性介護者の割合を「20％以上」としたところ

が14.4％で一番高くなっている。
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表2 面接調査の概要

自治体調査 社会福祉協議会調査 企業人事労務調査 男性介護者調査

調査対象

「高齢者虐待・介護事件事案

が発生した」と回答した自治

体で，当該事案の発生後，高

齢者支援や家族介護支援に

対する取り組み方を変更し

たと回答のあった12自治体

「高齢者虐待・介護事件事案

が発生した」と回答した社会

福祉協議会で，当該事案の発

生後，高齢者支援や家族介護

支援に対する取り組み方を

変更したと回答のあった2社

会福祉協議会

本調査に回答のあった企業

のうち介護休業制度の取得

率が高い1企業

現在介護に携わっている男

性介護者，または過去に在宅

で介護を行っていた男性介

護者

在宅介護者，介護離職者な

ど，生活および経済環境の異

なる男性介護者5名

調査方法 訪問面接法（半構造化面接） 訪問面接法（半構造化面接） 訪問面接法（半構造化面接） 訪問面接法（半構造化面接）

調査期間 2010年11月24日〜12月20日 2010年11月24日〜12月20日 2010年11月24日〜12月20日 2010年9月17日〜11月24日

調査内容

・具体的な虐待事案の内容

・高齢者の状況

・高齢者介護に対する認識

・介護に関して地域コミュニ

ティが果たす役割

・具体的な虐待事案の内容

・高齢者の状況

・高齢者介護に対する認識

・NPO・ボランティア団体の

状況

・介護に関して地域コミュニ

ティが果たす役割

・介護休業制度の取得状況

・介護休業制度の運営に関す

る企業の独自規定

・復職支援制度の有無および

利用状況

・介護休業制度以外の独自の

介護支援制度

・利用している介護保険サー

ビスや支援サービスの内容

・要介護者および面接対象者

と地位との関係

・介護に関する悩み，相談な

どの打ち明け先

・在宅介護を決断した経緯

〔全国介護者支援協議会（2011）〕
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66.3%

49.8%

83.0%

47.9%

53.0%

24.6%

48.2%

3.9%

3.4%

0.6%

74.3%

54.3%

78.7%

54.3%

46.7%

20.7%

49.6%

3.1%

2.1%

1.8%

介護による不安や問題点を一人で抱え込みやすくなる

介助技術など，介護技能の不足が問題になる

食事・洗濯・掃除など，生活技能の不足が問題になる

仕事と介護の両立により体調不良などの健康面で問題が起こる

介護優先の生活サイクルのため，収入減少などの経済的な問題
　　　　　　　　　　　　が起こる

介護を優先するために離職者が増える

要介護者に対する虐待が起こる

よく分からない

その他

〔全国介護者支援協議会（2011），ｐ.31, ｐ.91〕無回答

自治体（n=789） 社会福祉協議会（n=381）

図1 男性介護者が増えた場合に起こりうる問題（複数回答）

83.0%

7.5%

6.6%

73.9%

13.1%

2.2%

4.6%

1.3%

役所・役場の高齢者の介護を担当する窓口

役所・役場の生活保護を担当する窓口

役所・役場のその他の相談窓口

地域包括支援センター

在宅介護支援センター

老人福祉センター

その他

無回答

自治体（n=789）

〔全国介護者支援協議会（2011），ｐ.33〕 

図2 男性が相談に来る窓口（複数回答）
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そして，その相談窓口における男女別の相談内

容については，男女ともに介護サービスの利用に

関する相談の割合が高くなっているなど，性別に

よる差はあまりみられない。しかし，男性では食

事や洗濯などの日常生活の援助に関する相談，女

性では異常行動・徘徊などの認知症状に関する相

談への回答率が高くなっている〔全国介護者支援

協議会（2011），pp.32-36〕（図3）。

④ 男性介護者向けのサービス

自治体が実施している家族介護者向けの介護

サービスでは，「介護用品の支給（おむつなど）」

（51.5％）と「介護手当（慰労金など）」（40.7％）

の回答率が高く，それに続いて各種相談と介護予

防（サロン活動など），介護者の相互交流，住宅改

修が30％を超える回答率となっている。社協が実

施している家族介護者向けのサービスでは，「介

護者の相互交流」（68.5％）が最も回答率が高く，

「相談（介護・日常生活問題）」（57.9％），「介護者

教室（介護技術・認知症の対応方法）」（44.1％）の

順になっている〔全国介護者支援協議会（2011），

pp.37-44，pp.72-86〕（図4）。

このように自治体，社協ともに家族介護者に対

しては，介護保険外の財源でサービスを実施して

いる。そして，自治体と比べて，社協は家族介護

者向けのサービスをよく実施している。しかし，

実施している家族介護者向けのサービスのうち，

男性介護者を対象にしたサービスの有無について

尋ねると，自治体では91.3％（「無回答」も便宜的

に含めている），社協では88.5％が「支援サービス

はない」と回答している。

⑤ 男性介護者の増加により必要となるサービス

男性介護者が増加することによって必要になる

と考えるサービスについて尋ねると，自治体と社

協の担当者は，いずれも家事などの生活技能や介

護技術の取得を目的とした介護者教室，ピア・カ

ウンセリングなどの相互交流を含めた相談を中心

とした支援・サービスへの回答率が高い。そし

て，この質問項目に関して，自治体担当者と社協

担当者の認識は，ほぼ一致している〔全国介護者

支援協議会（2011），pp.44-47，pp.90-91〕（図5）。

⑥ 男性介護者と地域組織との関係

自治会・町内会，老人クラブなどの地縁型組織

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 166

22.2%

40.9%

11.0%

45.9%

9.0%

14.8%

4.2%

5.4%

35.7%

4.1%

62.1%

22.4%

69.3%

18.8%

2.9%

11.8%

34.2%

31.2%

31.2%

52.5%

22.1%

19.4%

11.7%

9.1%

50.4%

9.4%

62.4%

22.7%

79.6%

18.5%

2.8%

9.1%

身体介護など在宅での介護方法

食事や洗濯などの日常生活の援助

介護者・要介護者のメンタルヘルスの問題

介護費用の問題

虐待に関する通報・相談

高齢者の金銭管理・資産運用

悪徳商法による被害

防犯・防災などの安全管理の問題

異常行動・徘徊などの認知症状

風邪・体調不良などの一般的病状

高齢者入居施設などの紹介・情報提供

入居資金などの入所条件に関する問題

介護サービスの利用

介護サービスへの苦情

その他

無回答
男性からの相談 女性からの相談（n=789）

〔全国介護者支援協議会（2011），p.36〕

図3 自治体の相談窓口での相談内容（複数回答）



01-05_社会保障研究_【和気・望月】_SK.smd  Page 8 17/06/22 15:29  v3.40

単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして―― 67

35.1%

32.2%

33.5%

35.0%

22.6%

22.9%

9.8%

7.6%

21.9%

35.7%

16.5%

51.5%

11.0%

40.7%

31.6%

17.1%

17.0%

37.4%

57.9%

33.9%

25.2%

3.5%

44.1%

13.4%

10.2%

68.5%

18.1%

3.1%

17.3%

22.8%

4.7%

6.3%

8.3%

1.6%

相談（成年後見，権利擁護）

相談（介護，日常生活問題）

相談（虐待）

介護予防（サロン活動，ミニデイサービスへの支援など）

介護予防（口腔ケア，定期診療，予防接種）

介護者教室（介護技術，認知症の対応方法）

介護者教室（料理）

介護者教室（ボランティア，ヘルパー取得）

介護者の相互交流

高齢者の見守り（声かけ，定期訪問）

徘徊を早期発見するためのシステムづくり

介護用品の支給（おむつなど）

資金貸付（短期生活費，住宅改修費など）

介護手当（慰労金など）

住宅改修

その他

無回答

自治体（n=789） 社会福祉協議会（n=381）〔全国介護者支援協議会（2011），p.41，p.75〕

図4 家族介護者に対するサービス（複数回答）

9.5%

24.8%

14.2%

7.6%

5.1%

40.8%

38.3%

11.5%

33.6%

16.2%

8.1%

6.8%

3.3%

6.3%

2.4%

1.0%

37.0%

30.8%

64.0%

39.3%

23.4%

21.8%

69.2%

67.9%

26.3%

66.6%

33.4%

20.8%

17.5%

16.6%

16.2%

14.6%

4.9%

5.2%

相談（成年後見，権利擁護）

相談（介護，日常生活問題）

相談（虐待）

介護予防（サロン活動，ミニデイサービスへの支援など）

介護予防（口腔ケア，定期診療，予防接種）

介護者教室（介護技術，認知症の対応方法）

介護者教室（料理）

介護者教室（ボランティア，ヘルパー取得）

介護者の相互交流

高齢者の見守り（声かけ，定期訪問）

徘徊を早期発見するためのシステムづくり

介護用品の支給（おむつなど）

資金貸付（短期生活費，住宅改修費など）

介護手当（慰労金など）

住宅改修

その他

無回答

自治体（n=789） 社会福祉協議会（n=381）〔全国介護者支援協議会（2011），p.44，p.82〕

図5 将来必要だと思う男性介護者向け支援サービス（複数回答）
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の活動内容については，自治体の71.7％，社協の

76.9％が把握していると回答している。一方，

NPOやボランティア団体などの機縁型組織の活

動内容については，自治体の 50.3％，社協の

69.8％が把握していると回答している。

しかし，家族介護者と地域組織とを結びつける

ような働きかけは，自治体および社協ともあまり

行っていない。また，活動支援については，自治

体，社協ともに地縁型組織の方を機縁型組織より

も支援しているが，両者ともその主な手段は，活

動資金の助成と活動場所の提供である〔全国介護

者支援協議会（2011），pp.48-52，pp.93-97〕（図6）

（図7）。

⑦ 企業による男性介護者への支援

企業の人事労務部署の担当者を対象として実施

した質問紙調査は，回答率が高くないため一般化

できないと断ったうえで，次のような結果が報告

されている。

介護休業制度について，制度導入以来，介護休

業の「取得者がいる」と回答した企業は47.1％で

ある。そのうち，調査時点において実際に「取得

者がいる」企業は11.4％であった。なお，調査結

果から，介護休業制度取得者は，相対的に年齢が

高い，女性の方が多いという特徴があり，管理職

以外の者が取得していることが明らかになってい

る。

一方で，介護休業からの復職者については，

40.0％の企業が「復帰者がいる」と回答している。

しかし，97.1％の企業が介護休職期間中の「給与

保障はない」，58.6％の企業が復職の「支援制度は

ない」と回答している〔全国介護者支援協議会

（2011），pp.107-122〕。

（2） 面接調査の結果

面接調査については，自治体，社協，企業を対

象とした3種類の質問紙調査の結果とほぼ同様の

傾向がみられる。しかし，面接調査によって，質

問紙調査で明らかにできなかった特徴的な点があ

ることが報告されている〔全国介護者支援協議会

（2011），pp.129-154，pp.161-162〕。

以下，その特徴的な結果について列挙する。

① 自治体，社協，企業の担当者に対する面接調

査

・男性介護者には，「独善的・自己流の介護に固執

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 168

83.7%

14.3%

5.4%

25.6%

8.3%

1.1%

79.2%

34.9%

17.6%

28.2%

12.7%

2.8%

活動資金を助成している

他の地縁型組織を紹介することによる組織間連携の促進を行っている

他の機縁型組織を紹介することによる組織間連携の促進を行っている

活動場所を提供している

その他

無回答 自治体（n=540）

〔全国介護者支援協議会（2011），p.49，p.95〕

社会福祉協議会（n=284）

図6 地縁型組織への具体的な支援（複数回答）
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する」傾向があり，経済状況によっては親の年

金に依存する傾向がみられる。

・高齢者虐待については，民生委員の役割が重要

になるが，民生委員の人的不足などにより連携

がうまく取れていない。

・男性介護者による高齢者虐待や介護を起因とす

る殺人事件などのような介護事件の後に，支援

体制の変更をしたところでは，自治体が中心と

なり，介護者の地域支援に携わる関係者全員と

情報を共有化し，事例の検証を通した「リスク

管理」を行うようにしたところがある。

・企業の方針として，地域密着の企業を掲げ，育

児や介護に対する配慮を行っているところがあ

る。その企業では，復職支援制度について，一

時的に退職しても状況が落ち着いた時点で優先

的に再雇用するという取り組みを行っている。

② 男性介護者への面接調査

・炊事や洗濯などの家事，食事・入浴・排泄など

の介助や徘徊への対処などの介護は，男性介護

者は不得意であり，しかも周囲の人に相談せず

にひとりで抱え込む傾向がある。ただし，それ

らも介護が長期間になることで，次第にスキル

が向上し，介護があまり苦にならなくなる介護

者もいる。

・現在実施されている在宅介護支援サービスはあ

まり利用されていない。男性介護者からは「要

介護度に関係なく一時的に預かってくれる施

設」や「生活支援サービス」が必要という意見

がある。

・さまざまな理由で新しい地域へ移動した場合，

地域での人間関係が希薄になり，介護をしてい

ても家に引きこもりがちになる。

・男性介護者の多くが，親の介護が必要になった

時，勤務地，労働時間，昇級昇進などを考慮し

て退職することを選んでいる。

・介護が終わったあとの男性介護者のライフプラ

ンの設計にはかなり個人差があり，「漠然とし

ている」「現時点ではない」などのように，次の

人生へのステージに容易に移れない人もいる。

単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして―― 69
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活動資金を助成している

他の地縁型組織を紹介することによる組織間連携の促進を行っている

他の機縁型組織を紹介することによる組織間連携の促進を行っている

活動場所を提供している

その他

無回答
自治体（n=226） 社会福祉協議会（n=250）

〔全国介護者支援協議会（2011），p.52，p.97〕

図7 機縁型組織への具体的な支援（複数回答）
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Ⅳ 男性介護者に対する支援とその対策

本調査研究の結果からも分かるように，男性介

護者に対する自治体と社協の担当者の認識から，

男性介護者は増加傾向にあるといえる。しかし，

現実にはいまだに家族介護の担い手は，女性が中

心であると考えられている。このような状況のな

かで，男性介護者に対する支援の必要性とその対

策について，上述の『報告書』では4つの論点を報

告し，その対策を提言している〔全国介護者支援

協議会（2011），pp.162-166〕。

1 男性介護者の正確な把握とその工夫

男性介護者は，家族介護者の一部として捉えら

れており，彼らが介護をする際に直面する固有の

ニーズがあるにもかかわらず，その実態を捉えら

れていない。また，男性介護者は自らのニーズを

表明しない，あるいは表明しにくい，などの理由

から，なかなかその固有のニーズを，支援を行う

サービス提供主体が把握しにくい面がある。

そのため，男性介護者のニーズを正確に捉える

には，その把握の方法を工夫する必要があると指

摘している。例えば，「介護者教室」や「介護者の

相互交流」に男性介護者が参加することを通し

て，彼らがもつニーズを表明しやすくし，「男性介

護者の会」などの当事者団体の組織化活動につな

げていくことなどが挙げられている。このような

取り組みは，男性介護者が介護の役割を遂行する

上でも，男性介護者の支援を担う専門職が彼らの

ニーズを把握する上でも重要な意味をもつ。つま

り，男性介護者のニーズの把握には定型的な方法

があるわけではない。そこで，男性介護者のさま

ざまな活動への参加を契機として，その “声なき

声” に耳を傾けるという工夫が，サービス提供主

体には求められている。

2 家族介護者の性別に配慮した支援・サービ

ス

すでに男性介護者が一定の割合を占めているこ

と，そしてその割合が増加すると見込まれている

ならば，男性介護者にも配慮したサービスが必要

であるとしている。例えば，ピア・カウンセリン

グのような，当事者による相談援助活動や，介護

者教室の運営に男性介護者自身が参加していくよ

うな運営など，男性であることに配慮しながら支

援につなげるように活動を工夫する必要がある。

こうした配慮は，「介護者の相互交流」や「高齢者

の見守り活動」などの，ほかのサービスでも同様

に必要になるとしている。一方で，現在の男性介

護者には，その生活習慣から，炊事や洗濯などの

日常生活に関する支援の必要性が強いため，男性

介護者に対する，家事援助系のサービス提供も重

要になるとしている。

なお，サービスの提供に関して，経済的な配慮

も必要であるとしている。特に息子が父母の介護

者となる場合で，仕事をやめ，親の介護に専念し

ているときは，生活費を親の年金に依存しなけれ

ばならない。そのため，経済的な問題から介護

サービスの利用を抑制することが少なくない。こ

うした男性介護者にはサービス利用料を免除・軽

減するといった配慮も必要になる。

3 男性介護者への支援における地域包括ケア

の視点

地域包括ケアの実現には，いわゆる縦割り行政

の克服など，制度的に解決しなければならない問

題がある。そこでは，自治体，社会福祉法人，社

協，福祉団体（民生委員協議会や老人クラブ，当

事者団体など），町内会・自治会，NPO法人，ボラ

ンティア団体，サービス事業者などの，多元的な

地域組織が果たす役割は大きい。それゆえ，自治

体や社協は，伝統的に結びつきの強い，地域の民

生委員協議会（民生委員）や町内会・自治会との

連携強化を重視している。しかし，今後は，この

ような伝統的な組織だけでなく，多様な目的を

もった地域組織と，さまざまなきっかけを通し

て，地域包括ケアの実現という目的を共有した

ネットワークを形成することが重要になる。こう

したネットワークの形成は，社協だけでなく，地

域包括ケアシステム構築の推進役として位置づけ

られている地域包括支援センターの果たす役割が

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 170



01-05_社会保障研究_【和気・望月】_SK.smd  Page 12 17/06/22 15:29  v3.40

大きくなるだけに，その強化が喫緊の課題とな

る。

4 企業側の介護休業制度など家族介護者に対

する制度への理解と運用

『報告書』は，労働環境における男性介護者への

配慮についても言及している。すでに多くの労働

者が，その両親あるいは配偶者の介護問題に直面

するようになっている。国（厚生労働省）は，こ

うした問題を解決するために「介護休業制度」を

制定したが，その運用面において，いくつかの課

題がある。つまり，本調査研究の結果から，①介

護休業を取得できる，もしくは取得しやすいの

は，女性の，管理職ではない労働者である。また，

②一度この制度を利用して職場を離れると，復職

が難しくなる。しかも，③半数以上の企業には復

職支援の制度がないという現実がある。

こうした理念と現実の乖離から，企業は介護休

業制度の定型的な運用にとどまることなく，制度

を利用しやすくするのと同時に，取得者への復職

支援を行うこと，さらにその企業の特性に応じ

た，独自の「介護休業制度」を創設し，推進する

必要がある。そして，このような独自の支援策を

行う企業の努力に対して，国（厚生労働省）は福

祉と労働の制度的連携を強化し，より一層の支援

をする必要があるとしている。

Ⅴ 単身男性介護者に起こる問題とその対策

ここまで『報告書』にもとづいて，男性介護者

の実態把握から，男性が介護者となる場合のニー

ズとその支援策を検討してきた。しかし，この調

査研究が対象としている男性介護者とは，男性介

護者が主介護者になり，例えば主介護者のきょう

だいなど，そのほかの家族が副介護者として主介

護者と介護を分担したり，技術的，経済的，時に

は精神的にサポートしたりしている場合も含まれ

ている。一方では，介護を担うほかの家族が全く

いないために，自分が介護を担わざるを得ない状

況のなかで，ひとりで介護をする，もしくはひと

りで介護をしなければならない男性介護者も存在

する。本論の目的を果たすためには，後者の状況

におかれている男性介護者にも焦点を当てて，彼

らが家族の介護をする場合のニーズとその支援策

を検討する必要がある。なお，上記のような状況

にある男性介護者のことを，本論では「単身男性

介護者」と呼ぶことにする。そこで，まず既述の

面接調査の結果のなかから，単身男性介護者に起

こりうる固有のニーズを分析し，その上でそうし

たニーズに対応する支援策を検討していくことに

する。

1 単身男性介護者に起こる固有の問題

はじめに単身男性介護者に起こりうる問題点を

面接調査の結果から抽出すると，次の4点を挙げ

ることができる。

第1は，炊事や洗濯，介護などの生活技能が不足

しているという問題である。これは，特に介護を

担い始めた時期に問題として表面化するようであ

る。また，身体介護の場面では，介護者の介護技

術が不足していることによって，要介護者の状況

や必要な援助を理解することができないため，介

護者の考えが要介護者のそれと合わずに口論に

なってしまうこともある。

第2は，単身男性介護者には自分自身が描く「自

己流の介護」以外は認めない傾向があるという問

題である。これについて，支援する立場である自

治体や社協は，単身男性介護者には「独善的・自

己流の介護に固執する傾向がある」と面接調査に

おいて回答している。これについて，単身男性介

護者は，介護保険外のサービスが利用しにくい，

悩みがあってもひとりで抱え込んでしまう，新し

い地域に移動すると地域の人との人間関係が希薄

になり，引きこもりがちになることがあるなどと

回答をしている。このように，周囲の人との関係

を断っていくことによって，要介護者と家族介護

者は，ともに十分な支援が受けられないという悪

循環を生み出す。そのため，問題が深刻化しやす

いようである。

第3は，介護者の生活費の確保の問題である。

単身男性介護者の生活費は要介護状態にある親の

年金に依存している場合があるという，自治体や

単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして―― 71
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社協の担当者の面接調査の結果がある。一方，介

護者にとって介護を担うことは，どのようにして

仕事と介護を両立するのかというよりも，現状で

は退職を選択せざるを得ない状況が存在するよう

である。そのため，家族の介護を理由として仕事

を辞めてしまう場合，就労で得られる収入がなく

なる。特に単身の場合には，ほかの家族と介護に

かかる経済的な負担を分担できるというわけでは

ないので，生活費の確保という点において問題と

なりやすいようである。

第4は，介護者が介護の終わったあとのことも

含めて，将来の人生を展望できないという問題で

ある。面接調査のなかで，将来について「漠然と

している」「現時点ではわからない」という回答が

ある。自分が介護をする以外に代わりがない状況

のなかで，介護をしなくてはならないという現実

に対応するために，将来の自分の生活のことまで

考えられない人もいることが分かる。

上述の点から，単身者の場合，生活技能や介護

技術を獲得したり，相談したりできる相手が家族

のなかにいないことや，介護および介護にかかる

費用を分担する相手が家族のなかにいないという

状況におかれることが少なくない。したがって，

そうした状況のなかで，男性がひとりで介護を担

おうとすると，男性固有の問題が生じることか

ら，いずれも「社会的孤立」へとつながる可能性

が高いと考えられる。このことから，要介護高齢

者の日常生活を支援する場面において，家族によ

る介護が大きな役割を担うのであれば，要介護高

齢者のみならず，家族介護者に対して支援をする

ことも重要になる。特に社会的孤立につながりや

すい単身男性介護者を支援する場合には，専門職

による支援関係のなかに包摂した支援体制をつく

ることが必要である。以下，この点を踏まえて，

単身男性介護者に必要な支援を孤立防止の側面か

ら検討してみたい。

2 単身男性介護者の問題への対策

2.1 要介護者が利用するサービスと単身男性

介護者が利用できるサービスの保障

まずは，要介護者が利用可能なサービスが保障

されていなければならない。現在も「地域包括ケ

ア」の実現に向けて，要介護高齢者の生活を支え

る介護基盤の整備が図られているが，要介護者が

利用できる介護サービスの量や種類をさらに整備

し，その質を保障して，必要に応じてそれらを利

用できるようにする必要がある。

このように，要介護者に対するサービスを保障

したうえで，介護者に対する支援も必要になる。

特に単身男性介護者の場合，家族のなかで介護に

ついて相談する人も，実際に介護を分担する人も

いない。そのため，ひとりで懸命に介護に携わる

傾向がある。このとき，介護に専念するあまりか

えって問題が生じて，深刻化することになる。例

えば，単身男性介護者は，利用するサービスなど

が介護者の意に沿わないと，介護事業者との関係

を悪化させてしまうことがある。そして，介護支

援専門員（ケアマネジャー）が両者の関係を調整

しようとしても，結果的にそれ以降，どのサービ

スも利用しないという状態を作り出す場合があ

る。このような状態になると，家族の介護機能が

低下するだけでなく，要介護者を取り巻く支援関

係も縮小し，社会的孤立状態を引き起こす可能性

が高くなる。こうした状況を防ぐためには，要介

護者へのサービスのみならず，単身男性介護者に

対する相談援助サービスの保障が重要になる。

そのうえで，家族介護者が担う介護と，社会化

された介護が担う介護の調整が必要である。家族

が担う部分が大きいと，単身男性介護者の場合，

対応できる生活技能や介護技術が伴わず，さらに

ひとりで懸命に介護を担おうとすれば，自治体や

社協の担当者が語る「独善的・自己流の介護」と

なり，虐待につながるような不適切な介護をして

しまう恐れがある。また，場合によっては介護に

対して消極的な態度となり「介護放棄」といった

問題につながる恐れもある。

こうした男性の特性により引き起こされる「問

題」に対応して，介護技術の不足への対応ととも

に，介護をひとりで抱え込まないような環境をつ

くりながら，単身男性介護者でも介護が担えるよ

うな支援体制を構築することが必要となる。その

ため，特に単身男性介護者への支援として，要介

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 172
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護者の介護ニーズに対応するだけでなく，家族介

護者のニーズにも対応できる支援関係を，専門職

を含めて形成できるシステムが必要である。

2.2 単身男性介護者の生活費（所得）の保障

要介護者や家族介護者に対するサービスが充実

していても，その利用料が負担できなければ，

サービスを活用することはできない。そのために

は，介護サービスを利用しながら生活できる所得

を保障することが必要である。それは，要介護者

にとっては，自分の収入（年金や預金など）に

よって，介護サービス，そのほかの支援を受けな

がら生活できること，また介護者にとっては，家

族の介護を担うことになっても，自分の生活を維

持できる収入があることを意味する。面接調査の

結果から，現状では要介護高齢者の収入だけでは

必要なサービスを十分に利用できず，その費用を

介護者が支出することによって支援が成り立って

いる場合がある。介護者の経済的負担が大きくな

り，生活していくことが困難になれば，要介護者

のために介護サービスなどの支援を利用しようと

いうインセンティブが働きづらくなり，要介護者

が適切な介護が受けられないばかりか，要介護者

ともども孤立状態になることが考えられる。

また，介護者の生活費については，老齢年金の

受給権がある男性介護者の場合は一定程度の収入

を確保することができる。しかし，要介護者の年

金によって，介護者の生活が成り立っている場合

があることにも注目する必要がある。つまり，老

齢年金の受給権がない，退職しても老齢年金が受

給できるまでに長い期間がある，若い単身の男性

介護者の場合には，介護後の生活において，新た

なニーズを生み出しやすい状況があると考えられ

る。つまり，こうした男性介護者の場合，現在の

生活と将来（介護後）の生活の両方を考えなけれ

ばならないのである。たとえ現に介護に専念して

いる状況において，親の年金によって自分の生活

が保てていたとしても，介護が終わるとともにそ

うした生活も終わることになる。これらのことか

ら，要介護者が利用できる介護サービスを保障し

たうえで，要介護者がサービスを利用するための

費用を含めた生活費と，介護者の生活費を保障す

ることは，ほかの家族からの支援がない単身男性

介護者の支援にとって特に重要である。

2.3 単身男性介護者の地域と職場における居

場所の保障

男性介護者が単身で家族の介護を担わなくては

ならない状況になっても，その地域で孤立しない

よう，地域との関係性を維持し，孤立状態に陥ら

ないような生活環境を保障する必要がある。単身

男性介護者が地域の介護サービス，そのほかの支

援を利用することによって，その地域の支援者と

関わりをもてるような人間関係を構築していくこ

とにより，単身男性介護者は地域の事業者や支援

者によって技術的・精神的に支えられ，介護負担

を軽減することができる。換言すれば，それは要

介護者と単身男性介護者の双方にとって安心して

暮らせる，なじみの生活の場（空間）となること

である。われわれが，このような地域にしていく

ためには，要介護者や介護者と，介護サービス事

業者，地域組織，地域の支援者などとのネット

ワークをつくっていくことが重要になる。そこで

は，介護者が，ほかの男性介護者を支援するとい

う役割を担うことも可能になるに違いない。

また，男性が「仕事」をすることによって，自

らのアイデンティティを維持できるということか

ら，就労の保障も重要になる。それにはまず介護

を担っている状況においても，就労を続けながら

家族の介護にかかわることができるような労働環

境が必要となる。つまり，単身男性介護者に必要

なのは，安定した雇用関係のなかで，家族を介護

しながら，自分の生活を継続できるような働き方

ができる職場環境が重要なのである。そのために

は，再雇用を前提とした離職や，短時間でも職場

で活躍できるような働き方など，単身の男性でも

介護を担えるような制度設計が必要になる。しか

し，面接調査の結果から，これを実現させるため

には，企業の相当な理解と努力にかかっていると

いえる。

この点についていえば，家族の介護にかかわる

部分に対して，介護手当等を支給することによ

単身男性介護者に惹起する生活問題とその支援策に関する一考察――「男性介護者に対する支援のあり方に関する調査研究」の結果を中心にして―― 73
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り，現在の生活費を確保することも検討する必要

があるのではないだろうか。この場合の「介護手

当」は，仕事において働き方を変更した分の所得

減少の補償ともいえる。そのため，不足する介護

サービスの，家族による代替に焦点をあてた手当

ではないという点において，介護保険制度導入時

に議論されたものとは目的が異なると考えられ

る。

Ⅵ 本論のまとめ

現在，わが国では地域包括ケアシステムの理念

にもとづき，「住み慣れた地域」を基盤とした生活

支援のしくみを構築することが政策課題となって

いる。そして，その実現のためには，利用者の多

様なニーズに総合的・包括的に対応することが求

められている。ここでいう「利用者」とは，介護

が必要な高齢者だけを指すのではなく，家族介護

者までも含めて考える必要がある。

しかし，家族介護者への支援は，十分に行われ

ていない状況にある。本論ではこうした家族介護

者のうち，単身で男性の介護者に焦点を絞って論

及してきた。単身男性介護者は，彼らがもつ固有

のニーズから，介護を担うことで社会的孤立が助

長される可能性が高い。そのため，要介護者の介

護ニーズに対応するのと同時に，単身男性介護者

への支援も行われなくてはならない。そこでは，

単身男性介護者が家族の介護をしながら生活をす

るため，要介護高齢者のニーズに対する医療や介

護，そして福祉（生活支援サービスも含む）など

の要介護者のサービス保障だけではなく，家族介

護者の住宅や労働，所得といった介護者の日常生

活の基盤をも保障する，多元的・多層的な支援体

制が求められる。

そして，これらの支援は単に現金を給付した

り，サービスを提供したりするだけでは実現しな

い。それには，家族の介護を契機として，医療・

介護・福祉などの専門職，家族介護者，要介護者

本人が相互に支援関係を築くことが必要となる。

そして，家族介護者が介護のできるような状況を

作るだけでなく，現在の生活と，将来の生活を維

持し，さらにはその生活の質（QOL：Quality of

Life）を向上させながら，家族介護者もまた自己

実現をしていかなければならない。そして，それ

を支援するためには，特に単身男性介護者の場

合，家族としての役割を担いながら，地域と職場

にも居場所をもち，自らのアイデンティティを保

ちながら生活できる環境があることが重要になる

と考えられる。そのためには，単身男性介護者

を，介護を担っている家族としてのみ捉えるので

はなく，固有のニーズをもつ支援の対象者とし

て，地域の支援関係のなかに包摂していくような

取り組みが必要である。

単身男性介護者の場合，このような人間関係を

もとにしたネットワークを通じてできる，地域で

の居場所と，仕事を通じてつくり上げた居場所の

両方を，緩やかに維持し続けながら，生活してい

くことが重要になるのではないだろうか。そのた

めには，単身男性介護者に対して，就労と介護を

同時に保障していくシステムが，これからより一

層，必要になると考えられる。
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A Consideration on Issues of the Daily Living of Single Male

Caregivers and the System of Social Support for them:

Through Recent Researches on “Social Support for Male Caregivers”
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Abstract

The Long-Term Care Insurance for the elderly started in the 21st century in Japan. Since then, care

services which support the daily life of the elderly have been substantial in both dimensions of quality and

quantity. However, the burden of the family caregiving is still serious. The family caregiving has been

considered as female matters. But it becomes universal regardless of the age and the gender. Therefore social

supports for caregivers have been necessary. They are and will be urgent tasks in the Japanese society.

The purpose of this article is that social supports which can be made sustainable in the daily living

and caregiving for the family are cleared through analyzing problems of livelihood of single male caregivers.

According to results of the existing researches including our one, following three points are clarified:

1)Social supports for single male caregivers are still quite few, and they don’t function sufficiently. 2)Single

male caregivers are tend to be socially isolated, and they need several supports which should be stared fixedly

at the next life stage of ending caregiving. 3)It is difficult for single male caregivers to make use of the system

of compensations for the family caregiving in continuing an employment in terms of keeping male identities.

Keywords：Care for the Elderly, the Long-Term Care Insurance for the Elderly, Single Male Caregivers,

Social Supports for the Caregivers, the Integrated Community Care System
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Ⅰ はじめに

「小さな世帯の増加」は，現代の今日的な現象に

限定されるものではなく，戦後日本の家族変動の

大きな特徴だった。戦後日本の家族社会学研究で

は，家族変動を家族機能の縮小と並んで，構成の

単純化（＝核家族化）と規模の小規模化（＝小家

族化）という特徴をもったものとしてとらえるこ

とが一般的だった1)。その前提にあるのは，戦前

の家制度のもとでの三世代家族を典型とする直系

家族制から，核家族を典型とする夫婦家族制への

家族変動の方向性で，それがそのまま核家族化，

小家族化に重なっていたといえる。このうち，小

家族化は一貫してとどまることを知らないが，構

成の単純化の方も，もうそれ以上分割できない最

小限の安定した単位としての核家族にとどまるこ

となく，さらにそれが分割され細分化され，ある

いは家族を構成しない個人化の方向にまで突き進

んでいるのが現状だ。そのことがまた同時に，家

族の小規模化をさらに促進する要因ともなってい

る。今日の社会が直面している小さな世帯の増加

は，したがって戦後の家族社会学の予想をはるか

に超えて進行しているということができよう。

しかし，今から50年以上も前の高度経済成長期

の1960年代に，今日あるこうした事態を重要な

テーマとする論争があった。山室周平が提起し，

主に森岡清美との間でかわされた「核家族論争」

がそれである。さらに，この論争は，論争の過程

で山室が日本の家族社会学の創始者である戸田貞

＊早稲田大学人間科学学術院 教授
1) 代表的なものとしては，森岡清美編（1972）などをあげることができる。

家族社会学における「小さな世帯」 77

特集：小さな世帯の増加と社会保障

家族社会学における「小さな世帯」

池岡 義孝＊

抄 録

本論文は，小さな世帯の増加と社会保障について，日本の家族社会学がこれまでどのような議論をし

てきたかを検討することを目的とする。その目的を達成するために，検討の対象とするのは，今から約

50年前の「核家族論争」の議論と，日本の家族社会学の創始者である戸田貞三による第二次世界大戦以

前の1920年代の議論である。検討の結果，今からみるとかなり古いこの2時点においても，小さな世帯

の存在を問題視し，それへの対策として社会保障の必要性を主張する議論があったことを再確認するこ

とができる。したがって，現代における小さな世帯の増加とそれに対する社会保障の拡充の問題を考え

る際には，これらの古い重要な議論を踏まえて検討する必要があるといえる。

キーワード：核家族論争，家族構成，世帯概念，社会保障，都市化

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 77-89.
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三を引き合いに出したことで，戦前の戸田貞三の

家族研究に再度光を当てることになった。山室

は，1920年代の段階ですでに戸田貞三が世帯の小

規模化について今日にもつながるような論点を提

起して，それが戸田の家族論の重要な部分とも

なっていたことを指摘したのである。これらの論

争や議論の論点は，いまわれわれが直面している

小さな世帯の増加と，それに関連して社会保障に

よる社会的な対応が必要な家族問題や社会問題を

あわせて論じるきわめて重要なものだった。しか

し，核家族論争は十分に論じられることなく終結

してしまい，今日ではその論争や議論自体が忘れ

られつつあるのが現状である2)。戸田貞三の家族

論についても，これまでの定説以上の議論がなさ

れることはあまりない3)。しかし，現代の小さな

世帯の増加と社会保障の問題を考えるときに，こ

うした過去の重要な議論からわれわれが学ぶこと

は予想以上に大きいのではないだろうか。

本稿では，家族社会学の研究のなかで，小さな

世帯の増加とそれに関連する社会保障等の問題が

これまでどのように議論されてきたのかを検討す

る。具体的には，いまから約50年前の戦後の核家

族論争と，約90年前の戦前の戸田貞三の家族研究

を関連づけて検討し，それらが現代の小さな世帯

の増加と社会保障をめぐる問題に対してもつイン

プリケーションを提示することにしたい。

Ⅱ 核家族論争と小さな世帯

1 山室が提起した核家族論争

周知のように，「核家族論争」と一般に呼ばれる

論争は，1963年の山室論文から開始されるものと

されている。しかし，山室自身はそれに先行する

2論文〔山室（1957b・1958）〕においても核家族論

に対する疑義を提起していることを1963年論文の

冒頭で明記していることから，山室のなかでは

1950年代後半からその構想はできあがっていたと

みるべきだろう。ところが，山室が構想を練り問

題提起をした1950年代後半ないし1960年代の前半

段階では，小山隆をはじめとする戦後の日本の家

族社会学者の大半は，すでに核家族論をおおむね

支持し受け入れていた。なぜなら，戦後再出発し

た家族社会学は，戦前に支配的だった封建的な家

および家制度を実践面でも研究面でも批判して乗

り越え，戦後的な新しい民主的な家族モデルを提

示するという使命を与えられていたからである4)。

そのようななかで，アメリカの人類学者マードッ

クが提示した核家族論〔マードック（1949＝

1978）〕は，戦後日本の家族社会学にとって研究面

でもまた実践面でも願ってもない家族モデルと位

置づけられた。山室に従って核家族論一般を規定

すると，「核家族，すなわち夫婦とその子からなる

家族をもって，それ自体として，あるいは複合家

族を構成する不可欠な，最小限の単位として，歴

史と地域をこえて普遍的に存在する家族形態であ

ることを主張する学説」〔山室（1963a），p.24〕と

なる。この核家族論は，戦前の家制度のもとでの

直系家族を，核家族を構成単位とする複合家族と

してとらえ，それが分解して単体で存在する核家

族へという図式によって戦後日本の家族変動を説

明することができる点が，高く評価され支持され

たのである。

山室は，それにあえて反対して核家族論を批判

した。『ケース研究』の2号にわたって掲載された

大部にわたる詳細な論考の批判のポイントは多岐

にわたるが，本稿のテーマに引き寄せて絞り込む

と，核家族を家族の安定的で最小限の単位と認め

ることはできないというものだった。戦後の復興

の時代が終わりをつげ，高度経済成長に突入した

1960年代当時の家族について起こりつつある問題

を念頭において，核家族がさらに小さく分解し

て，父子，母子のダイアドや単身者になることを

2) 論争の概要とそこでの言説の応酬については，池岡・木戸（1996）を参照されたい。
3)例外的な最近のものとして，シェアハウスなどの研究との関連で世帯と家計にアプローチしている久保田

（2012），戸田の研究を一部引き継いだ森岡の研究を継承する田中（2015），さらに本稿の後段でふれることになる

石黒（2007）や杉田（2010）をあげることができる。
4) この点については，池岡（2016）を参照されたい。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 178
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重要視し，新しい家族理論はそれを含めて問題に

することができなければならない，と核家族論を

批判したのである。つまり，山室は核家族論賛成

派よりも，その当時にも増加しつつあった「小さ

な世帯」のことを重要視した問題提起をしたとい

える。

2 山室が問題視した「小さな世帯」

では，山室は核家族が分解してできる「小さな

世帯」を具体的にどのようなものとして把握し，

それに対していかなる対策が必要だと考えていた

のか。山室の先行する論文〔山室（1957b）〕にも

すでにその記述がある。この論文の主題は家族の

歴史的発展であるから，その冒頭で，核家族論者

の歴史を通じての普遍性の主張に疑問を提起し

て，「それぞれの歴史的事情の下で家族―夫婦家

族ですら―を支えてゆくためには容易ならぬ困難

性があった。同居しえなかった人々，離散を余儀

なくされた人々，もともと家族を持ちえなかった

人々。そうした人々も歴史的にはけっして少くな

かった」〔山室（1957b），p.1〕とする。そして，核

家族論者がどの程度このような事実の理解の上に

立っていたかという点について疑問を呈している

のである。また，同論文中の結語の「家族の近代

化について」の項で，日本の事例ではないが，18

世紀イギリスの産業化の過程で新興都市において

工場労働に従事する労働者に関して「彼らの生活

は雇傭され，賃金を支払われることによって支え

られねばならないのであるが，往々労働の意欲を

もちながら，労働の機会を与えられないために，

自己の家族をつくることを引き延ばし，あるいは

支えられなくなるという新たな問題を生ずるにい

たっている」〔山室（1957b），p.15〕としている。

これは，18世紀のイギリスに関する記述だが，後

述する戸田が注目した戦前の日本の都市における

下層労働者の境遇と重なり，それを彷彿とさせる

ものとなっている。この論文における「小さな世

帯」の具体例は，したがって，結婚しても別居状

態であったもの，離散したもの，さらには結婚す

らできなかったものということになる。

先行するこの論文が歴史的な考察を対象として

いたのに対して，1963年論文では，その当時にお

ける家族の現代化との関連で核家族論の問題点を

取り上げている。具体的には，アメリカやイギリ

スにおける母子世帯の割合の増加であり，イギリ

スの東ロンドンについては「独居や別居の老人世

帯が，老人を含む世帯の半ば以上にたつしてい

る」〔山室（1963b），p.19〕として，老人の単独世

帯の増加を取り上げている。山室はここで，「小

さな世帯」に対して「核家族に満たない世帯」〔山

室（1963b），p.19〕という印象的な表現も用いてい

る。周到に準備された論考であるから，山室はこ

れらについて家族周期の観点から検討することも

忘れてはいない。「家族の周期の点からみて，夫

婦世帯は結婚当初，子なき場合，および子の独立

後に当然生じうべき形態であり，また父子および

母子世帯は両親が同時に死亡（失躁その他）しな

いかぎり必至であり，したがって，それらの形態

が全世帯中に一定の割合を占めるべきは当然であ

り，いわばノルマルであるということができるで

あろう。しかるに，それがアブノルマルと考えら

れるのは，それらの形態を存続させることが往々

極めて困難であり，悲惨であるからであり，アブ

ノルマルであるのは，それらの世帯そのものであ

るよりは，むしろ，それらがおかれた社会状況の

側であるというべきであろう」〔山室（1963b），

p.21〕としている。山室はこれら「小さな世帯」

がアブノルマルになることがあることを問題視し

たが，当時の日本の家族社会学者の多くは，これ

ら「小さな世帯」をいずれは核家族を形成する，

あるいは核家族を形成したあとにくるノルマルな

ものとしてとらえていた。その代表例が小山隆

だった。山室は小山の昭和35年国勢調査の1％抽

出結果にもとづく「核家族的」世帯の算出の仕方

を取り上げて，それを批判している。すなわち，

小山は「核家族的」世帯を65.1％と算出したが，

そのなかには「本来の核家族世帯の他に，単独世

帯，子のない夫婦世帯，および，配偶者のいずれ

か一方を欠く世帯を含んでいる点に留意する必要

がある」〔山室（1963b），p.17〕とし，それらを合

わせた22.54％という割合は，本来の核家族世帯

割合の42.56％の半数以上を占めていることを看
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過するわけにはいかないと批判しているのであ

る。

3 「小さな世帯」と社会保障

山室は，「小さな世帯」がアブノルマルになるこ

とを「社会状況の側」と関連させている。この

「社会状況の側」とは，世帯がおかれている社会構

造や社会の諸条件を指しているが，そのなかに生

活が困難な世帯を支援する社会保障が含まれてい

ることに注目すべきである。社会保障による支援

があればこれらの「小さな世帯」もノルマルであ

りえるが，それがないとアブノルマルになってし

まうと注意を促しているのである。すなわち，

「問題は独居，別居，ないしは母子の世帯を必要に

応じて選びとることを可能にするための，より基

礎的，一般的な条件としての社会保障制度や経営

体による保障が，他の国々においても逐次準備さ

れ，推進されつつあるという点にある」〔山室

（1963b），p.21〕として，日本で立ち遅れている社

会保障制度の整備の必要性を主張している。この

点についての記述は入念で，さらに注も補足され

ている。「現代家族は一面において社会保障の推

進との関連において，捉えらるべきであると同時

に，それを必要とするごとき事態の進展との関連

において捉えらるべきは，もちろんである。1929

年の世界恐慌につづく深刻な不況を契機として，

（中略）社会保障が，アメリカにおいては1935年の

連邦社会保障法の制定によって，またイギリスに

おいては，1948年のビヴァリッヂ案の全面的実施

によって実現されるにいたっているが，その推進

には国によって遅速があり，日本においては，な

お統一的な社会保障制度の実現にいたらず，部分

的改善が行われているに過ぎない」〔山室

（1963b），p.22〕。山室がこのように社会保障の重

要性を強調するのは，1950年代の半ば以降，イギ

リスの東ロンドンの労働者地区の老人生活と家

族・親族関係の研究に精力的に取り組んでおり，

当時のイギリスの社会保障政策の推進に教えられ

るところが大きかったためである5)。

このように，1963年論文において「小さな世帯」

として明記されているものの具体例は，母子世

帯，父子世帯，単独世帯であるということになる。

山室によれば〔山室（1963b），p.22〕，これらは家

族の「現代化の過程において生ずる諸問題」であ

るとされ，それへの対応として社会保障制度の整

備が急務であることを強調している。そして樹立

されるべき「新しい家族の一般理論としての現代

家族社会学」はそうした諸問題の解決に資するも

のでなくてはならないが，核家族論はそれをみた

すものではないと批判して論文を終えている。

4 森岡の反論と山室の再批判

これに対して，核家族論推進派の先頭に立って

いた森岡清美から，直ちに反論論文が寄せられた

〔森岡（1964）〕。そのなかで「小さな世帯」につい

て論述されているのは次の箇所である。「比率が

高まりつつある母子世帯と父子世帯をどのように

把握するか，山室氏は，核家族論を去つて母子ダ

イアッド論にまで下降する必要を，この辺に求め

ておられるようであるが，（中略）私は，父のいな

い世帯，母のいない世帯では，それぞれ父，母の

役割を誰がいかように代行しているか，あるいは

どの点で代行が困難であるのかを，核家族論的発

想のもとに精査するのが，より生産的である，と

考えるのである。（中略）現実に核家族の形態を

とらない場合には，それはどうしてなのか，また，

核家族に帰された例の四つの機能がどのような仕

組みで果されているか，また果すことが阻まれて

いるか，こういう点を調査する視角が，理念型と

しての核家族と現実との距離を手がかりとして，

うち出されるのを重視するのである」〔森岡

（1964），pp.25-26〕。このように，先行する山室論

文に応えるかたちで，母子世帯と父子世帯が「小

さな世帯」の具体例として取り上げられており，

母子ダイアドを基本単位とするとして山室を批判

している。また，この論文執筆時の戦略なのだろ

うか，これ以前の1950年代初めから森岡が自らの

家族研究の中心的なテーマとして取り組んできた

5) 山室（1957a）を参照のこと。
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家族周期論を用いた反論は明示的にはまったくな

されていない。むしろ，家族機能の代行や不全と

いった観点から核家族論の有効性を主張するもの

となっている。さらいえば，この論文の限りでは

あるが，「小さな世帯」に関わる諸問題に対して，

山室のように社会保障の整備等の社会的対応策を

提起することはなされていない6)。この反論論文

を執筆した森岡のスタンスは，あくまでもアカデ

ミックな観点から戦後家族社会学の基礎理論とし

て核家族論を擁護することにあったとみることが

できる。したがって，反論の最後を，「今日われわ

れが手にしうるメスのなかでは，ずば抜けた切れ

味をもつ概念として，私はこれ（＝核家族論，著

者補足）を高く評価し，その能力の限界まで使い

こなしてみる必要を痛感するものである」〔森岡

（1964），p.26〕と結んでいる。

山室は，森岡のこの反論に応えるべく直ちに再

批判の論考〔山室（1964）〕を執筆した。この論考

で，先の山室の長大な核家族論批判論文の論点が

きわめて明確なかたちに整理されるが，「小さな

世帯」についても，これまでの論考に比べて格段

に具体的なカテゴリーが示され，それが生み出さ

れる社会的背景についても明示的に提示されてい

る。「核家族を本来の意味でのIdealtypusとする核

家族論は，近代化にともない，複合家族の内部に

おいて核家族のユニットが顕在化し，やがて『核

分裂』する趨勢を巧みにとらえた点において有効

であった。しかし，その後における『家族解体』

や，就労事情，社会保障の推進等の諸変化にとも

ない，単独，夫婦，父子，母子等のユニットがそ

れとして，定着化する可能性増大の兆しもないで

はない。とすれば核家族を，『安定的な』，最小限，

かつ不可分のユニットとするIdealtypusによる現

状把握には，自ら限界がある。現代家族社会学

は，むしろ積極的にそれらのユニットをとりあ

げ，それらの離合集散の追求，究明を重要課題と

すべきである」〔山室（1964），p.4〕。つまり，「小

さな世帯」は核家族がさらに分裂した「単独，夫

婦，父子，母子等のユニット」であり，それらは

「家族解体や就労事情，社会保障の推進等の諸変

化」を背景にして増加し，定着するにまで至る可

能性が高まっている。そうだとすれば，核家族を

「安定的な，最小限，かつ不可分のユニットとす

る」核家族論には限界があり，現代家族社会学は，

それらのユニットを取り上げ，それらの離合集散

の追求，解明を重要課題とすべきだとしているの

である。

山室としては，森岡の反論に応えたこの再批判

の論考で論争のポイントを整理し，森岡の再度の

反論を期待していたものと思われる。なぜなら，

山室の「論争」に対するスタンスはつぎのような

ものだったからである。「一般に，研究者の間に

おいては，批判にたいし支持者の側からの反論が

提起されるのは当然のことであって，格別異とす

るには足りないし，反論にたいして，批判者の側

から再批判が行われることもありうべきことであ

る。そうして，そのようなプロセスの積重ねが，

研究を推進させる上において不可欠であるし，ま

た望ましいことでもあるという点については恐ら

く何人も異論のないところであろう」〔山室

（1964），p.3〕。だが，結果的には，森岡から再反

論が寄せられることはなかった。そこには，森岡

なりの根拠があるとみることもできる。反論論文

の冒頭で森岡は，「この小論の意図は山室氏の高

見を批判することにあるのではないから，いちい

ち氏の文章を引用しないし，また氏の述べられた

範囲に議論を限定しもしないであろう。目的とす

るところは，核家族論がいかように有用であるか

を論じ，そして現代家族社会学の基礎理論をなお

そこに期待しうるのではないか，ということを述

べて，大方のご批判に委ねることにある」〔森岡

（1964），p.22〕と自らのスタンスを限定している

からである。

論争が研究を推進させるうえにおいて不可欠で

あるという観点からは，森岡の再反論があること

が望ましかったが，森岡からの再反論が寄せられ

ることはなく，核家族論争は山室が1968年論文で

自ら終結宣言をして終わってしまった7)。結果的

6) もちろん，森岡には，森岡（1968）をはじめとする，家族と社会保障をテーマにした多くの研究成果がある。
7) ただし山室は，その後の論考でも（例えば山室（1970a）），核家族論批判をくり返している。
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には，最初に核家族論反対の立場から問題提起を

した山室が多くの論文を提示し，賛成派は森岡，

松原，執行，老川がそれぞれ論文を提示しただけ

で終結してしまった。この重要な論争が，そうし

た批判，反論，再批判，再反論といった応酬が十

分に行われることなく終結してしまったことは，

家族社会学にとって大きな損失だったのではない

かと，いまにして思うのである。

5 核家族論争の終結宣言と戸田家族論への架

橋

山室は1968年の終結宣言論文で，これまでの批

判論文をまとめるかたちで総括している。まず

「小さな世帯」を取り巻く社会的状況について記

述し，社会保障制度の整備の必要性を主張する。

すなわち，他国においては第二次世界大戦前後か

ら急速に発展した社会保障制度が社会政策の中心

となっているが，日本の状況については1958年発

行の『社会学辞典』の「社会保障」の項を引用し

て，「今日までのところ，健康保険や，生活保護法

や失業保険などが分散的に改変をみただけで，統

一的な生活保障制度は，財政的な理由から実施す

るに至っていない」〔山室（1968），p.18〕とする。

そうした社会保障が未整備であることに加えて，

従来からあった「家」による私的な保障にも期待

できない状況のもとでは，「核家族を実質的に支

えてゆくにも，頻頻容易ならない困難性がある。

離別や，別居を余儀なくされる人人，結婚をひき

のばされている人人，他方では老親との同居にあ

えいでいる人人，白眼視にたえて同居している老

母たち，あるいはさらに形の上では核家族であつ

ても，実質性を失つて形骸化し，空洞化している

核家族の成員たち，のごとき人人も少なくはな

い。そうして，核家族の『普遍性』は，そうした

人人にとつて焦燥と苦痛と屈辱を与える，いわば

『高根の花』となる惧れもなしとしないのであつ

て，（中略）そのような人人の存在そのものが，

『核家族』を『無力化』し，『戯画化』していると

もいえそうである」〔山室（1968），p.18〕としてい

る。「小さな世帯」で生活することを余儀なくさ

れている人びとの側に寄り添った，これまでより

もさらに感情的ともいえる表現となっている。ま

た，別の箇所〔山室（1968），p.21〕では小山批判

を繰り返して，「母子世帯や単独世帯等までを『核

家族的世帯』のなかに含めて『核家族化』の傾向

が著しいとする見解もある」が，「結婚をひきのば

されている人人，老親との同居にあえいでいる人

人，白眼視にたえて同居している老母たち，ある

いはさらに，夫＝父の『蒸発』に泣く母子世帯の

人人の立場に立つた場合，そのような『説明』で

果して納得できるであろうか」と，その舌鋒はさ

らに鋭い。

ところが，この終結宣言論文には，少しときを

おいて核家族論争の延長戦ともいえる新たな議論

を生み出す「種子」が山室によって蒔かれていた。

終結宣言論文なので，未練たっぷりではあるが

「以上のように核家族論には問題が多いが，現に

内外の広範な支持をえているので，比較研究の必

要上からも『核家族』の概念を使用することが不

可避であろう」〔山室（1968），p.22〕と，いちおう

の終結宣言をしている。しかし，それと同時に，

日本の家族社会学の創始者といわれる戸田貞三を

引き合いに出している。つまり，戸田が，家族か

ら分離して生活する「非家族的生活者」のことを

戦前の1920年代から重要視していたことを新たに

持ち出して，それが核家族が分解したより小さな

単位である「小さな世帯」と重なり合うと指摘し

ているのである。

当時，戸田の家族論の評価としては，喜多野清

一に代表されるように1937年の『家族構成』の前

篇の第1章に依拠して「小家族論」であるとの位置

づけが定着していた。この位置づけによれば，戸

田の「小家族論」はマードックらの核家族論と結

びつけられることになる。しかし，山室は後篇の

第2章に着目して，「それ（＝小家族論，著者補足）

からはみ出す部分のあることを早くから洞察し，

実証段階でそれを確認し，彼の理論全体のなかに

位置づけていた」〔山室（1968），p.19〕ことを評価

する。具体的には，第2章の冒頭の第1節「家族の

内に於ける人々と外にある人々」で戸田が，大正

9年の第1回国勢調査の千分の一抽出写しの分析に

もとづいて「家族生活から離れた者が，事実上何

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 182
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程あるであらうかと云う問題」〔戸田（1937），

p.173〕に解答を与えているところである。

戸田は「抽出写しの普通世帯11,134通の一世帯

ごとに，同居人，使用人，雇人，徒弟のごとき世

帯主と近親関係にないものを一人一人抜き出し，

検討を加え」〔山室（1968），p.20〕た結果，家族の

外にある，つまり家族から離れて生活している者

が全国民の1割以上いることを明らかにした。特

にそれが，若年層では15-19歳の男子の33.9％，女

子の 30.1％，20-24歳の男子の 36.3％，女子の

17.2％と多いこと，さらに大都市である旧東京市

では家族から離れて生活している者が全市民の

27.3％，若年層では15-19歳の男子の71.7％，女子

の53.0％，20-24歳の男子の69.2％，女子の43.8％

に上ることを分析によって示して見せた。山室

は，戸田がこうした結果から「都市化と家族の外

にあるものとの間には正比の関係がある」〔山室

（1968），p.20〕とみて，「此如き都市化の傾向を持

つ地方が多くなるに連れて，又都市的生活形式が

全国的に広がるに連れて，家族内の人々を外部に

誘致する諸社会関係も亦全国的に増加するやうに

なり，その結果家族内に内的安定の場所を見出し

得ぬ人々が将来益々殖へるやうになるであらう」

〔戸田（1937），p.198〕と，将来予測をして憂慮し

ているとしている。その上で，特に家族から離れ

て生活している割合が高かった若年者を対象にし

た何らかの社会保障，社会政策が必要であるとし

ている論文の結論部分を引用している8)。「此等家

族外に生活する者の大部分が心身未完成の若年者

であるとせば，此等の者に生活安定と指導とを与

へ得べき新なる社会関係が設立されなくてはなら

ぬであらう。只だ此様な社会関係に家族と同様な

る機能を備えしめることは事実上困難である。従

つて此様な社会関係が形造られるとしても，それ

は家族外に立つ者が家族内に復帰する迄，之に保

護と指導とを与へると云う補足的機能を持つに過

ぎないであらう。併し（中略）是あることによつ

て国民生活に起り得る不安が如何に縮少するかを

考へるならば，かかる社会関係の設立を等閑視す

ることは出来ない。」〔戸田（1937），pp.199-200〕。

山室は，戸田のいうこの「新な社会関係」こそ，

社会事業や社会保障のことであり，そこに自らと

同じ問題意識をみたのである。

このように山室は，戸田が「家族は普遍的であ

り，あるいは普遍的であるとみるべきだとし，ま

た『心身未完成の若年者』の『生活安定と指導』

とを，とかく家族に負わせようと『家族に執着す

る』人人と戸田は明らかにちがつた考えかたに立

つていたといえるだろう」〔山室（1968），p.21〕と

して，戸田も核家族論反対派に立つもので，なお

かつ社会保障の必要性を唱えていたと論じたので

ある。

Ⅲ 戸田貞三の「非家族的生活者」と「小さな世

帯」

1 戸田批判の論点としての「非家族的生活者」

しかし，戸田の「非家族的生活者」は，山室が

ここで初めて取り上げたものではない。それどこ

ろか，戦後すぐの段階で，この点こそが戸田の家

族論への批判の最大の根拠とされたものである。

つまり，それまでは戸田家族論批判の最大のポイ

ントとなっていたものを，山室はその逆に高く評

価し，核家族論批判の有力な根拠になると位置づ

けたのである。

では，従来の戸田批判の論点はどのようなもの

だったのか。批判の中心にいたのは，戸田と対立

する家族論を提示していた有賀喜左衛門の直弟子

の中野卓だった。中野は，「日本の家族について

の実証的，社会学的な研究は，戸田貞三の主著

『家族構成』（昭和12年，弘文堂）を中心とする先

駆的な研究によって大きな足場が置かれた」〔中

野（1958），p.10〕と戸田をパイオニアとして評価

する。しかし，戸田の家族の定義が，国勢調査の

データを用いたという資料的制約はあるものの，

大きな問題を含んでいると批判する。すなわち戸

8) 戸田の初出の1925年論文および1926年刊行の『家族の研究』に再録された論文と，集大成となる『家族構成』

（1937）に再載された論文では結論部分の記述が大幅に修正されている。ここでは，引用した山室にしたがって，

1937年のものを提示した。
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田が，「家族の概念を明瞭に定義するために，『近

親者が永続的に共同する意味を以て形造っている

生計単位としての世帯』，すなわち『最も強く感情

融合の行われ易い最近親者』である『夫婦及び親

子等の近親関係にある者』らが形成している世帯

である『親族世帯』こそが，『家族』であるとした」

〔中野（1958），pp.14-15〕点を批判している。批判

のポイントは2点にまとめられる。第1点は，戸田

が世帯のなかの「非家族的生活者」を家族から除

外して，家族を同居世帯中の親族にかぎるとした

点である。第2点は，家族を，その中枢的部分であ

る「本拠世帯」と他出家族員からなる周縁的部分

である「分派世帯」を合わせてひとつの家族団体

を形成しているとみるべきだという批判である。

具体的な記述では，「過渡的・一時的には別居して

いても，なお家族の本拠たる世帯との間に，広い

意味の家政上，家計上の共同をつづけている他出

家族員（たとえば遊学中の学生・出稼ぎ者その他）

があっても，これを家族の一員として正当に取扱

うことを，考慮しておくべきだった」〔中野

（1958），p.15〕となっている。

いずれも批判点の背景には，有賀理論の中核に

ある日本の伝統的な「家」をもとにして「家族」

を考えるという志向性をみてとることができる。

したがって，戸田のように，家族とは別に社会保

障の必要性を説くのではなく，「家」による私的な

保障を前提とした議論をしている。そのことは，

つぎのような記述に示されている。「本拠世帯か

ら，分派世帯ないしは準世帯内にある個人へ，あ

るいは他の世帯の中に非家族的成員として属して

いる個人への方向で，またその逆の方向で，定期

的あるいは臨時の場合に，送金や生活物資の現物

支給が行われ，帰省や，別居先への訪問滞在，ま

た同一家族構成員としての隔意ない通信などが，

同居の場合に準ずる実質的な生活共同をなりたた

せているならば，このような場合，同居世帯ほど

の緊密な日常的な直接の生計単位さらには生活単

位をなすものではないが，もうひとまわり広い意

味での，主として家計的な『世帯』の単位がある」

〔中野（1958），p.17〕。この「家計的な『世帯』の

単位」とは，まさに「家」のことにほかならない。

戸田は普通世帯のなかで生活するもののうち世

帯主と親族関係にないもの，準世帯で生活するも

のを「非家族的生活者」として，これらのものの

困難な生活を支えるためには社会保障が必要であ

ると説いた。それに対して中野は，それらを「他

出家族員」とし，それらが形成する「分派世帯」

は，「本拠世帯」と家計等が一体化しているものと

して合わせて「家族」とした。したがって，中野

によれば，「分派世帯」を形成する「他出家族員」

の問題は社会保障の対象ではなく，日本の伝統的

な「家」による私的な保障の対象だということに

なる。つまり，「小さな世帯」にまつわる問題を，

家，家族に回収してしまう議論である。

戦前の1920年代の戸田の議論と，戦後の1950年

代の中野の議論が，一見するとその時代が逆転し

ているかのような印象を与えるかもしれない。し

かし，戦後の家族社会学は中野の戸田批判を受入

れて，戸田の評価が定着することになる。それは

森岡によるつぎのような評価である。「戸田は第1

回国勢調査（1920）の1/ 1000抽出写しを根本資料

とし，これに感情融合説を適用して，普通世帯中

近親関係にある者だけの共同をもって事実上の家

族とみなし，世帯主一族に対して一定の距離を置

いていると考えるべき非親族を世帯から除外して

家族構成を把握した。しかし家族は，世帯員のう

ち非親族あるいは遠縁の使用人・同居人を除く一

方で，他出中の，したがって調査時点で世帯に含

まれていない家族員を併せて成り立っている。

（中略）資料の性質上他出家族員を計算に反映さ

せることができないにせよ，少なくともその理論

的把握はもっと的確にしておくべきであった」

〔森岡（1972），p.7〕。

この森岡による評価が，戸田家族論に対する一

定程度の批判を含んだ定説として定着することに

なる。しかし，このような評価は果して正しかっ

たのだろうか。その点を問題にして戸田家族論を

再評価する論考が，山室の終結論文からちょうど

10年後の1978年に宇野正道によって発表された。

山室が蒔いた種子は，宇野によってようやく芽吹

いたといえる。宇野は，それを皮切りに矢継ぎ早

に論考を発表した〔宇野（1980・1981）〕。
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2 宇野による戸田家族社会学の再評価

宇野は，戸田の家族社会学を理解するために

は，その形成過程つまり初期研究を再検討する必

要があるという山室の指摘は妥当であると評価し

ている。しかし，それにもとづいて山室が発表し

た論文〔山室（1970）〕は，その点に明確に応える

ものになっていないと批判して，宇野自らが「戸

田の家族理論の形成過程を，戸田自身の論文につ

いての学説史研究によって分析を進める」〔宇野

（1978），p.40〕とする。では，戸田の家族社会学

の形成過程の学説史研究によって宇野が明らかに

した点は何か。

宇野の貢献は大きくは2点にまとめることがで

きる。第1点は，戸田の家族社会学を，欧米留学前

の初期研究と結びつけたことである。その初期研

究とは，貧困問題や労働問題に関する研究であ

り，東京帝国大学の助手時代と，それを辞して転

職した大原社会問題研究所時代の研究である。具

体的に検討されているのは，「何故細民が出来る

か」〔戸田（1917）〕と「労働問題の一観察」〔戸田

（1919）〕で，宇野〔宇野（1978），pp.44-45〕はこ

れらの論考から，「研究生活初期のこの時期に特

に俸給生活者問題を労働問題の一つとして位置づ

けようと意識していた点」が，その後「大正期の

都市家族とりわけ労働者家族および俸給生活者家

族の生活を直接の分析対象とすることになる戸

田」の家族研究に影響を与えたとしている。つま

り，戸田が第1回国勢調査のデータを分析して明

らかにしようとした最終的な目的は，その時点で

の日本の家族の全体的な実態だったが，家族研究

の出発点で重要視していたのは，都市の下層労働

者家族，俸給生活者家族だったということであ

る。

第2点は，戸田が，当時，官庁用語としても家計

調査の調査単位としても定着しつつあった「世帯

概念」を用いて事実上の「家族」を明らかにした

ということについて詳細な議論を提示したことで

ある。戸田の世帯概念については，前述したよう

に戦後，中野らによって批判されることになる

が，戦前段階では高い評価を得ていた。それを，

穂積重遠の『家族の研究』（1926）の書評にみてと

ることができる。「戸田君は大正九年十月の国勢

調査の結果を資料として，現在の我国に於ける非

家族的生活者が国民総数の一割以上に上ることを

証明し，尚其状況を詳細に分析された。（中略）現

在の民法はこの否認すべからざる事実を否認して

居る。或は少なくとも無関心である。日本人はす

べて家族生活をして居るもの，即ち『家』に属す

るものと前提して規定されて居る。然かもその

『家』と云ふのが，実質ではなくて形式である。戸

籍簿上の家が必しも事実上の家族的共同生活と一

致せぬ。（中略）而して今又家族生活をして居ら

ぬ者の数が予想以上に多いことが確実に証明され

た。誠に我々法律家に取つての絶好教訓であらね

ばならぬ。（中略）元来国勢調査が，戸籍上の家を

単位としないで，実際生活上の『世帯』を基準と

したことは，当然過ぎる程当然な事とは云いなが

ら，其の事業の一大価値である。戸田君の此の二

論文は此価値を充分に発展させたもので，国勢調

査の結果を資料とする斯う云ふ研究がモツト出て

欲しいものである」〔穂積（1927），pp.86-87〕。穂

積が高く評価したポイントは，従来の「戸籍」に

かわって家族の現実態を国勢調査は明らかにして

いるが，それを戸田が「世帯」概念を適用して見

事に明らかにして見せることに成功しているとい

う点である。世帯概念が確立されてきて，消費単

位としての「世帯」をもとにして家族の研究を行

うことが，この時代の傾向となってきていた。

この時期，行政の側による「世帯」概念は，1914

年の「寄留手続令」や1918年の「国勢調査施行令」

などを通じて形成されていくが，そうした行政の

動きとならんで戸田の世帯概念に大きな影響を与

えたものは，大正期における家計調査の成立と展

開であろう。その嚆矢とされる高野岩三郎の『東

京ニ於ケル二十職工家計調査』では，調査対象の

「所帯」は，「家族以外ニ異分子ヲ交ヘズシテ単純

ナル家計ヲ営ムモノヲ選ンデ調査ヲ施スベシ。即

チ夫婦子弟等ヨリ成ル所ノ一家約四五口ノ親族的

所帯ニシテ，下宿人室借リ人ト云フガ如キ人ヲ交

ヘズ，又所帯主ノ子弟ト雖重ニ所帯主ヨリ扶養セ

ラルルモノニ限ルベシ」〔中鉢編（1971），p.92〕と

される。これをふまえて宇野は，「典型的な労働

家族社会学における「小さな世帯」 85
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者家族の世帯構成を，少人数の親族世帯として把

握しようとする視点は，第一次大戦前後の都市家

族の実態に接近するための有力な手がかりとし

て，世帯概念を位置づけるのに強く作用したであ

ろう」〔宇野（1980），pp.141-142〕としている。そ

して，そのような世帯概念を「社会学的な家族研

究に導入し，家族の実態分析の用具として初めて

使用したのが戸田貞三であった」〔宇野（1980），

p.142）〕のである。戸田は，東京帝国大学の助手

をやめ，高野を初代所長とする大原社会問題研究

所に一時所属することになるが，これは戸田の

「学究生活の思い出」〔戸田（1953）〕にある，助手

の給料は安くて食べていけないから「大原社研に

でも行って働きたいと思う」という説明をうのみ

にしてはならないのではないか。むしろ，高野の

影響をつよく受けたためとみるべきだろう。そう

した視点からは，戸田がその世帯概念の規定に当

たって，高野の先行する家計調査をもとに，親族

のみにそれを限定した理由が理解できる。

戸田は大正期の都市家族，なかでも下層労働者

家族に少なくとも初期段階では大きな関心をもっ

ていた。それは，国勢調査のデータを分析した結

果として発表した最初の論考が「家族的生活者と

非家族的生活者」〔戸田（1925）〕であることに示

されている。戸田は，都市下層労働者家族や非家

族的生活者それ自体に直接関心があったというだ

けでなく，それらを通して家族の将来予測ができ

ると考えていたのではないだろうか。つまり，都

市化，産業化，近代化の進展によって，現在都市

で生じていることが次第に日本全体に波及してい

き，ついには日本全体の問題になるという将来予

測をしていたと考えることができる。戸田は，東

京市，六大都市，全国郡部という地域変数や，年

齢変数で国勢調査のデータをさまざまにブレーク

ダウンして多様な分析を行っている。それは，1

回だけの国勢調査データからは家族の動態分析が

できないことを理解していたがゆえに，このよう

な都市化の進展の違いや年齢・世代の違いによっ

て，横断分析ではあるにしても，家族の動態予測

を試みていたものとみることができるのではない

だろうか。

さらに宇野の議論を補強すべく，別のデータを

用いて戸田の初期の問題意識の補足的検討をして

おこう。それは，「家族的生活者と非家族的生活

者」の論考に関して，1937年の『家族構成』に収

録された「家族の内に於ける人々と外にある

人々」では削除されているが，1925年と1926年の

論考には含まれていた自身の体験を赤裸々に述べ

ている箇所である。「自分は長い間学生生活をな

し，又学校を出てから後も僅かな俸給で生活を維

持して行かなければならなかつたから，此間に於

て自分の固有の家族的集団の内に於て暮す事は，

極めて僅かであった。それは自分が好んで此様な

生活を選んだと云ふよりは，寧ろさうするより致

方なかつたのである。下宿の生活とか，寄食的の

生活とか，又は他家への同宿と云ふ様な事は，好

ましい事ではなかつたが，致方ない方法であつ

た。併し此様な経験を持つ人々は，単に学生生活

をなす人々ばかりではないであらう。毎年大都市

に流れ込む何十萬と云ふ賃銀生活者，俸給生活

者，又は徒弟，雇人等になる人々の内には，必ず

家族的集団の興味を味ひ得ぬ人々が多いであら

う。此事は一つには従来自分の生活上の経験から

の興味と，更に又それが国民生活上注意すべき事

柄であると考へられるのとによつて，自分には以

前から多少注意を促して居た」〔戸田（1925），

pp.93-94〕。ここには，戸田の問題意識が，比較的

ストレートに表現されているとみることができな

いだろうか。

中野や森岡は，戸田の問題意識や研究のスタン

スについても批判していた。中野は，戸田が「『家

族主義』『大家族主義』的な当時の教義に対して，

またディレッタント的な大家族への興味にながれ

る俗説に対して，科学的な啓蒙を行うことには成

功しながら，かえってその問題点を充分にとらえ

られなかった」〔中野（1958），p.15〕としている。

しかし，貧困問題や労働問題をベースにした戸田

の家族研究への姿勢は，「科学的な啓蒙」というに

は当たらないのではないか。また，森岡も，有賀

と対比して戸田の説明原理を「経験的事実として

の都市知識層の家族生活のなかから説明原理が抽

出され」〔森岡（1957），p.18〕たとしている。たし

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 186
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かに，戸田自身は兵庫県の郡部出身ではあるもの

の，長年の東京生活で自身はまぎれもない「都市

知識層」であった。しかし，かれの見すえていた

のは，自身のような「都市知識層」が形成する家

族というより，上記の自身の体験にも記されてい

るように，農村から都市に大量に流れ込む賃銀生

活者，俸給生活者，徒弟，雇人等の下層の労働者

であり，その家族だったのではないか。明治以降

の貧困，細民研究では家族すら形成できない都市

スラム住民が研究の対象となっていたが，それ以

降の近代化，産業化，都市化の進展のなかでは，

そのスラムから脱出してまがりなりにも家族を形

成することができる下層の労働者層が形成される

に至る。この層を対象にして高野らの家計研究は

なされたわけで，その高野の影響をつよく受けた

と思われる戸田も，同様にこれらの層を対象にし

て自らの家族研究を出発させたとみることができ

る。

Ⅳ むすびにかえて

山室の蒔いた種子によって，1980年前後に復活

した戸田家族論をめぐる議論ではあったが，その

後，1985年に山室が亡くなり，宇野も論考を発表

しなくなる。そのなかで，森岡だけがその後も戸

田の「非家族的生活者」にこだわり，論考を発表

していく。森岡は，戸田が提示した命題を自らま

とめ，その後の国勢調査のデータをもとにして，

その命題の追跡的検証を行った。それは，戸田が

果たせなかった複数の国勢調査のデータを用いた

動態分析であった。しかし，森岡は戸田が「非家

族的生活者」に注目した当初の問題意識に基づい

て戸田の再評価を行うことはなかった。森岡のな

かでは，自らの家族周期論を補完・補強するため

にこの追跡的検証を行っていたとみることができ

る9)。

宇野にしたがって，戸田の貧困問題や労働問題

をテーマとした初期研究と家族研究を架橋する

と，戸田の家族論には見直しが必要だということ

が理解できる。宇野自身によるその見直しは未完

のまま残されているが，最近では，石黒による論

考〔石黒（2007）〕に類似した方針を見ることがで

きる。さらにまた，家族社会学の領域ではない

が，社会政策論の観点から戸田の初期研究の人口

論を再評価した杉田の論考〔杉田（2010）〕も，こ

れに連なるものであると位置づけることができる

だろう。見直しの機運は，確実に高まっている。

「小さな世帯の増加」と「社会保障」の結びつき

は，現代の増加する小さな世帯の背後に貧困や格

差の問題や地域社会のつながりの希薄さがあるこ

とによる。それは，本稿で検討したように，日本

の家族社会学の創始者といわれる戸田貞三が，戦

前の1920年代に家族・世帯の実態を明らかにすべ

く研究に取り組んだときと奇しくも同じような構

造である。戸田は1910年代20年代の窮迫する農村

から都市への大量の人口移動によって増大した貧

困の背後に家族をみた。戸田の家族論は，そうし

た出発点の問題意識によって再評価される必要が

ある。

戸田の家族の貧困へのまなざしは，戦後の家族

社会学を立ち上げた小山隆にあっては，戦前から

戦後への家族変動に起因する家族意識と行動，家

族関係にまつわる家族問題が中心となっていた。

さらに，その後は高度経済成長のもとで「家族問

題」それ自体も後退し，「一般的な家族」を対象と

したアカデミックな研究に特化していく傾向が顕

著となる。家族社会学は，その創始者の初心と，

戦後の高度経済成長期に核家族論反対の論陣を

張っただけでなく，創始者の初心に光を当てよう

とした山室の孤軍奮闘を，今こそ想起すべきでは

ないだろうか。
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The “Small Household” in Japanese Family Sociology
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Abstract

This paper examines some of the arguments that sociologists studying the Japanese family have

been engaged in regarding the increase in small households and social security. The discussions considered

are the “nuclear family controversy” of about 50 years ago and the discussion in the 1920s around the work of

Teizo Toda, who was a founder of Japanese Family Sociology. It can be confirmed that even at these two quite

distant times, there were arguments over the necessity for social security for small households. Therefore,

when considering the current problem of the increase in the number of small households and the expansion of

social security, it can be said that it is necessary to consider these old but important arguments.
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Ⅰ イントロダクション

過去30年にわたり，日本社会の格差や貧困に関

して多くの研究がなされてきたが，近年は阿部

（2008）が母子世帯の子どもにおいて貧困が突出

していることを示したように，子どもの貧困が注

目されている。最新（2012年）の厚生労働省が推

定した子どもの相対的貧困率は16.3％で，子ども

の6人に1人が貧困状態にあると話題になった。

OECD（2015）によると，「日本の子供たちの幸福

度は強弱交錯した結果となっている」とはいえ，

「子供の貧困の割合はOECD平均以上である」と

している。また，イノチェンティレポートカード

＊1国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部第3室長
＊2東北大学大学院経済学研究科 准教授
1) 本稿の作成にあたり，第11回（2017年）「実証的なモラル・サイエンス」研究集会とWorkshop on Household

Economics（大阪大学社会経済研究所「行動経済学」共同利用・共同研究，代表者：チャールズ・ユウジ・ホリオ

カ）の参加者から有益なコメントをいただいた。また，コリン・マッケンジー先生（慶應義塾大学）と坂田圭先生

（立命館大学）から細部にわたり有益な助言をいただいた。本研究は，JSPS科研費JP No. 16H03607（基盤研究B，

親の就業・時間配分・考え方と子どもの人的資本形成に関する計量経済学的分析）の助成を受けたものであり，使

用した厚生労働省の「人口動態調査」および「21世紀出生児縦断調査」の個票データは，同研究費のもとで統計法

第33条に基づく二次利用申請により使用の承認（平成28年8月25日）を得たものである。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 190

特集：小さな世帯の増加と社会保障

子どものいる世帯の貧困の持続性の検証1)

暮石 渉＊1，若林 緑＊2

抄 録

本論文では，「21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」における，子どものいる世帯が，どの程度

持続的な貧困状態にあるのかについて分析を行った。

2001年，2004年，2007年，2010年，2013年の3年間隔の5期のうち1期以上貧困を経験する子どもは，5

人に1人であり，3期間以上の持続的貧困の状態にある子どもの割合は，3.3％であった。どのような属性

の子どものいる世帯が持続的貧困にあるかを調べたロジット分析からは，母子世帯の場合，そうでない

場合に比べて，子どもがいる世帯が貧困状態にある比率が14.6％から41.5％ポイント高く，持続的な貧

困状態にある比率が9.0％ポイント高いということがわかった。母子世帯の子どもの60％弱が貧困を1期

間以上経験し，13.5％が持続的な貧困状態にあることから，母子世帯のほうが，二人親世帯よりも貧困

期間が長いことが示唆される。

キーワード：子どものいる世帯の貧困，持続的貧困，一時的貧困，母子世帯

社会保障研究 2017, vol. 2, no. 1, pp. 90-106.
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10（2012）の図1bでは，日本の子どもの相対的貧

困率は先進35カ国において悪いほうから9番目に

ランクされている。なお，本研究では，子どもに

は所得がない場合がほとんどなので，その子ども

が属する世帯の所得をもとに計算された貧困の状

態について議論をすすめる。

日本の子どもの貧困に関してなされた幾つかの

研究は，成人後に現れる子どもの貧困の悪影響に

ついてのものが多い。例えば，阿部（2011）は，

子ども期の貧困が成人後の生活の困難にどう影響

をあたえるのかを，横断調査である「生活と支え

合いに関する調査」を用いて分析している。大石

（2007）は，「所得再分配調査」と，2006年に首都

圏のある自治体で実施された「社会生活に関する

実態調査」の2つの横断調査を使って子どもの貧

困の傾向をつかもうとしている。これらの研究

は，教育や就業状況，現在の所得をコントロール

したとしても，子ども期の貧困は成人後の暮らし

向きを悪化させることを示している。

子どもの貧困の基本的な推計は厚生労働省によ

る公的な統計である「国民生活基礎調査」によっ

てなされているとはいえ，子どもの貧困の詳細，

特にその持続性に対してはあまり注意が払われて

いない。つまり，ある時期に貧困に苦しむ子ども

は子ども期全体に渡って貧困に苦しんでいるの

か，それともその数期後には貧困から脱出するこ

とができているのかということである。母親や父

親の所得は，彼らの子どもの成長段階に応じて変

化する。父親の所得は労働者としての経験を積む

につれて増加していく。また，母親が妊娠や出産

を機に仕事をやめたり，産休・育休をとったりす

ると，家計の所得は低下するし，逆に子どもが大

きくなって世話がかからなくなり仕事に復帰する

と，家計所得は回復する。親の所得がこういった

ライフサイクルパターンをたどるのであれば，子

どもの貧困は持続的なものではなく，一時的なも

のになるであろう。貧困が持続的であれば，生活

保護や負の所得税，現物給付など貧困を救済する

セーフティーネットを提供すべきなのに対し，貧

困が一時的なものであり，ライフサイクル上の予

測可能な所得の変化や偶発的な要因による所得の

変化によるのであれば，消費の平準化を容易にす

るような政策が必要とされるであろう。このよう

に取るべき政策に違いが出てくることから，貧困

が持続的なものかどうかを判別することは重要で

ある。

この論文の目的は，日本の子どもに関するパネ

ルデータである「21世紀出生児縦断調査（平成13

年出生児）」を用い，子どもがいる世帯の貧困の持

続性を分析することである2)。この縦断調査は，

厚生労働省によって実施されており，2001年1月

10日から17日と同年7月10日から17日に生まれた

すべての新生児を追跡している。この縦断調査は

これら新生児の子ども期のライフコースを継続的

に記録しているので，子どもがいる世帯の貧困を

動態的に把握することが可能である。つまり，あ

る時期において貧困状態にある子どもがいる世帯

がその後の時期においても貧困であるのか，それ

とも，ある時期において貧困にある子どもがいる

世帯とそうでない世帯のどちらにおいても，同じ

程度にその後の時期において貧困であるのかを見

ることができる。

この論文の構成は以下のとおりである。第2節

で使用するデータとそれぞれの変数について示

す。第3節では使用するサンプルの特徴を提示す

る。第4節で推定方法を紹介し，第5節で分析の結

果が示され，第6節で結論付ける。

Ⅱ データ

本論文で使用する「21世紀出生児縦断調査（平

成13年出生児）」は，厚生労働省によって自計郵送

方式で実施されている調査であり3)，「人口動態調

査」の出生票を基に，2001年1月10日から17日と同

年7月10日から17日に生まれたすべての新生児

（53,575人）を追跡調査している。この論文では，

2)「子どもがいる現役世帯」の貧困率は子どもがいる世帯の大人を含めて算出するのに対し，「子ども」の貧困率は

子どものみで算出する。
3) 坂田ら（2015）がこの調査の概要をまとめている。
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第1回（2001年）から第13回（2014年）までの調査

を使用する4)。

この調査の実施日時は次の通りである。第1回

から第6回までの調査では，1月生まれの新生児に

関しては調査年の8月1日であり，7月生まれの新

生児については翌年の2月1日である。第6回と第7

回の間には1年半のブランクが空いており，第7回

から第13回までの調査では，1月生まれの子ども

は調査年の1月18日，7月生まれの子どもは調査年

の7月18日となっている。

調査票の配布数および回収数は以下のとおりで

ある。すでに述べたように，第1回調査は53,575

人の新生児（とその親）で始まり，毎年の回収率

は89.5％から93.5％の範囲にある。最新の第13回

調査では，30,331人の子どもが残っている。

1 子どものいる世帯の貧困

子どもの貧困を調べるためにさまざまな指標が

考え出されている。本研究は収入という1変数に

のみ着目した一元的なものであるが，複数の変数

に着目した多元的な指標もあり，P.タウンゼンド

（1979）に始まる相対的はく奪指標はその一つで

ある。貧困を収入という1変数で測定することに

問題がないわけではないが，定義の明確さから本

研究では，収入による貧困線を用いている。実

際，阿部（2006）は日本における相対的はく奪指

標を構築し，はく奪の頻度が世帯所得400〜500万

円未満から下の所得層において急上昇しているこ

とを確認していることから，所得とはく奪が強く

相関していることがわかる。さらに，山田ら

（2010）は，所得による貧困線，とりわけ等価可処

分所得の中央値の50％という相対的貧困基準と生

活保護基準の重なりを「全国消費実態調査（2004

年）」の個票データを用いて検討している。彼ら

は，要保護世帯率の傾向を把握する際に，容易に

計算可能な相対的貧困率が，煩雑な計算が必要な

生活保護基準を代用することを明らかにしてい

る。

子どものいる世帯の貧困の持続性を調べるため

に，子どもがいる世帯の貧困を，家計の等価収入

が貧困線以下だと1，超えていれば0となるダミー

変数で表す。家計の等価収入は，

1年間の世帯の収入

 母親と父親と子どもの数の合計
（1）

である。この調査は，昨年1年間の夫婦の働いて

得た年収（税込み）について，母親，父親，その

ほかの収入に分けて尋ねている。そのほかの収入

には，親からの援助，家賃，地代等の財産収入，

児童手当・出産一時金など社会保障給付金などを

含んでいる。前年の収入に関するこの問いは，す

べての調査年で尋ねられているわけではなく，

2001年，2002年，2004年，2005年，2008年，2011

年，2013年，2014年の8つの調査年においてのみ尋

ねられている。なお，この調査では，税・社会保

険料が質問されていないので，手取り収入である

可処分所得を計算することができない。そのた

め，本研究では世帯の1年間の課税前の収入を分

子に用いている。石井・山田（2007）は，「慶應義

塾家計パネル調査（KHPS）」においても，可処分

所得を計算することができないことから，社会保

険料・税負担前の総所得を用いて貧困の動態分析

を行っている。彼らは，「国民生活基礎調査」と

「全国消費実態調査」を比較することで，日本の社

会保険料・税がさほど累進的ではないことから，

等価総所得の分布がそれほど大きく変化していな

いことを確認し，所得分布を分析するのに，等価

可処分所得が計算できないことは，さほど大きな

問題とはならないと結論付けている。

上の式において，同居する祖父母や父母の兄弟

姉妹などそのほかの家族員の人数は分母に含んで

いない。これは，この調査では，祖父母や父母の

兄弟姉妹の収入の情報を尋ねておらず，分子と分

母を一致させるためである5)。なお，第1回調査の

結果の概要によると，同居している家族の構成員

の構成は，20.5％の子どもが祖父母と同居し，

0.5％がそのほかの家族員と同居している。

4) この調査には，全国の2010年5月に出生した新生児を対象とした「21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）」が

あるが，本論文の分析では用いていない。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 192
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税込み収入ベースの貧困線の計算には，周

（2015）にしたがう。つまり，「国民生活基礎調査」

の各年の所得の中央値の50％を平均世帯人員数の

平方根で割ることで求める（表1）。

2 母子世帯

この調査では父親と母親の婚姻状況について尋

ねられていないため，本研究では母子世帯の定義

に父親との同居の情報を用いている。つまり，子

どもが母親と同居しているが父親とは同居してい

ない世帯を母子世帯と定義する。なお，この調査

では，おおむね3カ月以上にわたって父親が不在

の場合は同居に含まれていないが，定期的に帰宅

する場合は同居に含まれている。また，父親が単

身赴任中かどうかが尋ねられているので，父親と

同居していなかったとしても，父親が単身赴任を

していると答えている世帯は母子世帯に含めてい

ない。

この調査では，両親が離婚した場合の養育費に

ついては尋ねられていないが，もとの配偶者から

養育費を受け取っている場合，「その他の収入」に

含んで答えている可能性がある。なお，養育費に

ついては，厚生労働省による「全国母子世帯等調

査」によって5年毎に調べられている。2003年調

査によると6)，離婚後に父親からの養育費を「現在

も受けている」と回答した者の割合は17.7％と低

い。また，母子世帯となってからの年数が短いほ

ど，「現在も受けている」と回答した者の割合は高

く，特に母子世帯となってからの期間が0から2年

のものでは，26.0％が現在も受けていると答えて

おり，最も割合が高い。さらに，養育費を現在も

受けているか受けたことがあると答えた者の平均

の養育費の額は44,660円である。

母子世帯のほうが，二人親世帯に比べ，その世

帯の子どもが持続的な貧困状態にある確率が高い

のであれば，ロジット分析における式（2）（3）に

おいてα1>0，γ1>0となることが予想される。

3 そのほかの変数

同居に関しては，上述のように，父母以外に祖

父母，兄弟姉妹，父母の兄弟姉妹，そのほかとの

同居の情報があるので，祖父母と同居している場

合は1，そうでない場合は0となる二値変数とそれ

以外の父母の兄弟姉妹やそのほかの家族員と同居

している場合は1を，そうでない場合は0となる二

値変数を作成する。

母親の就業に関しては，無職（仕事を探してい

る），無職（探していない），学生，勤め（常勤），

勤め（パート・アルバイト），自営業・家業，内職，

そのほかの8つのカテゴリーで毎年尋ねられてい

る7)。これらのうち，勤め（常勤）をベースライン

のカテゴリーとし，無職（探していない）と学生

を一つのカテゴリーにまとめ，母親の各就業状況

の説明変数としている。他方，父親の就業状況に

関しては，本研究では分析にいれていない。とい

うのも，日本における，子どものいる世帯の父親

5) この調査では，子どもが誰と同居しているのかが尋ねられている。選択肢は，父母，祖父母，兄姉，父母の兄弟

姉妹，そのほかである。
6) http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/01/h0119-1b17.html（最終確認2017年4月25日）。
7) ただし，第1回調査（2001年）における出産前の就業状況と第3回調査（2003年）では，異なる聞き方がされてお

り，無職の場合に仕事を探しているか否かの区別がされていない。
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表1 税込み収入ベースの貧困線

年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

貧困線（課税

前所得）
150.5 146.2 143.8 143.3 140.1 139.9 138.5 138.1 131.6 135.3 132.7 134.5 134.7 131.0

貧困線（等価

可処分所得）
137 130 127 125 122

注：周（2015）を参考に，厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者ら作成。課税前所得の貧困線は，各年の所得の中央値の50％／

 平均世帯人員数である。単位は万円。
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の常勤での就業状況は非常に高く，母子世帯との

相関が非常に高いためである。

学歴については，2002年の第2回調査で尋ねら

れており，母親と父親の学歴の高い方（中学校，

専修・専門学校（中学校卒業後），専修・専門学校

（高校卒業後），短大・高専，大学，大学院）をダ

ミー変数でいれている。高校卒がベースラインで

ある。母子世帯の場合は，母親の学歴だけが含ま

れている。両親の学歴が人的資本の蓄積を表して

いるのであれば，学歴が高いほど貧困に陥る確率

が低くなると考えるため，中学卒の係数は正に，

短大卒や大学卒の変数は負になると予想される。

そのほかの変数では，出産時の母親と父親の年

齢の平均を用いており，10歳代，20歳代，40歳代

をダミー変数でいれ，30歳代がベースラインであ

る。母子世帯の場合は，母親の出産時の年齢だけ

が含まれている。また，子どもの性別の変数もい

れている。

Ⅲ 記述統計

1 出産年齢，学歴，就業状況

子どもと親の社会経済状況は次の通りである。

第一に，子どもを生んだときの母親の年齢は，平

均で30.2歳であり，父親のそれは32.4歳である

（表2（a））。表2のパネル（b）は父親と母親の教育

水準をまとめている。約40％の父親と母親は高校

卒で最も割合の高いカテゴリーである。つぎに高

いのが，父親の大学卒であり（約33％），母親の短

大・高専卒である（約24％）。

つぎに，親の社会経済状況が子どもの年齢とと

もにどう変化するのかを見る。図1では，2001年

の子どもの出生から6カ月後には，母親（および祖

父母等）とのみ同居している母子世帯の子どもは

わずか2％弱しかいないことがわかる。しかしな

がら，時間の経過とともに，離別もしくは死別が

発生するので，第13回調査において91.4％の子ど

もが父親と母親の両方と同居し，7.8％の子ども

が母親（および祖父母等）とのみ同居するように

なる。なお，第1回調査において父親とのみ同居

している父子世帯の子どもは，ほとんどおらず，

最も多い第13回調査においても全世帯の0.8％で

ある。

図2は，親の就業状況を示している。13回の調

査期間の各期において，90％以上の父親が常勤で

勤めているが，母親に関しては，出産前は40％ほ

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 194

表2 （a）子どもの性別と出産時の父母の年齢

観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値

子どもの性別 42875 1.481 0.500 1 2

子どもが生れたときの母親の年齢 42875 30.238 4.403 16 48

子どもが生れたときの父親の年齢 42536 32.382 5.529 18 71

子どもが生れたときの父母の年齢の平均 42875 31.281 4.588 16 54

（b）父母の教育水準

父親 母親

頻度 ％ 頻度 ％

中学校 2,890 6.83 1,698 3.97

専修・専門学校（中学校卒業後） 577 1.36 559 1.31

高校 16,770 39.66 16,785 39.22

専修・専門学校（高校卒業後） 5,330 12.60 7,671 17.92

短大・高専 1,319 3.12 10,129 23.67

大学 13,933 32.95 5,720 13.37

大学院 1,469 3.47 236 0.55

合計 42,288 100.00 42,798 100.00

注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）の第1回と第2回調査より，筆者ら計算。子どもの性別は，1が男児，2が女児である。父親

の年齢の情報がない場合は，子どもが生れたときの父母の年齢の平均には母親の年齢のみを使っている。
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どいた常勤で勤める母親が，出産を期に約20％ま

で低下する。その後，子どもの成長にあわせて，

常勤で勤める母親の割合は上昇するが，2013年に

おいても30％弱ほどである。代わりに，パートや

アルバイトで勤める母親の割合は46.2％まで上昇

する。無職だが仕事を探していないか学生である

母親の割合は，子どもが小さいうちは70％弱だ

が，2004年から低下していき，2013年には20％で

ある。無職で仕事を探している母親は，2000年か

ら2013年にかけて6〜9％ほどいる。

Ⅳ 推定方法

1 子どものいる世帯の貧困のロジット分析

日本の子どものいる世帯の貧困の持続性を調べ

る前に，Lindquist and Lindquist（2012）を参考に

クロスセクション分析を行い，子どものいる世帯

の貧困が世帯のどのような社会経済的属性と関連

しているのかを調べる。各期 t（t=2000, 2001,

2003, 2004, 2007, 2010, 2012, 2013）における，子ど

もがいる世帯の貧困を示すダミー変数のロジット

分析を行うということである。

P（子どもがいる世帯の貧困 i=1）=

F（α0+α1母子世帯 i+α2母親の就業状況 （2）

+α3祖父母との同居 i+α4ほかの家族員との同居 i

+α5子どもの数 i+α6中学卒 i+α7高校卒 i

+α8短大卒 i+Xα）

Xには，出産時の親の年齢のダミー変数が入っ

ている。各期tにおいて横断的に推定しているの

で，教育水準といった時間に依存しない説明変数

をいれている。家族には相互扶助や保険としての

機能があることから（Kotlikoff and Summers

（1981）やKaplan（2012）），（子どもから見た）祖父

母との同居を無視して分析を行うことはできない

ので，本研究では説明変数として分析に加えてい

る。

また，時間とともに子どものいる世帯の社会経

済的属性が変化していくとしたら，彼らの貧困の

状態はどのように変化するのかを調べるために，

ランダム効果モデルと固定効果モデルによるパネ

ル推定を行う。なお，固定効果を含んだプロビッ

トモデルで記述されている場合，固定効果を消去

することができないので（Chamberlain（2010）），

本分析ではロジットモデルを採用している。
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注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）の第1回から第13回調査から筆者ら計

算。子どもが母親と同居し，父親とは同居していない世帯を母子世帯と定義す

る。おおむね3カ月以上にわたって不在の人は同居とみなさないが，定期的に

帰宅する人は同居とみなしている。父親と同居していなかったとしても，父親

が単身赴任をしている世帯は母子世帯に含めていない。

図1 母子世帯と父子世帯の割合の推移
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2 持続的貧困のロジット分析

この論文の目的は，子どものいる世帯の貧困が

持続的かどうかを見ることにある。「21世紀出生

児縦断調査」では収入は，13回の調査のうち8つの

調査においてのみ尋ねられているが，その間隔は

1年から3年までばらつきがある。そこでは，間隔

を均等にするため，2001年，2004年，2007年，2010

年，2013年の3年間隔の5期で分析を行う。子ども

のいる世帯が貧困に3期以上ある場合に1を，2期

以下の場合は0となる二値変数を用いたロジット

分析を行う。

P（子どもがいる世帯の持続的貧困 i=1）=

G（γ0+γ1母子世帯 i+γ2母親の就業状況 （3）

+γ3祖父母との同居 i+γ4ほかの家族員との同居 i

+γ5子どもの数 i+γ6中学卒 i+γ7高校卒 i

+γ8短大卒 i+Xα）

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 196
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（b）母親

0

10

20

30

40

50

60

70

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

%
 

年  

母：パート・アルバイト
 

母：常勤 

母：無職（仕事を探している） 母：無職（探していない），学生
注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）の第1回から第13回調査から筆者ら計算。第1回調

査における出産一年前（2000年）の就業状況と第3回調査における2003年の就業状況の質問

文では，無職の場合に仕事を探しているか否かの区別がされていない。

図2 就業状況の推移
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Ⅴ 結果

1 子どもがいる世帯の貧困の状況

2000年から2013年までの子どもがいる世帯の貧

困の傾向をクロスセクションで見たのが図3であ

る。第一に，図3（a）の凡例のカッコ内に示して

あるように，全期間の平均を見てみると，全世帯

では8.1％の子どもが貧困状態にあり，厚生労働

省が「国民生活基礎調査」を用いて計算している

3年おきの子どもの貧困率と比較すると，約6％か

ら8％ポイントほど低い。第二に，時系列では，本

分析で用いる子どもがいる世帯の貧困のプロファ

イルは，「コブ状」の形をしている。つまり，子ど

子どものいる世帯の貧困の持続性の検証 97

（a）全世帯
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（b）母子世帯
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注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）から筆者ら作成。カッコ内の％は全期間の平均を示している。子どもの貧困

率および子どもがいる現役世帯で，大人が1人の世帯の貧困率は，平成25年 国民生活基礎調査の概況（http://www.

mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa13/dl/03.pdf（最終確認2017年4月25日））より作成。

図3 子どもがいる世帯の貧困の割合
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もが生まれる前の2000年に5.5％であり，2001年

の子どもの誕生とともに10.9％に跳ね上がる。そ

の後，単調に低下していき，2013年には6.0％の子

どものいる世帯が貧困状態にあるということであ

る。このような，貧困の割合におけるコブ状のパ

ターンはクロスセクションデータである「国民生

活基礎調査」の子どもの貧困率においては見られ

ない。この理由は，「国民生活基礎調査」が繰り返

しの横断調査であり，調査対象である子どもの年

齢がほとんど変化しないのに対し，本分析で用い

る「21世紀出生児縦断調査」はパネル調査であり，

子どもと親は毎年1歳ずつ年を取っていくことに

あるといえるであろう。

母子世帯に限定した図3（b）において，全期間

の平均で41.3％の子どもが貧困状態にあり，全世

帯での場合と比べて5倍ほど高いものの，「国民生

活基礎調査」における子どもがいる現役世帯で，

大人が1人の世帯の貧困率（50.8〜58.7％）よりは

低い。時系列では，2000年には34.9％だったもの

が，子どもの誕生とともに53.8％まで高まり，

2003年に56.1％とピークを打つ。その後はおおむ

ねコンスタントに低下していき，2013年に32.2％

まで低下するというコブ状をしている。

子どもがいる世帯の貧困が持続的なのか，それ

とも一時的なのかをみるため，表3において，子ど

もがいる世帯が何期の間，貧困状態にあるのかを

示している。なお，前述の通り，本研究で使用す

る「21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」で

は収入に関する問いは，8つの調査年においての

み尋ねられているが，その間隔が等しいわけでは

ない。そこでは，等間隔にするため5つの期に限

定している。全世帯においては，約80％の子ども

が一度も貧困を経験しておらず，子ども期におい

て1期でも貧困を経験する子どもは，5人に1人と

いうことである。また，本研究で持続的貧困の基

準とする3期以上の貧困状態にある子どもは，約

3.3％いる。5つの期すべてで貧困状態にあった子

どもは，0.4％とかなり少ない。つぎに，5期のう

ち一度でも母子世帯になったことがある世帯にお

いては，60％弱の子どもが貧困を1期以上経験し

ており，13.5％の子どもが3期以上の貧困状態を

経験している。5回とも貧困だった世帯は1.4％い

る。最後に母親の就業に関しては，それぞれのカ

テゴリーに3期以上当てはまる世帯の状況を見て

いる。母親が常勤で勤めている世帯や無職だが仕

事を探していないか学生である世帯で，3期以上

の貧困の割合が低く，母親がパート・アルバイト

として勤めていたり，無職で仕事を探している世

帯で高いことがわかる。

最後に，所得を構成する3つの要素（夫の収入，

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 198

表3 貧困状態にある期間

全世帯 母子世帯 母：勤め（常勤）
母：勤め（パート・

アルバイト）

母：無職（仕事を探し

ている）

母：無職（探していな

い），学生

貧困状態に

ある期間
unbalanced balanced unbalanced balanced unbalanced balanced unbalanced balanced unbalanced balanced unbalanced balanced

0 80.57 80.90 40.98 37.89 83.75 82.75 74.73 75.62 68.99 70.39 87.10 87.45

1 12.06 11.65 30.25 29.66 9.96 10.68 13.93 13.61 13.95 13.49 7.76 7.30

2 4.11 3.94 15.30 16.42 3.09 3.39 5.51 4.84 7.36 6.91 2.88 2.70

3 1.97 1.89 8.09 8.73 1.76 2.00 3.26 2.97 5.23 4.28 1.32 1.36

4 0.89 0.97 3.98 4.75 0.82 0.81 1.89 1.91 3.10 2.63 0.58 0.60

5 0.40 0.66 1.40 2.56 0.62 0.37 0.68 1.05 1.36 2.30 0.38 0.60

観測数 42,875 25,890 4,771 2,613 7,501 4,498 7,336 4,754 516 304 13,563 8,557

平均 0.32 0.32 1.08 1.20 0.29 0.28 0.46 0.45 0.64 0.62 0.22 0.22

標準偏差 0.78 0.81 1.21 1.30 0.75 0.77 0.96 0.98 1.16 1.19 0.67 0.71

3期以上の

貧困の割合
3.26 3.52 13.47 16.04 3.20 3.18 5.83 5.93 9.69 9.21 2.28 2.56

注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）より，筆者ら計算。母子世帯は，5期のうち1期でも母子世帯になったことがある世帯を示

し，勤め（常勤），勤め（パート・アルバイト），無職（仕事を探している），無職（探していない），学生は，それぞれのカテゴリーを3期

以上経験したことがある世帯を示している。
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妻の収入，そのほかの収入）についてみてみる

（図4）。図4-1から，世帯の総収入は，2001年に出

産とともにいったん減るものの，その後は子ども

の年齢とともに増えていく。要素別では，母親の

所得が出産とともに低下しており，その後は回復

していくが，出産前の金額を超えるのは2010年に

なってからである。父親の収入はコンスタントに

上昇し，そのほかの収入は期間を通してほぼ一定

である。母子世帯に関しては（図4-2），総収入の

水準は全世帯のそれの4割から5割程度で，子ども

子どものいる世帯の貧困の持続性の検証 99
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注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）から筆者ら作成。総収入は父親の収入，母親の収

入，そのほかの収入の合計。

図4-2 2000年から2013年にかけての総収入の構成要素の推移（母子世帯）
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注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）から筆者ら作成。総収入は父親の収入，母親の収

入，そのほかの収入の合計。

図4-1 2000年から2013年にかけての総収入の構成要素の推移（全世帯）
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の年齢とともに増えているわけではない。要素別

では，母親の収入は，全世帯での場合と同じパ

ターンをたどるが，金額は約1.5〜1.9倍高い。そ

のほかの収入も，全世帯のそれより金額は

1.4〜1.9倍高く，おおむね子どもの年齢とともに

増えている。なお，母子世帯においても，

2000〜2001年で約37％〜44％，2003年以降は約

4〜11％の世帯で父親の所得の情報があるので分

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1100

表4 結果（子どもがいる世帯の貧困のロジット分析）

ロジット（限界効果報告）：子どものいる世帯の貧困

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8）

2000 2001 2003 2004 2007 2010 2012 2013

dy/ dx dy/ dx dy/ dx dy/ dx dy/ dx dy/ dx dy/ dx dy/ dx

母子世帯（*） 0.146*** 0.256*** 0.415*** 0.355*** 0.310*** 0.317*** 0.363*** 0.283***

(0.014) (0.019) (0.019) (0.016) (0.014) (0.014) (0.014) (0.013)

母：勤め（パート・アルバイト）（*） 0.016*** 0.055*** 0.053*** 0.035*** 0.023*** 0.026*** 0.024*** 0.017***

(0.003) (0.009) (0.007) (0.005) (0.004) (0.003) (0.003) (0.002)

母：無職（仕事を探している）（*） 0.112*** 0.072*** 0.043*** 0.076*** 0.091*** 0.063***

(0.009) (0.008) (0.007) (0.009) (0.010) (0.009)

母：無職（探していない），学生（*） 0.024*** 0.019*** 0.019*** 0.031*** 0.040*** 0.043***

(0.003) (0.003) (0.003) (0.004) (0.005) (0.005)

母：無職，学生（*） 0.021*** 0.046***

(0.002) (0.004)

母：就業状況無回答（*） 0.168*** 0.133*** 0.105*** 0.060*** 0.030** 0.057*** 0.041* 0.090**

(0.024) (0.024) (0.033) (0.020) (0.015) (0.022) (0.025) (0.042)

子どもの数 0.026*** 0.052*** 0.051*** 0.051*** 0.040*** 0.033*** 0.029*** 0.026***

(0.001) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)

祖父母との同居（*） 0.012*** 0.033*** 0.027*** 0.020*** 0.019*** 0.012*** 0.009*** 0.009***

(0.002) (0.004) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.002)

そのほかの家族員との同居（*） 0.004 0.023*** 0.018*** 0.017*** 0.008* 0.010** -0.002 0.000

(0.003) (0.005) (0.005) (0.005) (0.004) (0.005) (0.004) (0.004)

出産時の年齢：10代（*） 0.226*** 0.220*** 0.166*** 0.130*** 0.041*** 0.021** 0.003 0.002

(0.021) (0.020) (0.021) (0.019) (0.012) (0.010) (0.007) (0.006)

出産時の年齢：20代（*） 0.021*** 0.046*** 0.039*** 0.031*** 0.019*** 0.006*** 0.001 0.000

(0.002) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.002) (0.002)

出産時の年齢：40代（*） 0.006* 0.007 0.009 0.015** 0.030*** 0.037*** 0.049*** 0.037***

(0.004) (0.007) (0.006) (0.007) (0.008) (0.008) (0.009) (0.008)

学歴：中学卒（*） 0.154*** 0.263*** 0.201*** 0.173*** 0.192*** 0.160*** 0.189*** 0.160***

(0.018) (0.023) (0.024) (0.023) (0.026) (0.025) (0.028) (0.026)

学歴：高校卒（*） 0.046*** 0.104*** 0.098*** 0.080*** 0.065*** 0.058*** 0.055*** 0.047***

(0.003) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.004) (0.004)

学歴：短大卒（*） 0.025*** 0.059*** 0.064*** 0.054*** 0.037*** 0.033*** 0.032*** 0.024***

(0.003) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.003)

子どもの性別（*） -0.001 0.002 -0.001 -0.002 -0.001 0.000 0.002 0.004**

(0.001) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)

観測値 40,192 38,839 36,602 35,092 31,539 28,356 26,966 26,647

尤度比のχ2(15)，(1)と(3)はχ2(14) 3,337.13 4,416.93 4,595.03 4,089.50 3,308.69 3,125.25 3,532.66 2,777.48

Prob > chi2 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

擬似R2 0.1945 0.1654 0.1942 0.1843 0.1917 0.2144 0.2592 0.2302

Log likelihood -6,909.9219 -11,140.1600 -9,534.6748 -9,051.8608 -6,975.3268 -5,725.1074 -5,048.3860 -4,643.2364

注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）より筆者ら作成。括弧内は標準誤差。（*）dy/ dxは，0から1へのダミー変数の離散の変化に

対するもの。*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1。母親の無職について，2000年と2003年に関しては，仕事を探しているか，いないかが尋ね

られていないので，母親無職という変数を入れている。
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析に加えている。

2 子どものいる世帯の貧困のロジット分析

各期の子どもがいる世帯の貧困についてのロ

ジット分析の結果を示す。表4には，限界効果が

報告されている。2000年から2013年まで8つの期

の推定すべてにおいて，母子世帯の係数が正で有

意であった。つまり，子ども期を通じて，世帯に

父親がいない場合は，そうでない場合に比べて，

子どもがいる世帯が貧困状態にある比率が14.6％

から41.5％ポイント高いということである。つぎ

に，母親の就業に関しては，8つの期の推定すべて

において，母親のパート・アルバイトでの勤め，

無職で仕事を探している，無職で仕事を探してい

ないか学生（2000年と2003年の推定では無職か学

生）の係数はどれも，正で有意であった（ベース

カテゴリーは母親の常勤での勤め）。特に，子ど

も期を通して，母親が無職で仕事を探している場

合は，常勤で勤めている場合に比べて，子どもが

いる世帯が貧困状態にある比率が 4.3％から

11.2％ポイント高いということである。

世帯の規模に関しては，子どもの人数，祖父母

との同居，ほかの家族員との同居は，どれも正で

有意であった。つまり，世帯に子どもの人数が一

人増えると，また，祖父母と同居をすると，ほか

の家族員と同居をすると，子どもがいる世帯が貧

困状態にある比率がそれぞれ2.6から5.1％ポイン

ト，0.9から3.3％ポイント，0.8から2.3％ポイント

だけ高いということである。

出産時の年齢に関しては10代での出産が，学歴

に関しては中学卒が，それぞれ子どもがいる世帯

が貧困状態にある比率が最も高い。

子どもがいる世帯の貧困についてのパネル分析

の結果を表5に示す。母子世帯の係数が正で有意

であった。つまり，世帯に父親がいない場合は，

そうでない場合に比べて，子どもがいる世帯が貧

困状態にある比率が6.7％ポイント高いというこ

とである。つぎに，母親の就業に関しては，母親

の常勤での勤めが負で，パート・アルバイトでの

勤め，無職で仕事を探している，無職で仕事を探

していないか学生は，どれも正で有意であった。

世帯の規模に関しては，子どもの人数，祖父母と

の同居，ほかの家族員との同居は，どれも正で有

意であった。ハウスマン検定では固定効果モデル

が選択される。
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表5 結果（子どもがいる世帯の貧困のパネル分析）

ロジット（限界効果報告）：

子どものいる世帯の貧困

（1） （2）

固定効果モデル ランダム効果モデル

dy/ dx dy/ dx

母子世帯 0.067*** 0.249***

(0.005) (0.010)

母：勤め（常勤） -0.036*** -0.0105***

(0.005) (0.001)

母：無職，学生 0.024*** 0.0013**

(0.003) (0.001)

母：就業状況無回答 0.015** 0.0071***

(0.007) (0.003)

祖父母との同居 0.012*** 0.0097***

(0.003) (0.001)

そのほかの家族員との同居 0.010** 0.0119***

(0.004) (0.001)

子どもの数 0.059*** 0.0161***

(0.003) (0.001)

年ダミー（2001年） 0.042*** 0.0246***

(0.003) (0.001)

年ダミー（2004年) 0.024*** 0.0098***

(0.002) (0.001)

年ダミー（2010年） -0.017 -0.0046***

(0.004) (0.001)

年ダミー（2013年） -0.038*** -0.0083***

(0.005) (0.001)

/ lnsig2u 1.479

(0.0274)

sigma_u 2.095

(0.0287)

rho 0.572

(0.0067)

Number of obs 27,663 160,473

Number of id 6,634 41,952

LR chi2 (11) 1983.99

Wald chi2 (11) 6652.30

Prob > chi2 0.0000 0.0000

Log likelihood -9196.6477 -35910.9800

Hausman検定 chi2(11) = 12201.61

（ランダムvs固定） Prob>chi2 = 0.0000

括弧内は標準誤差。

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1。
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3 子どものいる世帯の持続的な貧困のロジッ

ト分析

最後に，子どものいる世帯の貧困が持続的（3期

以上の貧困）かどうかのロジット分析の結果を表

6に示している。まず，列（1）の全サンプルを

使った分析では，母子世帯の係数が正で有意で

あった。つまり，1期でも世帯に父親がいない場

合は，そうでない場合に比べて，子どもがいる世

帯が持続的な貧困状態にある比率が9.0％ポイン

トだけ高いということである。

母親の就業に関しては3期以上該当のカテゴ

リーに当てはまるかどうかを見ているが，母親の

常勤での勤めの係数は有意ではなく，パート・ア

ルバイトでの勤め，無職で仕事を探している，無

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1102

表6 結果（持続的貧困のロジット分析）

ロジット：持続的貧困

（1） （2）

unbalanced balanced

dy/ dx dy/ dx

変数

母子世帯（+） 0.090*** 0.058***

(0.006) (0.006)

母：勤め（常勤）（++） 0.002 0.010***

(0.002) (0.004)

母：勤め（パート・アルバイト）（++） 0.017*** 0.025***

(0.003) (0.005)

母：無職（探していない），学生（++） 0.007*** 0.005*

(0.002) (0.003)

母：無職（仕事を探している）（++） 0.035*** 0.087***

(0.012) (0.026)

母：就業状況無回答（++） 0.017*** 0.006

(0.005) (0.005)

祖父母との同居（++） 0.006*** 0.006***

(0.002) (0.002)

そのほかの家族員との同居（++） 0.005** 0.009***

(0.002) (0.003)

子どもの数の最大値 0.013*** 0.012***

(0.001) (0.001)

学歴：中学卒 0.062*** 0.038***

(0.014) (0.014)

学歴：高校卒 0.024*** 0.019***

(0.003) (0.004)

学歴：短大卒 0.013*** 0.013***

(0.002) (0.003)

出産時の年齢：10代 0.004 -0.004

(0.004) (0.004)

出産時の年齢：20代 0.001 -0.003*

(0.001) (0.002)

出産時の年齢：40代 0.010** 0.016**

(0.004) (0.007)

子どもの性別 -0.001 -0.001

(0.001) (0.002)

観測数 25,890 12,060

注：21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）より筆者ら作成。括弧内は標準誤差。（*）dy/ dxは，0から1への

ダミー変数の離散の変化に対するもの。*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1。
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職で仕事を探していないか学生の係数が正で有意

であった。つまり，5期のうち3期以上において，

パート・アルバイトで勤めているか，無職で仕事

を探しているか，無職で仕事を探していないか学

生である場合は，そうでない場合に比べて，子ど

もがいる世帯が持続的な貧困状態にある比率が，

それぞれ1.7％ポイント，0.7％ポイント，3.5％ポ

イントだけ高いということである。

世帯の規模に関しては，子どもの人数，祖父母

との同居，ほかの家族員との同居は，どれも正で

有意であった。つまり，世帯に子どもの人数が一

人増えると，また，祖父母と同居をすると，ほか

の家族員と同居をすると，子どもがいる世帯が3

期以上の貧困になる比率がそれぞれ1.3％ポイン

ト，0.6％ポイント，0.5％ポイントだけ高いとい

うことである。

出産時の年齢に関しては40代での出産が，学歴

に関しては中学卒が，それぞれ子どもがいる世帯

が持続的な貧困になる比率が最も高い。

Ⅵ 結論

本論文の分析の結果から，「21世紀出生児縦断

調査（平成13年出生児）」における，子どものいる

世帯の貧困の持続性について，以下のことが分

かった。

クロスセクションで見た場合，子どものいる世

帯は全期間の平均では8.1％の子どもが貧困状態

にある。動態的にみると，子どもがいる世帯が貧

困状態にある割合は，子どもの誕生とともに

10.9％まで上昇するが，その後は2013年の6.0％ま

で低下していく（図3（a））というように貧困状態

は子ども期においてコブ状の形をしている。次

に，子どものいる世帯の貧困が持続的なのかを見

るため，貧困状態にある期間を調べた。すると，

5つの期のうち1期以上貧困を経験する子どもは，

5人に1人ということであり，3期以上の持続的貧

困の状態にある子どもは，3.3％であった（表3）。

上記の結果を，海外の子どもの貧困の持続性と

比較する。Lindquist & Lindquist（2012）は，1987

年から1991年に生まれたスウェーデンの子どもの

貧困の動態的側面を調べている。14年の分析期間

中における7年以上の貧困経験を持続的貧困と定

義しており，5人に1人の子どもが1回以上の貧困

を経験し，持続的貧困は2％だけであると報告し

ている。したがって，本分析では調査が3年間隔

であるのに対し，Lindquist & Lindquist（2012）は

毎年であることに注意は必要であるが，本分析の

結果は，日本の子どもの貧困は，スウェーデンよ

りも若干ではあるが持続的であるといえる。

日本の子どもの貧困の持続性を分析したもの

は，筆者らの知る限り存在していないので，子ど

も以外の日本の貧困の持続性を扱った分析と比較

する。「消費生活に関するパネル調査」を用いた

濱本（2005）は，1994年から2002年の追跡期間に

おいて，333人の女性が属する世帯の31.8％が少

なくとも1回は貧困を経験しており，9回すべてで

継続して貧困である世帯も1.5％いると報告され

ている。また，濱本（2005）の図3-2からは，貧困

回数が追跡期間の半数の5回以上である世帯が9％

いることが読み取れる。したがって，生活保護制

度における最低生活費の1.2倍を各世帯の貧困の

基準として利用しているため比較には留保が必要

ではあるものの，本研究における子どもの貧困

は，日本の女性の貧困ほどは持続的ではないとい

える。そのほかの日本の貧困の持続性を調べた論

文には以下がある。全国の高齢者を対象とした縦

断調査データを用いた原田ら（2001）は，22.9％

の高齢者が恒常的な貧困固定層であると結論付

け，全国を対象とした慶應義塾家計パネル調査を

用いた石井・山田（2007）では3期間中に1〜2回貧

困を経験したことがある人の割合が16％，継続的

に貧困を経験したものは5％であったと報告して

いる。とはいえ，どちらの研究も3時点の動態的

側面と短いことから，本分析の結果と比較するこ

とは難しい。

どのような子どものいる世帯が持続的貧困にあ

るかを調べた本論文のロジット分析からは，母子

世帯の場合，そうでない場合に比べて，子どもが

いる世帯が貧困状態にある比率が14.6％から

41.5％ポイント高く（表4），持続的な貧困状態に

ある比率が9.0％ポイント高い（表5）ということ

子どものいる世帯の貧困の持続性の検証 103



01-07_社会保障研究_【暮石・若林】_4K.smd  Page 15 17/06/20 09:42  v3.40

がわかった。クロスセクションの分析において

も，母子世帯は，平均で41.3％の子どもが貧困状

態にあり，子どもの出産とともに貧困状態にある

割合は高くなり，その後下がっていくというパ

ターンをたどるとはいえ，貧困の水準は高い（図

3（b））。また，60％弱の子どもが貧困を1期以上経

験しており，13.5％の子どもが持続的な貧困状態

にあることから（表3），母子世帯のほうが，二人

親世帯よりも貧困に苦しんでいるといえるであろ

う。

世帯の規模に関しては，子どもの人数が多い場

合や祖父母やほかの家族員と同居している場合

は，そうでない場合よりも，子どもがいる世帯が

貧困状態や持続的な貧困状態にある比率が高かっ

た。世帯規模が大きいほど貧困状態にある比率が

高い理由としては，子どもが多いほど，等価尺度

により補正はされるものの，一人当たりの収入は

小さくなることがある。また，養育が必要な子ど

もや介護を必要とする高齢者が多くいることで，

働きに出ることが難しくなっているのかもしれな

い。

本研究では，貧困の基準に国民生活基礎調査に

よる貧困線をもちいたが，今後はほかの基準をも

ちいて調べることも必要である。濱本（2005）は，

各世帯の構成や世帯員の年齢，所在地域などに応

じて，母子加算，児童養育加算，妊婦加算，産婦

加算や教育扶助や住宅扶助，基礎控除，勤労控除

をあてはめて得られた，生活保護制度における最

低生活費の1.2倍を利用している。貧困とされる

厚生水準の設定にはさまざまなバリエーションが

あるため，今後は異なる貧困基準を使った研究を

試みる必要がある。

さらに，より精緻な統計的手法を用いて分析す

る必要がある。駒村（2007）が述べるように，本

論文で用いた離散選択モデルのほかにも，ハザー

ド関数モデルやマルコフ推移モデルを用いること

が考えられる。例えば，Arranz and Cantó（2012）

は，スペインの縦断データを用い，multi-state

multi-spell hazardモデルで推定を行い，貧困の動

態に対して，貧困の再発（poverty recurrence）が

影響を与えていることを示している。また，

Cappellari and Jenkins（2004）は，低所得の推移の

決定要因を1階のマルコフ過程モデルを用いて調

べている。今後は，これらのモデルを用いて日本

の子どもの貧困の動態を明らかにする必要があ

る。
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Investigation into Chronic Poverty of Households with Children

Wataru KUREISHI＊1 and Midori WAKABAYASHI＊2

Abstract

This paper investigates how chronic the poverty of households with children in Japan is, using

Longitudinal Survey of Newborns in the 21st Century (2001 Cohort).

During five periods with three year internal (year 2001, 2004, 2007, 2010, 2013), one in five children

suffers from poverty one period or more and 3.3％of the children suffer from chronic poverty three periods or

more. Our logit analysis for examining which households with children are more likely to be in chronic poverty

shows that single mother households are 14.6-41.5％points more likely to be in poverty and 9.0％points in

chronic poverty, compared to two parents households. Moreover, a little less than 60％of single mother

households suffer from poverty one period or more and 13.5％are in chronic poverty. These imply that single

mother households suffer from poverty more than other types of households.

Keywords：poverty among households with children, chronic poverty, temporal poverty, single mother

households
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Ⅰ 遺族年金の男女で異なる支給開始年齢の定め

遺族年金は，国民年金法に定める遺族基礎年

金，厚生年金保険法に定める遺族厚生年金，労働

者災害補償保険法に定める遺族給付の一部，国家

公務員災害補償法，地方公務員災害補償法の遺族

年金をいう。このうち，遺族基礎年金は，制度創

設当初は「母子年金」という名称で，夫をなくし

た母子家庭を対象とした給付として導入された。

それは，一家の中心となって働く夫が死亡した場

合に，自ら生計を維持できない妻に対し，一定の

所得を保障する必要があったためである。すなわ

ち母子年金は，夫が一家の中心となる稼ぎ手であ

るということと，夫に先立たれた妻が子を抱えな

がら労働して所得を得ることは困難であることを

前提としている（堀（2017）pp.475-476）。これに

対し，父子家庭は給付の対象から除外されていた

が，近年では労働を取り巻く状況が変化し，父子

家庭でも就業が不安定で所得が高くない者もいる

ことから，平成24（2016）年改正によって夫も遺

族基礎年金の対象者とされるようになった。

他方，昭和29（1954）年に旧厚生年金保険法を

全面改正して定めたれた（新）厚生年金保険法で

は，遺族に該当する妻については40歳以上である

こと（ただし55歳までは支給停止）とし，遺族に

該当する夫については60歳以上であることとして

いた。なお，妻については55歳未満であっても，

18歳未満の子あるいは一定の障害の程度にある子

と生計を同じくしている場合，あるいは妻自身が

一定程度の障害を負っている場合には，遺族に該

当するとされていたが，その後の改正により，遺

族厚生年金の受給権者たる妻については，ほかの

被用者制度と併せるかたちで年齢要件が撤廃さ

れ，夫を亡くした妻と妻を亡くした夫との受給要

件における差は拡大した。

このように，夫を亡くした妻に有利な受給要件

を定めているのは，女性の雇用機会や雇用条件が

男性と比べて劣っているという雇用の実態を考慮

したものであると考えられる（堀（2017）pp.483-

484）。

しかしながら，遺族年金につき男女で異なる支

給開始年齢が定められていることについては，そ

の合憲性が問題となる。そのうち，遺族基礎年金

については，先に述べたように，受給権者は妻と

子に限られていたが，妻を亡くした父子家庭に遺

族基礎年金が支払われない（子に対する遺族基礎

年金は生計を同じくするその子の父があるときは

支給停止される（国年41条2項））ことが問題視さ

れ，平成24（2012）年改正（年金機能強化法）に

よって夫も受給権者に含めることとされた。

これに対して，被用者年金各法，労災，公務災

害等の災害補償各法では，遺族年金につき，依然

として男女で異なる支給要件が定められている。

この点について，最近の最高裁判決（最判平成29

年3月21日）は，「男女間における生産年齢人口に

占める労働力人口の割合の違い，平均的な賃金額

の格差および一般的な雇用形態の違い等からうか

がえる妻の置かれている社会的状況に鑑み，妻に

ついて一定の年齢に達していることを受給の要件

としないことは，上告人に対する不支給処分が行

われた当時においても合理的な理由を欠くものと

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部第4室長
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いうことはできない」とし，地方公務員災害補償

制度上の遺族補償年金の男女で異なる支給要件の

定めにつき合憲とした。この判決により，被用者

年金各法，労災，公務災害等の災害補償各法にお

ける，遺族年金の男女で異なる支給要件について

は現在のところ違憲ではないと評価される。ただ

し，妻の置かれている社会状況に結論が左右され

うることは最高裁も認めていると考えられるた

め，社会経済状況の変動に伴い，あらためて男女

で異なる支給開始年齢の是非について検討する余

地は残されている。

Ⅱ 配偶者の生計維持要件

次に，厚生年金の遺族厚生年金の受給要件であ

る生計維持要件について検討する。厚生年金保険

法59条1項は，遺族厚生年金を受けることができ

る遺族について，被保険者の死亡当時，「その者に

よつて生計を維持したもの」であることを要件と

し，同条4項の委任規定を受けて，厚年法施行令3

条の10は，生計維持要件を満たす配偶者につい

て，被保険者の死亡の当時その者と生計を同じく

していた者であって厚生労働大臣の定める金額以

上の収入を将来にわたって有すると認められる者

以外のもの（以下「施行令3条の10前段」という。）

そのほかこれに準ずる者として厚生労働大臣の定

める者（以下「施行令3条の10後段」という。）と

規定している。

他方，厚生労働省年金局長は，日本年金機構理

事長宛に，「生計維持関係等の認定基準及び認定

の取扱いについて」（平成23年年発0323第1号）（以

下「本件認定基準」という。）により生計維持要件

の認定の取扱うべき旨の通知を発出している。本

件認定基準の内容をみると，同認定基準3は，「ア

住民票上同一世帯に属しているとき」，「イ 住民

票上世帯を異にしているが，住所が住民票上同一

であるとき」，「ウ 住所が住民票上異なっている

が，（ア）現に起居を共にし，消費生活上の家計を

一つにしていると認められるとき，又は（イ）単

身赴任，就学又は病気療養等の止むを得ない事情

により，住所が住民票上異なっているものの，生

活費，療養費等の経済的な援助が行われているこ

とや，定期的に音信，訪問が行われていることと

いった事実が認められ，上記の事情が消滅したと

きには，起居を共にし，消費生活上の家計を一つ

にすると認められるとき」，という3類型を挙げ，

これらのいずれかに該当するときは，施行令3条

の10前段にいう「生計を同じくしていた者」に該

当するものとする旨定めている（生計同一要件）。

厚生労働大臣の定める金額とは年額850万円であ

り，これ以上の収入を将来にわたって有すると認

められる者以外の者とは，①前年の収入が年額

850万円未満である者，②前年の所得が年額655.5

万円未満である者，③定年退職等の事情により近

い将来（おおむね5年以内）収入が年額850万円未

満または所得が年額655.5万円未満となると認め

られる者とされている。年収850万円（年所得

655.5万円）という基準は，所得分位の上位10％に

当たる者の推計年収をもって設定されている。生

計維持要件は，遺族基礎年金の権利発生要件であ

ることから，社会通念上著しく高額の収入を有し

ている者以外は生計が維持されていたものとし

て，広く遺族年金の支給対象とする考えによる。

また，同認定基準1（1）ただし書は，このような

定めにより生計維持関係の認定を行うことが実態

と著しく懸け離れたものとなり，社会通念上妥当

性を欠くことになる場合は，例外的な取扱いをす

る旨定めている（例外条項）。

要するに，遺族年金の支給要件として，被保険

者又は被保険者であった者の死亡の当時，その者

によって生計を維持していたことを要するという

意味で，生計維持要件を充足しなければならず，

これは配偶者であっても同様である。後述の社会

保障判例研究で取り上げる事例は，この点につい

て争われた事例であり，法律上の配偶者が別居状

態にあって音信不通の状態であったとしても被保

険者の残置していった夫婦共有財産に依存して生

活を営んでいれば，生計維持要件を充足しており

遺族厚生年金の受給者として認められると判断さ

れたものである。

他方で，こうした法的紛争の場面とは異なり，

主として制度論の場面で，生計維持要件が問題と

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1108
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なっている（菊池（2016），pp.360-364）。つまり，

遺族年金の支給開始時における上記の収入・所得

制限が高すぎるという指摘である（社会保障審議

会年金部会（2014b），p.5）。しかしながら，もとも

と上記の収入・所得制限の趣旨は，遺族年金が，

主たる生計維持者の死亡による遺族への生活保障

の必要性に着目して設けられた仕組みであること

から，生活保障の必要性が低い者に対してまで給

付する理由はないという考え方から設けられたも

のであり，裁判例もこうした基準を適法と解して

きた。また，収入・所得制限が支給開始時のみに

判断される点については，生計維持要件は，保険

事故発生時に受給権が発生するかを判断するため

の要件（権利発生要件）であり，受給権が発生し

なかった場合は，たとえその後収入が下がって

も，支給停止の解除と異なり，支給が開始される

ことがない性質のものであるとされ，政府の説明

によれば，こうした法的性格から，通常の所得制

限による支給停止と同様の考え方は採ることがで

きず，社会通念上著しく高額の収入があるもの，

すなわち通常の所得分類の最高位に該当する者と

いうことで被用者年金の上限10％にあたる年収を

基準として採用したとされている〔社会保障審議

会年金部会（2014b），p.5〕1)。この点につき，従来

の社会保障審議会年金部会における議論として，

2003（平成15）年の意見書「年金制度改正に関す

る意見」では，「生計維持要件の850万円について

は，高すぎるとの指摘があった」としながらも，

「この要件は，死亡時点において判断するもので

あり，将来の収入を見通すことは困難であること

から，広く受給権が発生するよう設定されている

ものであることも考慮して検討していくべきであ

る。なお，基準以上の収入が見込まれ受給権が発

生しなかった遺族は，その後予測できない収入の

変化があった場合でも遺族年金の支給を受けるこ

とができないことについても，併せて検討すべき

である」〔社会保障審議会年金部会（2003）〕と述

べ，改正に対し消極的である。

生計維持要件が権利発生要件であることからす

れば，遺族にある程度の収入があっても，生計維

持関係の存在を認めるのは合理的である。ただ

し，子の扶養に対する配慮（扶養子を含めた従前

生活の一定水準の確保）は必要と思われるもの

の，遺された配偶者が自らの収入で自身の平均的

水準の生活を賄えるのであれば，併せて遺族年金

を支給し続ける必要性は高くないと言わざるを得

ない。一定期間経過後の遺族の所得水準低下のリ

スクは，当該遺族自身の生活保障リスクとして独

自に対応すべきであろう。遺族年金に，拠出と給

付の直接的なけん連性が認められず，拠出に基づ

く給付という意味での権利性が相対的に弱いこと

からすれば，生計維持要件，とりわけ収入・所得

による制限について，その水準を検討すべきであ

ろう。
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Ⅰ 事実の概要

1 （1） A（男性，昭和14年生）は，昭和37年4

月14日，X（女性，昭和9年生）と婚姻し，長男B

（昭和38年生）および二男C（昭和42年生）をもう

けた。Xは，Aと婚姻した後，死亡時まで専業主婦

であった。

Aは，上記勤務地で稼働していた昭和55年頃か

ら，D（昭和25年生，女性）と知り合い，親しく交

際するようになり，平成元年に転勤に伴い石川県

P市に単身赴任した頃からDと不貞行為に及んで

いた。

（2） Aは，平成5年に転勤となり，単身赴任は解

消され，川崎市のA名義の自宅（以下「自宅」とい

う。）で家族と同居するようになった。その後，A

は，平成10年からは別の会社に勤め始めたが，D

との不貞関係を続けていた。

Aは，平成17年にさらに別の会社に転籍となっ

た（なお，Aは，平成24年3月頃に同社を退職した）

が，その後胆管癌が見つかり，平成21年9月17日か

ら平成22年2月9日まで入院した。Xは，Aの入院

中，前記の公団住宅を訪れ，Aの実印，パスポー

ト，不動産の権利証，年金証書，同人名義の通帳

および保険証券等を持ち帰った。その際，Xは，A

がDと不貞関係を続けていることを認識した。

（3） Aは，退院後自宅に戻ったが，平成22年7月

21日，Xに対して「出て行くから」などと述べ，衣

類等も持たずに自宅を出て（本件別居），石川県P

市のアパート（以下「P市のアパート」という。）

203号室に移り住み，住民票も移動したが，同ア

パートの1階にはDが居住しており，やがてDと同

居するようになった。

Xは，本件別居の直前頃の時期には，Aの企業年

金（2か月で41万円程度），X自身の老齢基礎年金，

Aから不定期に渡される金員等により生活をして

いたが，Aは，本件別居の際，自身の企業年金の振

込口座を変更し，自己名義の口座をすべて解約し

た。また，Aは，本件別居後，自宅に荷物を取りに

戻ることはなく，本件別居時から死亡時に至るま

で，Xに対して送金や仕送り等を一切しなかった。

Xは，本件別居後，弁護士や親族を通じないでAと

直接の話合いをしたことはなかった。

Xは，本件別居当時，現金300万円ないし500万

円程度，X名義の預貯金として合計約340万円およ

び保険証券（平成24年11月5日時点の評価額の合

計約438万円）を保管していた。そして，Xは，本

件別居後も，自宅において居住を継続し，生活費

として，自身の老齢基礎年金（2カ月で13万円程

度）のほか，上記の現金や預貯金を使用していた。

（4） Xは，平成22年9月，横浜地方裁判所川崎支

部に対して，AおよびDを被告として，不法行為

（不貞行為及び悪意の遺棄）に基づく損害賠償請

求訴訟（以下「別件損害賠償請求訴訟」という。）

を提起した。

この頃，XとAは，代理人弁護士を通じて，婚姻

＊ 国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部第4室長
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関係の調整等に関して協議を行い，Xの提案に係

る合意書案が作成されたが，Aはこれに合意しな

かった。また，上記の協議において，AがXに対し

て，A名義となっている財産の使途について説明

を求めたり，あるいはXがAの公団住宅から持ち

出した物品等の返還を求めたりしたが，Xは，こ

の返還要求に応じなかった。

Aは，平成22年11月25日，一切の財産をDに遺贈

する旨の遺言公正証書を作成した。なお，当該公

正証書遺言については，X，BおよびCがD等に対

して当該遺言の無効確認等を求めて提起した訴訟

において，平成27年2月25日，当該遺言の無効を確

認すること等を内容とする和解が成立している。

その後，Xは，Aが石川県P市所在の病院に入院

していることを知り，平成24年6月15日，同病院を

訪れ，Aとの面会を申し入れたが，面会をするこ

とができず，また，Aの病状を尋ねたが，説明を受

けることはできなかった。

平成24年6月，Xは，Aを相手方として，横浜家

庭裁判所川崎支部に対し，夫婦関係（離婚等）調

停の申立て（本件調停申立て）をし，離婚，財産

分与，慰謝料の支払および年金分割を求めた。

（5） Aは，平成24年7月7日，死亡した（このとき

Aは，厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）

上の被保険者であった者（老齢厚生年金の受給権

者）であった）。この当時，Aの住民票上の住所は

P市のアパート203号室にあり，Xの住民票上の住

所とは異なっていた。Dは，同居者としてAの死

亡届を提出し，また，その喪主としてAの葬儀を

行った。Xは，Aの葬儀が終了した後，Aの遺言執

行者から，Aが死亡したこと等を知らされた。

Xは，Aの死亡後，別件損害賠償請求訴訟におい

て，Aに対する請求を取り下げた。同訴訟につき，

横浜地方裁判所川崎支部は，平成25年7月29日，X

のDに対する請求につき，損害賠償金550万円（慰

謝料500万円，弁護士費用50万円の合計額）および

これに対する遅延損害金の支払を認容（一部認

容）する判決を言い渡した。同判決においては，

AとDが不貞行為に及び，Aが本件別居によりDと

生活を始め，Xとの同居協力義務を拒絶するに

至ったものであり，Xに対する悪意の遺棄が認め

られ，Dはこれに協力，加功したことが認められ

るなどの認定判断がされていた。

2 Xは，平成24年8月14日（受付日），処分行政

庁（厚生労働大臣）に対し，Aの死亡当時，Aに

よって生計を維持していた配偶者であるとして，

遺族厚生年金の裁定請求をした（以下「本件裁定

請求」という）。これに対し，処分行政庁は，平成

25年3月6日付けで，Xに対し，XがAの死亡当時に

おいてAによって生計を維持されていたとは認め

られないとして，遺族厚生年金を支給しない旨の

決定（以下「本件不支給処分」という。）をした。

本件不支給処分に対する審査請求および再審査

請求がいずれも棄却されたため，Xは，平成26年

10月10日，本件不支給処分の取消しと支給裁定の

義務付けを求めて提訴した。

3 なお，厚年法59条1項は，遺族厚生年金を受

けることができる遺族について，被保険者の死亡

当時，「その者によつて生計を維持したもの」であ

ることを要件とし，同条4項の委任規定を受けて，

厚年法施行令3条の10は，生計維持要件を満たす

配偶者について，被保険者の死亡の当時その者と

生計を同じくしていた者であって厚生労働大臣の

定める金額以上の収入を将来にわたって有すると

認められる者以外のもの（以下「施行令3条の10前

段」という。）そのほかこれに準ずる者として厚生

労働大臣の定める者（以下「施行令3条の10後段」

という。）と規定している。

他方，厚生労働省年金局長は，日本年金機構理

事長宛に，「生計維持関係等の認定基準及び認定

の取扱いについて」（平成23年年発0323第1号）（以

下「本件認定基準」という。）により生計維持要件

の認定の取扱うべき旨の通知を発出している。本

件認定基準の内容は以下の通りである。

1 総論

（1） 生計維持認定対象者

次に掲げる者（以下「生計維持認定対象者」と

いう。）に係る生計維持関係の認定については，2

の生計維持関係等の認定日において，3の生計同

一要件および4の収入要件を満たす場合（中略）に

受給権者又は死亡した被保険者若しくは被保険者
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であった者と生計維持関係があるものと認定する

ものとする。

ただし，これにより生計維持関係の認定を行う

ことが実態と著しく懸け離れたものとなり，か

つ，社会通念上妥当性を欠くこととなる場合に

は，この限りでない。

①〜⑦（略）

⑧遺族厚生年金（昭和60年改正法による改正後

の厚生年金保険法による特例遺族年金を含む。）

の受給権者

⑨（略）

（2）（略）

2 生計維持関係等の認定日

（1） 認定日の確認

生計維持認定対象者および生計同一認定対象者

に係る生計維持関係等の認定を行うに当たって

は，次に掲げる生計維持関係等の認定を行う時点

（以下「認定日」という。）を確認した上で，認定

日において生計維持関係等の認定を行うものとす

る。

①受給権発生日

②〜④（略）

（2）（略）

3 生計同一に関する認定要件

（1） 認定の要件

生計維持認定対象者および生計同一認定対象者

に係る生計同一関係の認定に当たっては，次に該

当する者は生計を同じくしていた者又は生計を同

じくする者に該当するものとする。

①生計維持認定対象者および生計同一認定対象

者が配偶者又は子である場合

ア 住民票上同一世帯に属しているとき

イ 住民票上世帯を異にしているが，住所が住

民票上同一であるとき

ウ 住所が住民票上異なっているが，次のいず

れかに該当するとき

（ア）現に起居を共にし，かつ，消費生活上の

家計を一つにしていると認められるとき

（イ）単身赴任，就学又は病気療養等の止むを

得ない事情により住所が住民票上異なってい

るが，次のような事実が認められ，その事情

が消滅したときは，起居を共にし，消費生活

上の家計を一つにすると認められるとき

（ア）生活費，療養費等の経済的な援助が行

われていること

（イ）定期的に音信，訪問が行われているこ

と

②（略）

（2）（略）

4〜6（略）

4 争点

本件における争点は，Aの死亡当時，XがAに

よって生計を維持していたといえるか否か（厚年

法59条1項。以下「生計維持要件」という。）であ

り，具体的には，（ⅰ）本件につき本件認定基準3

「生計同一に関する認定要件」の（1）「認定の要

件」①（以下「生計同一要件」という。）を適用す

べきか否か，（ⅱ）本件は生計同一要件を充足する

か否か，（ⅲ）本件は本件認定基準1（1）ただし書

（以下「例外条項」という。）に該当するか否かで

ある。

Ⅱ 判旨

請求認容

1 「本件認定基準の定めは，被保険者によって

生計を維持していた遺族の生活を保障するという

遺族給付の目的並びに厚年法59条および厚年法施

行令3条の10の規定の内容に沿うものであり，合

理的なものということができる。そして，上記の

例外条項は，本件認定基準の定める生計同一要件

に該当するとはいえない場合であっても，被保険

者の死亡当時，被保険者に経済的に依存しなけれ

ば生計維持に支障を来していたであろうという関

係が認められるような事案において，適用される

ことが予定されているものと解される。」

「また，厚年法59条1項および4項の規定を受け

て設けられた施行令3条の10前段の規定は，被保

険者の死亡当時，同居等により被保険者と生計を
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同じくしていた配偶者であれば，原則として被保

険者により生計を維持していたものと推認される

から，当該配偶者が例外的な高収入を自ら得てい

ると認められる場合を除き，それだけで生計維持

要件を満たすことを定めたものと解され，施行令

3条の10後段の規定は，前段の規定に該当しない

場合であっても，配偶者において，被保険者に経

済的に依存しなければその生計の維持に支障を来

していたであろうという関係にあるときには，生

計維持要件を満たし得ることを念頭において定め

られたものと解される。

以上のような解釈に照らすと，本件認定基準

が，法律上の婚姻と事実婚とを区別することな

く，上記のような生計同一要件とその例外条項を

置いたことには，合理性があるということができ

る。」

2 生計同一要件（本件認定基準3（1）①）該当

性について

（1） Xは，Aの死亡当時において，その住民票上，

Aと同一世帯に属しておらず，住所も同一でなく，

また，現に起居を共にしていたものとは認められ

ず，生計同一要件のア，イおよびウ（ア）のいず

れにも該当しない。

（2） 生計同一要件ウ（イ）の要件が設けられた趣

旨は，住所が住民票上異なっているとしても，別

居がその原因に照らして一時的なものであり，当

該原因が解消すれば同居が再開されることが予定

されているのであれば，社会通念上，生計が同一

であると評価する基礎があるといえることを考慮

したものということができる。そうすると，上記

の「止むを得ない事情により」とは，別居が一時

的なものであっていずれ解消されることが予定さ

れているような原因によるものであることをいう

ものと解すべきである。

①Aの本件別居後のDとの同居，②Xによる別件

損害賠償請求訴訟の提起，③XとAとの間の婚姻

関係の調整等についての協議，④Xによる本件調

停申立て，⑤Aによる，Xとの面会を拒絶などの各

事情に照らすと，本件別居は，AがDと生活をする

ために，Xとの同居協力義務を拒絶し，悪意の遺

棄により開始されたものと認められる。そうする

と，本件別居は，平成24年7月7日のAの死亡当時

において，一時的なものであっていずれ解消され

ることが予定されている原因によるものとみるこ

とは困難であるというほかなく，「単身赴任，就学

又は病気療養等の止むを得ない事情により住所が

住民票上異なっている」場合に当たらないという

べきである。

（3） 本件認定基準において，「例外条項は，生計

同一要件に該当するとはいえないものの，被保険

者に経済的に依存しなければ生計維持に支障を来

していたであろうという関係が認められる事案に

おいて適用されることが想定されているものと解

される。」

Aの死亡当時において，XとAの別居は一時的な

ものであるとみることができないが，他方におい

て，①Xは，まずは平成22年9月に別件損害賠償請

求訴訟を提起し，裁判所から離婚を前提とする和

解案を提示されても，直ちにこれに応じることは

なく，また，その後，本件調停申立てをしたもの

の，自宅の取扱いなど離婚給付の問題が残されて

おり，Xとしては，扶養的財産分与を含む離婚給

付の問題が包括的に解決される場合でない限り，

直ちに離婚する意思を確定的に有していたと認め

ることはできないこと，②仮にAがXに対して離

婚訴訟を提起したとしても，Aは明らかに有責配

偶者であって，別居期間は短く，また，一切の財

産をDに遺贈する旨の公正証書遺言をしており，

直ちにXに対して相応の離婚給付をする意思を有

していなかったものとうかがわれることなどの事

情からして，その離婚請求が認められるとは考え

難いことを勘案すると，XとAの婚姻関係は，Aの

死亡当時において，両名が離婚しているのと同視

すべき段階に至っていたと評価することは社会通

念上適切ではないというべきである。

Aは，本件別居後，その収入である企業年金等

をXに渡さなくなったものの，①Aは，本件別居に

際し，それまでの婚姻生活で形成された夫婦共有

財産のうち，自己名義の口座を解約したほかは，

現金，X名義の預貯金，証券等を持ち出さず，残置

していったこと，②他方，Xは，Aと婚姻後，同人
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の死亡当時までの間，専業主婦であり，その生計

はAの収入に全面的に依存しており，本件別居後

も，Xが独立して生計を立てることができるよう

な独自の収入はなかったことがそれぞれ認めら

れ，③以上の状況のもとで，Xが，本件別居後，A

に対し，婚姻費用の分担を求める法的手続に着手

しなかったのは，本件別居当時，Xが当面の生活

を維持するのに十分な夫婦共有財産を事実上管理

していたことにあることがうかがわれる。これら

の事情からすると，Aは，本件別居に際し，夫婦共

有財産である現金，X名義の預貯金，証券等を残

置し，本件別居後，Xは，その一部を費消し，生活

費に当て，また，自宅を居住のために使用してい

たのであり，この状況を客観的にみれば，Xがこ

れらの夫婦共有財産に依存してその生計を維持し

ており，かつ，これらの夫婦共有財産に依存する

ことなく，その生計を維持することは不可能で

あったということができる。

Aの死亡当時，XとAは別居しており，生計同一

要件を満たす状態にはなかったが，両名の婚姻関

係は，両名が離婚しているのと同視すべき段階に

至っていたとはいえないこと，そして，その状況

の下において，専業主婦であったXは，Aが残置し

ていった夫婦共有財産に依存して生計を維持して

おり，Aに経済的に依存しなければ生計の維持に

支障を来していたであろうという関係にあったと

いうことができることを総合勘案すると，本件に

ついては，生計同一要件により生計維持関係の認

定を行うことが実態と著しく懸け離れたものとな

り，かつ，社会通念上妥当性を欠くことになる場

合に当たるというべきである。

3 本件不支給処分の適法性について

以上によれば，Xは，A（被保険者）の死亡の当

時において，厚年法59条1項の生計維持要件を充

足していたものと認められる。したがって，この

点についての判断を誤り，生計維持要件を充足し

ないとして，Xを同項の「遺族」に該当しないもの

と認定してされた本件不支給処分は，違法であ

り，取り消されるべきものである。

Ⅲ 解説

判旨に疑問がある

1 本判決の意義

本判決は，法律上の配偶者の遺族厚生年金の受

給要件の該当性が判断された一事例である。事例

としては，いわゆる重婚的内縁関係またはそれに

類する状況であるが，本件においては，いわゆる

重婚的内縁関係の妻が遺族厚生年金の受給権者と

なりうるかという問題ではない。

本判決は，法律婚の配偶者につき，遺族厚生年

金を受給できる者の要件について，生計維持要件

の充足性のみを根拠として判断した点に特徴があ

る。また，今1つの特徴として，本件認定基準，と

りわけただし書の「生計同一要件により生計維持

関係の認定を行うことが実態と著しく懸け離れた

ものとなり，かつ，社会通念上妥当性を欠くこと

になる場合」の趣旨を具体的に解釈し，当てはめ

を行っている点にある。

2 配偶者要件と生計維持要件の関係について

遺族厚生年金を受給できる遺族は，被保険者ま

たは受給者等の配偶者，子，父母，孫又は祖父母

のうち，被保険者または受給者等が死亡した当

時，その者によって生計を維持していた者である

（厚年法59条1項）。被保険者によって生計を維持

していたこと（生計維持要件）の認定に関して必

要な事項は政令で定めるとし（同条4項），同法施

行令3条の10は，この生計維持要件を満たす者に

ついて，被保険者の死亡の当時，その者と生計を

同じくしていた者であって，厚生労働大臣の定め

る金額以上の収入を将来にわたって有すると認め

られる者以外のものそのほかこれに準ずる者とし

て厚生労働大臣の定める者と規定し，これを受け

て本件認定基準が定められている。このように，

遺族厚生年金を受給できる遺族の要件は，厚年法

59条1項に列挙する遺族に該当し，かつ，生計維持

要件を満たす者である。

他方，厚年法における配偶者は，婚姻の届出を

していないが，事実上婚姻関係と同様の事情にあ
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る者を含む（厚年法3条2項）。この文言を素直に

解釈すれば，配偶者には法律上の婚姻関係がある

者は当然に含まれる。したがって，法律上婚姻関

係にある者は，遺族年金を受給できる遺族として

の配偶者要件を満たす。

しかしながら，この場合，法律上婚姻関係にあ

る者（配偶者）と事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者（以下「事実上の配偶者」という。）の双方

が存在した場合（いわゆる重婚的内縁関係）に問

題となる。法律上の配偶者を無条件に遺族厚生年

金を受給できる遺族としての配偶者要件を満たし

ているとすると，重婚的内縁関係が存在する場合

の事実上の配偶者は，仮に生計維持要件を満たし

ていたとしても，常に遺族厚生年金を受給できる

者に該当しないからである。

この点につき，既に最高裁は，重婚的内縁関係

が存在する場合において遺族年金を受給できる配

偶者について判断基準を示している。すなわち，

最判昭和58・4・14民集37巻3号270頁は，農林漁業

団体職員共済組合の遺族給付の対象となる配偶者

とは，組合員等との関係において，互いに協力し

て社会通念上夫婦としての共同生活を現実に営ん

でいた者をいうとして，法律婚の配偶者でも事実

上の離婚状態にある場合には，遺族給付を受ける

べき配偶者に該当しないとし，最判平成17・4・21

判時1895号50頁は，そのような場合には，重婚的

内縁関係にある者が遺族給付の対象となる配偶者

となるとしている。また，これらの最高裁判決の

射程は，重婚的内縁関係が生じている場合に限ら

れるとされる1)。

このようにして，理論上は，遺族厚生年金を受

給できる配偶者たる遺族の要件は，配偶者要件お

よび生計維持要件であるが，法律婚の配偶者の場

合には，配偶者要件が問題となるのは，重婚的内

縁関係が存在している場合だけとなり，それ以外

では生計維持要件について判断すれば足りる。

ところが，法律婚の配偶者の遺族厚生年金の受

給要件が問題となった事案においては，程度の違

いはあるものの，夫が妻と別居し，妻以外の女性

と不貞行為に及んでいる場合がほとんどである

（本件も例外ではない）。このような場合に，従来

の裁判例は，法律婚の配偶者につき配偶者要件に

ついて判断し，それが肯定されれば生計維持要件

を判断していた（例えば，法律婚の配偶者の配偶

者要件，生計維持要件ともに肯定した事例として

福岡地判平成20・8・26判タ1291号82頁，配偶者要

件を満たさないとした事例として東京地判平成

18・7・11判例集未登載）。

しかしながら，近年，同様の事案において，配

偶者要件の判断に先立って，生計維持要件から判

断する裁判例が見られるようになっている。例え

ば，公刊されている裁判例でそのような判断手法

を採用した端緒とされている事例として，東京高

判平成26・3・13訟月61巻3号609頁がある。同判決

は，配偶者要件に先だって厚生年金保険法59条1

項本文そのほか関係法令等に照らし，配偶者要件

の具備が問題とされる者につき，その判断に先立

ち，遺族厚生年金の受給権者である「遺族」のも

う一つの要件である生計維持要件の具備について

判断することが許されないと解すべき理由はな

く，また，別居中の配偶者につき，配偶者要件を

満たすか否かは，生計維持要件の認定とは直接の

関係がないとした上で，配偶者要件の具備が問題

とされるものにつき，その判断に先立ち，生計維

持要件の具備について検討し，生計維持要件を満

たさないことを理由として法律婚の配偶者に遺族

厚生年金を支給しないとした処分を適法であると

判断している。その後，東京地判平成27・5・15判

例集未登載は，遺族厚生年金について，法律上の

配偶者に不支給決定をし，事実上の配偶者に対し

て支給決定をしたところ，法律上の配偶者が不支

給決定の取消を求めた事案において，「本件にお

いては，不支給処分が違法であって取り消すべき

であると認めるためには，原告が配偶者要件およ

び生計維持要件をいずれも満たしているというこ

とができなければならないところ，まず，原告が

生計維持要件を満たすか否かについて検討する」

とし，結論として生計維持要件を満たさないとし

1)大村敦志「判批」法律協会雑誌102巻11号2170頁。
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て請求を棄却している2)。

このような判断手法が現れたのは，配偶者要件

にかかる前掲最判昭和58・4・14の判断基準が抽象

的であり，そのあてはめが，具体的な事案におい

ては困難であることに起因しているものと思われ

る3)。

このような中で，本件も，配偶者要件について

判断せず，生計維持要件のみで結論を導いた事例

とも考えられる。しかしながら，法律婚の配偶者

が生計維持要件を充足してしないとの理由のみ

で，遺族厚生年金を受給できる者としての要件を

満たさないとした前記の事例は，いずれも事実上

の配偶者に遺族厚生年金の支給決定がなされてい

る事案であり，仮に法律婚の配偶者の生計維持要

件の充足性が肯定された場合，続いて配偶者要件

について検討されることになるはずである（ただ

し，生計維持要件の充足性が肯定された時点で，

法律婚の配偶者の配偶者要件が否定されることは

ないと思われる）。これに対して本件においては，

Dが遺族厚生年金の請求等をしていないと思われ

ること，また，（おそらくDが事実上の配偶者に該

当しないと考えてと推測されるが）YがXの配偶

者要件について争っていないことから，本件の判

断枠組みと結論は，それ自体は問題ない。それゆ

え本件は，生計維持要件の充足性の判断のみで法

律婚の配偶者の遺族厚生年金を受給できる者の要

件を判断し，それを否定した前記の裁判例とは事

例が異なる。

3 生計維持要件について

法律上の配偶者について，遺族厚生年金の受給

要件である生計維持要件については，従来の裁判

例の中には，本件認定基準とは別に一般論を展開

するものも見られたが4)，近年の裁判例は，本件認

定基準の合理性を肯定した上で，それに依拠して

生計維持要件を判断するものが多い。本件認定基

準の合理性を肯定する根拠については，被保険者

等によって生計を維持していた遺族の生活を保障

するという遺族給付の目的並びに厚年法59条およ

び厚年法施行令3条の10の規定の内容に沿うもの

（東京地判平成27・3・17判例集未登載，東京地判

平成26・7・25判例集未登載）などと簡潔に述べる

ものが多く，その点においては，本判旨も同様で

ある（判旨1（1））。本件認定基準につき近年の裁

判例がその合理性を肯定するのは，仮に認定の要

件を充足しない場合であっても，例外条項によっ

て個別事例にあわせて柔軟に解決を図ることがで

きるからであると推測される5)。

そのような中で，本判決の特徴は，本件認定基

準，とりわけただし書「生計同一要件により生計

維持関係の認定を行うことが実態と著しく懸け離

れたものとなり，かつ，社会通念上妥当性を欠く

ことになる場合」の趣旨を具体的に解釈し，当て

はめを行っている点にある。すなわち，本判旨

は，上記ただし書を「生計同一要件に該当すると

はいえないものの，被保険者に経済的に依存しな

ければ生計維持に支障を来していたであろうとい

う関係が認められる事案において適用されること

が想定されているもの」と解する。

上記ただし書については，本判旨の解釈とは逆

の方向の解釈，すなわち，生計同一要件に該当す

るけれども，そのまま受給要件の充足性を肯定す

ると社会通念上妥当性を欠く場合に適用されるも

のと解するのが素直な解釈であろう。しかしなが

2)ほかに，東京地判平成27・3・17判例集未登載等。
3)なお，配偶者要件について判断している裁判例も存在する。例えば，東京地判平成26・3・13判例集未登載，東

京地判平成26・7・25判例集未登載，東京地判平成27・4・9判例集未登載。
4)東京地判平成5・3・3判タ859号129頁，東京地判平成10・3・25判タ987号165頁等。これらは本件認定基準の通知

時以前の事例であるが，当時も同内容の通知がある（昭和61年4月30日庁保発29号）。
5)東京高判平成26・3・13訟月61巻3号609頁は，「生計維持関係認定基準（本件認定基準：筆者注）が，生計維持要

件として原則として生計を同一にすることを要するとし，その認定において，別居中の配偶者については，生活

費，療養費等の経済的な援助等が行われ，消費生活上の家計を一つにする実態を必要としていることは，生計維

持関係認定基準が例外的にこれによらない場合を定めていることも考え合わせれば，上記厚生年金保険法1条の

定める制度趣旨並びに同法59条および厚生年金保険法施行令3条の10の定めに沿うものであり，合理的なものと

いうことができる。」と述べる。
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ら，本件認定基準の文言上は，本判旨のただし書

の解釈を排除する理由もないため，本判旨の示す

ように生計同一要件に該当するとはいえないもの

の，そのまま受給要件の充足性を否定すると社会

通念上妥当性を欠く場合にも適用されると考える

べきであろう。しかしながら，ただし書をどちら

かの事案に限定することは妥当ではないため，判

旨の示す，被保険者に経済的に依存しなければ生

計維持に支障を来していたであろう関係が認めら

れる事案は，生計同一要件により生計維持関係の

認定を行うことが実態と著しく懸け離れたものと

なり，かつ，社会通念上妥当性を欠くことになる

場合の例示と読むべきであろう。

ただ，このように判旨を解釈したとしても，「被

保険者に経済的に依存しなければ生計維持に支障

を来していたであろう関係」が，そもそも「生計

同一要件により生計維持関係の認定を行うことが

実態と著しく懸け離れたものとなり，かつ，社会

通念上妥当性を欠くことになる場合」の解釈とし

て疑問が残らざるを得ない。すなわち，本件は，

XがAに経済的に依存していた関係にあったが，A

の名義の住居および残していった金銭がなければ

生計維持に支障を来していたかは定かではない。

判旨は経済的な依存について，Xが夫婦共有財産

に依存してその生計を維持しており，かつ，これ

らの夫婦共有財産に依存することなく，その生計

を維持することは不可能であったとするが，少な

くとも後段については，問題があると考える。す

なわち，経済的に依存できる環境にあれば，それ

に甘んじるのが通常であって，それがなかった場

合に生計を維持することができなかった否かは判

旨からは明らかではないからである。翻って経済

的に依存できる環境になかったときに，自助努力

によって生計を営まざるをえない状況にあり，実

際に自ら生計を営んでいた場合，例えば，別居の

夫の名義の住宅に居住し，それが黙認されている

状態であるが，残された預貯金や仕送り等は一切

ない場合や，あるいは，別居の夫が賃貸人となっ

ている賃貸住宅に居住している場合で，妻が自ら

労働によって生計を営んでいるときは，生計維持

要件を満たさないという不合理な結果に至ること

がありうる。

この点につき，最近の裁判例6)を参照しても，生

計維持要件について特に重視されているのは，法

律婚の配偶者がどのように生活費を得ているかで

あり，法律婚の夫から経済的な援助を受けておら

ず，また，生活費を自力または何かの手段で得て

いると，生計維持要件の充足性が否定される傾向

にある。本判決は，Aの死亡当時，XとAは別居し

ており，生計同一要件を満たす状態にはなかった

が，その婚姻関係は，両名が離婚しているのと同

視すべき段階に至っていたとはいえないこと，そ

して，その状況下において，専業主婦であったX

は，Aが残置していった夫婦共有財産に依存して

生計を維持しており，Aに経済的に依存しなけれ

ば生計の維持に支障を来していたであろうという

6) 従来の裁判例のうち，最近の事案で，法律上の配偶者につき生計維持要件が問題となったものについて，その内

容と結論をまとめると以下の通りである。

・老齢厚生年金の受給権者と法律上の婚姻関係にあった原告について，配偶者からの経済的援助や音信・訪問は

なく，仕事の収入や実母からの援助等により生活していた場合において，遺族厚生年金不支給処分の取消請求が

棄却（東京高判平成26・3・13訟月61巻3号609頁）。

・老齢厚生年金の受給権者と法律上の婚姻関係にあった原告について，配偶者からの経済的援助や音信・訪問は

なく，着付師の仕事と年金で自活していた場合において，遺族厚生年金不支給処分の取消請求が棄却（前掲東京

地判平成27・5・15）。

・老齢厚生年金の受給権者と法律上の婚姻関係にあった原告について，配偶者からの経済的援助や音信・訪問は

なく，音信・訪問が途絶えて2年間は自活（会社勤務，アルバイト，実兄の死亡により退職手・当金の半額を相続）

していた事案において，遺族厚生年金不支給処分の取消請求がただし書の要件も満たさないとして棄却（前掲東

京地判平成27・3・17）。

・老齢厚生年金の受給権者と法律上の婚姻関係にあった原告について，14年間，経済的な援助や，音信・訪問はな

く，パートの仕事をして生活費を得ており，不足分は親族の援助を受けて生活しており，事実上の配偶者に遺族

厚生年金の支給決定あった事案において，遺族厚生年金不支給処分の取消が配偶者要件，生計維持要件ともに満

たさないとして，棄却（東京地判平成26・7・25判例集未登載）。
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関係にあったということができることから，生計

維持要件を充足する（例外条項に該当）とする。

要するに，本判決においては，Aのたまたま残し

ていった夫婦共有財産のみで生計を営んでいたた

めに，生計維持要件の充足が認められたのであっ

て，その意味では，従来の裁判例の傾向に従うも

のである。しかしながら，遺族厚生年金は，被保

険者または被保険者であった者に生計を維持され

ている遺族に支給されるものである。その趣旨と

しては，被保険者等によって生計を維持していた

遺族の生活を保障することであるが，遺族厚生年

金の額は，被保険者の標準報酬月額や年金受給権

者の年金額に依拠するものであるから，被保険者

等による生計の維持は，被保険者あるいは年金受

給権者の地位を根拠づけている金銭によることが

通常の解釈であると思われる。したがって，本件

においては，遺族厚生年金の支給の基礎となりう

る生計の維持がなされていないのであるから，本

件認定基準（その例外条項を含む）を適用しても

Xが生計維持要件を充足しているとは言えないと

考える。

4 おわりに

本件は，冒頭に述べたように，法律上の配偶者

の生計維持要件のうち，「その者によつて生計を

維持したもの」についての本件認定基準の解釈が

問題となった事案である。

他方で法政策上は，生計維持要件のうち「厚生

労働大臣の定める金額以上の収入を将来にわたっ

て有すると認められる者以外のもの」について主

に問題となっている。この点については，「遺族

年金の法的論点と法政策―生計維持要件を中心と

して」を参照されたい。

参考文献

注で掲げたもの。

（くろだ・あしや）
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Ⅰ 背景と目的

近年，子ども子育て支援に関する政策論議にお

いて，国際比較データの引用が増えている。例え

ば，少子化対策において出生率上昇のために必要

な家族支出規模をめぐる提言（内閣府2014a），子

どもの貧困対策においては相対的貧困率の国際比

較が大綱にも引用された（内閣府2014b）。

本稿では家族支出や貧困率など子どもに関する

主要な国際比較データを収録するOECD Family

Database（以下FDBと略）について紹介する1)。

FDBではOECDにおける各種データベース

（Social Expenditure database, Income Distribution

database, PISA国際学力調査等）から子ども関連

データが集められるとともに，WHO等ほかの国

際機関や各国政府からの統計も加えて，総合的な

データベースとして整備されている。

FDBは2006年，国際比較データへの需要の高ま

りを背景に，家族政策とその成果をアセスメント

する国際比較可能なツールを目的に開発された

（Adema et al. 2009）。2006年当初は，仕事と家庭

の両立政策に関する国際比較OECD Babies and

Bossesシリーズ（OECD2007）で収集したデータ

を基礎に構築された。その後，OECDの家族政策

とそのアウトカムに関するDoing Betterシリーズ

（OECD2009；2011），育児休業にフォーカスした

ワーキングペーパー（Adema et al. 2015）等で，

FDBが活用されるとともに，各テーマに連動して

さらなる指標の追加，データの拡充が進められて

きた。2017年2月時点で70指標が公開され，うち

約50指標は毎年，残る20指標は数年間隔で更新が

行われている。

Ⅱ データベースの構成

指標は4大領域（Ⅰ家族構造，Ⅱ家族の労働市場

における地位，Ⅲ家族と子どもに関する政策，Ⅳ

子どものアウトカム）から構成される。表1の通

り，Ⅰには，子どもが属する世帯類型，親の婚姻

状況，出生率など，Ⅱには，母親の就業率，男女

の仕事とケア時間の格差など，Ⅲには家族支出，

就学前保育教育の参加率，育児休業取得率，Ⅳ子

どもへの成果には子どもの貧困率，学力，予防接

種率や低体重出生児率などが含まれる。

なおFamilyを冠するデータベースであるが，

Familyの明確な定義に沿った収集はなされていな

い。OECD事務局によれば，子どもだけでなく高

齢者も対象とするが，現在までのところ，高齢要

介護家族に関する指標は未整備である。その理由

として，当該領域に関するデータの収集は多大な

労力を要することが挙げられている（Adema et

al.2009）。

＊国立社会保障・人口問題研究所 企画部第3室長
1) OECD Family database（http:/ / www.oecd.org/ els/ family/ database.htm）およびOECD Stat（http:/ / stats.oecd.org/）

より入手できる。
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表1 OECD Family Databaseの構成

1．家族構造（SF） 3．家族と子どもに関する政策（PF）

家族と子ども 子どもと家族に関する一般政策

SF1.1家族規模と世帯員 PF1.1家族政策支出

SF1.2子どもの親の婚姻状況 PF1.2公教育支出

SF1.3子どもの同居者 PF1.3家族現金給付

SF1.4子どもの年齢別人口と若者従属人口割合 PF1.4税制の中立性

SF1.5子どもの住まいの状況 PF1.5養育費に関する制度

出生指標 PF1.6子ども年齢別家族政策支出

SF2.1出生率 PF1.7世代間連帯

SF2.2理想と現実の子ども数 PF1.8成人年齢

SF2.3出生時母親年齢と年齢別出生率 PF1.9児童養護

SF2.4婚姻外出生 子ども関連休暇

SF2.5無子 PF2.1両親休暇の主な特徴

婚姻・パートナーシップ地位 PF2.2出産休業給付の利用

SF3.1婚姻，離婚率 PF2.3就労親のそのほかの休業受給権

SF3.2家族解体と子ども PF2.4両親休暇代替率

SF3. 同棲等パートナーシップ PF2.5出産前後の休業権の推移

SF3.4家族間の暴力 未就学児への保育と教育

PF3.1就学前保育教育への公的支出

2．家族の労働市場における地位（LMF） PF3.2就学前保育教育への参加率

家族，子ども，従業上地位 PF3.3インフォーマルな保育

LMF1.1親の従業上地位別子ども PF3.4子育て費用

LMF1.2母親の就業 就学前保育教育の類型化

LMF1.3婚姻属性別母親の就業 PF4.1就学前保育教育の類型化

LMF1.4ライフコースと就業 PF4.2就学前保育教育の質

LMF1.5男女賃金格差と教育別収入 PF4.3放課後保育

LMF1.6雇用における男女差

就業時間とケアの時間 4．子どものアウトカム（CO）

LMF2.1週あたり男女労働時間 子どもの健康

LMF2.2有子夫婦の就業類型と就業時間の分布 CO1.1乳幼児死亡率

LMF2.3ひとり親の就業類型と就業時間の分布 CO1.2出生時平均余命

LMF2.4ファミリーフレンドリーな職場の実践 CO1.3低体重出生

LMF2.5仕事，ケア，家事に費やす時間 CO1.4予防接種率

LMF2.6通勤時間 CO1.5母乳育児率

LMF2.7ワークライフバランスに関する主観的満足感 CO1.6糖尿病とぜんそく

CO1.7肥満（11，13，15歳男女別）

CO1.8喫煙（11，13，15歳男女別）

CO1.9障害

子どもの貧困

CO2.1世帯類型別の格差と所得

CO2.2子どもの貧困率

CO2.3物質的剥奪

教育学力

CO3.1男女別教育達成とフルタイム教育期待年数

CO3.2大学専攻の男女差

CO3.3 10歳の男女別学力

CO3.4 15歳の男女別学力

CO3.5ニート率

CO3.6移民学生の割合と教育アウトカム

社会参加

CO4.1 15−29歳のボランティアやNGOへの参加

CO4.2初回投票率

CO4.3男女別飲酒と麻薬の消費

CO4.4 10代の自殺

出所：OECD Family Databaseより筆者作成。
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Ⅲ 利用上の留意点と若干のコメント

国際比較データの利用，解釈に際して，まずは

各指標に付属の解説編（PDFダウンロード可）の

指標定義や国際比較の限界に関する記述，図表の

注を十分に確認すべきである。同一の定義で国際

比較するためにOECD事務局が努力をしている

が，日本の制度，統計理解には限界があり，日本

が不完全な比較データとなっている部分もある。

一例として，筆者が2016年OECD出向中にFDBの

日本データ更新に関わった際，0−2歳就学前教育

保育参加率（PF.3.2）についてOECD定義に照ら

し当初の公私立認可保育園在園児数に加えて無認

可保育園児数も含める修正を行った。

次に，日本のデータ欠損が多い。70指標下の

272図表うち日本のデータが充足しているのは

56％，約半数が欠損である。特に低いのは第2の

指標領域「家族の労働市場における地位」であり

75％が欠損である2)。この領域ではEU-SILCなど

個票を再集計した指標が多く，日本は公的統計二

次利用が国際機関において困難なため欠損となっ

ている。他方で，日本の公表統計から利用可能で

あるにもかかわらず，欠損となっている指標も散

見される。例えば配偶関係別0−14歳児のいる母

の就業率（LMF1.3）は国勢調査より利用可能であ

る。そのほか，理想と現実の子ども数（SF2.2）も

欠損であるが出生動向基本調査（国立社会保障・

人口問題研究所）から利用できる。

子ども子育て支援の政策論議における国際比較

データの活用が広がる中で，FDBの半数が欠落

し，日本との比較が十分行えないことは宝の持ち

腐れである。今後，OECDおよび日本政府の協力

によりさらなる改善が図られ，日本の政策論議に

資する国際比較データが増えることを期待した

い。

参考文献

OECD (2007) , Babies and Bosses, OECD Publishing,

Paris.

──── (2009) , Doing Better for Children, OECD

Publishing, Paris.

──── (2011) , Doing Better for Families, OECD

Publishing, Paris.

Adema, W., M. del Carmen Hueta, A. Panzera, O.

Thevenon and M. Pearson (2009), “The OECD Family

Database: Developing a Cross-National Tool for

Assessing Family Policies and Outcomes” , OECD

Child Indicators Research, 2: 437-460.

Adema, W., C. Clarke and V. Frey (2015), “Paid Parental

Leave: Lessons from OECD Countries and Selected

U.S. States”, OECD Social, Employment and Migration

Working Papers, No. 172, OECD Publishing, Paris.

竹沢純子（2017）「OECDにおける児童家族，住宅に関す

る指標整備の動向−Family DatabaseおよびAffordable

Housing Databaseの概要−」厚生労働科学研究費補

助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事

業）子どもの貧困の実態と指標の構築に関する研究

平成28年度総括研究報告書188-198頁。

内閣府（2014a）「少子化危機突破タスクフォース第2期

とりまとめ」（平成26年5月26日）http://www8.cao.go.jp/

shoushi/shoushika/meeting/ taskforce_2nd/pdf/ torimatome.

pdf（平成29年3月10日最終確認）。

────（2014b）「子どもの貧困対策に関する大綱に

ついて」（平成26年8月29日閣議決定）http://www8.

cao.go.jp/kodomonohinkon/pdf/taikou.pdf（平成29年3

月10日最終確認）。

（たけざわ・じゅんこ）

2) 70指標272図表の充足状況に関する詳細表は竹沢（2017）を参照。
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Ⅰ はじめに

韓国でも所得格差や貧困の問題は深刻である。

生活に困窮した者への公的扶助として，「国民基

礎生活保障」，「医療扶助」（それぞれ第1回，第2回

で言及）等がある。そこで今回はこれらの制度に

ついて取り上げる。

Ⅱ 韓国の公的扶助制度の沿革

韓国の公的扶助制度として，独立後は「朝鮮救

護令」（1944年）に準じた制度運営（厚生国報第3

号），1961年制定の「生活保護法」があった。しか

し，対象者が高齢者や児童（18歳未満の者）等に

限定されていた。1977年に医療保護法が成立し，

医療扶助が生活保護から独立した（1979年実施，

その後は医療扶助法に衣替え）。1990年代後半の

アジア通貨危機を背景に，低所得層の国民に基本

的な生活保障制度の必要が高まってきた。そこ

で，単なる生活支援ではなく，人々の自立を促す

ための総合的な低所得者対策として，1999年に

「国民基礎生活保障法」が成立し，「国民基礎生活

保障」制度が2000年から実施された。2005年に

は，失業，病気等により所得が一時的に大幅に失

われることで緊急の支援を要する者を対象とした

「緊急福祉支援」の法律が成立し，2006年から実施

された。

Ⅲ 韓国の公的扶助の概要

1 「国民基礎生活保障」制度の概要

「国民基礎生活保障」の目的は，「生活に支障を

きたしている者に必要な給付を行い，彼らの最低

生活を保障し，自立を促すこと」である。この制

度の対象となるのは，世帯の所得（控除額あり）

と金融資産（控除額あり，一定の乗数をかけて所

得として換算する）の合計（所得認定額）が，保

健福祉部が定めた基準を下回る世帯である。その

基準は世帯員数別の世帯所得の中央値（世帯中位

所得）の29％に相当する所得である。ただし，後

述の医療扶助はこの中央値の40％，住宅扶助は同

43％，教育扶助は同50％が基準となっている。つ

まり，所得水準が上がった場合に一度に公的扶助

のすべての給付の対象外になるのではなく，一部

の給付は継続して受けることができる。また，扶

養義務者（受給しようとする者の1親等の直系血

族（両親，子どもなど）およびその配偶者）の有

無や彼らの経済力の程度も受給の要件である。扶

養義務者がいる場合でも彼らに所得や資産が一定

の基準を満たさないことが条件となる。これらの

審査は基礎自治体（市町村に相当）で行う。

審査を通過すると，「国民基礎生活保障」からの

給付を受けることができる。なお，年齢，就労能

力は受給の可否の条件とはならないが，就労でき

る場合は，自立支援事業への参加等が給付の条件

となる。そして，給付の決定にあたっては，補足

性（認定される所得が基準を下回る分を補助），ほ

＊国立社会保障・人口問題研究所 情報調査分析研究部長

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1122

情報（各国の動向）

韓国の社会保障（第5回）

韓国の公的扶助について

小島 克久＊
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かの法制度優先（ほかの法律で給付されるものが

ある場合はそれを優先すること）等の原則もあ

る。給付には，生活扶助（生活費の補助），住宅扶

助（世帯人員・地域別に定められた家賃，持ち家

の場合は修繕費用を補助），教育扶助（小学生には

副教材費，中学生は副教材費等，高校生には副教

材費や授業料等）がある。そのほかに，「国民基礎

生活保障」，「医療扶助」の受給者になると，住民

税の一部の非課税，KBSテレビ受信料の免除や電

気料金等の割引を受けることもできる（表1）。

2 「医療扶助」の概要

韓国では「医療扶助」は独立した制度であるが，

「国民基礎生活保障」と密接な関係がある。受給

対象者は世帯中位所得の40％相当以下の世帯であ

る。対象者は1種（世帯に就労能力のある者がい

ない）と2種（世帯に就労能力のある者がいる）に

分かれている。1種にはホームレスの者等も含ま

れる。給付は，診察・検査のほか，薬剤，治療材

料の支給，入院，看護等である。自己負担もあり，

入院では1種は無料であるが，2種は医療費の10％

を負担する。外来では，1種，2種それぞれで医療

韓国の社会保障（第5回）韓国の公的扶助について 123

表1 韓国の公的扶助制度の概要

１．国民基礎生活保障

目的 生活に支障をきたしている者に必要な給付を行い，彼らの最低生活を保障し，自立を促すこと

対象者

以下の条件に該当する世帯に居住する者

・世帯の所得（控除額あり）と資産（控除額あり，所得換算額）の合計が世帯所得中位値（中央値）の一定割合の

金額である所得認定額の基準※を下回ること ※扶助の種類によって異なる

・扶養義務者がいない，いる場合は所得や資産が一定以下の金額であること

・年齢，就労する能力は受給の可否の条件とはならないが，就労できる場合は，自立支援事業への参加等が求めら

れる。

所得認定額の基準

・「相対的貧困」の考え方から，世帯員数別の世帯所得の中位値（中央値，2016年度は3,579,019ウォン，月額）を

基準に，その一定割合とする

・基準（2016年度・月額）

生活扶助 世帯所得中央値の29％（3人世帯では1,037,916ウォン）

医療扶助 同40％（3人世帯では1,431,608ウォン）

住宅扶助 同43％（3人世帯では1,538,978ウォン）

教育扶助 同50％（3人世帯では1,789,509ウォン）

給付

・生活扶助 所得認定額の基準と世帯の所得認定額の差額を扶助

・住宅扶助 賃貸住宅の家賃（世帯規模と地域による基準あり。例：ソウル市内の3人世帯では最低保障で26万

ウォン，2015年度）

自宅の修繕費（持ち家世帯。例：軽微な修繕で最低保障で350万ウォン，2015年度）

・教育扶助 小学生は副教材費，中学生は副教材費等，高校生は授業料，副教材費等

・そのほか 出産扶助，葬祭扶助，自立支援事業等

申請など事務手続き 基礎自治体（市郡など）に申請。広域自治体（ソウル特別市，京畿道等）でも異議申し立ての処理等を行っている。

２．医療扶助

目的 生計維持能力のない者などに医療サービスを提供すること

対象者

1種：国民基礎生活保障の受給者のうち，世帯員全員が就労していない世帯

そのほかの法律による対象者（被災者等）

ホームレス，脱北者とその家族等

2種：国民基礎生活保障の受給者のうち，世帯員に就労能力がある者のいる世帯

給付 １．疾病，負傷，出産などに対する診療や検査 ２．薬剤・治療材料 ３．リハビリ，移送等

自己負担
1種：入院 無料，外来 医療機関などの種類による定額，定率（5％）の自己負担

2種：入院 10％ 外来 医療機関などの種類による定額，定率（15％）の自己負担

３．緊急福祉支援

対象者

・主たる生計維持者の失業，疾病，災害などで所得を急激に喪失した世帯

・火災などで住居を喪失した世帯 ・DVの被害者 ・家族から遺棄された者

・矯正施設の出所者で生活に困窮した者等

給付 ・生計費支援（原則1カ月） ・医療費支援（原則1回） ・住宅支援（原則1カ月） ・教育費支援（原則2回）等

受給後 ・支援の必要性を審査（国民基礎生活保障の申請につながる場合もある）

出所：保健福祉部「保健福祉白書2015」，保健福祉部webサイト，高安（2014），自治体国際化協会（2015）をもとに作成。
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機関等の種類別に定められた自己負担を支払う

（表1）。

3 「緊急福祉支援」の概要

「緊急福祉支援」とは，失業，病気，災害等によ

り所得を大幅に失ったために困窮した者を対象

に，緊急の支援を行うものである。いずれも急を

要する事情であるため，担当者の職権等に基づい

て支援を決定するが，所得や資産の基準があり，

所得は世帯中位所得の75％以下となっている。給

付として，生活支援，住宅支援，医療費支援，教

育支援等がある。支援はその種類ごとに回数と期

間の制限があり，例えば生活支援では1回（最長6

カ月）の制限がある。この支援はあくまでも緊急

のものであり，支援の必要性を改めて審査する。

恒常的な支援が必要な場合は，国民基礎生活保障

等の申請につなげる（表1）。

Ⅳ 韓国の公的扶助の状況

韓国の公的扶助の主な状況は表2のとおりであ

る。この表から「国民基礎生活保障」の受給世帯

数は2015年で約110万世帯（対世帯数比5.9％），受

給者数は約165万人（対人口比3.2％）である。

2001年からの動きを見ると，受給世帯数は増加傾

向にあるが，特に2010年から2015年にかけて大き

く増加している。一方受給者数は年による変動が

見られるが，人口比で見ると3％程度の水準であ

る。受給者のうち60歳以上の者の割合は，2015年

で35.1％であり，高齢の受給者が多い。同じ年の

受給世帯のうち高齢者世帯の割合も25.8％を占め

る。一方でひとり親世帯，障害者世帯はそれぞれ

15.6％，18.9％を占める。「国民基礎生活保障」に

よる支出額は，2015年では約3.4兆ウォン（約

3,300億円）となっている。

「医療扶助」の受給者数は2015年で約154万人で

あり，対人口比では3.0％となっている。2002年

の約142万人からみると，年による変動が見られ

る。受給者の種類別では，1種受給者が約108万人

（2015年）と全体の約7割を占めている。また，「緊

急福祉支援」の受給者は2015年で約25万人であ

り，約1,200億ウォン（約120億円）が支出されて

いる。

参考文献

高安雄一（2014）『韓国の社会保障:「低福祉・低負担」

社会保障の分析』,学文社。

自治体国際化協会（2015）『大韓民国における国民基礎

生活保障制度について』Clair Report No.428, 自治体

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1124

表2 韓国の公的扶助の主な状況

2001年 2005年 2010年 2015年

国民基礎生活保障

受給世帯数 （千世帯） 698 810 879 1,106

（対世帯数比） （％） 4.7％ 5.1％ 5.1％ 5.9％

受給者数 （千人） 1,420 1,513 1,550 1,646

（対人口比） （％） 3.0％ 3.1％ 3.1％ 3.2％

受給者のうち60歳以上 （％） 31.0％ 31.1％ 31.7％ 35.1％

受給世帯の主な構成

高齢者世帯 （％） 34.0％ 30.2％ 27.7％ 25.8％

ひとり親世帯 （％） 12.8％ 12.0％ 12.2％ 15.6％

障害者世帯 （％） 14.4％ 16.9％ 19.7％ 18.9％

支出額 （億ウォン） 20,881 28,184 39,978 34,095

医療扶助

受給者数 （千人） 1,421 1,762 1,674 1,544

（対人口比） （％） 3.0％ 3.7％ 3.4％ 3.0％

1種 （千人） 829 996 1,072 1,078

2種 （千人） 592 765 603 466

緊急福祉支援
受給者数 （千人） - - 45.3 251.3

支出額 （億ウォン） - - 504.7 1,246.4

注：2001年の医療扶助は2002年のデータ。2001年，2005年の緊急福祉支援のデータはなし。

資料：統計庁（人口），保健福祉部「保健福祉統計年鑑」（各年版）から作成。

2002年 
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国際化協会。

保健福祉部（2015）『保健福祉白書2015』。

保健福祉部webサイト，http://www.mohw.go.kr（2017

年3月9日最終確認）。

（こじま・かつひさ）

韓国の社会保障（第5回）韓国の公的扶助について 125
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Ⅰ 研究の背景と目的

わが国の平均寿命は20世紀後半に，国際的に見

ても短期間のうちに著しい伸長を遂げ，2015年に

は男性80.75年，女性86.99年と，世界有数の長寿

国となった。さらに，世界でトップクラスにある

日本の女性の平均寿命は現在もなお伸長を継続し

ている。また，わが国は世界の中でも最も高齢化

の進展が速い国の一つである。こうした動向か

ら，わが国の長寿化・高齢化の水準と進行速度は

世界的に注目されている。

このような，世界にも類を見ない長寿化・高齢

化の進展について，そのメカニズムと背景，また，

これらが日本社会に与える影響を的確に捉えるた

めには，死亡データベースの構築とそれに基づい

た人口学的分析を中心としつつ，社会・経済面や

医学・生物学的視点などに基づく学際的アプロー

チが不可欠である。また，寿命に大きく影響を与

え，生存のクオリティ（QOL）の大きな要素であ

る健康，ならびに社会保障を中心とした経済社会

構造に及ぼすインパクトについても分析を行う必

要がある。しかしながら，長寿化・高齢化の要因

および影響について，人口学的分析を核としなが

ら，関連分野との連携を図って総合的な知見を得

る研究の蓄積は，国内外でまだ少ないのが現状で

ある。

本研究プロジェクトでは先行となる研究プロ

ジェクト「わが国の長寿化の要因と社会・経済に

与える影響に関する人口学的研究」（平成23〜25

年度）において整備・公開された「日本版死亡

データベース（Japanese Mortality Database，以下

JMD）」1)の維持・更新・拡充に加え，このJMDを活

用し，健康度改善が死亡率や高齢化にもたらす影

響評価，またこのような高齢期の構造変化が医療

費など社会保障制度に与える影響分析を行った。

さらに，フランス国立人口研究所およびドイツ・

マックスプランク人口研究所が中心となって立ち

上げた，死因に関する国際研究プロジェクト

（MODICOD）とも連携を進めた。同時にバイオ

デモグラフィー，医療経済学等，人口学の周辺領

域などを含め，長寿化・高齢化に関する総合的な

研究を蓄積するとともに，アクチュアリー分野な

ど民間の実務領域とのコラボレーション等による

総合的研究の推進を目指した。

Ⅱ 研究の方法

本研究プロジェクトでは，研究領域を①データ

ベース（JMD）の拡充・発展，②健康・長寿・高齢

化に関する人口学的分析，③長寿化・高齢化の総

合的分析，④長寿化・高齢化の社会保障等に対す

る人口学的影響評価，の4領域に分けて研究を

行った。

＊国立社会保障・人口問題研究所 情報調査分析部第2室長
1) 本研究の一つの柱であるJMDは，国際的な死亡データベースHuman Mortality Database（以下HMD）と整合性を

もち，わが国の生命表を死亡研究に最適化して総合的に再編成した，わが国で初めての死亡データベースである。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1126

（所内研究報告：人口）

「長寿化・高齢化の総合的分析及びそれらが社会保障等の

経済社会構造に及ぼす人口学的影響に関する研究」

（平成26〜平成28年度）について
別府 志海＊
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Ⅲ 研究の成果

1 データベース（JMD）の拡充・発展

死亡データベースの維持・更新に加え，全国版

は戦前，都道府県別は1974年以前の生命表推計手

法に関する研究を行った。特に，戦前における死

亡の届け出遅れ補正とその生命表への影響につい

て詳細に分析した。また，HMD，MODICODとの

連携等により，死因の長期系列の開発を行った。

特に，HMDで検討されている死因分類のわが国

への適用とその問題点の検討，またMODICODで

行われている国際疾病分類（ICD）改定に伴う不

連続性を修正した系列作成のための基礎的な研究

を推進した。

2 健康・長寿・高齢化に関する人口学的分析

わが国の健康寿命研究の概要整理などによるレ

ビュー，および患者調査や国民生活基礎調査を利

用した健康生命表分析の深化について研究を進め

た。

3 長寿化・高齢化の総合的分析

長寿化・高齢化に関連する研究者との討論によ

る学際的研究推進，また，健康寿命研究者たちの

国際ネットワークであるREVESや，110歳以上と

いった超高齢者に関する研究報告会である

Supercentenarian Workshopなど海外の学会参加等

を通じた国際的な研究ネットワークの構築を行っ

た。

4 長寿化・高齢化の社会保障等に対する人口

学的影響評価

死亡率の変化やこれによる高齢人口の変動の仮

想的人口シミュレーションを踏まえ，ベンドポイ

ント方式やクローバック制など，高齢化・世帯構

成の変化に対応した公的年金制度改正案に関する

検討を行った。また，団塊ジュニアの老後生計費

を試算するとともに，これらの前提であり，長寿

化の社会保障への影響を人口学的に評価する際に

問題となる，社会・経済階層別の死亡率水準の評

価について検討を行った。

また，本プロジェクトで構築されるJMDや，わ

が国の長寿化・高齢化に関する多角的なアプロー

チに基づく新たな知見を含む研究成果の蓄積か

ら，将来人口推計の死亡仮定の精緻化に寄与する

効果が得られる。当研究所が実施する将来人口推

計は，各種の公的施策・計画などの立案に際し，

「長寿化・高齢化の総合的分析及びそれらが社会保障等の経済社会構造に及ぼす人口学的影響に関する研究」（平成26〜平成28年度）について 127

都道府県別JMD(1980～2010年）
を利用し，４大死因（悪性新生物，
脳血管疾患，心疾患，肺炎）構造
の違いにより都道府県をグループ
分けした。第１グループは1980年
当時，脳血管疾患が比較的多かっ
た地域，第２グループは悪性新生
物が比較的多かった地域となって
いる。沖縄県は４大死因のシェア
が他県より低く，単独でグループ
３を形成している（その他はグ
ループ４）。

第１グループ: 宮城，秋田，山形，福島，茨城，栃木，新潟，山梨，
長野，岐阜，静岡，三重，鳥取，島根

第２グループ: 北海道，東京，神奈川，石川，福井，滋賀，京都，
大阪，兵庫，奈良，和歌山，広島，徳島，香川，愛媛，
福岡，佐賀，長崎，熊本

第３グループ: 沖縄
第４グループ: 青森，岩手，群馬，埼玉，千葉，富山，愛知，岡山，

山口，高知，大分，宮崎，鹿児島

出所：石井（2015，p149）。

図1 プロジェクトによる成果例1：JMDを用いた都道府県別の死因特性（女性）
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人口変動に関する基礎資料として広範に利用され

ているため，本研究プロジェクトの成果は，将来

人口推計の精度向上を通じてわが国の社会に小さ

くない効果をもたらしているといえる。

Ⅳ 成果の発信

JMDについては研究所のホームページ上で公開

している。また，各年度末に研究報告書を刊行す

るとともに，平成28年2月3日には当プロジェクト

におけるこれまでの研究成果の報告を中心に，わ

が国における今後の死亡・健康研究に関して幅広

い観点から検討・展望を行うことを目的として，

当研究所内においてワークショップを開催した。

ワークショップには，研究者，政策担当者，生命

保険会社などの実務者，報道関係者など報告者を

含む76名の参加を得た。

Ⅴ 今後の展望

長寿化・高齢化に関する研究の重要性について

は誰もが認めながら，その人口学的，あるいは人

口学を中心とした学際的研究は，国内外を問わず

これまであまり行われてこなかった。こうした状

況に一石を投じ，研究所を中心に研究蓄積のみな

らず人的ネットワーク形成を進めたことは，当プ

ロジェクトの隠れた成果といえよう。

幸いにも2017年度から後継プロジェクト「長寿

革命に係る人口学的観点からの総合的研究」が立

ち上がる。この新プロジェクトにおいて，従来

行ってきた死亡データベースの維持・拡張，なら

びに長寿・高齢化にかかる主に健康研究を進める

と共に，これまでのプロジェクトでは扱ってこな

かった死亡過程について，複合死因データの活用

や国内における複数の自治体等へヒアリングを行

い，こうしたプロセスの解明を試みていきたい。

参考文献

石井太（2015）「日本版死亡データベースの人口分析へ

の応用」，『人口問題研究』第 71巻第 2号，pp.

141〜155。

別府志海・髙橋重郷（2015）「疾病構造と平均健康期

間・平均受療期間の人口学的分析−疾病構造別にみ

たライフスパン−」，『人口問題研究』第71巻第1号，

pp.28〜47。

（べっぷ・もとみ）

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1128

1000 800 600 400 200 0 200 400 600 800 1000

人口千人対患者数

男性 女性

患者調査による
健康生命表分析
の基礎となる年
齢別受療率を観
察すると，外来，
入院とも高年齢
ほど高くなるが，
外来の受療率は
男女とも，80歳
付近で低下に転
じていることが
明らかとなった。

入院

外来 外来

年

齢

出所：別府・髙橋（2015，p32）。

図2 プロジェクトによる成果例2：患者調査からモデル化した入院・外来別受療率
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Ⅰ 問題の所在

2000年に地方分権一括法と社会福祉法が施行さ

れ，2005年に介護保険法が改正されるなど，地域

の福祉関連事業（地域包括ケア，生活困窮者自立

支援，子ども子育て支援など）の主体を自治体が

担うことになった。国から地方自治体への権限の

委譲は，不可避的に，自治体組織と職員（とその

業務委託を受託する法人・団体・組織で働く従業

者）の業務に影響を与える。特に，2015年の生活

困窮者自立支援法の施行により，地域の実情に

合った提供体制を構築することを求められるよう

になった。「寄り添い型」支援の拡充は，「『雇用保

険未満，生活保護超』の稼働年齢層」（岩田2016，

p.66）を対象に，効果的な支援とサービス提供者

の負担抑制との両立が目指されている。そこで，

自治体のサービス提供体制のあり方について，支

援を求める住民と接する窓口の態勢に焦点をお

き，地方自治体・関係団体（組織）の連携のあり

方と業務負担，そして自治体の規模・地域事情な

どの特質を考慮した調査研究を実施した。

Ⅱ 研究の対象と方法

本研究プロジェクトは2つに大別できる。一つ

は，「自治体等ヒアリング調査」である。生活支

援・福祉サービスの提供体制として，自治体，社

会福祉法人，NPOなどを対象に，3年間で都道府

県・政令指定都市・中核市・市町で51カ所，116部

局・団体に調査・資料収集を実施した。その概要

は全体像を整理・類型化して分析したⅢと，個々

の自治体を取り上げ分析したⅣに示している。

もう一つは，「社会保障サービス事業所マップ

の作成」であり，窓口へのアクセス・マップの作

成である。自治体の福祉事務所あるいは自治体庁

舎の位置，出先機関，地域包括ケアセンター，生

活困窮者自立支援の相談窓口，ハローワーク，委

託先事業所などの位置情報を全国すべての自治体

で収集し，車・徒歩それぞれの圏域（30分，15分，

5分）を表示できるよう位置情報のデーターベー

スを作成し地図に反映した。

Ⅲ以降は本研究プロジェクトの成果を要約した

ものである。

Ⅲ 研究成果Ⅰ 総論・テーマ別成果

人口規模に関わる行政単位（都道府県（町村含

む）・政令市・中核市・一般市）を考慮して支援体

制を確認したところ，規模が大きな自治体ほど支

援のメニューは多く，ニーズと資源が集中し，多

様なニーズに対応している。多くの一般市・町村

では，当初は自治体の6割が任意事業を回避する

傾向にあった。民間委託の傾向は顕著であり，必

須事業で4割，任意事業では半数以上（就労準備支

援は88％，家計相談支援は87％を含む）であった。

自治体が提供する支援体制を類型化すると，福

祉タイプ，就労福祉タイプ，家計相談包括タイプ

の3つが顕在化する。就労福祉と家計相談のタイ

プは，これまで自治体が直接支援してこなかった

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部第2室長

社会保障サービスの受益・業務負担軽減に向けた地域組織の空間的配置・人的連携の基礎的研究 129

情報（所内研究報告：社会保障）

社会保障サービスの受益・業務負担軽減に向けた

地域組織の空間的配置・人的連携の基礎的研究

西村 幸満＊
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相談内容である。

自治体の管理職以上の職員を取り上げ，情報収

集の程度と支援体制の構築の2つの軸を設定し，

類型化を試みた。支援体制の構築に遅れをもつ自

治体には今後に期待がもてるのに対して，十分な

情報収集をせずに支援体制を構築した自治体は，

住民ニーズに応えておらず，潜在的なリスクを抱

えているようにみえる。

任意事業に基づく就労準備支援と家計相談支援

の2つについて制度の導入までの過程に遡って整

理を行い，自治体が担う新しくかつ負担の大きな

業務がもたらす影響について確認をした。ハロー

ワークとの連携がカギとなる就労準備支援，自治

体の組織改革（機構・職員の意識）を要求する家

計相談包括という特質が見られ，後者の場合は，

キーパーソンの存在も大きいことがあり，ほかの

自治体で容易に導入できるものとは考えにくい。

Ⅳ 研究成果Ⅱ 自治体のケーススタディ

県の役割は，町村では十分に対応できない支援

の実施と，広域的な相談支援の役割が重要であ

り，1）地域の総合コーディネイト事業，2）相談

事業，3）権利擁護事業を有機的に結合したものが

求められる。ただし，ニーズは各町村や一般市で

は取り扱いが難しい障害者対応に集中し，4）広域

性ゆえに相談の容易さという特質が見いだされ

た。

政令市と区の関係は，都道府県と町村との関係

に類似している。政令市は広域的というより，

ニーズと資源の集中する区に拠点をおいて相談支

援を実施する。この委託の事例では，主に就労準

備事業を担うNPOが市に方策の提案を実施し，市

の相談支援を牽引することが特徴である。一般市

の委託も同様である。一般市の直営の事例では，

自治体が事業主体となる過程で，制度の変更に対

応している。関連する課から相談関係の集約化を

実施して新設の課を設置し，組織の機構改革に明

確な方向づけをおこなっている。

どの事例においても，ほかの自治体でも導入可

能か否かについては，疑義が提示されている。県

の広域的な相談支援は，住民との合意形成のもと

で構築された仕組みであり，政令市・一般市の委

託の相談支援は，提案型のNPOによる強いリー

ダーシップが牽引する。このNPOが複数の福祉

支援サービスの集合体という経緯も他市が容易に

導入できない根拠となっている。また一般市の事

例では，支援体制の構築に強力なリーダーシップ

をもつキーパーソンの存在が大きいことを指摘し

ている。キーパーソンの登場は，Ⅲ．研究成果Ⅰ

でも指摘したように，個人的資質の影響が大きい

と考えられ，その登場には偶発性が伴っているこ

とをほかの事例を考慮しても否定できなかった。

Ⅴ 自治体の方向性，選択

本プロジェクトでは自治体が提供する相談支援

体制の構築に向け，人口規模（行政区分），直営・

委託の選択，管理職（キーパーソン）の役割，自

治体が新たに担うことになった自立支援における

任意事業の就労準備支援，家計相談支援（学習支

援を含む）の位置づけ，広域相談・拠点化などに

おけるワンストップ（組織内連携）と組織間連携

という課題に対して検討を重ねた。成果を踏まえ

て整理した図をもとにわれわれが得た業務負担解

消の構造について現時点の解説を加えておこう。

職員の業務負担は，直営で事業を実施すれば負

担は大きくなり，委託を選択すれば負担は増えに

くい。任意事業を実施しないことで負担増を抑制

することもできる。直営の場合には，専門職など

を中途採用し，非正規にすれば負担は増えない。

しかし，中途採用は自治体にとって限られた選択

肢である。もともと実施してきた福祉的な支援

サービスは，業務負担増と認識されにくい。

自治体の地域福祉計画は，地域の支援ニーズに

対して実情を把握する必要があり，その計画の企

画・執筆・議会対策のために業務負担は増す。多

くの自治体がモデル事業への参加のプラス効果を

強調するが，それはモデル事業が業務負担増と引

き換えに自治体は新たなノウハウを蓄積でき，費

用の持ち出しがないというメリットである。

委託は短期的に負担がない。非正規職員への業

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1130
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務委託は短期的には負担減である。長期的には，

住民の多様なニーズ・制度の複雑さに対応した委

託先の管理運営が求められ，負担増となる。

直営による長期的な負担軽減に向けて，自治体

は，部課の横断性を高め，あるいは部局間の協働

を実施して支援する。職員の育成は，すぐに効果

をもたらさない。支援のニーズが多様であるほ

ど，組織内の連携と組織間の連携が重要になり，

負担を増やす。委託先が十分に機能していない場

合にも，時間をかけて育成する必要もあり，負担

は増える。

地域の支援体制の担い手は，自治体職員だけで

は十分ではなく，また社会福祉協議会，NPOなど

の民間組織だけが優れているという状況も好まし

くはない。現状ではⅢでみたように，生活支援・

福祉サービスでは民間委託の比重が顕著であり，

比較的自治体のパフォーマンス不足が示されてい

る。事業に関わる主体と委託先の双方に支援体制

の構築に向けた質の向上が要件となっていると考

えられる。またワンストップのバリエーションの

多さは制度の運用を難しくしていると考えられ

る。

自治体規模の大きさは職員スキルの細分化を進

めている。そのため制度に伴う業務の変化は，一

般市よりも都道府県・政令市・中核市などの職員

により大きな負担を強いてしまうだろう。これは

自治体が短期的に業務委託を選択する理由の1つ

と考えられる。
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Ⅰ はじめに

本書の目的は，ヒューマン・サービス市場にお

いて「効率性と品質の担保」を両立させる仕組み

を提案することである。本書において，ヒューマ

ン・サービスとは社会福祉サービスを指し，高齢

者介護を対象としている。

第1章「市場を通じた介護サービスの供給」で

は，財政的・技術的な制約から，政府がヒューマ

ン・サービスを直接供給から市場を通じての供給

にシフトするようになったことが述べられてい

る。技術的な制約とは，民間と比べると，政府は

ニーズに柔軟かつ迅速に対応できないことであ

る。しかし著者は，市場を通じたサービス提供で

は，低所得者に対して，最低限度の質を保証する

ことができないと考える。これは，市場で提供さ

れるサービスは「高価で高品質」から「安価で低

品質」まで幅があるので，低所得者は低品質の

サービスしか購入できないからである。また，低

品質問題の解決には，適切な質の指標が必要とな

る。しかし著者は，既存の市場活用の行政理論

（ニュー・パブリック・マネジメント）が用いてき

たアウトカムは，ヒューマン・サービスの質の指

標には適さないと考える。これは，ヒューマン・

サービスの目標は，「人生の安らかな老後」等，曖

昧さを含むため，明確で客観的なアウトカム指標

を得ることが困難だからである。そのため，ケア

の品質を担保するには，以下の2点が必要である

と結論付けている。

①政府は，競争が質を高めるよう市場を再設計

すること

②政府は，アウトカムに代わるヒューマン・

サービスの質の指標を導入すること

第Ⅰ部「ヒューマン・サービス時代の経済学モ

デル」（第2章〜第5章）は，上記①を扱っている。

第Ⅱ部「ヒューマン・サービス時代の経済学モデ

ル」（第6章〜第9章）は，上記②を扱っている。以

下では，第2章以降について，各章の概要とコメン

トを述べる。

Ⅱ 第Ⅰ部 ヒューマン・サービス時代の経済

学モデル

第2章「介護市場モデル」では，低品質問題を抱

えるケア品質モデルについて述べるとともに，そ

の問題点を克服する介護市場モデルを提示してい

る。本書では，ケア品質モデルとは，通常の財が

供給されるのと同様な性質の市場によってヒュー

マン・サービスが供給される市場設計を指す。著

者は，ケア品質モデルでは，市場競争の結果，

サービスは「高価で高品質」から「安価で低品質」

まで幅が生じるので，低所得者は低品質しか購入

できないと述べている。評者は，そのようなケア

品質モデルが当てはまる市場が存在する可能性は

否定しない。ただし，著者がケア品質モデルの説

明として，アメリカのナーシング・ホームの行動

を分析したNorton（2000）のモデルを引用してい

＊岡山大学大学院社会文化科学研究科 教授
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ることには違和感を覚える。というのも，同モデ

ルでは，ナーシング・ホーム入居者のサービスの

質は，メディケイドの対象となる低所得者もそれ

以外の私費利用者も同じだからである。

著者は，低品質のケアを淘汰するため，価格競

争を市場から排することで，市場競争が質を向上

させるよう働く介護市場モデルを提案する。そし

て，介護市場モデルは，以下の3つの要件を満たす

必要があると主張する。それらは，①ユニバーサ

ル給付制度，②被介護者のコンディションに応じ

た標準化されたケアの内容，③価格競争がないこ

と，である。ユニバーサル給付制度とは，政府が

貧富に関わらず国民すべての受給に責任を持つ制

度である。ユニバーサル給付制度を採らないアメ

リカなどは，政府は低所得者の給付のみに責任を

負う。要件③の必要性については，利用者のサー

ビス選択基準が品質だけになるので，市場競争が

品質を向上させると述べられている。しかし，要

件①が必要となる理由については記述がなく，②

が必要となる理由の説明（55-56項）は極めて分か

りにくい。これらは介護市場モデルがその目的を

達成するメカニズムの理解に不可欠な内容のはず

であり，著者は明確かつ論理的に記述すべきであ

る。

第3章「実装可能性の検証」は，OECD加盟国の

介護制度の中で，介護市場モデルの成立に必要な

3つの要件を満たす制度が存在するか考察してい

る。そして，日本だけが3要件すべてを満たすと

結論付けている。さらに，介護市場モデルが機能

するには，3要件に加えて，サービス選択に役立つ

ケアの品質情報の公開が不可欠であると述べてい

る。そして，介護保険サービスの中で，そのよう

なケアの品質情報が公開されているのは，グルー

プホームのみであると述べている。グループホー

ムは，認定を受けた外部評価者による評価を受け

ることが義務付けられており，その評価項目は，

介護の質の重要な要素について細部にわたって言

及しているからである。

供給者と利用者の間に介護サービスの質に関す

る情報の非対称性があると，介護市場モデルは機

能しない。そこで，第4章「介護市場での実装効果

性の検証」では，日本のグループホーム市場にお

ける情報の非対称性の検証を試みている。著者

は，サービス提供者と利用者の間に情報の非対称

性が存在することを前提とした3つの仮説を検証

し，いずれの仮説も成立しないと述べている1)。

それ故，日本のグループホーム市場においては，

深刻な情報の非対称性は存在しないと結論付けて

いる。さらに，その結論を根拠に，品質情報の公

開が，情報の非対称性の解消に有効であると述べ

ている。しかし，以上の著者の論理展開には明ら

かに大きな飛躍がある。

まず，仮説を棄却しても，そのことは情報の非

対称性が存在しないことを意味しない。情報の非

対称性は，仮説が成立するための必要条件ではあ

るものの十分条件ではないからである。また，仮

説の検証過程では，品質情報の公開と仮説成立の

関係が全く分析されていない。つまり，たとえ情

報の非対称性が存在しないことが示されたとして

も，本書の分析枠組みでは，それが品質情報の公

開によるものか否かについては全く判断できな

い。このような論理の飛躍を伴う不自然な分析枠

組みを用いた理由は，データの制約により，品質

情報の公開が情報の非対称性を解消する効果を直

接検証することができなかったからであると推察

される。今後，著者には，オリジナル・データの

利用を含めて，より直接的な手法による分析を期

待したい。ただし，グループホームの外部評価調

査員を長年務めてきた評者のヒアリング経験によ

れば，利用者が事業者を選択するうえで，グルー

プホームの外部評価は全く活用されていないよう

である2)。

1)ただし，3つの仮説のうち，サービス提供者と利用者の間の介護サービスの質に関する情報の非対称性（以下，情

報の非対称性）を明確に問題にしているのは，Hansmannの契約の失敗仮説だけである。残りの2つの仮説のうち，

Medical Arms Race（MAR）については，関連研究を参照する限り，情報の非対称性は，MARが生じる十分条件で

もなければ必要条件でもないように思われる。また，佐竹・鈴木（2001）を参照する限り，著者が佐竹・鈴木モデ

ルと称する仮説は，情報の非対称性とは全く関係がない。

角谷快彦 著『介護市場の経済学―ヒューマン・サービス市場とは何か―』 133
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第5章「財政的持続可能性」では，低所得者のみ

への給付に比べて費用がかさみ過ぎると批判され

るユニバーサル給付制度について考察している。

このような考察を行う理由は，ユニバーサル給付

制度を前提とした介護市場モデルが，財政的に持

続可能であることを検証するためである。筆者

は，ユニバーサル給付制度を採用する国と低所得

者のみを公的な給付対象とする国のそれぞれにつ

いて，GDPに対する公的介護支出と民間介護支出

の割合を比較している。そして，公的介護支出の

割合は，ユニバーサル給付制度を採用する国と低

所得者のみを公的な給付対象とする国の間でほと

んど差がないことを示している。それに対して，

民間介護支出の割合は，低所得者のみを公的な給

付対象とする国の方が高いことを示している。そ

のため，介護支出全体で考えると，ユニバーサル

給付を採用する国の方が効率的であると述べてい

る。著者によれば，ユニバーサル給付の国の方が

効率的なのは，ユニバーサル給付の国では，規模

の経済が働きやすいからであるという。著者は，

ジニ係数が低い国ほどユニバーサル給付制度を採

用する傾向があることを示している。そして，所

得格差が低い国ほど，国民間で求める介護サービ

スの質の水準について合意が得やすくサービスの

質が均質化するので，サービス生産に規模の経済

が働きやすいと述べている。しかし，実際にユニ

バーサル給付の国の方がサービスの質が均質であ

るかは示されていない。また，規模の経済が働く

メカニズムについての具体的な言及もない。さら

に，本章では費用のみを議論し，国によってサー

ビスの質の水準が異なる可能性を考慮していな

い。そのため，そもそも効率性や規模の経済につ

いて議論すること自体に無理がある。

Ⅲ 第Ⅱ部 ヒューマン・サービス時代の品質

評価

供給者を選択する利用者および競争市場を管理

する政府は，供給者の介護サービスの質を知る必

要がある。第6章「アウトカム評価とプロセス評

価」は，介護サービスの質を把握する手法として，

アウトカム評価とプロセス評価について考察して

いる。著者は，アウトカム評価は，目標が曖昧な

ヒューマン・サービスでは明確な目標設定ができ

ず，利用者のニーズと乖離した低質な介護の原因

となるという致命的な欠点を有すると述べる。そ

れに対して，提供されるケアを対象とするプロセ

ス評価は，結果ではなく過程を見ることから，政

策目標の曖昧さに対応できるという。

第7章「プロセス評価の優位性」では，アウトカ

ム評価を採用するアメリカとプロセス評価を採用

する日本を取り上げている。アメリカでは，ナー

シング・ホーム入所者を対象に，その状態把握

ツールであるミニマム・データ・セット（MDS）

を用いたアウトカム評価が行われている。しか

し，アウトカム指標では客観的に定義しにくい

「生活の質」が考慮できず，利用者のニーズを充分

反映できていない。それに対して，日本のプロセ

ス評価では，評価項目の作成に現場のケア・ワー

カーの声を反映させることで，利用者のニーズに

対応できている。そのため，介護サービスの質の

評価手法としては，プロセス評価の方が優れてい

ると結論付けている。

第8章「ケア・ワーカーの訓練」では，プロセス

評価に必要な訓練について述べている。被介護者

には，認知症のため自分の意思をうまく伝えるこ

とができない者も多い。諸外国と異なり，日本の

ケア・ワーカーの訓練では，そのような利用者の

潜在的なケア・ニーズの汲み取りに重点が置かれ

ていることを指摘している。

以上，第6章から第8章の内容を紹介した。以下

では，評者が解釈するところの第6章から第8章の

要点およびそれに対するコメントを述べる3)。

MDSを用いたアウトカム指標は項目が医療面

に偏っており，生活の質を充分反映できていな

い4)。それに対して，ケア・ワーカーの声を反映し

2)その理由の一つは，グループホームの外部評価項目が非常に多岐に渡ることであるように思われる。Dranove

（2012）は，利用者の選択に活用される品質の情報は，シンプルで分かりやすいものでなければならないことを指

摘している。

社 会 保 障 研 究 Vol. 2 No. 1134
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たプロセス評価は，利用者に提供されるケアを対

象としており，生活の質を適切に評価できる。例

えば，グループホームの外部評価の項目には，「家

庭的な共有空間づくり」や「食事を楽しむことの

できる支援」など，生活の質に関わるものが多い。

そのため，アウトカム評価よりプロセス評価の方

が，評価にあたって最も重視すべき利用者のニー

ズをより的確に反映できる。以上が，評者が解釈

するところの第6章から第8章の要点である。評者

の解釈が正しいとすれば，評者は著者の主張には

部分的には賛同できるかもしれない。しかし，イ

ギリスのように生活の質をアウトカム評価の対象

とすることを試みている国もあるなど，本書の議

論は，日本とアメリカ以外の国の介護サービスの

質評価の状況や介護サービスの質評価に関する研

究の蓄積を充分踏まえていない〔長澤（2012）〕。

第9章「介護政策モデルの持続可能性を担保す

る産業政策」は，ケア・ワーカーによって汲み上

げられたケア・ニーズが，今後，適切な産業政策

とマクロ経済政策によって，産業界には新たなビ

ジネスチャンスを，介護サービス供給者にはより

良いケアを，そして政府には財政的持続可能性を

もたらすという予測が述べられている。著者によ

ると，このことは，以下のような展開によって生

じる。訓練されたケア・ワーカーは，高齢者の潜

在的な介護ニーズを汲み取り顕在化させる。ここ

で，介護ニーズに則した福祉器具や生活支援ロ

ボット等の産業を創出すれば，産業界は新たなビ

ジネスチャンスを享受できる。新たな福祉器具や

生活支援ロボットの出現は，労働集約的な介護分

野の生産性を高めるだけでなく，ケア・ワーカー

とともに潜在的な介護ニーズに対応することで，

介護サービス供給者はより良いケアを提供できる

ようになる。ただし，生活支援ロボット等を創出

する産業政策には，政府の財政的な支援が必要で

ある。財政危機状態にあるといわれる日本政府に

は，介護関連産業成長のために公共支出を行う余

裕はないという見方もあるかもしれないが，著者

によればそれは全くの誤りである。不況で失業率

が高いときには，国家が歳出を拡大して需要創出

を後押しすれば，生産が拡大し，雇用が生まれる。

その結果，GDPの増加額は，政府支出額の数倍に

なり，税収も増えるからである。つまり，政府の

財政的持続性も高まるというわけである。評者は

産業政策およびマクロ経済学の専門家ではないた

め，ここでは著者の主張の妥当性については触れ

ないものの，かなり大胆かつ楽観的であるという

印象は否めない。
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（きしだ・けんさく）

3)本書において著者の意図を理解するには，引用文献を参照するとともに，かなりの推理力が必要とされるように

思われる。
4)この問題はMDS2.0からMDS3.0に代わったときにある程度改善されたが，それでも充分ではないという指摘があ

る〔Rahman et al.（2009）〕。
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本書は福井県との連携により，国民健康保険・

介護保険のレセプトデータ，特定健診・特定保健

指導データを利用した分析とそれに基づく経済学

の観点からの政策提言の試みである。

本書の分析で使用されている診療報酬明細書

（レセプト）は公的医療保険制度の審査支払業務

において利用されている。そのため公的医療保険

加入者の受診行動は漏れなく把握され，個人の医

療機関受診行動がすべて明らかにできる。本書に

収録されている分析は医療（国保）と介護のレセ

プトを突合して分析していることが特徴である。

このデータが利用できる優位性は第1章の医療・

介護費の集中・持続性の分析，第2章の死亡前1年

間の医療費・介護費，第3章の社会的入院の分析，

において遺憾なく発揮される。

日本を代表する医療経済学者である4人の著者

はデータの優位性のみに満足せず，優れた分析手

法を適用することで分析上の困難を克服し，さら

に興味深い分析を進めていく。日本の公的医療保

険制度は健康保険法・国民健康保険法をはじめと

する医療保険各法によって，働き方や年齢によっ

て加入する制度が異なるものの，全国一律なシス

テムとして形作られている。それゆえ，給付条件

は制度間で差が無いなど平等なシステムである。

しかしながら，個人が直面する制度に差がなけれ

ば制度の善し悪しを検証するすべがない。その困

難を克服すべく，第4章では通所リハビリテー

ション施設の有無の地域差を用い，第5章では介

護給付と介護予防給付の差を用い，第6章では特

定健診・特定保健指導の効果について分析を行っ

ている。その後，第7章でのレセプトデータを用

いた国保財政予測を経て，第8章で健康政策への

提言と内容が進んでいく。

書き下ろし部分である第8章に著者のレセプト

データを用いた研究に対する展望が含められてい

る。レセプトデータの品質向上について焦点を当

てた記述となっているが，著者の指摘する課題の

多さに，その前途をやや悲観するかも知れない。

評者は，他方で，悲観的になる必要は無いとい

う印象も持った。近年厚生労働省が政策を新規導

入（ないしは修正）する場合に「モデル事業」が

実施されることが多い。モデル事業は手上げ方式

で実施されるため，そのままではやや躊躇はある

ものの，著者が必要と述べている社会実験の環境

とすることもできるかも知れない。モデル事業の

実施地域においてレセプトデータを収集しておけ

ば，政策の事前評価を行うことも可能であろう。

行政の最前線に経済学者が積極的に接近し，歩み

寄り，協働していくことで経済学の分析に耐える

データが経済学者自身の手で構築され，分析結果

が政策評価に活用されることを期待したい。

レセプトデータ分析の現状の到達点と将来の可

能性を把握するために，医療・介護の分野に関心

のある研究者は必読であるし，根拠のある政策を

追求したい政策担当者も，いささか難解ではある

かも知れないが，挑戦すべき書と考える。

（いずみだ・のぶゆき）

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部長
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「社会保障研究」への投稿論文の査読状況について

『季刊社会保障研究』と『海外社会保障研究』が2016年4月1日を以て発展的に統合され，『社会保障研究』とな
りました。統合後6カ月間の受理された投稿論文数，一回目の査読結果が投稿者に通知されるまでの期間（査読期
間），採択率はそれぞれ下記のとおりでした。

引き続き，皆様の論文の投稿をお待ちしております。
『社会保障研究』編集委員会

期間
受理された投稿

論文数（本）

査読期間

（日；平均値）
採択率（％）

採択率に関する

備考

2016年4月〜2016年9月 9 65.6日 42.9
2017年3月31日までの

決定分

2016年10月〜2017年3月 4
2017年3月31日までの

受付分
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『社会保障研究』執筆要領

1．原稿の書式
原稿はA4版用紙に横書き（40字×36行）とし，各ページに通し番号をふってください。

2．原稿の分量
原稿の分量は，本文・図表・注釈・参考文献を含めて，それぞれ以下を上限とします。なお，図表については，1つに

つき，A4サイズ原稿の1/ 2までの大きさのものは400字とし，1/ 2以上のものは800字に換算するものとします。
(1）論文：20,000字 （4）社会保障判例研究：12,000字
(2）動向・資料：12,000字 （5）書評：6,000字
(3）情報：3,000字
3．原稿の構成
1）表題

和文表題とともに英文表題を記載してください。
2）見出し等

本文は，必要に応じて節，小見出しなどに分けてください。その場合，ⅠⅡⅢ … →123… →（1）（2）（3）…→ ①
②③ …の順に区分し，見出しを付けてください。なお，本文中に語や箇条書きの文などを列挙する場合は，見出しと
重複しないよう，（a)(b)(c）または・などを使用してください。

3）抄録・キーワード
「論文」，「動向・資料」については，和文400字程度，英文250語程度で抄録を作成してください。また，和文，英文
各5語以内でキーワードを設定してください。
なお，編集委員会では，英文のネイティブ・チェックは行いませんので，執筆者ご自身の責任でご確認をお願いい

たします。
4）注釈

注釈は脚注とし，注釈を付す箇所に上付きで1）2）…の注釈番号を挿入してください。注釈番号は論文末までの通
し番号としてください。

5）参考文献
参考文献は，論文の末尾に列挙してください。表記の方法は下記を参考にしてください。
金子能宏・川越雅弘・西村周三（2013）「地域包括ケアの将来展望」，西村周三監修，国立社会保障・人口問題研

究所編『地域包括ケアシステム―「住み慣れた地域で老いる」社会をめざして』，慶應義塾大学出版会，
pp.311-318。

泉田信行・黒田有志弥（2014）「壮年期から高齢期の個人の健康診断受診に影響を与える要因について―生活と支
え合いに関する調査を用いて―」，『季刊社会保障研究』，Vol.49，No.4，pp.408-420。

森田朗（2014）『会議の政治学Ⅱ』，慈学社出版。
Finkelstein, Amy and Kathleen McGarry (2006) “Multiple Dimensions of Private Information: Evidence from the Long-

Term Care Insurance Market,” American Economic Review, Vol.96, No.4, pp.938-958.
Poterba, James M., Steven F. Venti, and David A.Wise (2014) “The Nexus of Social Security Benefits, Health, and

Wealth at Death,” In David A. Wise ed., Discoveries in the Economics of Aging, University of Chicago Press.
Le Grand, Julian (2003), Motivation, Agency, and Public Policy: Of Knights and Knaves, Pawns and Queens, Oxford

University Press.

インターネットのサイトを引用する場合は，そのページのタイトル，URL，および最終確認日を明記してください。
United Nations Development Programme（2010）Human Development Report 2010, http: / / hdr.undp.org/ en/ re-

ports/ globa1/ hdr2010/（2010年10月5日最終確認）
4．引用方法

本文または注釈において，ほかの文献の記述を引用する，または，参照する場合は，その出典を以下のように引用文
の末尾に亀甲括弧で明記してください。この場合，当該引用文献を論文末尾に参考文献として必ず挙げてください。
（例1）…〔森田（2014），p.45〕 …〔Le Grand (2003), p.3〕

…〔森田（2014），pp.45-46〕 …〔Le Grand (2003), pp.3-4〕
（例2）著者が2人の場合

…〔泉田・黒田（2014），p.408〕 …〔Finkelstein and McGarry (2006), p.938〕
（例3）著者が3人以上の場合

…〔金子他（2013），p.311〕 …〔Poterba et al. (2014), p.159〕
ただし，本文中における，ほかの文献の引用または参照について，その出典を注釈で示す場合は，亀甲括弧は必要あ
りません。
（例）1）森田（2014），p.45
また，注釈などで，参考文献として列挙しない文献を挙げる場合は，上記の参考文献の表記に準じてその著者名，著
書・論文名，頁などを記載してください。
（例）1）森田朗（2014）『会議の政治学Ⅱ』慈学社出版，p.45。

5．表記
1）年号

原則として西暦を用いてください。元号が必要な場合は西暦の後に括弧書きで挿入してください。ただし，元号を
用いることが慣例となっている場合はその限りではありません。

2）敬称
敬称は略してください。
（例）西村周三教授は→西村は 京極氏は→京極は
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6．図表
図表にはそれぞれ通し番号および表題を付け（例参照），出所がある場合は必ず明記してください。図表を別ファイ
ルで作成した場合などは，論文中に各図表の挿入箇所を指定してください。なお，他の出版物から図表を転載する場合
には，執筆者自身が著作権者から許諾を得てください。
（例）＜表1＞受給者数の変化 ＜図1＞社会保障支出の変化

7．倫理的配慮
原稿に利用したデータや事例等について，研究倫理上必要な手続きを経ていることを本文または注に明記してくださ
い。また，記述においてプライバシー侵害がなされないように細心の注意をはらってください。
8．利益相反

利益相反の可能性がある場合は書面で報告してください。なお，利益相反に関しては厚生労働省指針（「厚生労働科
学研究における利益相反の管理に関する指針」）を参照してください。
9．原稿の提出方法など
1）原稿の提出方法

投稿論文を除き，本誌掲載用の原稿は原則としてデータファイルを電子メールに添付する方法で提出してくださ
い。ファイル容量などの理由により，電子メールに添付する方法での提出が困難な場合は，CD-Rなどの媒体に記録の
上，郵送で提出してください。また，当方で受信したファイルの読み込みができない，あるいは，特殊文字の認識が
できないなどの場合には，紙媒体による原稿の提出をお願いすることがありますので，その際にはご協力ください。
原稿のデータファイルが存在しない場合は，紙媒体の原稿を郵送にて提出してください。

2）図表について
図表を別ファイルで作成している場合は，当該図表ファイルも提出してください。提出方法は，原稿の提出方法と
同様です。データファイルが無い場合は，図表を記載した紙媒体の資料を郵送してください。

3）投稿論文の提出方法
投稿論文の提出については，『社会保障研究』投稿規程に従ってください。審査を経て採用が決定した場合には，前

2項に従って当該論文のデータファイルを提出していただくことになります。

『社会保障研究』投稿規程

1. 本誌は，国内外の社会保障およびその関連領域に関する理論的・実証的研究，国内外の社会保障制度改革の
動向などを迅速かつ的確に収録することを目的とします。
2. 投稿は，「論文」，「動向・資料」および「社会保障判例研究」の3種類とし，いずれかを選択してください。な
お，「論文」，「動向・資料」はおおむね以下のようなものとします。
「論文」：独創的かつ政策的有用性に優れた社会保障に関する研究論文
「動向・資料」：政策的有用性に優れた社会保障に関する研究論文，資料（独創性は問わない）であり，おおむね
以下のようなものとします。
1）独創性や政策的有用性は「論文」に及ばないが，今後の発展が期待できる研究論文
2）政策的有用性に優れた社会保障に関する調査・分析に関する報告
3）国内外における社会保障の政策動向に関する考察
投稿者の学問分野は問いませんが，本誌に投稿する論文等は，いずれも未投稿・未発表のものに限ります。
3. 投稿者は，投稿申込書とともに審査用原稿（PDFファイル）を電子メールにて送付してください。投稿申込書
は研究所ウェブサイトよりダウンロードし，各欄に必要事項を記入してください。なお，投稿論文の審査は執
筆者名を伏せて行いますので，審査用原稿には執筆者が特定できる情報を記入しないでください。電子メール
による送付が難しい場合には，投稿申込書1部，審査用原稿4部を，郵送してください。
4. 採否については，編集委員会が指名したレフェリーの意見に基づき，編集委員会において決定します。ただ
し，研究テーマが本誌の趣旨に合致しない，あるいは学術論文としての体裁が整っていない場合など，審査の
対象外とする場合もあります。採用するものについては，レフェリーのコメントに基づき，投稿者に一部修正
を求めることがあります。なお，原稿は採否に関わらず返却いたしません。また，本誌において一度不採用と
された論文等の再投稿は受理しません。再投稿に当たるかどうかの判断は編集委員会が行います。
5. 原稿執筆の様式は『社会保障研究』執筆要領に従ってください。
6. 掲載された論文等は，他の雑誌もしくは書籍または電子媒体等に収録する場合には，国立社会保障・人口問
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